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Ⅳ　活動報告／研究業績目録

1．疫学・統計研究部

（1）令和７年度活動報告

疫学・統計研究部では，疫学情報の収集及び分析並び
に疾病の疫学，生活習慣及び社会経済要因に関連する健
康事象の疫学等に係る調査研究及び関連する養成訓練に
従事している．

具体的には，①母子保健に関して，科学的根拠に基づ
く身体的・心理的な産後のケアの効果的な実施を推進す
るための研究，②児童虐待防止，女性相談支援，生活保
護自立支援，難病患者支援などに関わる職員研修，エイ
ズ対策やたばこ対策に関わる職員研修，アレルギー対策
研修，③疫学統計研修，④保健統計の利用と疫学情報の
解析に関する研究，生物統計学に関する研修などである．

1）研究部の構成と異動
疫学・統計研究部に令和 7 年度在籍した研究官は，部

長：上原里程，上席主任研究官：湯川慶子，川戸美由
紀，森岡典子（4月着任），主任研究官：水島諒子である．
このほか特定研究員が2名在籍した.

2）研究活動
①母子保健に関する研究
・科学的根拠に基づく身体的・心理的な産後のケアの効

果的な実施を推進するための研究
・産後ケア事業ガイドライン（令和7年3月版）（以下，

ガイドライン）に沿った産後ケア事業を自治体が実施
するうえで参考となるよう，ガイドラインの記載につ
いての解説や，記載についての具体的な根拠，具体的
な事例を掲載したガイダンスを作成した．

・妊産婦へのメンタルヘルス支援の体制整備に向けた研
究

・研究班全体で「自治体職員のための妊産婦メンタルヘ
ルス連携実践ガイド」を作成した．

・成育医療等基本方針に基づいた指標・施策の中間評価，
およびモニタリングに関する研究

 成育医療等基本方針の中間評価に向け，担当した指標
に関して分析し中間評価シートを作成した．

②医療社会学や医療コミュニケーション，倫理的・法
的・社会的な課題に関する研究

・終末期医療に関する研究
 終末期医療に関する課題として，延命治療や尊厳死を

めぐる問題について，文献調査や啓発資料の作成，諸
外国の法制度に関する調査を行った．また，それらの

調査結果を踏まえ，有識者へのインタビューや，今後
の制度整備に必要な課題の分析を実施した．さらに，
治療中止等に関する論点について，法的・倫理的観点
から議論の整理を試みるとともに，その成果を臨床現
場へ還元することを目指している．

・労働安全に関する研究
 日本では，高度経済成長期から，労働者の健康と安全

に関わる深刻な問題として，過度な労働時間やストレ
スが身体的・精神的な健康に悪影響を与え，過労死や
過労自殺が生じてきた．今後，働き方改革や労働法の
改正，企業のストレス管理や労働時間の制限，および，
労働者の健康的な働き方や意識向上も重要であり，過
労死・過労自死をめぐる事例や裁判事例を整理した．

・医療的ケア児に関する研究
 医療的ケア児に関しては，「医療的ケア児及びその

家族に対する支援に関する法律」が 2021 年に成立し
た．一方で，学校教育現場において痰の吸引や経管栄
養等を必要とする児童生徒への対応課題が顕在化した
のは 1988 年頃であり，その後，文部科学省および厚
生労働省の施策の中で，医療職以外の者がこれらの行
為を行うことについて，「実質的違法性阻却」や，改
正社会福祉士及び介護福祉士法に基づく認定特定行為， 
「原則として医行為に該当しない行為」などの法解釈
が示されてきた．医療的ケア児支援法制定に至る歴史
的経緯を整理するとともに，医療的ケア児家族の支援
ニーズ等に関する調査を行った．また，法施行後にお
いても地域間で支援状況に差がみられることを踏まえ，
医療的ケア児家族との交流や患者会への支援活動等を
通じて，法的・倫理的・社会的課題（ELSI）の抽出
を行い，その解決に向けた示唆を得ることを目的とし
ている．特に，家族全体が抱える負担や関係性の課題
に着目し，支援のあり方について検討を行う予定であ
る．

③臨床研究の基盤整備並びに研究実施動向の研究
・臨床研究（試験）情報の公開システムの企画，運営と

関連研究
 疫学・統計研究部では，日本の臨床試験登録センター

への登録臨床試験情報を横断的に検索できる「臨床研
究（試験）情報検索ポータルサイト」（以下，「ポータ
ルサイト」という．）の開発，運用及び関連する調査
研究を行なってきた．ポータルサイトは，日本国内で
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登録されている臨床研究（試験）情報の共有化と情報
検索を簡略化し，一般市民及び研究者に提供するこ
とを目的として，平成 20 年から，WHO Primary Reg-
istryであるJapan Primary Registries Network（JPRN）
の登録機関として，臨床研究等提出・公開システム
（Japan Registry of Clinical Trials. jRCT）および大学病
院医療情報ネットワークセンター臨床試験登録シス
テム（UMIN Clinical Trials Registry, UMIN-CTR）の 2
機関の統合データをWHOのInternational Clinical Trial 
Registry Platform （ICTRP）に定期的に提供してきた．
令和6年度末をもって，ポータルサイトおよびjRCT事
業は，厚生労働省医政局研究開発政策課に移管したが，
その後も引き続き，国際的に啓発動画の英語版を作成，
公開したり，啓発面での協力，海外の研究者への対応
等，厚生労働省と連携しながら必要な協力を行った．

④保健続計の利用と疫学情報の解析に関する研究
・傷病統計におけるNDBデータの利用可能性の検証
 NDBデータの傷病統計への利用に向けて，厚生科学

研究費補助金を得て研究を実施した．2 年計画の 2 年
目の研究として，代表的な傷病統計である患者調査
データとNDBデータに基づく傷病量を算定し，その
正確性と有用性を評価した．NDBデータの傷病統計
としての利用について，提言をまとめた．

・保健統計に基づく健康寿命の算定・評価
 健康寿命について，COVID-19 流行を考慮した算定方

法を考案し，2022 年指標値の算定に適用した．その
算定方法による指標値に基づく年次推移と都道府県格
差の評価方法，および，2010 ～ 2022 年の年次推移と
都道府県格差への適用を検討した．次年度実施予定の
2025年指標値の算定に向けた準備を行った．

・血液製剤によるHIV感染者コホートの疫学的解析
 「エイズ発症予防に資するための血液製剤による調査

研究事業」で集積された情報に基づく，血液製剤に
よるHIV感染者コホートのデータ解析として，1993 ～
2024 年度の健康状態（治療を含む）と生活状況の現
状と推移を検討した．悩みやストレスの状況の推移を
評価するとともに，現在の困り事，将来の不安と支援
の希望の詳細な状況を探索的に検討した．

・スモン患者検診データベースの追加・更新と解析
 「スモンに関する調査研究」班による全国のスモン患

者を対象に毎年実施される，スモン患者検診に基づく
データベースについて，2024 年度の検診データを追
加・更新した．同データベースの解析として，昨年
度の視力，歩行と異常知覚の推移に続いて，本年度は
ADL，生活機能と生活満足度の推移について，検診時
の年齢を考慮して，発症年齢群間で比較した．

⑤人口減少社会における持続可能な医療提供体制構築に
関する研究

・高度実践看護師の地理的分布の推移
 認定看護師および専門看護師について，制度が創設さ

れた 1996 年から 2022 年（直近）までの都道府県単位
の人口あたりの総数および領域ごとの認定及び専門看
護師数の地理的分布の推移とその関連要因について検
証した．

・病院における看護配置と患者アウトカムの関連
 「タスク・シフト／シェアによる患者および看護

師アウトカムへの影響」（研究代表者：森岡典子. 
23K16386）を遂行した．複数医療機関より入手した
DPCデータおよび看護人員労務管理データを連結した
データベースを構築し，患者看護師比率と患者アウト
カム（院内死亡，再入院，入院関連機能障害，在院日
数）の関連について検討した.

⑥ジュニアラグビー選手を対象としたコンディショニン
グに関する研究

・「ジュニアラグビー選手を対象としたコンディショニ
ングプログラムの考案と有効性検証」（研究代表者：
水島諒子．23K16690）を遂行した．ジュニアラグビー
選手を対象としたコンディショニングサポートシステ
ム構築に向け，探索的研究を遂行した．指導者，選手
および家族 42 人を対象にフォーカスグループインタ
ビュー，全国の支援スタッフ・家族 778 人を対象にイ
ンターネット調査を実施し，必要な支援内容と課題を
整理した．さらに，その結果を踏まえて考案したプロ
グラムの実行可能性を検討した．中学ラグビー選手
7 人を対象に，全て遠隔で 1 か月間（週 1 回，計 4 回），
休養・睡眠，栄養，運動（講義・実技）に関する動画
と資料を配信した．主要評価項目はコンディショニン
グにおける行動変容ステージ（5 段階）とし，介入後
にはフォーカスグループインタビューを実施した．

⑦地域に根付く健康支援ボランティアの実態把握および
体系的評価

・公益財団法人健康・体力づくり事業財団令和 7 年度健
康運動指導研究助成「調査研究」（研究代表者：水島
諒子）に採択された研究課題を遂行した．地域におけ
る健康支援ボランティアの特性，満足感，負担感およ
び継続要因を明らかにし，PAIREM の枠組みを用いて
体系的評価をおこなうことを目的とした．埼玉県和
光市ヘルスサポーターを対象に，1）アンケート調査，
2）フォーカスグループインタビュー，3）PAIREM 
による体系的評価を実施した．アンケート調査では
99 人，フォーカスグループインタビューは，12 人が
研究対象者となった．

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
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（2）令和7年度研究業績目録

1）学術誌に発表した論文（査読付きのもの）
原著／ Originals

Mieno M, Kawado M, Hashimoto S, Amano K, Ogane 
M, Okamoto G, et al. Psychological Distress and Associ-
ated Factors among Patients with Hemophilia Living with 
HIV: The Japan Cohort Study of HIV-Infected Patients 
through Blood Products. The Open AIDS J. 2026; 20: 
e18746136399483.

Machida A, Morioka N, Moriwaki M, Abe K, Takahashi 
C, Hayashida K, et al. Association between transitional 
care in acute care hospitals and ambulatory care sen-
sitive condition–related readmission. Age and Ageing, 
2025;54;9:afaf247.

Morioka N, Moriwaki M, Miyawaki A, Saville C, Fushimi 
K, Griffiths P. Hospital Nurse Understaffing and Patient 
Mortality, Readmission, and Length of Stay. JAMA Network 
Open. 2026;9(2):e2558235-e2558235.

Morioka N, Tamaki T, Takahashi K. An Ecological Panel 
Analysis of Trends in the Geographic Disparities of the Cer-
tified Nurse and Certified Nurse Specialist in Japan from 
1996 to 2022. Nursing Reports. 2026; 16(1): p.25.

Morioka N, Moriwaki M, Saville C, Miyawaki A, Fushimi 
K, Griffiths P. Day and night nurse staffing levels and hospi-
tal-associated disability in older adults in Japan: a retrospec-
tive cohort study. Age Ageing. 2025;54(8): afaf217.

Shi Y, Yu Xinyang, Mitsuhashi R, Wan J, Mizushima R, 
Nakata Y. Effects of dog ownership and exercise self-effica-
cy on physical activity of Japanese office workers during the 
COVID-19 pandemic. 2025; 22; p.843.

Shi Y, Kim J, Mizushima R, Mizuno S, Yanagisawa T, Na-
kata Y. Understanding User Perspectives to Inform Person-
alized Physical Activity Promotion in a Health Care App: 
Qualitative Focus Group Interview Study. JMIR Form Res. 
2026;10: e85390.

羽入田彩花, 佐々木渓円, 上原里程．日本国内で実施さ
れた産婦の抑うつや不安を軽減する支援方法とその効果 
文献レビュー．日本公衆衛生雑誌．2025; 72: p.359-368.

総説／ Reviews
Kodama T, Yukawa K, Watarai M. The current state and 

challenges of comprehensive sexuality education in Japan. J. 
Natl. Inst. Public Health. 2026;75(1): p.66-71.

Seino F, Mizushima R, Tabata I. A historical review of 
physical activity policies for Japanʼs health promotion. Jour-
nal of the National Institute of Public Health. 2026;75(1): 
p.14-16.

丸谷美紀, 湯川慶子, 川尻洋美, 今橋久美子, 武澤友広, 
湯沢由美. 変調の大きい障害者のためのアプリを併用し
た就労アセスメント研修の開発―ADDIEモデルを用い

て―. 保健医療科学．2025;74(4): p.384-396.

2）学術誌に発表した論文（査読の付かないもの）
総説・解説／ Reviews and Notes

大澤絵里, 森岡典子, 虎頭恭子, 穴見翠, 五十嵐久美子. 
グローバル・ヘルスにおける公衆衛生看護の役割－ユニ
バーサル・ヘルス・カバレッジ実現に向けての貢献と課
題－．保健医療科学．2026; 74(5): p.468-478.

森岡典子．【可視化の先にあるもの データ利活用が支
える患者安全と病棟マネジメント】患者の安全を保証す
る”いつも通り”の看護配置とは？看護配置と患者アウト
カムの関係．看護管理．2026;36(2): p.130-135.

森岡典子. 特集 スコーピングレビュー／レビュースタ
ディの報告ガイドライン―PRISMA-COSMIN for OMIs 
2024. 看護研究. 2025; 58(2): p.198-205.

3）著書/Books
上原里程. 母子保健. 上島通浩，大久保孝義，編集．シ

ンプル衛生公衆衛生学 2025. 東京：南江堂； 2025. p. 
237-252.

上原里程．母子保健. 中村好一，佐伯圭吾，編集．公
衆衛生マニュアル2025. 東京：南山堂； 2025. p.99-111.

阪東美智子, 湯川慶子. 女性相談支援従事者用スキル
アップブック（2026 年 3 月改訂版）厚生労働省・女性
相談支援サイト「アナタのみかた」掲載（https://ana-
ta-no-mikata.mhlw.go.jp/）限定公開．2026年3月

4）抄録のある学会報告／ Proceedings with abstracts
Moriwaki M, Morioka M, Toba M, Tsuda A, Matsui y, Mi-

yauchi H, et al. Designing a Data-Driven Nurse Staffing Sys-
tem for Enhanced Patient Safety and Care Needs. Studies in 
health technology and informatics.2025;329:1702-1703.

Juan H, Shi Y, Mizushima R, Nakata Y. Health-Related 
Outcomes and Sports Spectatorship: A Scoping Review: 
2025 World Congress on Kinesiology & Sport Science 
(WCKSS): October 2025; Seoul. 2025

Juan H, Shi Y, Mizushima R, Nakata Y. Health-Related 
Outcomes and Measurement of the Sports Spectatorship: 
A Scoping Review: ARIHHP Human High Performance Fo-
rum 2026: February 2026; Tsukuba. 2026.

Mizushima R, Oguma Y, Ota C, Nakajima S, Yoshizawa Y,  
Nakata Y, et al. Differences in conditioning support by team 
size: internet-based survey targeting Japanese junior rugby 
players: ACSM's 72nd Annual Meeting: May 2025; Atlanta. 
2025.

Mizushima R, Oguma Y, Ota C, Nakajima S, Yoshizawa 
Y,  Nakata Y, et al. Characteristics of Japanese junior rugby 
teams providing nutrition support: an internet survey: 23rd 
IUNS-ICN International Congress of Nutrition: August 
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2025; Palais. 2025.
上原里程，市川香織，目時弘仁，佐々木渓円．科学

的根拠に基づく産後ケア実施に向けた産後ケアの実
践状況に関する調査. 第 84 回日本公衆衛生学会総会：
2025.10.31；静岡. 同抄録集．p.708.

村上義孝, 筒井杏奈, 川戸美由紀, 三重野牧子, 上原里
程, 鈴木寿則, 他．NDBデータと傷病統計 第 1 報 NDBに
おける傷病量の集計方法. 第 84 回日本公衆衛生学会総
会; 2025.10.29-31; 静岡. 同抄録集. p.563.

湯川慶子, 渡會睦子. 今後の児童虐待防止に向けた課
題と展望：児童虐待防止関連法や児童相談所の多職種
連携の観点から．「子どもたちの人生を豊かに育むため
の地域連携～こころ・からだ・性の教育」～ (シンポジ
ウム) 第84回日本公衆衛生学会総会; 2025.10.29-31; 静岡. 
同抄録集. p.333.

植田英也，横山徹爾，川戸美由紀．COVID-19 流行前
後の全国市区町村における平均自立期間の変化とその関
連要因. 第 84 回日本公衆衛生学会総会; 2025.10.29-31; 静
岡. 同抄録集. p.567.

亀井哲也, 世古留美, 川戸美由紀, 橋本修二. スモン
患者検診データベースに基づく検討 第 1 報 発症年齢
とADL，生活機能等．第 84 回日本公衆衛生学会総会; 
2025.10.29-31; 静岡. 同抄録集. p.613.

川戸美由紀, 大金美和, 岡本学, 三重野牧子, 橋本修二, 
天野景裕, 他. 血液製剤によるHIV感染者の調査成績（令
和 6 年度） 第 3 報 現在の困り事，将来の不安と支援の
希望の状況. 第 39 回日本エイズ学会学術集会・総会：
2025.12.5-7; 熊本. 日本エイズ学会誌．2025;27(4): p.571.

白阪琢磨, 川戸美由紀, 橋本修二, 三重野牧子, 天野景
裕, 大金美和, 他. 血液製剤によるHIV感染者の調査成績
（令和 6 年度） 第 1 報 健康状態と生活状況の概要. 第 39
回日本エイズ学会学術集会・総会; 2025.12.5-7; 熊本. 日
本エイズ学会誌. 2025;27(4): p.543.

世古留美, 亀井哲也, 川戸美由紀, 橋本修二. スモン患
者検診データベースに基づく検討 第 2 報 発症年齢と
家族や介護の問題等. 第 84 回日本公衆衛生学会総会; 
2025.10.29-31; 静岡. 同抄録集. p.613.

三重野牧子, 川戸美由紀, 橋本修二, 天野景裕, 大金美
和, 岡本学, 他. 血液製剤によるHIV感染者の調査成績（令
和 6 年度） 第 2 報 悩みやストレスの状況の年次推移. 第
39 回日本エイズ学会学術集会・総会; 2025.12.5-7; 熊本. 
日本エイズ学会誌. 2025;27(4): p.572.

森岡典子, 森脇睦子, 林田賢史. Ambulatory Care Sensi-
tive Conditionsにより急性期病院に入院した 65 歳以上患
者の入院中の看護必要度B得点の変化. 2025.10.30;静岡. 
第84回日本公衆衛生学会学術集会抄録集．p.468.

水島諒子, 小熊祐子, 太田千尋, 中嶋真也, 吉澤裕世, 
WAN Jiawei, 他．ジュニアラグビーチームにおける栄養
サポートの必要性と実施状況に関するインターネット調
査；第72回日本栄養改善学会学術総会； 2025. 9.12-14；
東京. 同録集. p.354.

水島諒子, 小熊祐子, 太田千尋, 中嶋真也, 宮本瑠美, 田
原茂行, 他. 中学ラグビー選手を対象とした遠隔型コン
ディショニングプログラムの実行可能性；第 79 回日本
体力医学会大会； 2025. 9. 17-19；滋賀. 同録集．p.210.

水島諒子, 小熊祐子, 中田由夫. ジュニアラグビー選手
のコンディショニングプログラム考案に向けた集団イン
タビュー；第 84 回日本公衆衛生学会総会； 2025. 10. 29-
31；静岡. 同録集. p.82.

可西泰修, 福田崇, 柴田夏希, 水島諒子, 中田由夫. 部活
動の地域展開クラブに所属するU15 男子バスケットボー
ル選手の外傷・障害調査；第 36 回日本臨床スポーツ医
学会学術集会； 2025. 11.2-3；千葉. 同録集. p.S.388.

水島諒子, 笹井浩行, 田中喜代次, 飯田路佳, 若葉京良, 
平原麻美, 他. 地域に根付く健康支援ボランティアの実
態把握および体系的評価: 研究デザイン；第 39 回公衆衛
生情報研究協議会総会・研究会； 2026. 1.22-23；埼玉. 
同録集. p.20.

5）研究調査報告書/Reports
上原里程，鈴木俊治，安達久美子，市川香織，渡邉博幸，

目時弘仁，他．科学的根拠に基づく産後のケア実施を推
進するための文献レビューで整理した産後のケアの実践
状況に関する調査．こども家庭科学研究費補助金（成育
疾患克服等次世代育成基盤研究事業）「科学的根拠に基
づく身体的・心理的な産後のケアの効果的な実施を推進
するための研究」（研究代表者：上原里程．23DA0601）
令和6年度総括・分担研究報告書．2025. p.8-36.

川戸美由紀, 村上義孝, 三重野牧子, 上原里程, 鈴木寿
則, 野田龍也, 他. NDB データの利用の提言に関する検討 
―関係資料の収集・整理―. 厚生労働科学研究費補助金
（政策科学総合研究事業（統計情報総合研究事業））「傷
病統計におけるNDBデータの利用可能性の検証に関す
る研究」（研究代表者：川戸美由紀．24AB1002）令和 6
年度総括・分担研究報告書； 2025. p.117-119.

湯川慶子, 丸谷美紀, 川尻洋美, 今橋久美子. 就労支援
の研修のカリキュラムおよびシラバスの開発に関する
研究. 厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究研
究事業 「アプリを併用した就労アセスメントの専門性向
上のための研修の開発についての研究」 （研究代表者：
丸谷美紀．23GC1009）令和 6 年度研究報告書； 2024．
p.9-34.

竪山真規, 千田圭二, 高田博仁, 青木正志, 豊島至，川戸
美由紀，他. 令和 6 年度の東北地区スモン検診の結果. 厚
生労働行政推進調査事業費補助金（難治性疾患政策研究
事業）「スモンに関する調査研究」（研究代表者：久留 聡．
23FC2001）令和 6 年度総括・分担研究報告書； 2025. 
p.56-61.

川戸美由紀. 傷病統計におけるNDBデータの利用可能
性の検証に関する研究. 厚生労働科学研究費補助金（政
策科学総合研究事業（統計情報総合研究事業））「傷病統
計におけるNDBデータの利用可能性の検証に関する研
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究」（研究代表者：川戸美由紀．24AB1002）令和 6 年度
総括・分担研究報告書； 2025. p.1-5.

川戸美由紀, 三重野牧子, 橋本修二, 鈴木寿則. NDB
データの集計と利用の提言に関する検討 ―NDBデータ
の集計の準備―. 厚生労働科学研究費補助金（政策科学
総合研究事業（統計情報総合研究事業））「傷病統計にお
けるNDBデータの利用可能性の検証に関する研究」（研
究代表者：川戸美由紀．24AB1002）令和 6 年度総括・
分担研究報告書； 2025. p.7-14.

三重野牧子, 川戸美由紀, 橋本修二. 患者調査データ
の集計とNDBデータ利用に関する検討 ―2024 年度の研
究結果―. 厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研
究事業（統計情報総合研究事業））「傷病統計における
NDBデータの利用可能性の検証に関する研究」（研究代
表者：川戸美由紀．24AB1002）令和 6 年度総括・分担
研究報告書； 2025. p.26-51.

川戸美由紀, 橋本修二. NDBサンプリングデータセッ
トの集計 ―2020 年 10 月データセットの基礎的な集計
結果表―. 厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研
究事業（統計情報総合研究事業））「傷病統計における
NDBデータの利用可能性の検証に関する研究」（研究代
表者：川戸美由紀．24AB1002）令和 6 年度総括・分担
研究報告書； 2025. p.53-100.

川戸美由紀, 橋本修二, 村上義孝, 尾島俊之. 健康寿命
の算定・評価，関連要因に関する検討 ―2022 年指標値
の算定と推移評価，関連要因の検討―. 厚生労働行政推
進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病
対策総合研究事業）「次期健康づくり運動プラン作成と
推進に向けた研究」（研究代表者：辻 一郎．22FA2001）
令和6年度総括・分担研究報告書； 2025. p.81-114.

川戸美由紀, 亀井哲也, 世古留美, 橋本修二, 久留聡. ス
モン患者検診データベースの追加・更新と解析 ―発症
年齢と検診時の視力，歩行と異常知覚の推移―. 厚生労
働行政推進調査事業費補助金（難治性疾患政策研究事
業）「スモンに関する調査研究」（研究代表者：久留 聡．
23FC2001）令和 6 年度総括・分担研究報告書； 2025. 
p.130-134.

久留 聡, 新野正明, 竪山真規, 中嶋秀人, 南山誠, 川戸美
由紀, 他. 令和 6 年度検診からみたスモン患者の現況. 厚
生労働行政推進調査事業費補助金（難治性疾患政策研究
事業）「スモンに関する調査研究」（研究代表者：久留 聡．
23FC2001）令和 6 年度総括・分担研究報告書； 2025. 
p.27-51.

白阪琢磨, 天野景裕，大金美和，岡本 学，潟永博之，
川戸美由紀，他. エイズ発症予防に資するための血液製
剤によるHIV感染者の調査研究 令和 6 年度報告書（調査
研究班長 白阪琢磨）； 2025．p.1-174．

新野正明, 長沼亮滋, 矢部一郎, 濱田晋輔, 津坂和文，川
戸美由紀，他. 令和 6 年度の北海道地区スモン検診結果. 
厚生労働行政推進調査事業費補助金（難治性疾患政策研
究事業）「スモンに関する調査研究」（研究代表者：久

留 聡．23FC2001）令和 6 年度総括・分担研究報告書；
2025. p.52-55.

杉江和馬, 泉哲石, 山川勇, 大江田知子, 豊岡圭子，川戸
美由紀，他. 令和 6 年度近畿地区におけるスモン患者の
検診結果. 厚生労働行政推進調査事業費補助金（難治性
疾患政策研究事業）「スモンに関する調査研究」（研究代
表者：久留 聡．23FC2001）令和 6 年度総括・分担研究
報告書； 2025. p.71-76.

中嶋秀人, 小川克彦, 白岩伸子, 森田光哉, 笠原浩生，川
戸美由紀，他. 令和 6 年度関東・甲越地区におけるスモ
ン患者の現況. 厚生労働行政推進調査事業費補助金（難
治性疾患政策研究事業）「スモンに関する調査研究」（研
究代表者：久留 聡．23FC2001） 令和 6 年度総括・分担
研究報告書； 2025. p.62-65.

橋本修二, 川戸美由紀, 三重野牧子. NDBデータによる
医科・歯科医療費の動向調査に基づく検討 ―2020 年 10
月の患者調査の傷病量との比較―. 厚生労働科学研究費
補助金（政策科学総合研究事業（統計情報総合研究事
業））「傷病統計におけるNDBデータの利用可能性の検証
に関する研究」（研究代表者：川戸美由紀．24AB1002）
令和6年度総括・分担研究報告書； 2025. p.102-108.

橋本修二, 川戸美由紀, 三重野牧子. その他の傷病統
計に関する検討 ―歯科傷病に関する検討―. 厚生労働
科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（統計情報
総合研究事業））「傷病統計におけるNDBデータの利用
可能性の検証に関する研究」（研究代表者：川戸美由紀．
24AB1002）令和 6 年度総括・分担研究報告書； 2025. 
p.109-116.

丸谷美紀, 川尻洋美, 湯川慶子, 春名由一郎, 武澤友広. 
演習内容の開発 第 1 報. 厚生労働科学研究費補助金障害
者政策総合研究研究事業 「アプリを併用した就労アセス
メントの専門性向上のための研修の開発についての研
究」（研究代表者：丸谷美紀．23GC1009）令和 6 年度研
究報告書； 2024．p.35-56.

丸谷美紀, 湯川慶子, 川尻洋美, 川口孝泰, 春名由一郎, 
武澤友広他．演習内容の開発 第 2 報. 厚生労働科学研究
費補助金障害者政策総合研究研究事業 「アプリを併用し
た就労アセスメントの専門性向上のための研修の開発に
ついての研究」（研究代表者：丸谷美紀．23GC1009）令
和6年度研究報告書； 2024．p.57-71.

丸谷美紀, 湯川慶子, 江口尚．アセスメントスキル評価
指標の内容妥当性の検証. 厚生労働科学研究費補助金障
害者政策総合研究研究事業 「アプリを併用した就労アセ
スメントの専門性向上のための研修の開発についての研
究」（研究代表者：丸谷美紀．23GC1009）令和 6 年度研
究報告書； 2024．p.103-112.

水島諒子．ジュニアラグビー選手を対象としたコン
ディショニングプログラムの考案と有効性検証．科
学研究費助成事業 若手研究（研究代表者：水島諒子. 
23K16690）研究報告書.2025.

南山誠, 久留聡, 貝沼茂三郎, 菊地修一, 山口麗奈，川
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戸美由紀，他. 令和 6 年度中部地区スモン検診結果. 厚生
労働行政推進調査事業費補助金（難治性疾患政策研究事
業）「スモンに関する調査研究」（研究代表者：久留 聡．
23FC2001）令和 6 年度総括・分担研究報告書； 2025. 
p.66-70.

6）視聴覚資料やデジタル媒体などによる研究成果/
Visual Media

なし
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2．公衆衛生政策研究部

（1）令和7年度活動報告

公衆衛生政策研究部は，国際協力研究部を改変し，令
和 5 年度より立ち上げられた部である．厚生労働省組織
規則第五百四十六条において，所掌事務として，「保健
医療等に関する政策の社会への実装の推進及び社会全体
への影響の評価に係るもの（保健医療情報政策研究セン
ターの所掌に属するものを除く．）」を担当することと定
められている．

令和 7 年度の研究活動に関しては，各部員の専門性に
基づき，予防健康事業の実施に資するエビデンスに関す
る調査研究，公衆衛生医師の確保・育成などに関する調
査研究，ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）
のモニタリング・指標に関する研究，経済指標と健康指
標の相互関連のメカニズムの解明に関する研究，低中所
得国における高齢化施策の策定プロセスを把握し，その
課題とニーズを明確化するための研究，公衆衛生介入の
標準的分類に関する研究，高齢者保健等に関する調査研
究等を進めた．

国内外を対象とした幅広い分野における，対人保健や
地域の諸課題に関する研究で得られた成果について，関
連する国内の行政官等に対する研修事業及び国際協力機
構（JICA）と連携した海外の保健省担当者等に対する研
修事業等での情報提供に活用するとともに，学会発表等
を行い，日本国内および低・中所得国の保健システムの
向上を目指す取り組みを進めた．

1）公衆衛生政策研究部の構成
令和 7 年度の在籍者は渡三佳（部長），武村真治（上

席主任研究官），児玉知子（上席主任研究官），大澤絵里
（上席主任研究官），佐々木由理（主任研究官，7 月 1 日
～上席主任研究官）である．

2）研究活動
①予防健康事業の実施に資するエビデンスに関する調査

研究
保険者等に対して効果的な予防健康事業の実施を促進

するため，「海外の検診等予防医療に関する情報収集と
整理事業」において，特定保健指導等と対象が類似す
ると考えられる部分について，USPSTF（United States 
Preventive Services Task Force：米国予防医療専門委員
会）等の海外の予防医療に関するガイドラインを調査し，
内容の詳細や更新の確認を行うとともに，これらの活用
可能性について，保険者や保健事業者へのアンケート調
査を実施した．
②公衆衛生医師の確保と育成に関する研究

公衆衛生医師の確保や定着に関する厳しい状況は，コ
ロナ禍で改めてクローズアップされた．令和 7 年度は，
厚生労働科学研究班の活動の一環として，保健所や大学

の公衆衛生講座にインタビュー調査を行い，分析を行っ
た．また学会でワークショップ，自由集会を開催し，意
見交換を実施した．また研究成果物として，公衆衛生医
師インターンシッププログラム企画ガイド（案）を作成
した．
③ポスト SDGs を見据えた新たな UHC 指標開発に資

する研究
2030 年以降のユニバーサル・ヘルス・カバレッジ

（UHC）の新たなモニタリングフレームワークと指標
の検討をすることを目的に，既存のUHCサービスカバ
レッジの分析，新たにUHCに統合すべき保健サービス
とその指標の分析，持続可能性を考慮したUHCに関す
る分析を実施している．
④経済指標と健康指標の相互関連のメカニズムの解明

経済と健康の間に密接な関係があることは，個人・世
帯レベル（社会経済状況（socioeconomic status：SES）
と健康状態との相関），集団レベル（高所得国と低・中
所得国の間の健康格差など）で明らかとなっているが，
これらは「静態」としての関連である．しかし経済も健
康も常に大きく変動する「動態」であり，両者の変動が
相互に影響しあうダイナミックな関連についてはほとん
ど明らかにされていない．本研究は経済指標と健康指標
の変動が発現するタイムラグを同定し，両者の相互関連
のメカニズムを解明することを目的とする．令和 7 年度
は経済指標の一つである「株価」に焦点を当て，たば
こ，酒等の不健康な製品の製造・販売会社（unhealthy 
commodity industries）の株価とそれらと因果関係のあ
る疾患（肺がん，アルコール性肝疾患等）の死亡者数や
患者数等，国民の行動（喫煙率，飲酒率等）との関連を
検証した．
⑤低中所得国の高齢化施策に関する研究

本研究は，アジア諸国の高齢化対応プロセスやニー
ズを把握し，UHC達成に向けた課題を抽出するもので
ある．令和 7 年度は，各国の施策プロセスや課題を構造
的に把握するための調査票を開発し，これを用いたア
ジア諸国での対面調査を実施した．また，WHOやACAI
（ASEAN Centre for Active Ageing and Innovation）との
連携による「Asia Active Ageing Index」の開発に着手す
るとともに，日本の施策形成経験や地域包括ケアの知見
を分析し，諸国の実情に適応可能な施策策定のあり方を
検討した．
⑥公衆衛生介入の標準的分類に関する研究

公衆衛生の介入について標準化された方法で記述し，
比較可能とすることは，研究の推進や介入内容の改善
に有用と考えられ，WHOの国際分類の 1 つであるICHI
（International Classification of Health Interventions） は
この目的で活用できると考えられる．令和 7 年度は，地
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域保健法の保健所事業やがん検診について，ICHIによ
る分類を試行し，活用のための課題を検討した．
⑦児童養護施設における「人生を豊かに育むための教

育」プログラムと地域連携システムに関する研究
国連の持続可能な開発目標（SDGs）では，SDGs目

標 4「すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教
育を提供し，生涯学習の機会を促進する」においてIn-
ternational technical guidance on sexuality education 2018
（UNESCO）を具体策の一つとし，WHOでも思春期の
若者の健康の改善に介入する重要なツールとして推奨し
ている．本研究では，児童養護施設におけるプログラム
と地域連携システムの構築について，海外の情報を収集
しつつ，検討を進めている．これまでにニュージーラン
ドの現地調査を実施し，地域や教育現場を含めた体制に
ついて調査を進めた．さらに，学会でのシンポジウムを
開催し，国内の地域における深刻な現状や課題を共有し，
保健・福祉・教育の領域を越えた対話と検討を行ってい
る．
⑧ソーシャル・キャピタルの高齢者うつへの影響の相違

－アジア3か国の比較検証
いち早く超高齢社会に突入した日本は，急速な高齢

化を迎えるアジアで，その経験を活かしてアジアの
Healthy and Active Agingの推進に寄与することが期待さ
れている．国内のみならず海外（ミャンマー）にフィー
ルドを広げ，日本老年学的評価研究（Japan Gerontologi-
cal Evaluation Study: JAGES）等の知見を活かした社会疫
学研究を展開している．令和 7 年度は令和 6 年度に続き，
ミャンマーの高齢者のメンタルヘルスに着目し，野菜・
果物摂取頻度の違いによるうつとの関連を性別で検証す
るなどして，現在，国際誌に投稿中である．
⑨OECD医療の質指標に関する研究

OECD医療の質指標に関連して，これまで厚生労働統
計やadministrative data（国内ではレセプト情報・特定
健診等情報データベース（NDB）等が相当）を用いて，
プライマリヘルスケア，急性期ケア，精神医療，患者安
全等の領域の指標算出アルゴリズムについて検討を行っ
てきた．抗菌薬処方に関する指標については，Antimi-
crobial Resistance（AMR）臨床リファレンスセンター等
の協力を得てNDBを利用したデータ提出に貢献してお
り，現在は国内ナショナルセンターにおける同指標算出
に向けて技術協力を行っている．

3）研修報告
①国内研修

部員の専門性を活かし，専門課程においては専門課程
Ⅰ保健福祉行政管理分野における「コア科目」「対人保
健」「公衆衛生総論」「公衆衛生行政」等の講義，地域保
健臨床研修専攻科，地域保健福祉専攻科において，関連
科目の講義・演習・指導を行うとともに，分野の責任者
や担当者として，その運営に携わった．短期研修におい
ては，「エイズ対策研修」「児童虐待防止研修」「公衆衛

生看護（中堅期保健師）研修」「公衆衛生看護（統括保
健師）研修」「難病患者支援従事者研修（保健師等）」「難
病患者支援従事者研修（難病相談・支援センター職員）」
「保健医療事業の経済的評価に関する研修」「医療機関
立入検査研修」「女性相談支援従事者研修」「介護保険に
おける保険者機能強化支援のための都道府県職員研修」
「介護保険における生活支援体制整備推進のための研
修」において，主任もしくは副主任として企画運営に参
画するとともに，講義ならびに演習を担当した．

②国際研修
JICAとの連携に基づく研修である，「ポストSDGsに向

けた保健政策及び保健システムマネジメント研修」（令
和8年2月： 2週間），および「ユニバーサル・ヘルス・
カバレッジ達成のための医療保障制度強化研修」（令和
7年7～8月： 2週間）において，研修プログラムの企画・
調整ならびに実施運営を行い，研修生から高い評価を得
ることができた．これらの研修では，JICAとの緊密な連
携を基に，国立保健医療科学院の国内研修の経験，前年
度の振り返りを活かして，プログラム立案を行い，アジ
ア・アフリカ諸国における医療保険制度の構築ならびに
保健政策策定，保健システムの強化のために，日本の経
験や知見を活用してもらうべく研修を実施した．

「ポストSDGsに向けた保健政策及び保健システムマ
ネジメント研修」では，保健医療システムの概論，日本
の社会保障制度，保健政策の策定とモニタリング，デー
タ・エビデンスに基づく政策策定などの講義，県庁，保
健所，大学病院，地域診療所の見学，厚生労働省への訪
問を実施した，各国での保健政策，保健システムに関す
る課題についての議論で得た学びを踏まえ，最後に各参
加者が，自国の優先的な保健政策の課題，自身の業務に
関連したとるべきアクションプランを発表した．

「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ達成のための医
療保障制度強化研修」では，参加国が日本とタイの経験
を共有しつつ，自国の医療政策の課題を分析し，キャパ
シティ・ビルディングを図ることを目的としている．研
修では健康保障への公平なアクセス確保のための健康保
険の運営・実施に関する実践的なプログラムを提供した．

4）行政支援・社会貢献
厚生労働科学研究費補助金「健康安全・危機管理対策

総合研究事業」及び「難治性疾患政策研究事業」の研究
事業推進官（PO）として，全研究課題（102 課題）を
対象に研究の進捗管理と研究遂行にあたっての助言を
行った．また，和光市子ども・子育て支援会議部会委員
や和光市男女共同参画審議会委員として，市の政策への
助言を行った．

日本国際保健医療学会（常任理事），日本公衆衛生看
護学会（国際委員会），Global Network of Public Health 
Nursing（Council member），日本公衆衛生学会（選挙管
理委員）および日本疫学会（代議員）において学会運営
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に貢献した，また，ASEANアクティブ・エイジング・
イノベーションセンター（ACAI）主催の専門家能力構

築会議（健康・福祉分野）において専門家として参画し，
国際的な人材育成および知見共有に寄与した．

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

（2）令和7年度研究業績目録

1）学術誌に発表した論文(査読付きのもの)
原著／ Originals

山口佳小里，Ung，Sambath，河野眞，町田宗仁，佐々
木由理，児玉知子．カンボジアにおけるリハビリテーショ
ン提供状況 プノンペンの施設調査．国際リハビリテー
ション学．2025．7．1-12．

佐々木由理，町田宗仁，大澤絵里，佐々木広視，大曲
貴夫，齋藤智也，曽根智史．健康危機発生時の研究者と
行政官の連携に向けたワークショップ実施報告．保健医
療科学．2025； 74(5):p. 518-524．

総説／ Reviews
Takemura S．The interrelationship between health pol-

icy and economic and industrial policy in Japan．Journal of 
the National Institute of Public Health. 2026;75(1):77-91.

Tomoko Kodama, Keiko Yukawa, Mutsuko Watara. The 
current state and challenges of comprehensive sexuality ed-
ucation in Japan. J. Natl. Inst. Public Health. 2026;75(1):66-
71.

TAKAHASHI Arata, WATARI Mika, HOSHI Keika, 
NISHIO Akemi, SATO Yasuto. Bridging statistics and clini-
cal reality: A strategic proposal for ICD-11 implementation 
in Japan. Journal of the National Institute of Public Health. 
2026;75(1):36-41.

2）学術誌に発表した論文(査読の付かないもの)
総説・解説／ Reviews and Notes

坂本 真理子，發出 渓子，田野中 恭子，遠藤 雅幸，橋
本 秀実，水田 明子，大澤 絵里，蔭山 正子．外国人住民
の妊娠から子育てを地域で支える：対話型オンライン企
画「グローバルトーク」の報告．日本公衆衛生看護学会
誌．2025； 14(2):p. 62-73．

蔭山 正子，Karen Whittaker，岡本 玲子，中村 桂子，
坂本 真理子，遠藤 雅幸，大澤 絵里，曽根 智史．公衆
衛生人材の育成に関する英国からの学び：公衆衛生看護
のあり方に関する委員会活動報告．日本公衆衛生雑誌．
2025； 72(12): p. 968-974．

大澤絵里，森岡典子，虎頭恭子，穴見翠，五十嵐久美子．
グローバル・ヘルスにおける公衆衛生看護の役割 ―ユ
ニバーサル・ヘルス・カバレッジ実現に向けての貢献と
課題―．保健医療科学．2025； 74(5):p. 468-478．

蔭山 正子，水田 明子，大澤 絵里，坂本 真理子，岡本 
玲子，保健師のコアコンピテンシーの共通点と相違点：
国際学会シンポジウムの報告，日本公衆衛生看護学会誌．
2025； 14(3):p. 122-127．

3）著書／ Books
大澤絵里．公衆衛生に関する国際的な活動．藤内修二，

曽根智史，島田美紀，他著．保健医療福祉行政論第 6 版．
東京:医学書院； 2026．p. 89-96．

大澤絵里（2025），第 2 章「SDG 時代における健康
の優先課題と保健医療人材の要件」．World Health Orga-
nization ／国立健康危機管理研究機構 国際医療協力局
（監訳）『世界の看護 2025』，国立健康危機管理研究機
構， 東 京，pp. 5-11．World Health Organization（2025），
State of the worldʼs nursing 2025，WHO，Geneva．

4）抄録のある学会報告／ Proceedings with abstracts
Kodama T, Sasaki Y, Yamaguchi K, Shobugawa Y, Ohaku 

Y, Machida M, Otaga M, Miura H, Hayashi R, Arai H. Con-
sensus analysis of global indicators for Quality Long-term 
Care for the older in ASEAN countries. The 84th Annual 
Meeting of Japanese Society of Public Health. Oct.2025. 
Shizuoka. p. 811.

Kodama T, Sasaki Y, Yamaguchi K, Shobugawa Y, Ohaku 
Y, Machida M, Otaga M, Miura H, Hayashi R, Arai H. Uni-
versal Health Coverage and Long-term care in ASEAN 
regions. The 40th Congress on the Japan Association for 
Global Health. Nov.2025.Tokyo. p. 12.

Kodama T. Registration of causes of death related to Alz-
heimerʼs diseases in older people- from the WHO mortality 
database. The 66th Annual Meeting of the Japanese Society 
of Neurology. May 2025, Osaka. p. 552.

Kodama T． Japan Case Study: Communication Plat-
form for Health Promotion and Prevention(P&P) for older 
people． PMAC 2025 Side Meeting: SMB107．Leveraging 
Technological Innovation for Health Promotion and Disease 
prevention: Insights from Asia-Pacific, 2025.1.28. Bangkok.

Kodama T，Sasaki Y．Assessment of global indicators 
for Quality Long-term Care for older people in ASEAN 
countries．第 35 回日本疫学会学術総会； 2025.2.13-14；
高知．同抄録集．日本公衆衛生雑誌．2025； 72(9特別付
録):178．

加藤裕一，児玉知子，丸谷 美紀，加藤明子，川合尚子，
奥山泰子，山下英俊．山形市における産後うつに対する 
COVID-19 流行の影響．第 84 回日本公衆衛生学術総会；
2025.10.29-31；静岡．日本公衆衛生雑誌．2025； 72(9特
別付録): 464．

神野敬祐，鵜飼友彦，児玉知子，松田彩子．香川県
における外国出生の結核患者の動向．第 84 回日本公衆
衛生学術総会； 2025.10.29-31；静岡．日本公衆衛生雑誌．
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2025； 72(9特別付録):490．
Tomoko Kodama. LTC framework and Minimum service 

coverage for older people. ASEAN IRP Research Sympo-
sium on Active Ageing. 8 October 2025. Brunei Darus-
salam.

大澤絵里，五十嵐久美子，野村真利香，中西康裕，渡
三佳，古元重和．日本の社会背景を考慮したUHCサー
ビスカバレッジインデックスの開発．第 40 回日本国際
保健医療学会学術大会； 2025.11.1-2；東京都．同抄録集．
p. 99．

星佳芳，西大明美，高橋新，阿部幸喜，渡三佳，佐藤
康仁．がん検診手法のICHIコーディングにおけるコー
ダー間の一致率と課題．第 84 回日本公衆衛生学会総会．
2025．PA-01-02-5

野村恭子，名越究，内田満夫，杉山雄大，藤井仁，浅
沼一成，吉村健佑，渡三佳，町田宗仁．公衆衛生医師確
保に係るインターンシップに関する研究＜大学と医学生
編＞第 3 報．第 84 回日本公衆衛生学会総会．2025．PA-
15-02-5

Arata Takahashi, Keika Hoshi, Akemi Nishio, Yasuhito 
Sato, Mika Watari. Evaluation of ICD-11 Coding Accuracy 
Using ChatGPT: A Pilot Study on the Feasibility and Lim-
itations of Generative AI in Medical Classification. WHO-
FIC Network Annual Meeting 2025.ICD-11 WHO-FIC 
posters 2025. p. 33.

Mika Watari, Keika Hoshi, Arata Takahashi, Koki Abe 
An examination of the alignment of public health programs 
in Japanese Public Health Centers with the Target axis of 
the ICHI. WHO-FIC Network Annual Meeting 2025. ICHI 
WHO-FIC posters 2025. p. 6.

Keika Hoshi, Akemi Nishio, Arata Takahashi, Mika Wa-
tari, Koki Abe, Yasuhito

Sato Inter-coder agreement rates in ICHI coding of Japa-
nese cancer screening methods and ICHI codes for cancer 
prevention strategies. WHO-FIC Network Annual Meeting 
2025.ICHI WHO-FIC posters 2025. p. 8.

大澤 絵里，峰友紗．妊娠届時の情報と出産後育児期
までの母親の育てにくさの

継続の関連．第 35 回日本疫学会学術総会； 2025.2.12-
14；高知県．同抄録集．p. 134．

Eri Osawa. Let's talk about what will be required of pub-
lic health nurses to achieve universal health coverage! 7th 
International GNPHN Conference; 2025.7.28-30;Calgary. 
Abstract book.p. 43.

大澤絵里，五十嵐久美子．グローバルレベルにおける
保健医療サービス・カバレッジ指標の今後の展望と課題．
第 84 回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-31；静岡県．
同抄録集．p. 261．

大澤絵里，中西康裕，野村真利香，早坂章．ユニ
バーサル・ヘルス・カバレッジ（SDGs3.8.1）の指標
の特徴とその傾向．第 84 回日本公衆衛生学会総会；

2025.10.29-31；静岡県．同抄録集．p. 663．
中西康裕，早坂章，野村真利香，大澤絵里．既存

のUHCサービスカバレッジインデックスの傾向とそ
の課題点の分析．第 84 回日本公衆衛生学会総会；
2025.10.29-31；静岡県．同抄録集．p. 262．

大澤絵里，久野譜也．女性における健康課題の解決策
を考える―なぜ運動・スポーツが女性・健康無関心層対
策の一つになるのか―．第84回日本公衆衛生学会総会； 
2025.10.29-31；静岡県．同抄録 p. 299．

佐々木由理，町田宗仁，大澤絵里，佐々木広視，大曲
貴夫，齋藤智也，曽根智史．健康危機管理事案発生時の
研究者と行政官等の連携に向けたワークショップについ
て．第 84 回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-31；静
岡県．同抄録集．p. 497．

大澤絵里．公衆衛生医師の魅力を伝える実習・イン
ターンシップを大学と自治体が一緒に考える．第 84 回
日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-31；静岡県．同抄録
集．p. 400．

平本恵子，横山勝教，大澤絵里，佐々木由理，町田宗
仁，藤井仁，名越究，茅野正行，菊地省大，髙橋千香．
公衆衛生医師確保に係るインターンシップに関する研究 
＜自治体と医師編＞第1報．第84回日本公衆衛生学会総
会； 2025.10.29-31；静岡県．同抄録集．p. 640．

横山勝教，平本恵子，大澤絵里，佐々木由理，町田宗
仁，藤井仁，名越究，茅野正行，菊地省大，高橋千香．
公衆衛生医師確保に係るインターンシップに関する研究 
＜自治体と医師編＞第2報．第84回日本公衆衛生学会総
会； 2025.10.29-31；静岡県．同抄録集．p. 641．

奥田博子，大澤絵里，冨尾淳，畠山典子，麻生保子，
大沼麻実，五十嵐久美子，佐藤一美，山形香織．令和 6
年能登半島地震における保健師等広域応援派遣に関する
実態調査．第 84 回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-
31；静岡県．同抄録集．p. 635．

畠山典子，奥田博子，五十嵐久美子，大澤絵里，麻生
保子，大沼麻実，佐藤一美，山形香織，冨尾淳．過疎地
域を含む自治体における平時からの災害への備えと体
制づくり．第 84 回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-
31；静岡県．同抄録集．p. 635．

麻生保子，奥田博子，大澤絵里，畠山典子，五十嵐久
美子，大沼麻実，佐藤一美，山形香織，小宮山恵美，冨
尾淳．感染症蔓延下の自然災害（複合災害）時における
統括保健師の役割 ‐ インタビュー調査．第 84 回日本公
衆衛生学会総会； 2025.10.29-31；静岡県．同抄録集．p. 
546．

豊嶋典世，大澤絵里，上原里程．宮崎県における出生
の動向と関連する因子の検討．第 84 回日本公衆衛生学
会総会； 2025.10.29-31；静岡県．同抄録集．p. 717．

月野木ルミ，河邊優，大澤絵里，今村晴彦，眞崎直子，
村上義孝，岡村智教．子育て中被扶養者女性に対する生
活習慣病予防健診の啓発：認知度と受診率の推移．第
84回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-31；静岡県．同



J. Natl. Inst. Public Health, 75 (Suppl.) : 2026

公衆衛生政策研究部

44

抄録集．p. 824．
中西康裕，早坂章，野村真利香，大澤絵里．UHCサー

ビスカバレッジインデックスと人的資本指数の関連性．
第 40 回日本国際保健医療学会学術大会； 2025.11.1-2；
東京都．同抄録集．p. 99．

早坂章，中西康裕，野村真利香，大澤絵里．2000 ～
2021 年におけるUHCサービスカバレッジインデックス
と人間開発指数の関連性の所得階層別分析．第 40 回日
本国際保健医療学会学術大会； 2025.11.1-2；東京都．同
抄録集．p. 100．

奥田博子，大澤絵里，畠山典子，麻生保子，五十嵐久
美子．健康危機事象に備えた都道府県における保健活動
の体制整備に関する実態調査．第 45 回日本看護科学学
会学術集会； 2025.12.6-7；新潟県．同抄録集．p. 441．

奥田博子，五十嵐久美子，麻生保子，大澤絵里，畠山
典子．災害時保健活動の改定ポイントについて考えよう．
第 14 回日本公衆衛生看護学会学術集会； 2025.12.13-14．
石川県．同抄録集．p. 100．

Kodama．T，Sasaki．Y．Quality assessment of long-
term care in ASEAN regions - Subanalysis among stake-
holders．The 36th Annual Scientific Meeting of the Japan 
Epidemiological Association & The 3rd Joint Scientific 
Meeting with the IEA Western Pacific Region．2026.1.21-
23； 長崎．同抄録集．p. 168．

佐々木由理，小野太一，菖蒲川由郷，尾白有加，林玲
子，五十嵐久美子．（第一報）アジア・アフリカ諸国に
おける高齢化施策プロセスと現状の比較研究のための調
査票開発（口頭）．第40回日本国際保健医療学会学術大会．
2025.11.1-2； 東京．同抄録集．p. 103．

菖蒲川由郷，尾白有加，佐々木由理，野崎威功真，高
木大資．ミャンマー高齢者における個人レベルのソー
シャルキャピタルの経時変化．第 40 回日本国際保健医
療学会学術大会．2025.11．1-2； 東京．同抄録集．p. 110．

5）研究調査報告書／ Reports
佐々木由理，坂元晴香．保健医療分野での気候変動政

策に関する研究．厚生労働科学研究費補助金事業 「ポス
トSDGsを見据えた新たなUHC指標開発に資する研究」
（研究代表者：大澤絵里．課題番号： 24BA1003） 令和
6年度分担研究報告書； 2025．77-81．

渡三佳．IAEG-SDGs(Inter-agency and Expert Group on 
SDG Indicators)におけるSDGs 指標 3.8．1 に関する議論
の経緯．厚生労働科学研究費補助金事業 「ポストSDGs
を見据えた新たなUHC指標開発に資する研究」（研究代
表者：大澤絵里．課題番号： 24BA1003） 令和 6 年度分
担研究報告書； 2025．p. 9-21．

児玉知子．ASEAN等における高齢者介護サービスの
質向上のための国際的評価指標の開発と実証に資する研
究．厚生労働科学研究費補助金地球規模保健課題解決推
進のための行政施策に関する研究事業）「ASEAN等にお
ける高齢者介護サービスの質向上のための国際的評価指

標の開発と実証に資する研究」(研究代表者：児玉知子．
23BA1103) 令和6年度総括研究報告書； 2025．p. 1-11．

大夛賀政昭，児玉知子．東南アジア諸国におけるLTC
政策の質の評価指標の適用可能性の検討．厚生労働科学
研究費補助金地球規模保健課題解決推進のための行政
施策に関する研究事業）「ASEAN等における高齢者介護
サービスの質向上のための国際的評価指標の開発と実証
に資する研究」(研究代表者：児玉知子．23BA1103) 令
和6年度分担研究報告書； 2025．p. 12-16．

佐々木由理，山口佳小里，尾白有加，菖蒲川由郷，児
玉知子．Healthy Ageing の取り組みに関する国際動向と
その評価指標．厚生労働科学研究費補助金地球規模保
健課題解決推進のための行政施策に関する研究事業）
「ASEAN等における高齢者介護サービスの質向上のた
めの国際的評価指標の開発と実証に資する研究」(研究
代表者：児玉知子．23BA1003) 令和 6 年度分担研究報告
書； 2025．p. 17-25．

山口佳小里，町田 宗仁，佐々木由理，児玉知子．東
南アジア諸国におけるリハビリテーションサービスの提
供状況：タイ・カンボジアにおける調査．厚生労働科学
研究費補助金地球規模保健課題解決推進のための行政
施策に関する研究事業）「ASEAN等における高齢者介護
サービスの質向上のための国際的評価指標の開発と実証
に資する研究」(研究代表者：児玉知子．23BA1003) 令
和6年度分担研究報告書； 2025．p. 26-33．

児玉知子．高齢者介護サービスの質指標に関する検討
－パイロットスタディおよび関連データ分析－．厚生労
働科学研究費補助金地球規模保健課題解決推進のための
行政施策に関する研究事業）「ASEAN等における高齢者
介護サービスの質向上のための国際的評価指標の開発と
実証に資する研究」(研究代表者：児玉知子．23BA1003) 
令和6年度分担研究報告書； 2025．p. 68-90．

児玉知子．ASEAN等における高齢者介護サービスの
質向上のための国際的評価指標の開発と実証に資する研
究．厚生労働科学研究費補助金地球規模保健課題解決推
進のための行政施策に関する研究事業）「ASEAN等にお
ける高齢者介護サービスの質向上のための国際的評価指
標の開発と実証に資する研究」(研究代表者：児玉知子．
23BA1003) 令和5-6年度総合研究報告書； 2025．p. 1-15．

児玉知子，TJ Robinson T．Moncatar．高齢化対策の国
際動向およびASEANにおける高齢者のミニマム・サー
ビス・カバレッジに関する研究．厚生労働科学研究費
補助金地球規模保健課題解決推進のための行政施策に
関する研究事業）「アジアをはじめとした発展途上国に
おける高齢化対応も含めたUHC達成を推進する施策や
制度の提言に資する研究」（研究代表者：五十嵐久美子．
25BA1001）．令和7年度分担報告書（in press）

児玉知子，湯川慶子．自治体職員への研修機会等を利
用した保健所HIV検査の課題抽出とその克服に関する研
究．厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事
業）「HIV検査提供機会の多様化と地域連携強化による
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検査体制の最適化に向けた研究」（研究代表者：横幕能
行．（25HB1001）．令和７年度 分担報告書 (in press)

6）視聴覚資料やデジタル媒体などによる研究成果／
Visual Media

なし
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3．生涯健康研究部

（1）令和7年度活動報告

生涯健康研究部では，生涯にわたる疾病及び障害の予
防，健康の保持・増進並びに保健指導に関する調査研究
と養成訓練を一体的に推進し，全てのライフステージを
通じた健康課題の解決に取り組んでいる．特に，国及び
地方公共団体と連携し，政策形成と実践に資するエビデ
ンスの創出とその社会実装を重視している．

研究領域は，乳幼児期の発育評価や母子保健，学童期・
青年期における生活習慣の形成と疾病予防，壮年期以降
の生活習慣病対策，高齢期のQOL向上及び介護予防な
ど，ライフコース全体を対象とする．さらに，健康日本
21（第三次）の推進，地域・職域における健康格差の把
握と対策，健康に関心が薄い層への介入方法の開発，歯
科口腔保健の推進，栄養ケア・マネジメントの推進など，
政策に直結する研究を展開している．

また，地方公共団体においてこれらの業務に従事する
保健師や管理栄養士等の人材育成に関する研究を推進し，
その成果を実践に還元するとともに，地域のニーズを研
究へと反映する循環を形成している．これにより，行政
施策と一体的に機能する研究及び人材育成の推進を図っ
ている．

1）生涯健康研究部の構成
令和 7 年度に生涯健康研究部に在籍した研究官は，部

長：清野富久江，上席主任研究官：田野ルミ，和田安代，
主任研究官：石川みどり，逢見憲一，吹田晋，逸見治，
倉本絹美（4月着任），研究員：萩原加奈子，特任研究官：
丸谷美紀，横山徹爾である．そのほか，特定研究員が 8
名在籍した．

2）研究活動
①母子保健・こどもに関する研究
〇乳幼児身体発育調査（こども家庭科研　代表・分担）

乳幼児の身体発育の客観的な評価のために，わが国で
はほぼ 10 年ごとに実施されてきた乳幼児身体発育調査
による発育曲線・発育値が用いられる．最新の調査は厚
労科研で検討した調査設計等に基づいてこども家庭庁が
令和 5 年 9 月に実施し，本研究班で作成した乳幼児身体
発育曲線（以下，発育曲線）は令和 7 年度版の母子健康
手帳に収載された．また，発育曲線の保健指導等での活
用に関する既存の保健医療専門職向けマニュアルを改訂
し，さらに活用がこれまで以上に広がるよう，発育曲線
の活用に関する事例，電子版母子健康手帳に関する情報
の追加など充実を図った．こども家庭庁が自治体関係者
に対して行ったアンケートの集計結果を精査して最新調
査の課題を整理し，次回調査に向けた調査手法，調査精
度の向上等に関する提言を取りまとめた．また，乳幼児
の栄養状態の簡単な評価方法の開発を完了した．

○乳幼児栄養調査（こども家庭科研　分担）
全国の乳幼児の栄養方法及び食事の状況等の実態を把

握することにより，母乳育児の推進や乳幼児の食生活の
改善のための基礎資料を得ることを目的として，厚生労
働省では 1985 年から 10 年ごとに乳幼児栄養調査を実施
してきた．本分担研究では，前回調査時の課題や社会状
況の変化を踏まえて，全国の代表値を十分な精度で得る
ための標本抽出方法とサンプルサイズについて検討・提
案した．これに基づいてこども家庭庁が令和 7 年度に調
査を実施した．
○父親の産後うつ予防のための援助要請を促す教材開発

（文科研　代表）
父親の産後うつの予防をするための援助要請を促す教

材を開発することを目的に，父親の援助要請に関するス
コーピングレビューを実施し，先行研究の特徴，父親の
援助要請の特徴について整理した．
○障害児の栄養状態の把握と効果的な支援に関する研究

（こども家庭科研　代表・分担）
障害児入所施設（医療型・福祉型）及び児童発達支援

センターにおける障害特性に応じた多職種連携・多機関
連携による栄養ケア・マネジメントの充実を図ることを
目的として，栄養ケアの方法論について文献調査を踏ま
えた検討を行った．また，施設内外における多職種連携
および関係機関との連携による支援方策の検討に資する
ため，各施設の実態把握を目的とした実態調査およびヒ
アリング調査を進めている．
○児童福祉施設の栄養管理に関する研究（こども家庭科

研　分担）
保育所および幼保連携型認定こども園における食事提

供，栄養管理体制，食育の実施状況を明らかにし，栄養
管理の充実および食育推進に向けた方策を検討するため，
施設を対象とした質問紙調査及び保護者を対象とした食
事等の調査を実施した．栄養管理および食育の充実に向
けて，食事摂取基準の活用に関する具体的な指針の営利，
食育の評価方法の確立，施設特性に応じた運営施設体制
の整備ならびに保護者への支援の在り方に関する検討の
必要性が明らかとなった．
②健康づくり・生活習慣病対策に関する研究
○地方自治体における健康課題把握

地方自治体等で地域診断に基づいて健康課題を抽出し，
健康増進施策を進めるための方法論は十分に確立されて
いない．そこで，健康日本 21 や自治体における健康増
進計画，保険者におけるデータヘルス計画等を効果的に
推進するために，これらの課題に関する調査研究に取り
組むとともに，科学院の研修等を通じてその成果を全国
に普及させることを目的として，研究成果をマニュアル
や報告書としてまとめ，今後のわが国における健康増進



J. Natl. Inst. Public Health, 75 (Suppl.) : 2026

生涯健康研究部

47

施策推進に役立つよう，「地方自治体における生活習慣
病関連の健康課題把握のための参考データ・ツール集」
としてWEB上で誰でも利用できるように公開し，随時
改訂している．これらの教材やツールは，国立保健医療
科学院や都道府県における研修等を通じて地方自治体や
医療保険者に提供し人材育成に活かしている．令和 7 年
度は，全国市区町村別平均自立期間・要介護認定率比等
の推移(2015～2023年)，全国都道府県・市区町村・二次
医療圏別主要死因別標準化死亡比の推移(2015～2024年)，
NDBオープンデータを用いた特定健診結果の二次医療
圏別標準化該当比の推移(2018～2022年度)，及びこれら
を活用するための解説書「自治体における健康寿命等の
格差分析を進めるためのデータ読み解きのポイント」を
公開した．
○業種別の健康課題把握（厚労科研　代表・分担）

健康日本 21（第三次）では，健康寿命の延伸と健康格
差（地域や社会経済状況の違いによる集団間の健康状態
の差）の縮小を最終的な目標に位置づけており，今後，
健康格差縮小のための具体的取り組みを進めていく必要
があるが，業種に着目した生活習慣病の格差分析と対策
の取り組みに関する検討は十分に行われていない．全国
の業種間・地域間の健康格差の実態把握と格差縮小に資
する知見を得ることを目的として，令和 7 年度は文献調
査を実施するとともに，国民生活基礎調査の健康票によ
る生活習慣・通院の状況等の職業間比較，全国健康保険
協会（協会けんぽ）の疾病別医療費と特定健診結果の業
態・地域間比較に関する分析を進めた．
○自治体が生活習慣病予防・健康増進の取組を推進する

ために必要な「健康に関心が薄い層」への，実装可能
な介入方法に関する研究（厚労科研　代表・分担）
健康寿命の延伸と生活習慣病予防を推進するうえで，

健康づくりへの関心が低い層への効果的なアプローチ
は，自治体保健事業における長年の課題である．本研究
は，この課題に対して科学的根拠に基づく解決策を提示
することを目的としている．令和 7 年度は，栄養・食生
活，運動，禁煙支援を中心としたたばこ対策等に関する
国内外の文献レビューを実施し，有効な介入方法と自治
体が実装するための条件に関するエビデンスを整理した．
今後は自治体調査等を経て，行動科学に基づき結果を体
系的に整理し，実践事例集の作成につなげる予定である．
本研究の成果は，「健康日本 21（第三次）」の推進に貢献
することが期待される．
○全国と都道府県における死因別死亡率の推移の地域格

差に関する研究（文科研　分担）
わが国の主要な死因別死亡率の経年変化について，都

道府県を単位とした生態学的研究を実施し，地域格差に
ついて確認した．
○都道府県別にみた対策型大腸がん検診の指針遵守状況

の推移に関する研究
これまでに，平成28年度から令和4年度の間に厚生労

働省が実施した市区町村におけるがん検診の実施状況調

査を元に，調査期間の自治体の対策型大腸がん検診の指
針遵守状況を確認した．対策型大腸がん検診の指針が遵
守されていない要因の検討や，新型コロナウイルスの感
染拡大が令和 2 年度の自治体の対策型がん検診に与えた
影響などについて確認したが，新たに令和 5 ～ 6 年の調
査結果を追加して経年的な変化を確認した．
○新型コロナウイルス感染症拡大前後の特定保健指導の

効果の違いに関する研究
鹿児島市における新型コロナウイルス感染症拡大前後

の保健指導に着目して，その効果の違いを確認した．新
型コロナウイルス感染症前後で保健指導の効果に大きな
違いは確認されず，特定健診や保健指導の実施方法の工
夫等により，感染症拡大の状況でも保健指導の効果が得
られる可能性が確認された．研究成果の一部は学会にて
発表した．
○人口動態統計を用いた死亡率・生命表等の定量的分析

わが国近代の疾病構造の転換に果たした公衆衛生と医
療の役割を考察するため，人口動態統計を用いた死亡
率・生命表等の定量的分析を行った．

近年，わが国では，「老衰」死亡が増加するなど，死
因別死亡に従来とは異なる変化が生じているため，近年
の年齢調整死亡率低下の年齢・死因構造を分析し，死亡
診断との関連等を検討した．

2020（令和 2）年以降世界的に流行しているCOVID-19
によるわが国の健康被害を定量的に把握するため，月別
年齢階級別死亡率を算出し，重回帰分析を用いて定量的
に，COVID-19流行による超過死亡率を算出，検討した．
③高齢者に関する研究
○高齢者の栄養ケア・マネジメントの推進（厚労科研　

分担）
栄養ケア・マネジメントは介護保険施設の基本サービ

スとして，管理栄養士の配置のもと多職種連携で展開さ
れている．制度施行後栄養スクリーニング指標の見直し
が行われていないことから，高齢者の自立支援・重症化
予防に資する栄養ケア・マネジメントの国内外の文献レ
ビューを踏まえた既存指標の整理等を行った．
○高齢者の災害時健康危機管理能力測定尺度（文科研　

分担）
地域特性に応じて，高齢者の災害時の健康自己管理を

支援するために，健康危機管理能力測定尺度の開発のた
めの質問紙調査を実施し，尺度案の外的妥当性を調査し，
完成した．
○外国人高齢者の訪問看護・介護時に活用するツールの

開発研究（助成金　分担）
外国にルーツを持つ高齢者に訪問看護・介護を提供し

ている従事者への聞き取りから，コミュニケーションを
補助するために必要な項目を特定し，ICTを活用して利
用できるピクトグラムを作成した．
④全世代
＜栄養・食生活＞
○国民の血圧の経年的な低下への食事摂取と日常生活ス
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トレスの寄与の解明（文部科研　代表）
健康日本 21（第二次）の最終評価において，国民の収

縮期血圧の経年的な低下が報告されたが，その寄与因子
と寄与率は解明されていない．本研究では，国民健康・
栄養調査データを用いて，血圧の低下への食事・生活習
慣の寄与を明らかにすることを目的に解析を進めている．
○ゆっくりよく噛んで食べる行動に関連する食事の食べ

方と歯科口腔の要因（厚労科研　協力者）
食育推進基本計画の目標である「ゆっくりよく噛んで

食べる」行動に影響を及ぼす因子はほぼ未解明である．
本研究では，全国Web調査を実施し，「ゆっくりよく噛
んで食べる」行動と食べ方・歯科口腔因子との関連を明
らかにした．
○災害時の栄養・食生活支援に関する研究（厚労科研　

分担）
災害時の栄養・食生活支援について，避難所の食事や

栄養と避難者の健康との関係を明らかにするために，文
献レビューを実施するとともに，既存資料および被災自
治体及び関係団体からの情報収集を行い，課題を整理す
るとともにガイドライン項目案を提示した．
○がん患者の栄養管理に関する研究（厚労科研　協力者）

医療機関における管理栄養士の診療報酬制度は，この
20 年間で拡充されてきた．がん診療連携拠点病院など
では，より先進的な栄養管理の実装が期待されているが
実態は明確にされていない．全国のがん診療連携拠点病
院に対し，栄養管理部門の運営，栄養食事指導件数，栄
養管理の実施状況，がん手術の栄養介入，がん外来化学
療法の栄養介入，チーム医療，人材育成・教育などに関
する実態を把握した．
＜運動・身体活動＞
○運動・身体活動施策の政策的な変遷

1960 年代以降国民の健康増進に資する取組が積極的
に行われるようになり，1978 年には第 1 次健康づくり対
策が開始され現在は第 5 次国民健康づくり対策として健
康日本 21（第三次）が推進されている．これらの健康づ
くり対策における運動・身体活動施策について，政策的
位置づけおよび展開の変遷を制度的・社会的背景ととも
に分析を行った．
＜たばこ対策＞
○加熱式たばこの化学的特性と健康リスクに関する科学

的エビデンス構築に係る研究（厚労科研　分担）
歯科領域における加熱式たばこの健康影響について，

文献レビューを行い，エビデンスを整理した．
○高知県の乳幼児の家庭における加熱式たばこの受動喫

煙に関する研究（保健福祉行政管理分野 分割後期の
特別研究指導）
高知県において乳幼児の加熱式たばこの受動喫煙の実

態を明らかにするために，保育所及び幼稚園児の家庭を
対象に加熱式たばこの使用に関する調査を行った．
＜歯科口腔保健＞
○諸外国における歯科医療提供体制と歯科医師・歯科衛

生士の業務のあり方に関する実態把握のための研究
（厚労科研　分担）
わが国の歯科医療提供体制に関する課題を国際的に比

較・検討する前段階となるデルファイ法による調査のう
ち，行政歯科専門職への調査結果を分析した．
○「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項（第二次）」

の進捗評価と推進方策に関するエビデンス構築（厚労
科研　分担）
公的統計調査および関連する厚労科研・厚労省事業で

得られた数値を用いて，「歯・口腔の健康づくりプラン」
の告示指標に関する将来推計の分析を行った．
〇地域での質の高い歯科保健医療提供に資する歯科衛生

士のあり方に関する研究
2040 年を見据え，歯科の分野でも医療・介護の複合

ニーズを有する患者への多職種連携や，入院患者・介護
保険施設・在宅等での要介護高齢者への口腔管理のニー
ズが増加している．そこで，住民の健康を支援するため
に求められる歯科衛生士の役割は変化していることから，
今年度は歯科衛生士免許取得者の他分野での活躍事例に
焦点を当て，地域の複雑化・多様化するニーズに応える
歯科衛生士のあり方について検討を行った．
＜保健師人材育成＞
○ 2040 年以降において地域ケアシステムの機能を維持

するための自治体保健師の保健活動の見直しに向けた
研究（厚労科研　分担）
人口減少により2040年に人口1万人未満の地方自治体

が約 4 割となる．本研究では，保健師が不足する小規模
自治体における①保健師のコア機能と優先度が高まる業
務の再編，②地域ケアシステム・保健活動モデル構築に
向けた検討を行った．
○ 2040 年以降を見据えた自治体保健師の人材育成体制

の構築のための研究　（厚労科研　協力者）
保健師活動指針の改正を踏まえ，2040 年以降の社会

変化に対応できる人材育成体制のあり方を提言すること
を目的としている．担当班では，総合的なマネジメント
を担う保健師等の業務・役割・課題，および健康危機の
有事における即応体制と平時業務との連動に関する実態
把握を担当した．令和 7 年度は，全国の自治体を対象と
した質問紙調査およびヒアリング調査を実施し，自治体
の規模や地域特性を踏まえた現状と課題の分析を進めた．
これらの成果は，小規模自治体も含めた能力開発体制の
整備と，有事に即応できる保健師人材の平時からの育成
強化に資することが期待される．
○離島の文化に即した災害保健活動教育プログラム開発

（文科研　代表）
先行研究を基に，「離島の文化に即した災害保健活動

教育プログラム」を，離島の保健師と住民に対し，臨地
で試行した．参加者は離島の文化には，災害のリスクに
なる面と，防災減災に有利な面がある等，多面性への気
づきが得られ，またSOCの改善が見られた．
＜管理栄養士人材育成＞
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○統括的役割が期待される行政管理栄養士の自己評価尺
度の開発のための研究（厚労科研　代表）
統括的役割を有する行政管理栄養士における評価尺度

の開発を完了した．研究内容については，日本公衆衛生
学会のシンポジウム等で発表を行った．
○公衆衛生専門管理栄養士の育成（厚労省委託事業　有

識者委員）
地域における多様な栄養課題を的確に把握し，自治体

施策を俯瞰した上で，保健・医療・福祉のみならず多領
域の関係者と連携しながら，横断的かつ戦略的に栄養改
善施策を推進できる人材の育成を目的として公衆衛生専
門管理栄養士制度が創設（日本栄養士会・日本公衆衛生
学会共同認定）された．本制度の創設にあたり，研修プ
ログラムの作成，検証等を行った．
⑤その他
○障害を持つ就労希望者の支援に関する研究（厚労科研　

代表）
健康の社会決定要因である就労を支援するために，障

害を持つ就労希望者の生活や健康面を含めてアセスメン
トするスキルを明らかにし，そのスキルを習得するため
の研修プログラムを開発した．また，セルフモニタリン
グにより，アセスメントを補佐するアプリを開発し，研
修プログラムに組み込んだ．障害者の就労支援員に研修
を試行した結果，研修前後で知識の習得に改善が見られ
た．
○訪問看護分野におけるHL7 FHIRを用いた保健医療情

報の標準化のための研究（文科研　代表）
これまでに，訪問看護分野における保健医療情報(看

護，リハビリ等を含む)について，現在の制度や関連分
野の現状について情報収集を行い，具体例として，既存
の様式(訪問看護計画書)を用いてHL7 FHIRの仕様書や
プロファイルを整備する際の課題を確認した．訪問看護
系の団体と連携し，実際の電子的な記録からテキストマ
イニングを行う研究を実施できるよう調整を行った．
○気候変動に伴う熱中症対策（院内スタディグループ）

近年激化する気候変動に伴う熱中症に関し，文献レ
ビューを行なった．その結果，緯度や標高が関与するこ
とを明らかにし，小地区ごとにアセスメントした結果に
基づいて健康支援して行く必要性を提言した．
○個別支援から集団・地域へと活動を展開する公衆衛生

活動（院内スタディグループ）
個別支援から集団・地域へと活動を展開する公衆衛生

の活動方法において，住民の個別の健康課題と集団・地
域の健康課題をどう連携させるかに着目して検討を行っ
た．
○栄養不良の二重負荷に関する公衆衛生政策のレビュー

（院内スタディグループ）
低栄養と過栄養の二方向の栄養不良が同一集団に発生

する栄養不良の二重負荷の発生状況に関する国内外の発
生状況と公衆衛生政策の動向を把握し，今後の研究が求
められる課題領域について検討を行った．

3）研修報告
当部の研究成果は，専門課程Ⅰ及びⅢ，短期研修等の

研修に反映させた．当部研究官・研究員が研修主任，副
主任または講師等を担当した研修は以下のとおりである．
また，特別研修の指導も担当した．

＜長期研修＞
○専門課程Ⅰ

・保健福祉行政管理分野分割前期
・保健福祉行政管理分野分割後期

○専門課程Ⅲ
・地域保健福祉専攻科
・保健医療データ分析専攻科

＜短期研修＞
・公衆衛生看護研修（統括保健師）
・公衆衛生看護研修（管理期）
・公衆衛生看護研修（中堅期）
・健康日本 21(第三次)推進のための栄養･食生活の

施策の企画･調整に関する研修
・健康・栄養調査等を用いた健康増進計画等の推進

状況モニタリング分析技術研修
・歯科口腔保健の推進のための企画・運営・評価研

修
・たばこ対策の施策推進における企画・調整のため

の研修
・生活習慣病対策健診・保健指導の企画・運営・評

価に関する研修
・難病患者支援従事者研修（保健師等，難病相談・

支援センター職員研修）
・アレルギー疾患対策従事者研修
・生活保護における 3 つの自立支援とその推進に向

けた研修
・女性相談支援従事者研修（管理職，心理職）
・疫学統計研修
・地域保健施策立案支援のための情報利活用に関す

る研修

4）行政支援・社会貢献
厚生労働省厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部

会委員，同部会健康日本 21（第三次）推進専門委員会委
員，同省循環器病対策推進協議会委員，同省管理栄養士
国家試験委員，同省厚生労働科学研究費補助金（障害者
政策総合研究事業）事前評価委員，同中間・事後評価委
員，文部科学省科学技術研究費助成事業審査委員，消費
者庁消費安全調査委員会専門委員，環境省水俣病に係る
健康調査の在り方に関する検討会構成員，厚労省委託事
業「市町村保健師管理者育成事業」，厚労省委託事業「管
理栄養士専門分野別人材育成事業」，厚労省地域保健総
合推進事業「小規模町村保健師人材開発のための活動報
告リレー及び交流促進事業」，厚労省地域保健総合推進
事業「災害時栄養・食生活支援活動のマネジメントと連
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携強化及び災害対応能力育成に向けた研究」，厚労省老
人保健健康増進等事業「介護予防に資する栄養改善の取
組の促進に関する調査研究事業」，厚労省老人保健健康
増進等事業「嚥下機能に配慮した食事提供の評価に関す
る調査研究事業」，厚労省社会福祉推進事業「医療扶助
等における都道府県による援助等の推進に向けた調査研
究事業」などの委員，助言者として健康づくり等に関す

る政策への助言を行った．また，東京都，神奈川県，埼
玉県，岐阜県等の健康づくりに関する会議等の有識者委
員として参画し，自治体の健康づくりの推進にも貢献し
た．

さらに，自治体及び関係団体等の研修において講師を
務めるとともに，学術学会活動も積極的に行った．

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

（2）令和７年度研究業績目録

1）学術誌に発表した論文(査読付きのもの)
原著／ Originals

Ishikawa M, Iwasaki M, Tano R, Yokoyama T, Ando Y. 
Dietary and oral factors associated with eating slowly and 
chewing well: a National web-based study. Scientific re-
ports. 2025;15(1):40677. doi:10.1038/s41598-025-17631-9

Sato H, Sudo N, Wada Y. What Japan can learn from Cana-
daʼs guidelines on food and nutritional support during emer-
gencies: A scoping review. Urban Resilience Sustainability. 
2025;3(2):119-153.

Tada Y, Sasaki K, Kobayashi T, Wada Y, Fujita D, Yokoya-
ma T. Association between Adiposity Rebound and the Fre-
quency of Balanced Meals Among Japanese Preschool Chil-
dren: A Cross-Sectional Study. Nutrients. 2025;17(19):3183．

Sasaki K, Kobayashi T, Tada Y, Wada Y, Yokoyama T. 
Factors Associated with Height-Promoting Dietary Prac-
tices among Japanese Preschool Children: A Web-Based 
Cross-Sectional Study. Children. 2026;13(3):391.

Kobayashi T, Sasaki K, Tada Y, Wada Y, Yokoyama T. 
Maternal Misperception of Child Body Size and Its Asso-
ciation with Information-Seeking Opportunities and Infor-
mation Sources in Japanese Preschool Children. Children. 
2026;13(3):390.

高木絢加，石川みどり，名越究，横山徹爾. 離島住民
の野菜摂取変化量に影響を及ぼす要因の検討―町の健康
増進施策に向けた健康・栄養調査データ分析―. 栄養学
雑誌．2025;83(5):194-205.

安藤雄一，小栗智江子，松本珠実，五十嵐彩夏，石川
みどり，田野ルミ，他．自治体における「食育における
歯科口腔保健の推進」に関する研究：計画策定と相互に
関連した目標の設定状況，日本公衆衛生雑誌．（印刷中）

Ishikawa M, Hemmi O, Wada Y, Ohmi K, Ando Y, Takimo-
to H, et al. Efforts and systems by local governments to 
improve participation rates in national and local health and 
nutrition surveys in Japan: Findings from a workshop 2019–
2024. PLoS One. 2025;20(3):e0314798. doi:10.1371/journal.
pone.0314798. eCollection 2025.

Fukita S, Kawasaki H, Yorozuya K. Effects of Interven-
tions to Improve Help-Seeking Related to Mental Health 
Among Workers: A Systematic Review. Cureus. 2025;17(4): 

e82935.
Fukita S, Kawasaki H. Effects of a brief health education 

video on employeesʼ mental health helpseeking in small and 
mediumsized enterprises: A randomized controlled trial. J 
Family Med Prim Care. 2025;14:3849-3855.

Fukita S, Kawasaki H, Yorozuya K, Morita T. Understand-
ing fathersʼ helpseeking: A scoping review. J Family Med 
Prim Care. 2026;15:51-59.

桐生育恵，嶋津多恵子，兼田雅代，茂木りほ，吹田晋，
横山徹爾，他．多様な背景を持つ新任期保健師の経験し
た困難と有用な支援．保健医療科学2025;74(5):488-497.

Onoue T, Nishida K, Nakata Y, Hayashi F, Marutani M, 
Sakane N, et al. Effectiveness of recommendations in pro-
moting the use of mobile health applications in health guid-
ance: a randomized controlled trial. Journal of occupational 
health, 67(1), uiaf036.

Katada C, Yokoyama T, Yano T, Furue Y, Suzuki H, Ishi-
do K, et al. Alcohol Consumption, Smoking, and the Im-
plications of their Cessations for Field Carcinogenesis in 
the Esophagus: A 10-Year Prospective Cohort Study. The 
Lancet Regional Health - Western Pacific 2026;67:101798. 
doi:10.1016/j.lanwpc.2026.101798.

Yokoyama A, Kimura M, Yoshimura A, Yoneda J, Maesato 
H, Yokoyama T, et al. Self-help group participation, avoid-
ance of non-alcoholic beer, and non-smoking independently 
predict better drinking outcomes in Japanese alcohol-depen-
dent men. Alcohol Clin Exp Res 2026;50:e70227. https://
doi.org/10.1111/acer.70227

Katada C, Yokoyama T, Watanabe A, Hamamoto Y, 
Hosokawa A, Kojima T, et al. Feasibility of endoscopic 
response evaluation after induction chemotherapy for 
determining treatment strategies in esophageal cancer: 
a post hoc analysis of the CROC trial. Esophagus. 2025. 
doi:10.1007/s10388-025-01169-w. Online ahead of print.

Matsushita Y, Yokoyama T, Hayakawa K, Saito S, Matsu-
naga N, Terada M, et al. Elevated risk of severe COVID-19 
outcomes among underweight patients in Japan: A national 
registry-based study. Global Health & Medicine. 2025; 
7(4):340-346.

Yokoyama A, Yokoyama T, Yumoto Y, Takimura T, Toyama 



J. Natl. Inst. Public Health, 75 (Suppl.) : 2026

生涯健康研究部

51

T, Yoneda J, et al. History of mental comorbidities and their 
relationships with drinking milestones, hazardous drug use, 
suicide attempts, and the ADH1B and ALDH2 genotypes 
in 4116 Japanese men with alcohol dependence: An ex-
ploratory study. Alcohol Clin Exp Res. 2025;49(4):804-817. 
doi:10.1111/acer.70014.

総説／ Reviews
Seino F, Mizushima R, Tabata I. A historical review of 

physical activity policies for Japanʼs health promotion. J Natl 
Inst Public Health. 2026;75(1):14-26.

Kuramoto K, Fukuda H. Dental Hygienists in Japan: 
Historical Development and Future Directions. J Natl Inst 
Public Health. 2026;75(1):27-35.

その他／ Others
なし

2）学術誌に発表した論文(査読のつかないもの)
総説・解説／ Reviews and Notes

清野富久江．「健康的で持続可能な食環境づくりのた
めの戦略的イニシアチブ」の概要＜解説＞．保健医療科
学．2026;74(3):222-229.

田野ルミ．【歯・口腔の機能と食育・栄養ケアの連携】
食育における歯科口腔保健の推進．日本栄養士会雑誌．
2025;68(6):320-321．

和田安代．国立保健医療科学院での取組み―栄養関連
の研修および研究の観点から―＜解説＞．保健医療科学．
2025;84(3):277-282．

逢見憲一．疫学・公衆衛生学と医史学―実験疫学，記
述疫学，歴史人口学： 3 つのアプローチ―．日本健康学
会誌．2025;91(5):167-168．

吹田晋，保田江美，増田理恵，丸谷美紀，守田孝恵． 
多様な主体の連携による誰一人取り残さない地域ケアシ
ステム構築における公衆衛生看護の役割．保健医療科学．
2025;74(5):461-467.

五十嵐久美子，萩原加奈子，奥田博子，丸谷美紀．特集：
公衆衛生看護の未来－持続可能な地域保健への挑戦－地
域課題に対応する保健師人材育成の新たな方向性，保健
医療科学．2025;74(5) :440-451.

Marutani M, Takezawa T. Current status and future pros-
pects of assessment for employment choice support for 
people with disabilities in Japan. J. Natl. Inst. Public Health. 
2026;75(1):52-62.

丸谷美紀，湯川慶子, 川尻洋美, 今橋久美子, 武澤友広, 
湯沢由美．変調の大きい障害者のためのアプリを併用
した就労アセスメント研修の開発 ADDIEモデルを用い
て. 保健医療科学．2025;74(5):384-396.

丸谷美紀，大船朋美， 野坂明子，長洲奈月，榎戸
翠，佐藤美樹，他．新型コロナウイルス感染症パン
デミック下における国立保健医療科学院地域保健福祉

専攻科修了者の地域保健活動に見られる先導性及び養
成訓練への示唆 令和 4 年生活のしづらさなどに関す
る調査の二次データを用いた記述研究．保健医療科学．
2025;74(5):509-517.

園川千賀子，丸谷美紀．障害者の就労支援と文化 地
域・民族・国家によって異なる障害の捉え方と, 就労生
活に及ぼす影響. 保健医療科学．2025;74(4): 397-401.

その他／ Others
清野富久江．食品表示を読みこなして”食品を選

ぶ力“をアップデート！．食育インフォメーション．
2025;35:5-9.

和田安代．日本の健康的で持続可能な食環境づくりの
ための戦略的イニシアチブをはじめとする食環境整備の
現状とこれから．保健医療科学．2025;74(3): 221.（特集
の巻頭言）

3）著書／ Books
清野富久江．栄養政策の動向について．一般社団法

人日本健康・栄養システム学会，監修．堤ちはる，編
者．現場で差がつく！栄養ケアの実力 2025 　未来を拓
く，つなげる栄養ケア・マネジメント．東京：日本ヘル
ステクノ； 2025. p.18-30.

清野富久江．日本人の食事摂取基準．五十嵐隆 監修．
磯部光章，岡田浩一，佐田尚宏，調所勝弘，松島照彦，
横手幸太郎，編集．最新の栄養管理と食事指導．生涯教
育シリーズ 109．東京：日本医師会；日本医師会雑誌；
2025;154(S2):S60-S63.

清野富久江, 多田由紀．栄養に関する基本的知識．「最
新　保育士養成講座」総括編纂委員会編．改定 1 版　最
新　保育士養成講座　第 8 巻　子どもの食と栄養. 東
京：全国社会福祉協議会； 2026．p.27-60.

清野富久江, 多田由紀．食育の基本と内容．「最新　保
育士養成講座」総括編纂委員会編．改定 1 版　最新　保
育士養成講座　第 8 巻　子どもの食と栄養. 東京：全国
社会福祉協議会； 2026．p.141-171.

清野富久江．食育の内容と計画および評価．堤ちは
る，藤澤由美子，編集．新・基本保育シリーズ 12 　子
どもの食と栄養　第2版．東京：中央法規出版； 2026．
p.127-142.

清野富久江．地域や家庭と連携した食育の展開．堤
ちはる，藤澤由美子，編集．新・基本保育シリーズ 12　
子どもの食と栄養　第2版．東京：中央法規出版； 2026．
p.143-154.

田野ルミ．4.ライフステージと禁煙支援・防煙教育 
Ⅴ.成人期 Ⅵ.壮年期以降．尾﨑哲則, 埴岡隆, 小島美樹, 
田野ルミ，編著．歯科衛生士のための禁煙支援ガイドブッ
ク<第2版>．東京：医歯薬出版； 2026．p.29-35.

医療情報科学研究所編；和田安代．レビューブック　
管理栄養士 2026 第 8 版．東京：メディックメディア；
2025．
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和田安代. 本田佳子編．トレーニーガイド栄養食事療
法の実習　第 14 版第 3 刷 栄養ケアマネジメント.東京: 
医歯薬出版； 2025. p.225-228.

和田安代．日本栄養改善学会　監修．塚原丘美, 新井
英一，加藤昌彦　編集．管理栄養士のための栄養教育モ
デル・コア・カリキュラム準拠第 7 巻 臨床栄養学 Nutri-
tion Care Processに沿った傷病者の栄養管理．東京：医
歯薬出版； 2025．p.142-172．

石川みどり．諸外国の栄養･健康問題と施策, 公衆栄養
学実習第 4 版．上田伸男編．東京：化学同人； 2025 年 9
月．p.167-175.

石川みどり．栄養教育に活用する基礎知識と教材，栄
養教育論第5版．坂本達昭，井上広子，早見直美編．東京：
医歯薬出版； 2025年9月．p.113-122.

石川みどり．栄養教育のマネジメントサイクル．栄養
教育論，多様な場での展開と実践，赤松利恵，木村典代
編．特定非営利活動法人日本栄養改善学会監修．東京：
医歯薬出版； 2026年1月．p.4-19.

4）抄録のある学会報告／ Proceedings with abstracts
清野富久江．栄養不良の二重負荷：ライフコースを踏

まえた肥満・やせの現状と課題．特別講演 1．第 47 回日
本臨床栄養学会総会・第 46 回日本臨床栄養協会総会第
23 回大連合大会； 2025．10．25；鹿児島．講演要旨集．
p50.

清野富久江．日本の健康づくり政策と運動・身体活
動施策推進の軌跡と今後の展望．教育講演 2．第 79 回
日本体力医学会大会．2025．9．17；草津．体力科学．
2026;75(1):7.

田野ルミ．研究者のための論文の書き方講習-論文投
稿時の利益相反に関する規則と今日から使える質向上
のイロハとは-　論文作成時の実践的なノウハウの紹介．
口腔衛生学会雑誌．2025;75:90．

田野ルミ．歯科禁煙支援の推進を加速するロジック
モデルの構築　WHO歯科簡易禁煙支援モデルの推進
に向けた歯科衛生士教育への導入．口腔衛生学会雑誌．
2025;75: 84-85．

田野ルミ．公衆栄養との連携に基づく成人・高齢期
の歯・口腔の健康づくり　歯科と栄養が連携・協働し
て進める地域保健活動に向けて．口腔衛生学会雑誌．
2025;75: 58-59．

和田安代．統括的役割が期待される行政管理栄養士の
ための自己評価尺度の開発に向けた研究．シンポジウム
22 公衆衛生専門管理栄養士認定制度の創設．第 84 回日
本公衆衛生学会総会； 2025.10.29; 静岡．日本公衆衛生
学会抄録集:149.

和田安代．統括的な役割が期待される行政管理栄養士
の自己評価尺度の開発．自由集会 22 公衆衛生専門管理
栄養士認定制度の創設と人材育成を考える．第 84 回日
本公衆衛生学会総会； 2025.10.29; 静岡．日本公衆衛生
学会抄録集:395.

久保顕子，小林知未，和田安代．行政管理栄養士に求
められる統括的役割及び配置について．日本公衆衛生学
会・日本栄養士会・日本栄養改善学会 合同シンポジウ
ム 6 行政栄養士の人材育成に関する課題と今後の在り方
～公衆衛生専門管理栄養士制度の創設を契機として～．
第72回日本栄養改善学会学術総会； 2025.9.13; 東京．栄
養学雑誌．2025;83(5):202.

Wada Y, Sato M, Kobayashi T, Tanaka K, Kubo A, Wata-
nabe Y, et al. Research to Develop a Self-Assessment Scale 
for Public Health Dietitians who are Expected to Play a Su-
pervisory Role. IUNS-ICN 2025. Paris. 2025.8.24-29.

Wada Y, Sasaki K, Tada Y, Kobayashi T, Yokoyama T. De-
velopment of a Japanese version of the Nutritional Status 
Screening Questionnaire-A review of the Validity of the 
Draft Questionnaire's Content by Experts-. IUNS-ICN 
2025. Paris. 2025.8.24-29.

羽生田彩花，佐々木渓円，加藤琉愛，多田由紀，和田
安代，横山徹爾，他．幼児の食生活等に対する簡易評価
ツールの基準関連妥当性の検証．第 72 回日本小児保健
協会学術集会．金沢．2025 年6 月 27-29 日．第 72 回日本
小児保険協会学術集会講演集．

Sasaki K, Kobayashi T, Tada Y, Wada Y, Yokoyama T. Di-
etary intervention for height growth promotion in preschool 
children: association with information sources and parental 
factors. IUNS-ICN 2025. Paris. 2025.8.24-29.

Tada Y, Sasaki K, Kobayashi T, Wada Y, Fujita D, Yokoya-
ma T. Association Between Early Adiposity Rebound and 
the Intake of Grain, Fish and Meat, and Vegetable Dishes 
Among Japanese

Preschool children: A Cross-Sectional Study. IUNS-ICN 
2025. Paris. 2025.8.24-29.

Kobayashi T, Sasaki K, Tada Y, Wada Y, Yokoyama T. Pre-
school Child Physique Information Sources and Maternal 
Recognition in Japan. IUNS-ICN 2025. Paris. 2025.8.24-29.

逢見憲一．2009 ～ 24 年の月別死亡からみたインフ
ルエンザ・COVID-19 超過死亡．日本人口学会第 77 回
大会； 2025．6．8；福岡．日本人口学会第 77 回大会
報 告 要 旨 集．(http://www.paoj.org/taikai/taikai2025/ab-
stract/10014.pdf)

逢見憲一．2009 ～ 25 年のわが国のインフルエンザ・
COVID-19 超過死亡とその要因. 第 89 回日本健康学会総
会； 2025．10．12；札幌．第 90 回日本民族衛生学会総
会講演集： 51-52.

逢見憲一．2009 ～ 25 年のわが国のインフルエンザ・
COVID-19 超過死亡とその要因. 第 84 回日本公衆衛生学
会総会； 2025．10．29；静岡．日本公衆衛生学会総会抄
録集： 431．

逢見憲一．第二次世界大戦前「壮丁体位」低下論の統
計的考察―陸軍省統計年報等を用いた実証の試み―．第
126 回日本医史学会総会・学術大会； 2025．11．30；奈
良．日本医史学雑誌. 2025;71(3):342.



J. Natl. Inst. Public Health, 75 (Suppl.) : 2026

生涯健康研究部

53

新小田雄一，逸見治，横山徹爾．COVID-19 拡大前後
での鹿児島市特定保健指導の効果の比較【第 1 報：検査
項目】.第 84 回日本公衆衛生学会総会； 2025．10．29-
31；静岡．日本公衆衛生雑誌．2025;73(11特別附録):577.

Susumu Fukita, Hiromi Kawasaki, Kyosuke Yorozuya. 
Effects of health education video for managers to pro-
mote mental health help-seeking among workers in  small 
and medium-sized enterprises: Protocol of a single-case 
experimental design study. The 7th International Global 
Network of Public Health Nursing (GNPHN) Confer-
ence;2025.7.28-30;Calgary, Canada. Conference program. 
p.26.

茂木りほ，平野美千代，阿部弥喜，蔭山正子，吹田晋，
鈴木しげみ，他. 自治体の新任期保健師人材育成ガイド
ラインの活用・作成状況と人材育成体制の関連. 日本地
域看護学会第 28 回学術集会； 2025.9.6-7; 渋谷．講演集
p.187.

茂木りほ，平野美千代，阿部弥喜，吹田晋，蔭山正
子，浅倉久子. 人口規模別の市区町村新任保健師の人
材育成体制整備状況. 第 84 回日本公衆衛生学会総会；
2025.10.29-31; 静岡.　抄録集. p.639.

萩原加奈子，茂木りほ，奥田博子，畠山典子，吹田晋，
横山徹爾，上原里程，五十嵐久美子. 自治体保健師の専
門的・管理的能力に対する管理期保健師研修の効果. 第
84回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-31; 静岡.　抄録
集．p.645.

吹田晋，渡井いずみ，髙部さやか，都筑千景，尾崎伊
都子，横山徹爾，他. 市区町村における地域・職域連携
事業の実施状況と推進体制の関連-第 3 報-. 第 84 回日本
公衆衛生学会総会； 2025.10.29-31; 静岡. 抄録集．p.651.

平野美千代，阿部弥喜，茂木りほ，吹田晋，蔭山正子，
浅倉久子. 令和 5,6 年度に採用された保健師のキャリア
発達と人材育成体制：就業経験別の分析. 第 84 回日本公
衆衛生学会総会； 2025.10.29-31; 静岡. 抄録集. p.832.

吹田晋，萩原加奈子，茂木りほ，奥田博子，丸谷美
紀，阪東美智子. 行政保健師の難病保健における地域ケ
アシステム構築に向けた能力と実践への研修の効果. 第
14 回日本公衆衛生看護学会学術集会； 2025.12.13-14; 金
沢. 講演集．p.128.

平野美千代，阿部弥喜，茂木りほ，吹田晋，蔭山正
子，鈴木しげみ．就業経験を有する新人保健師のキャ
リア発達に向けた人材育成:令和 5,6 年度採用者を対象と
した全国調査.第 14 回日本公衆衛生看護学会学術集会； 
2025.12.13-14; 金沢.　講演集．p.165.

阿部弥喜，平野美千代，茂木りほ，吹田晋，蔭山正
子，鈴木しげみ．市区町村保健師におけるキャリア発達
の関連要因:就業経験のない 2023,2024 年度採用を対象と
した全国調査.第 14 回日本公衆衛生看護学会学術集会；
2025.12.13-14; 金沢.　講演集．p.165.

奥田博子，小倉朗子，吹田晋．在宅難病患者のための
保健所の災害対策に関する実態調査～災害対策の実施に

影響をもたらす要因～ .第 14 回日本公衆衛生看護学会学
術集会； 2025.12.13-14.; 金沢.　講演集．p.194.

Miki Marutani, Takayasu Kawaguchi. Self-care support 
for people with disabilities utilizing an employment support 
app WARAIFU.29th EAFONS; 2026.2.26-28; Singapore. 
https://eafons2026.sg/  (accessed 2026-4-14)

Miki Marutani. Culturally sensitive disaster nursing by 
nurses in Japan. 5. Uluslararası 8. Ulusal Kültürlerarası 
Hemşirelik Kongresi;2025.12.4;Çanakkale,Turkey. https://
www.kahkongre2025.com/  (accessed 2026-4-14)

Miki Marutani , Mayumi Kako. Cultural aspect of 
Solastalgia in wildfire-scoping review. 4th Healthcare 
Insights;2025.7.24;Dubai UAE. https://atndr.com/e/health-
care-insights-2025-335 (accessed 2026-4-14)

Miki Marutanil, Keiko Yukawa, Hiromi Kawajiri, Hisashi 
Eguchi. Content validity of support stuffʼs assessment skills 
index for employment of people with disability. 4th Health-
care Insights;2025.7.24;Dubai UAE. https://atndr.com/e/
healthcare-insights-2025-335 (accessed 2026-4-14)

Miki Marutani, Chie Usui, Hiroo Wada, Gensei Ishimura. 
Survey research on the development of employment sup-
port apps for people with disabilities. 2nd the Pacific Rim 
College of Psychiatrists (PRCP) and 7th the World Associ-
ation of Cultural Psychiatry (WACP);2025.9.25-27;Tokyo. 
https://www.prcpwacp2025.com/  (accessed 2026-4-14)

Akihito Uezato, Kimie Fujikawa, Miki Marutani, Eiko 
Takaoka, Yoshifumi Sugiyama. The challenge of providing 
elderly care for foreign residents in Japan. 2nd the Pacific 
Rim College of Psychiatrists (PRCP) and 7th the World 
Association of Cultural Psychiatry (WACP); 2025.9.25-27; 
Tokyo. https://www.prcpwacp2025.com/  (accessed 2026-4-
14)

丸谷美紀，武澤友広．〈アプリを併用した就労アセス
メントの専門性向上のための研修の開発についての研
究〉アセスメント研修の評価．第33回職業リハビリテー
ション研究・実践発表会； 2025.10.13；東京. 発表論文
集．p.202-203.

加藤裕一，児玉知子，丸谷美紀，加藤明子，川合尚
子，奥山泰子，他．山形市における産後うつに対する
COVID-19 流行の影響．第 84 回日本公衆衛生学会総会；
2025.10.29； 静岡．同抄録集．p.454.

吹田晋,  萩原加奈子,  茂木りほ,  奥田博子, 丸谷美紀,  
阪東美智子. 行政保健師の難病保健における地域ケアシ
ステム構築に向けた能力と実践への研修の効果；第 14
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法開発に関する研究 ―作成に関するテクニカルレポー
ト．こども家庭行政推進調査事業費補助金（成育疾患克
服等次世代育成基盤研究事業）「乳幼児身体発育調査の
統計学的解析及び乳幼児の発育・発達，栄養状態の評価
に関する研究」（研究代表者：横山徹爾．24DB0101）令
和6年度分担研究報告書．2025.

清野富久江．研究代表者．こども家庭科学研究費補助
金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）「障害児
入所施設及び児童発達支援センターにおける障害児の栄
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康安全・危機管理対策総合研究事業）「「避難所生活を過
ごされる方々の健康管理に関するガイドライン」改正の
ための研究」（研究代表者：畠山典子．25LA1001）令和
7年度分担報告書．2026．

清野富久江，須藤紀子，久保彰子，諸岡歩，磯部澄枝，
伊東和佳奈．災害時の避難生活における健康維持のため
の食事・栄養に関する研究．厚生労働科学研究費補助金
（健康安全・危機管理対策総合研究事業）「「避難所生活
を過ごされる方々の健康管理に関するガイドライン」改

正のための研究」（研究代表者：畠山典子．25LA1001）
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美．保育所および幼保連携型認定こども園における食事
提供・栄養管理および食育の実施状況に関する実態調査．
こども家庭科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育
成基盤研究事業）「児童福祉施設における栄養管理の充
実に資する研究」（研究代表者：多田由紀．25DA0201）
令和7年度分担報告書．2026．

多田由紀，石塚一枝，清野富久江，野原健吾，小林知
美．保育所および幼保連携型こども園を利用する幼児と
保護者の食生活・食育経験および支援ニーズの実態．こ
ども家庭科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成
基盤研究事業）「児童福祉施設における栄養管理の充実
に資する研究」（研究代表者：多田由紀．25DA0201）令
和7年度分担報告書．2026．

清野富久江．厚生労働科学研究費補助金（長寿科学
政策研究事業）「高齢者の自立支援・重症化防止に資
する栄養ケア・マネジメントの推進に向けた低栄養状
態の把握手法のための研究」（研究代表者：高田健人．
25GA1004）令和7年度総括・分担報告書．2026．

清野富久江．こども家庭行政推進調査事業費補助金
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）「乳幼児身
体発育調査の統計学的解析及び乳幼児の発育・発達，栄
養状態の評価に関する研究」（研究代表者：横山徹爾．
24DB0101）令和7年度総括・分担研究報告書．2026.

全田貞幹, 今井隆之，遠又靖丈，上原順子，斎野容子，
清野富久江，他．がん診療連携拠点病院における栄養管
理の実態調査．厚生労働科学研究費補助金（疾病・障害
対策研究分野 がん対策推進総合研究）「がん診療を行う
医療機関における支持療法の質の向上に資する研究」（研
究代表者：全田貞幹．23EA1035）令和7年度分担報告書．
2026.

和田安代．研究代表者．厚生労働科学研究費補助金（循
環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）「統
括的役割が期待される行政管理栄養士の自己評価尺度の
開発のための研究」（24FA1010）令和 7 年度総括・分担
研究報告書．2026．

和田安代．研究代表者．厚生労働科学研究費補助金（循
環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）「統
括的役割が期待される行政管理栄養士の自己評価尺度の
開発のための研究」（24FA1010）令和 6-7 年度総合研究
報告書．2026．

佐々木渓円，小林知未，多田由紀，和田安代．乳幼児
の栄養状態の簡易な評価手法の開発．こども家庭行政推
進調査事業費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研
究事業）「乳幼児身体発育調査の統計学的解析及び乳幼
児の発育・発達，栄養状態の評価に関する研究」（研究
代表者：横山徹爾．24DB0101）令和 7 年度分担研究報
告書. 2026．

佐々木渓円，小林知未，多田由紀，和田安代．テーマ2：
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乳幼児の栄養状態の簡易な評価手法の提言　乳幼児の栄
養状態の簡易な評価手法の開発：専門職向け利用マニュ
アル・保護者向けガイドの受容性・実用性の検討および
保育所における活用可能性の検討．こども家庭行政推進
調査事業費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究
事業）「乳幼児身体発育調査の統計学的解析及び乳幼児
の発育・発達，栄養状態の評価に関する研究」（研究代
表者：横山徹爾．24DB0101）令和 7 年度分担研究報告
書. 2026．

佐々木渓円，小林知未，多田由紀，和田安代．乳幼
児の栄養状態の簡易な評価手法の開発：保育所におけ
る活用可能性．こども家庭行政推進調査事業費補助金
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）「乳幼児身
体発育調査の統計学的解析及び乳幼児の発育・発達，栄
養状態の評価に関する研究」（研究代表者：横山徹爾．
24DB0101）令和 7 年度分担研究報告書. 2026．

小林知未，佐々木渓円，多田由紀，和田安代．「幼児
の食事・食生活の簡易な評価ツール専門職向け利用マ
ニュアル」ならびに保護者向けガイドの改訂および受容
性・実用性の検討．こども家庭行政推進調査事業費補助
金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）「乳幼児
身体発育調査の統計学的解析及び乳幼児の発育・発達，
栄養状態の評価に関する研究」（研究代表者：横山徹爾．
24DB0101）令和 7 年度分担研究報告書. 2026．

佐々木渓円，小林知未，多田由紀，和田安代．テーマ
2：乳幼児の栄養状態の簡易な評価手法の提言　乳幼児
の栄養状態の簡易な評価手法の開発：評価ツール（案），
保護者向けガイド，専門職向け利用マニュアルの作成と
実装可能性の総括．こども家庭行政推進調査事業費補
助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）「乳幼
児身体発育調査の統計学的解析及び乳幼児の発育・発達，
栄養状態の評価に関する研究」（研究代表者：横山徹爾．
24DB0101）令和 6-7年度総合研究報告書. 2026．

和田安代，佐々木渓円，多田由紀，小林知未．乳幼
児の発育・発達，栄養状態の簡易な評価手法の検討に
関する研究-自治体での健診時におけるツール案を使用
した実証研究．こども家庭行政推進調査事業費補助金
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）「乳幼児身
体発育調査の統計学的解析及び乳幼児の発育・発達，栄
養状態の評価に関する研究」（研究代表者：横山徹爾．
24DB0101）令和 6-7年度総合研究報告書. 2026．

佐々木渓円，小林知未，多田由紀，和田安代．乳幼児
の栄養状態の簡易な評価手法の開発：評価ツール（案）
の妥当性・信頼性の検討と保育所における活用可能性．
こども家庭行政推進調査事業費補助金（成育疾患克服等
次世代育成基盤研究事業）「乳幼児身体発育調査の統計
学的解析及び乳幼児の発育・発達，栄養状態の評価に関
する研究」（研究代表者：横山徹爾．24DB0101）令和 
6-7年度総合研究報告書. 2026．

多田由紀，小林知未，佐々木渓円，和田安代．乳幼児
の栄養状態の簡易な評価手法の開発：保護者向けガイド

（評価結果のフィードバック教材）の作成．こども家庭
行政推進調査事業費補助金（成育疾患克服等次世代育成
基盤研究事業）「乳幼児身体発育調査の統計学的解析及
び乳幼児の発育・発達，栄養状態の評価に関する研究」
（研究代表者：横山徹爾．24DB0101）令和 6-7 年度総
合研究報告書. 2026．

小林知未，佐々木渓円，多田由紀，和田安代．幼児の
栄養状態の簡易な評価手法の提言：幼児用の食事・食生
活の簡易な評価ツール　専門職向け利用マニュアル開発
と実用性の評価．こども家庭行政推進調査事業費補助金
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）「乳幼児身
体発育調査の統計学的解析及び乳幼児の発育・発達，栄
養状態の評価に関する研究」（研究代表者：横山徹爾．
24DB0101）令和 6-7年度総合研究報告書. 2026．

石川みどり，研究代表者．科学研究費助成事業（学術
研究助成基金助成金：基盤研究C）「加齢に伴う食事摂
取と栄養・健康状態の変化：国民健康・栄養調査の出生
コホート分析」（22K11820）令和 7 年度研究実績報告書．
2026.

石川みどり，研究代表者．科学研究費助成事業（学術
研究助成基金助成金：基盤研究C）「国民の血圧の経年
的な低下への食事摂取と日常生活ストレスの寄与の解
明」（25K14805）令和7年度研究実施状況報告書．2026.

小野道子，石川みどり，安村誠司．東日本大震災被災
地における肥満者増加の要因―中食利用行動を中心とし
た検証―，科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成
金）基盤研究C．「東日本大震災被災地における肥満者
増加の要因―中食利用行動を中心とした検証―」（研究
代表者：小野道子．25K13633 ）令和 6 年度研究実績報
告書．2025．

坂口景子，石川みどり．自治体による健康へ関心が薄
い層への効果的な介入方策に関する系統的文献レビュー
～栄養・食生活分野～ , 厚生労働科学研究費補助金（循
環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）
「自治体が生活習慣病予防・健康増進の取組を推進す
るために必要な「健康に関心が薄い層」への，実装可
能な介入方法に関する研究」（研究代表者：萩原加奈子．
25FA1002）令和7年度分担研究報告書．2026.

坂口景子，石川みどり．自治体による健康へ関心が薄
い層への効果的な介入方策に関する系統的文献レビュー
～栄養・食生活分野～ , 厚生労働科学研究費補助金健康
安全・危機管理対策総合研究事業「自治体が生活習慣病
予防・健康増進の取組を推進するために必要な「健康に
関心が薄い層」への，実装可能な介入方法に関する研究」
（研究代表者：萩原加奈子． 25FA1002 　令和 7 年度分
担研究報告書．2026.

逸見治, 研究代表者．科学研究費助成事業（学術研究
助成基金助成金，挑戦的研究(萌芽）「訪問看護分野にお
けるHL7 FHIRを用いた保健医療情報の標準化のための
研究」（23K118412）令和 6 年度実施状況報告書（研究
実施状況報告書）．2025．
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逸見治，横山徹爾．加齢に伴う食事摂取と栄養・健康
状態の変化：国民健康・栄養調査の出生コホート分析．
科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金，基盤研
究C）（研究代表者：石川みどり．22K11820）令和 6 年
度実施状況報告書（研究実施状況報告書）．2025．

吹田晋，研究代表者. 文部科学研究費補助金若手研究
「母子健康手帳交付時に活用する「父親の産後うつ予防
としての援助要請を促す教材」開発」（23K16521）令和
7年度科学研究費助成事業研究実施状況報告書．2026．

斎藤美矢子，守田孝恵, 吹田晋, 山田小織, 村上祐里
香. 文部科学研究費補助金基盤研究(C)「公衆衛生看護
（保健師）業務において個別課題から地域課題へ展
開するOJTモデルの開発」(研究代表者：斎藤美矢子. 
24K14113)　令和 7 年度科学研究費助成事業研究実施状
況報告書．2026．

吹田晋. 厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖
尿病等生活習慣病対策総合研究事業）「生活習慣病の業
種間格差・地域間格差の分析および格差解消対策の立案
のための研究」（研究代表者：横山徹爾. 25FA0601）令
和7年度総括・分担研究報告書．2026．

渡井いずみ，吹田晋，髙部さやか，田中克弥．市区町
村モデル事業-観光都市における宿泊業従事者調査およ
び都心特別区における働く世代への健康支援体制構築の
検討-.厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病
等生活習慣病対策総合研究事業）「健康寿命延伸につな
がる地域・職域連携の推進のための研究」（研究代表者：
津下一代. 24FA1401）令和 7 年度総括・分担研究報告書．
2026.

奥田博子, 小倉朗子, 千葉圭子, 吹田晋，溝口功一，松
田千春．厚生労働行政推進調査事業費補助金（難治性疾
患政策研究事業）「難病患者の総合的地域支援体制に関
する研究」（研究代表者：小森哲夫. 24FC2003）令和 7
年度分担研究報告書．2026.

牛尾裕子，山田洋子，石川麻衣，吹田晋，宮前美紀，
太田あゆ美，他. 地域保健総合推進事業「小規模町村保
健師人材開発のための活動報告リレー及び交流促進事
業」（分担事業者：牛尾裕子）令和7年度報告書. 2026．

萩原加奈子. 研究代表者. 厚生労働科学研究費補助金
（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）. 
「自治体が生活習慣病予防・健康増進の取組を推進する
ために必要な「健康に関心が薄い層」への，実装可能な
介入方法に関する研究」(25FA1002)令和 7 年度総括・分
担研究報告書. 2026.

萩原加奈子, 逸見治, 畠山典子, 谷木龍男, 松下宗洋. 身
体活動・運動分野における健康に関心が薄い層の特性
および同層を対象とした介入に関するスコーピングレ
ビュー . 厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿
病等生活習慣病対策総合研究事業）「自治体が生活習慣
病予防・健康増進の取組を推進するために必要な「健康
に関心が薄い層」への，実装可能な介入方法に関する研
究」(研究代表者: 萩原加奈子. 25FA1002) 令和7年度分担

研究報告書. 2026.
萩原加奈子, 田野ルミ, 齋藤宏子. 禁煙分野における健

康に関心が薄い層の特性および同層を対象とした介入に
関するスコーピングレビュー . 厚生労働科学研究費補助
金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事
業）「自治体が生活習慣病予防・健康増進の取組を推進
するために必要な「健康に関心が薄い層」への，実装可
能な介入方法に関する研究」(研究代表者: 萩原加奈子. 
25FA1002) 令和7年度分担研究報告書. 2026.

五十嵐久美子. 雨宮有子. 尾島俊之. 萩原加奈子. 上原
里程. 奥田博子. 総合的なマネジメントを担う保健師の
役割発揮を推進するために必要な組織体制等及び育成に
必要な要素の明確化に関する研究. 厚生労働科学研究費
補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）「2040
年以降を見据えた自治体保健師の人材育成体制の構築の
ための研究」(研究代表者: 奥田博子. 25LA1002) 令和7年
度分担研究報告書. 2026.

丸谷美紀，研究代表者. 厚生労働科学研究費補助金
（障害者政策総合研究事業）「アプリを併用した就労ア
セスメントの専門性向上のための研修の開発について
の研究」（23G1009）令和 6 年度総括・分担研究報告書．
2025．

丸谷美紀，研究代表者. 文部科学研究費（基金）基盤
研究(C)【離島の文化に即した災害保健活動】教育プロ
グラム開発－地域らしさの回復を目指して（22K11224）
令和7年度研究報告書．2026．

丸谷美紀. 高齢者の災害時健康危機管理能力測定尺度
の開発. 文部科学研究費（基金）基盤研究(C)（研究代表
者: 高瀬佳苗. 21K11026）令和7年度研究報告書．2026．

横山徹爾，研究代表者．こども家庭行政推進調査事業
費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）「乳
幼児身体発育調査の統計学的解析及び乳幼児の発育・発
達，栄養状態の評価に関する研究」（24DB0101）令和 7
年度総括・分担研究報告書／令和 6 ～ 7 年度総合研究報
告書. 2026.

横山徹爾，研究代表者．厚生労働科学研究費補助金（循
環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）「生
活習慣病の業種間格差・地域間格差の分析および格差解
消対策の立案のための研究」（25FA1006）令和 7 年度総
括・分担研究報告書. 2026.

横山徹爾．健康寿命の地域格差とその要因に関する研
究．厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・
糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）「健康日本21（第
三次）の推進及び進捗評価のための研究」（研究代表者：
辻一郎. 25FA2001）令和 7 年度総括・分担研究報告書. 
2026.

横山徹爾．地域・職域連携に役立つ健康課題の可視
化．厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等
生活習慣病対策総合研究事業）「健康寿命延伸につなが
る地域・職域連携の推進のための研究」（研究代表者：
津下一代. 24FA1401）令和 7 年度総括・分担研究報告書. 



J. Natl. Inst. Public Health, 75 (Suppl.) : 2026

生涯健康研究部

57

2026.
横山徹爾．国民健康・栄養調査における標本抽出法．

厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿
病等生活習慣病対策総合研究事業）「国民健康・栄養調
査における栄養摂取状況等の調査手法の見直しに向けた
調査研究」（研究代表者：中村美詠子．24FA2004）令和
7年度総括・分担研究報告書. 2026.

横山徹爾．乳幼児栄養調査の調査法．こども家庭行政
推進調査事業費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤
研究事業）「母子を取り巻く環境の変化等を踏まえた栄
養・食生活の支援，栄養指導等を充実するための研究」
（研究代表者：瀧本秀美．25DB0301）令和7年度総括・
分担研究報告書. 2026.

6）視聴覚資料やデジタル媒体などによる研究成果／
Visual media

和田安代．和光市市民まつり紹介パネルとクイズ作成
（栄養）．2025年10月．

丸谷美紀．就労アセスメントアプリ「わらいふ」．令
和7年度 厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研
究事業）アプリを併用した就労アセスメントの専門性向
上のための研修の開発についての研究成果物．

丸谷美紀．就労アセスメントの専門性向上のための研
修DVD．令和5-7年度 厚生労働科学研究費補助金（障害
者政策総合研究事業）アプリを併用した就労アセスメン
トの専門性向上のための研修の開発についての研究成果
物．

横山徹爾．地方自治体における生活習慣病関連の健康
課題把握のための参考データ・ツール集．

https://www.niph.go.jp/soshiki/07shougai/datakatsuyou/
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4．医療・福祉サービス研究部

（1）令和7年度活動報告

医療・福祉サービス研究部では，令和 7 年度の研究と
して，①保健医療福祉サービスの提供体制に関する研究
と②保健医療福祉サービスのニーズに関する研究の 2 つ
の大課題に取り組んだ．①の研究では，中課題として，1. 
医療機関における新たな概念と手法を用いたマネジメン
ト教育に関する研究，2. 医療計画の指標活用および医療
施設へのアクセシビリティに関する研究，3. 介護サー
ビスの評価および人材育成に関する研究を実施した．令
和 7 年度は，医療の質向上や感染症対策の視点を含む新
たな生活様式に対応した介護サービスの機能強化に関す
る調査研究に加え，科学的介護情報システム（LIFE）
に関するデータベース研究にも着手した．②の研究では，
中課題として，レセプトデータの突合による医療・介護
費増加のリスク因子の検討を行った．

これらの研究を推進するにあたり，可能な限り実証的
な視点を重視するとともに，国や自治体など多様なレベ
ルの政策に資する研究，および将来的な医療・介護・福
祉分野の課題を見据えた取り組みを行った．得られた研
究成果は，国内外の学会・研究会での発表に加え，学術
雑誌への論文投稿を通じて発信するとともに，当院の研
修へ反映し，国内外の保健医療福祉分野における人材育
成に貢献した．

1）医療・福祉サービス研究部の構成と異動について
医療・福祉サービス研究部は，医療サービス研究領域

と福祉サービス研究領域の 2 領域で構成されている．令
和 8 年 4 月 1 日現在の構成は，赤羽学（部長），医療サー
ビス研究領域：種田憲一郎（上席主任研究官，国際協力
研究領域併任），玉置洋（上席主任研究官，歯科口腔保
健研究領域併任），小林健一（上席主任研究官，建築・
施設管理研究部併任），柿沼倫弘（主任研究官），中西康
裕（主任研究官），福祉サービス研究領域：森山葉子（上
席主任研究官），大夛賀政昭（上席主任研究官），山口佳
小里（主任研究官，国際協力研究領域併任），入部寛（主
任研究官），増田理恵（主任研究官，公衆衛生看護研究
領域併任），金雪瑩（主任研究官）である．

2）調査研究
①保健医療福祉サービスの提供体制に関する研究
○医療機関における新たな概念と手法を用いたマネジメ

ント教育に関する研究
次に示す3つの小課題に分けて研究を実施した.

A）医療安全に関する研究
以下の2つのテーマで研究を実施した：（ア）「医療機

関における国等が発信した医療安全にかかる情報の活用
促進に向けた研究」,（イ）「診療所における医療安全活
動の質向上に向けた研究」.具体的には,（ア）については, 

病院における外部情報の活用状況についてヒアリング・
アンケート調査・訪問調査等により現状を把握し,活用
の促進・阻害要因（病院側の要因）を同定して有効な活
用モデルを検討した.また研究班で選定した複数の外部
情報について,活用により当該病院の医療安全向上に寄
与したか否かを調査し,医療安全向上に寄与する外部情
報の特徴（情報提供側の要因）を検討した.さらに,医療
安全支援センターへのヒアリング・アンケート調査等に
より,医療機関への情報提供・研修の実施状況及び内容
を把握し,医療機関へのヒアリング・アンケート調査等
により,医療安全支援センターからの情報提供・研修の
内容について医療機関側の需要を把握し,医療安全支援
センターが行う情報提供・研修の標準的内容を示すこと
を検討した.（イ）については,診療所へのアンケート・
ヒアリング等を通じて,医療安全に関する知見・外部情
報の入手状況や,知見に基づいた医療安全活動の実施状
況を把握し,知見の入手・活用の促進因子・阻害因子を
同定し,診療所における医療安全に関する知見の入手・
活用のモデルを検討した.さらに,診療所の医療安全に資
する提言・医療安全情報等を選定した上で診療所におけ
るそれらの活用状況を把握した.以上を踏まえ，診療所
を含む医療機関における医療安全に関する外部情報の知
見の入手・活用方法に資する提案を検討している．
B）今後の医療・介護提供体制のための病院の機能転換

に関する研究
2040 年やその先に向けて，病床の機能分化・連携の

みではなく，外来医療，在宅医療，介護との連携，人材
確保等も含めたあるべき医療提供体制の実現に資するた
めの新たな地域医療構想の策定と取組の推進が求められ
ている. 本研究課題では，病院の再編統合，機能転換を
実施した病院，当該病院が所在する都道府県を対象に，
地域における新たな役割，病院のマネジメントに関する
半構造化インタビュー調査から明らかにし，機能転換に
おけるプロセスと課題を明らかにすることを目的とし
た.本研究では，要介護や生活機能の低下による包括期
医療の重要性，一人の患者の入退院の繰り返し等をはじ
めとする病院と在宅医療及び介護との緊密な連携が必要
になる場面や患者像，市町村の役割や都道府県の支援の
充実，都道府県と市町村との連携の必要性，地域住民へ
説明するために必要な情報等の知見が得られた．
C）感染症パンデミックに対応した病室・病棟計画に関

する研究
COVID-19 パンデミック以降の病院建築は，未知なる

感染症パンデミックに備えた入院体制の確保が求めら
れるようになった．本研究課題では，病室・病棟計画を
調査対象として焦点化し，感染症患者に対応するための
院内感染対策，建築構造・設備，看護・管理運営等の視
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点から調査研究を実施した. 令和 7 年度には病院建築の
設計・施工実績を多く持つ設計事務所・ゼネコン等の担
当者を対象としたヒアリング調査，および感染症患者を
想定して整備された病院における現地ヒアリング調査を
行った.
○医療計画の指標活用および医療施設へのアクセシビリ

ティの研究
次に示す2つの小課題に分けて研究を実施した.

A）第8次医療計画における指標利活用に関する研究
都道府県を対象とした第 8 次医療計画の中間見直しに

係る指標例の活用状況等の調査データを用いて本研究を
実施した．第 7 次医療計画の在宅医療分野において活用
頻度が「低い」又は「高い」指標例に着目し，第 8 次で
の都道府県による活用状況を分析した．さらに，第 8 次
において都道府県が独自で設定した指標（在宅医療分
野）を対象に，設定状況を整理したうえで，独自指標の
活用にどのような特徴が見られるか，指標例の活用と合
わせて分析した．分析の結果，小児領域や市区町村等に
細分化された指標例は，データ非表示の影響により多く
の都道府県にとって活用が困難と考えられる項目が多数
確認された．一方，都道府県は非表示の影響を受けにく
い県単位の独自指標を設定する等，代替手段で現状把握
を試みていることが推察された．今後，都道府県の負担
軽減等の観点から，活用頻度が低い指標例を中心に数を
減らしていく検討が有用となる可能性があるとともに，
地域の実情に応じたデータ活用を推進するための国の支
援策等の見直しを検討する必要性が考えられる．
B）医療・介護連結レセプトデータを活用した在宅医療

に関する研究
本研究は,高齢化の進展に伴い重要性が高まる在宅医

療の提供体制の評価に資することを目的として,都道府
県レベルの医療・介護連結レセプトデータ（KDB）を
活用した分析を行った.1 県（関西圏）をモデル地域と
し,75 歳以上の後期高齢者を対象に,訪問診療における医
療機関から患者居住地への移動距離を地理情報システム
（GIS）により把握するとともに,two-step floating catch-
ment area法（2SFCA法）を用いて需給バランスに基づ
くアクセシビリティ評価を実施した.その結果,訪問診療
のアクセスには地域差が認められ,特に低人口密度地域
においてアクセスが低い傾向が示された.また,医療機関
の配置やサービス類型により移動距離やアクセスの特性
が異なることが明らかとなった.本研究の結果は,地域に
おける在宅医療資源の配置や医療計画の検討に資する基
礎的知見を提供するものである.
○介護サービスの評価および人材育成に関する研究

次に示す5つの小課題に分けて研究を実施した.
A）地域マネジメント手法に関する研究

日常生活圏域ごとに効果的な介護サービスの提供体制
を整備していく地域包括ケアシステムの構築推進にあ
たっては，介護保険制度の運営管理を行っていく保険者
としての市町村の取り組みは重要である. 特に，「2040

年に向けたサービス提供体制等のあり方に関するとりま
とめ（厚生労働省，2024）」によれば，高齢化や人口減
少のスピードには地域間で大きな差があり，介護需要の
地域差も 2040 年にかけて大きく変化していくことが指
摘されている. こうした状況変化に対応し，持続可能な
提供体制を構築するためには，市町村の機能を補完・強
化する都道府県の後方支援機能がこれまで以上に重要
となっている.2018 年度から始まった保険者機能強化推
進交付金等における該当状況調査結果は，厚生労働省の
ホームページにおいて公表されており，この内容を分析
することで，保険者としての取り組みを推進するための
示唆を得ることが可能となる.そこで，保険者機能強化
推進交付金等の都道府県分および市町村分の自己評価
データ（2025 年度）を用いて，領域別（体制・取組指
標／活動指標／アウトカム指標，等）の得点率の分析を
行うとともに，都道府県分と市町村分の得点に関連性が
あるかを検討した.分析の結果，都道府県の評価指標の
多くが管内市町村の達成状況の集計値として定義されて
いるという評価構造がある活動指標およびアウトカム指
標において強い正の相関が認められた一方で，体制・取
組指標の相関は低かったことから，都道府県による市町
村への保険者機能強化支援にあたっては，その個別性を
捉えて実施する必要性が示唆された．
B）現役世代介護者向け心理教育プログラムの構築と評

価に関する研究
地域で暮らす介護サービス利用高齢者の家族介護者は，

年代，性別，高齢者との続柄，介護者自身の健康状態や
役割などにおいて非常に多様化しており，家族介護者支
援の方策も介護者の特性に即した支援が求められる．中
でも，現役世代介護者は，就労や育児，自身の人生にお
ける様々な選択を抱える世代であり，高齢の介護者とは
異なる支援が必要であると考えられた．そこで，現役世
代介護者の役割過多の状況に対する認識および行動変容
を促す心理教育オンラインプログラムを構築し，ランダ
ム化比較試験を実施して評価に向けた分析を行った．全
8 回のプログラムを 2 か月にわたり配信した結果，介入
群においてアウトカムとした主観的幸福感の向上が有意
に認められた．今後は，向上した主観的幸福感を維持す
るための方策や，多くの対象者への効果的な配信方法に
ついて検討する必要がある．
C）社会的養護経験者に対する支援の効果に関する検討

不登校，発達障害，家庭問題など，さまざまな困難を
抱える若者を支援することの重要性が認知されつつある．
困難を抱える若者のなかでも，特に児童養護施設や里親
家庭などの社会的養護経験者は，貧困や孤立，メンタル
ヘルスの問題など複合的な困難を抱えることが多く，重
点的な支援を必要とする．社会的養護経験者を支援する
1 支援団体（以下「団体A」とする）が 2025 年 2 月～ 3
月に独自に実施した調査の結果を二次利用し，利用者が
団体Aを利用した後に経験した生活の変化について，同
居人の有無により層別して検討した．その結果，団体A
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は，利用者の多くに対し，家族との同居の有無にかかわ
らず幅広い情緒的サポートを行っている可能性があるこ
と，また，独居の者に対しては「職場や家庭でのトラブ
ル改善」「医療機関の受診」など，具体的な問題解決に
対する支援を提供している可能性が示唆された．
D）訪問系サービスにおけるLIFE導入への期待と課題に

関する研究
LIFE（科学的介護情報システム）が未導入である訪

問系サービスにおいて，現場の視点からLIFE導入に対
する期待と課題を明らかにし，訪問系サービスに適した
評価指標の開発に資する基礎的知見を得ることを目的と
した．訪問看護，訪問介護，訪問リハビリテーション等
に従事する看護職，介護職，リハビリテーション専門職
180 人を対象にWebアンケートを実施し，167 人から回
答を得た（有効回答率 92.8％）．自由記述回答について
テキストマイニングを行い，出現語および共起関係を分
析した．その結果，LIFE導入により利用者の状態把握
やケアの質向上，情報共有の促進が期待される一方，評
価や入力業務の増加による業務負担や時間的制約が主な
導入障壁として認識されていた．また，訪問系サービス
では生活環境や家族状況への配慮，個人情報の取扱い，
多職種間の情報共有方法の整理の必要性が示された．以
上により，訪問系サービスにおけるLIFE活用には，現
場負担に配慮しつつ，利用者の状態変化を適切に把握で
きる評価指標および運用方法の検討が重要であることが
示唆された．
E）外来受診における待ち時間と診療時間の実態に関す

る分析
2025 年以降の地域包括ケアでは，介護と医療の地域

における連携が一層求められている．自立度の高い高齢
者ほど外来で医療機関を受診する機会が増加する（こ
れは障害者やこどもの場合も同様である）．病院におい
ては，本人および同行者にとって「待ち時間」は地理的
アクセスほどではないにせよ，無視できない要素である．
日本では病院の機能分化が一定程度進み，予約や紹介状
がない場合に徴収される「特別の料金」の引き上げや対
象施設の拡大も順次行われてきたことから，「3 時間待
ちの 3 分診療」と揶揄される状況は改善されている可能
性がある．このような問題意識のもと，これまでに実施
された「受療行動調査」（1996年～2023年，厚生労働省）
の結果を分析した．同調査は年代や要介護度などのニー
ズに関する項目を含まない点に限界があるが，「3 時間
待ちの 3 分診療」は 1996 年時点でも全体の 1％未満と少
なく，その後も増加していないことから，当該の揶揄は
必ずしも妥当ではないことが示された．また，現在では「1
～ 2時間待機すれば5～ 10分程度の診療を受けられる」
場合が最多であることを明らかにした．
②保健医療福祉サービスのニーズに関する研究
○レセプトデータ突合による介護費増加のリスク因子の

検討
本研究課題は，①医療と介護の連携強化 ②地域包括

ケアシステムの構築と費用負担の公平化 ③地域におけ
る効率的で質の高い医療提供体制の構築などを通じて，
持続可能な社会保障制度の確立を図ることを目的として
行っている. 今後，増え続ける医療・介護費を抑制する
ためには，エビデンスに基づいた予防的な対策の検討が
必要とされる.今年度は国保レセプトデータ,介護レセプ
トデータを突合することにより,レセプト病名が介護費
用に及ぼす影響について検討した.前回の研究では介護
レセプトに請求のあった者のみを対象に分析を行った
が,今年度は 40 歳以上のすべての国民健康保険及び高齢
者医療保険の被保険者に対象を広げて分析を行った.

国民健康保険または高齢者医療保険に加入している
三島市の 40 歳以上の住民 34,370 人（平均年齢 73.83 ±
12.20歳,年齢範囲40～ 107歳）を対象とした.これら対象
者の 2023 年 1 月から 2023 年 12 月までに介護レセプトに
請求された 1 年間の介護費用を求めた.次に対象者の 1 年
間におけるレセプト病名を抽出した後,各疾病が長期介
護費用に与える影響を多変量解析で調べた.多くの者が
年間の長期介護費用がゼロであるため,分析は最小二乗
法による重回帰分析ではなく,2 部構成で分析するハード
ルモデルを使用した.まず費用の有無を目的変数として
多変量ロジスティック回帰を行い,次にプラスの費用の
対象者のみについて一般化線型モデル（GLM）の対数
リンク関数（ガンマ）を用いて分析を行った.また相関
する疾病指標の数が多いことによる多重共線性を避ける
ため,事前分析としてCART Advanced Analysis（変数重要
度分析）を行い,上位 16 の疾患名を変量ロジスティック
回帰およびGML分析の説明変数として選択した.多変量
ロジスティック回帰分析の説明変数にはこれらの疾患に
性別と年齢を説明変数と追加した.GLM分析では認定レ
ベルと入居者の生活状況（自宅または他の施設）を交絡
因子として追加した.さらに疾患名が介護費用に与える
影響を視覚化して分析するために決定木分析（CART）
を実施した.

ハードルモデル第一段階の費用の有無を目的変数と
した多変量ロジスティック回帰分析の結果,パーキンソ
ン病の多変量調整オッズ比は 6.26（p<0.001）と最も高
く,次いでアルツハイマー病が 4.83（p<0.001）,統合失調
症が 3.36（p<0.001）であった.次に第二段階であるGLM
の対数リンク関数（ガンマ）を用いた一般化線形モデ
ルの分析の結果,exp(b)が最も高かった疾患はアルツハ
イマー病（1.335,p<0.001）であり,次いで脳卒中後遺症
（1.151,p=0.036）,高血圧（1.157,p=0.004）であった.各
疾患の多重共線性VIFは 1.19 未満であった.さらに決定木
（CART）分析の結果,年間の介護費用が最も高かった
ノードは,91 歳以上のアルツハイマー病患者の群で平均
費用は 1,282,638 円だった.次に年間の介護費用が高かっ
た群はアルツハイマー病を患っていない 87 歳以上の統
合失調症患者の群で,平均費用は 1,084,914 円であった.一
方,年間費用が最も低かった群は,アルツハイマー病及び
パーキンソン病を患わっていない86.5歳以下の群で年間
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の平均費用は31,836円であった.
今後,さらに増え続ける医療・介護費を抑制するため

には,エビデンスに基づいた予防的な対策の検討が必要
とされる.よってより詳細な医療費・介護費増加のリス
ク因子の検討を行うため,医療費及び介護費の増加に繋
がる疾患について,特定健診結果との関連を分析し,それ
ぞれの疾患についてのリスクを明らかにしていく必要が
ある.

3）主な研修
当部の研究成果は，専門課程Ⅰ及びⅢ，医療・福祉分

野を中心とする短期研修，JICAやWHOの国際研修等に
反映させた. 当部スタッフが研修主任，副主任，または
講師を担当している研修を次に示す.
＜長期研修＞

○専門課程Ⅰ
・保健福祉行政管理分野分割前期（基礎）
・保健福祉行政管理分野分割後期（応用）
○ 専門課程Ⅲ
・地域保健福祉専攻科
・地域医療安全管理専攻科
・地域保健臨床研修専攻科
・保健医療データ分析専攻科
○ 遠隔研修
・ 自治体における情報提供とリスクコミュニケーショ

ン
・ レ セ プ ト 情 報・ 特 定 健 診 等 情 報 デ ー タ ベ ー ス

（NDB）を活用した自治体の根拠に基づく政策立
案（EBPM）

＜短期研修＞
○医療・福祉分野
・地域医療連携のための病院マネジメント研修
・医療ソーシャルワーカーリーダーシップ研修
・都道府県・指定都市・中核市指導監督中堅職員研修

（社会福祉法人・老人福祉施設担当）
・都道府県・指定都市・中核市指導監督中堅職員研修

（社会福祉法人・障害者福祉施設担当）
・都道府県・指定都市・中核市指導監督中堅職員研修

（社会福祉法人・児童福祉施設担当）
・福祉事務所長研修
・生活保護における 3 つの自立支援とその推進に向け

た研修
・児童相談所の連携機能強化に向けた中堅職員研修
・ユニットケアに関する研修（施設整備・サービスマ

ネ ジメント）
・介護保険における保険者機能強化支援のための都道

府県職員研修
・介護保険における生活支援体制整備推進のための研

修
・婦人相談所等指導者研修
○地域保健分野
・エイズ対策研修
・児童虐待防止研修
・ 難病患者支援従事者研修（難病相談・支援センター

職員研修）
・難病患者支援従事者研修（保健師等研修）
・公衆衛生看護研修（管理期）
・医療機関立入検査研修
○生活衛生分野
・環境衛生監視指導研修
・住まいと健康研修
〇情報統計分野
・ 地域保健施策立案支援のための情報利活用に関する

研修
○その他
・JICA研修
・WHO研修
・国際協力研修

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

（2）令和7年度研究業績目録
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Online Journal of Public Health Informatics. 2025;17:e63120. 
doi: 10.2196/63120.
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hane M. et al. Analyzing Disparity in Geographical Accessibil-
ity to Home Medical Care Using a Claims Database: A Simu-
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Turnover Tendency and Related Factors Among Rehabilitation 
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Masunaga T, Tsukamoto S, Honoki K, Fujii H, Akahane M, 
Andreas F. et al. Mavrogenis, Costantino Errani, Kawai A. 
Predicting survival outcomes in dedifferentiated chondrosar-
coma: a prognostic factor analysis from a National Registry. 
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Fujihara S, Wakui T, Tsuji T, Moriyama Y, Nakagawa T, 
Obuchi S, Awata S, Kai I. Effect of self-quantification on 
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org/10.1002/hpm.70018.

Nara M, Yamaguchi S, Moriyama Y, Okada T, Usuda K, 
Fujii C. et al. Validity and reliability of the Japanese Adult So-
cial Care Outcomes Toolkit four-level Self Completion Tool 
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月号）;13(4):85-91.

種田憲一郎．海外の医療安全事情とチームSTEPPS ‐
閣僚級世界患者安全サミット⑤（the Global Ministerial 
Summit on Patient Safety）．病院安全教育．（2025年12月・
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今村知明，他．大規模イベントでの食品防御対策と，食
品防御対策ガイドライン英訳の意義．第 84 回日本公衆衛
生学会； 2025.10.29-10.31；静岡．同抄録集．p.796.

森井康博，中西康裕，今村知明，赤羽学．ＫＤＢデー
タを活用した訪問診療サービスでの出張圏に関する分析．
第 63 回日本医療・病院管理学会学術総会； 2025.10.4-
10.5；東京．同抄録集．p.313．

山口 佳小里,西岡 祐一,城戸 顕,赤羽 学．大腿骨頸部骨
折患者に対するリハビリテーション医療提供の実際：大
規模レセプトデータを用 いた分析．第 62 回 日本リハビ
リテーション医学会学術集会； 2025.6.12-6.14；京都．同
抄録集．p.437.

中西康裕，大夛賀政昭，今村知明，赤羽学．在宅医療・
介護連携に関する地域差の可視化：KDBを用いた行政指
標活用促進の検討．第 63 回日本医療・病院管理学会学術
総会； 2025.10.4；東京．同抄録集．p.181.

安田あゆ子，種田憲一郎，中島勧，水野篤．（PD-7）
連携は患者安全を高めるのか？：全国医療施設横断調査
から見えたこと．医療の質・安全学会 第20回学術総会；
2025.11.8 ‐ 9；京都．医療の質・安全学会プログラム・
抄録集 2025, vol. 19 supplement．p.224.

種田憲一郎．（学会ジョイントプログラム 5）プライマ
リ・ケアにおける患者安全の課題と展望 ‐ 世界の中小
医療機関の患者安全の取り組み．第 16 回日本プライマ
リ・ケア連合学会学術大会； 2025.6.20‐ 22；東京．日本
プライマリ・ケア連合学会学術大会プログラム・抄録集 

2025．p.141.
種田憲一郎．（教育講演7）「チーム医療」とは何ですか？

～エビデンスに基づいたチーム医療のすゝめ～：チーム
STEPPS 3.0．第 68 回日本腎臓学会学術総会； 2025.6.20-
22；横浜．日腎会誌67（4）2025．p.461.

玉置 洋，武居敦英，平塚義宗． 特定健診受診者と未受
診者における医療受診状況の特徴について．第 84 回日本
公衆衛生学会； 2025.10.29-10.31；静岡．同抄録集．p.694.

荻野太助，玉置 洋．2024 年度入学大学一年生の生活習
慣と歯科口腔保健に対する意識調査．第 84 回日本公衆衛
生学会； 2025.10.29-10.31；静岡．同抄録集．p.751.

本間義規, 下ノ薗慧, 西原直枝, 東賢一,阪東美智子, 小
林健一，他．階層分析法を用いた個人・集団の主観評
価バイアスに関する検討．第 84 回日本公衆衛生学会；
2025.10.30；静岡．同抄録集．p.804.

金勲，内山茂久，稲葉洋平，小林健一，東賢一，鍵直樹．
アルコール消毒剤の使用による空気中アセトアルデヒド
濃度の上昇とその原因．2025 年室内環境学会学術大会；
2025.12.3；北九州．同講演要旨集．p.208-209．

森山葉子，涌井智子，藤原聡子，中川威，大久保豪，
甲斐一郎．地域に暮らす要ケア高齢者を支える家族介護
者の睡眠と社会的ケア関連QOLの関連．第 67 回日本老年
社会科学会大会； 2025.6.28-6.29；千葉．第67回日本老年
社会科学会大会報告要旨号．p.233．

涌井智子，森山葉子，藤原聡子，中川威，大久保豪，甲
斐一郎．認知症介護家族の抑うつリスク－ 1 年間の追跡調
査－．第 67 回日本老年社会科学会大会； 2025. 6.28-6.29；
千葉．第67回日本老年社会科学会大会報告要旨号．p.234．

森山葉子, 松澤明美, 涌井智子, 田宮菜奈子, 越智真奈美, 
高橋秀人．ポジティブ心理学に基づく介護者支援オンラ
インプログラムの評価：質問紙調査．第 84 回日本公衆衛
生学会； 2025.10.29-10.31；静岡．同抄録集．p.733.

松澤明美, 森山葉子, 涌井智子, 田宮菜奈子, 越智真奈美, 
高橋秀人．ポジティブ心理学に基づく介護者支援オンラ
インプログラムの評価：インタビュー調査．第 84 回日本
公衆衛生学会； 2025.10.29-10.31；静岡．同抄録集．p.733.

涌井智子，森山葉子，甲斐一郎．在宅要介護高齢者の
災害準備評価尺度の開発．第 84 回日本公衆衛生学会；
2025.10.29-10.31；静岡．同抄録集．p.424.

高橋秀人，森山葉子，小宮山潤，松田智行，黒田直明，
田宮菜奈子，他．要介護認定審査のプロセス等を補助す
るシステム開発－認定審査委員からの指摘事項. 第84回日
本公衆衛生学会； 2025.10.29-10.31；静岡．同抄録集．p.415.

羽澄恵，三宅美智，岡田隆志，森山葉子，神川ちあき，
黒田直明，他．障がい当事者のスティグマ体験の測定尺
度の翻訳と開発．第 84 回日本公衆衛生学会； 2025.10.29-
10.31；静岡．同抄録集．p.749.

神川ちあき，片岡真由美，臼田謙太郎，羽澄恵，森山葉子，
黒田直明，他．害福祉計画「にも包括」分野における障
害福祉サービス利用者へのインタビュー調査．第 84 回日
本公衆衛生学会； 2025.10.29-10.31；静岡．同抄録集．p.749.
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森山葉子, 松澤明美, 涌井智子, 田宮菜奈子, 高橋秀人.現
役世代介護者向けポジティブ心理教育オンラインプログ
ラムに関する各回の感想の特徴．第 14 回ポジティブサイ
コロジー医学会学術集会； 2025.12.14；東京．同抄録集．
p.38.

森山葉子，松澤明美，涌井智子，田宮菜奈子，高橋秀人．
家族介護者向けオンラインポジティブ心理教育プログラ
ムの効果と自覚する強みの関連．第 4 回ウェルビーイン
グ学会； 2026.3.21；高松．プログラム・抄録集．p.25．

大夛賀政昭，森山葉子．（シンポジウム）エビデンス
に基づく介護保険における保険者機能強化の推進（国
立保健医療科学院企画）．第 84 回日本公衆衛生学会；
2025.10.29-10.31；静岡．同抄録集．p.237.

谷掛千里，大夛賀政昭．（シンポジウム）地域共生社会・
地域包括ケアの取組報告と課題について（MR 委員会障
がい・難病G）．第84回日本公衆衛生学会総会；オンデマ
ンド配信；静岡．同抄録集．p.302.

大夛賀政昭．保険者機能強化の推進に求められる自治
体職員の体制や取り組み－研修の企画・運営経験を通し
て―．第84回日本公衆衛生学会； 2025.10.29-10.31；静岡．
同抄録集．p.238.

大夛賀政昭，東野定律，筒井孝子．インセンティブ交
付金評価における市町村保険者機能の都道府県別地域差．
第84回日本公衆衛生学会； 2025.10.29-10.31；静岡．同抄
録集．p.733.

藤本幸，中西康裕，大夛賀政昭．救急医療提供体制の
定量的評価の試み：オープンデータを用いた圏域比較分
析．第84回日本公衆衛生学会； 2025.10.29-10.31；静岡．
同抄録集．p.774.

高橋秀人，大夛賀政昭，重田史絵．ICD-11 難病，精
神障害情報と生活機能との結びつきに関する研究PDF 
―「令和 4 年全国在宅障害児・者等実態調査」を例に―．
日本社会福祉学会第73回秋季大会； 2025.10.5；京都．同
抄録集．p.197-198.

榊原美樹，大口達也，大夛賀政昭，黒川文子，清水潤子，
永田祐，他．市町村福祉行政における包括的な支援体制
の整備に関する評価モデルの構築PDF―指標の因子構造
とパス解析による関連性の検証から―．日本社会福祉学
会第73回秋季大会； 2025.10.5；京都．同抄録集．p.319-320.

大夛賀政昭．（特定課題セッションⅡ）包括的な支援
体制の整備の推進とソーシャルワークにおける実践評価．
日本社会福祉学会第73回秋季大会； 2025.10.5；京都．同
抄録集．online abstract.

大夛賀政昭，筒井孝子，東野定律．介護事業所におけ
るヒヤリハット報告行動の促進要因―心理的安全性と組
織的支援に関するマルチレベル分析．第 63 回日本医療・
病院管理学会学術総会； 2025.10.4；東京．同抄録集．p.198.

柿沼倫弘，大夛賀政昭，森山葉子．サービス付き高
齢者向け住宅の災害対策と福祉避難所の取り組みに関
する検討．第 63 回日本医療・病院管理学会学術総会；
2025.10.4；東京．同抄録集．p.199.

黒川文子，大夛賀政昭，榊原美樹，清水潤子，川村岳人，
永田祐，他．全国調査データを用いた重層的支援体制整
備事業の実施プロセスの特徴（2）―5 事業間の関連性の
検討―．日本地域福祉学会第39回年次大会； 2025.6.28；
兵庫．同要旨集．p.227.

大夛賀政昭，黒川文子，榊原美樹，清水 潤子，川村 岳
人，永田祐，他．全国調査データを用いた重層的支援体
制整備事業の実施プロセスの特徴（1）－市町村の規模
や実施体制との関連性－．日本地域福祉学会第 39 回年次
大会； 2025.6.28；兵庫．同要旨集．p.226.

柴山志穂美，大夛賀政昭，坂田薫，山口佳小里．生活
機能サマリーを活用した退院時に把握される生活機能の
疾患別特性の検討（2）―退院後の生活の促進因子・阻
害因子の自由記述に着目して．日本ケアマネジメント学
会第24回研究大会； 2025.6.28；千葉．同抄録集．p.141.

大夛賀政昭，柴山志穂美，坂田薫，山口佳小里．生
活機能サマリーを活用した退院時に把握される生活機能
の 疾患別特性の検討（1）―心身機能と活動の評価に着
目して．日本ケアマネジメント学会第 24 回研究大会；
2025.6.28；千葉．同抄録集．p.142.

中西康裕，早坂章，野村真利香，大澤絵里．既存の
UHCサービスカバレッジインデックスの傾向とその課題
点の分析．第 84 回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-
31；静岡．抄録集. p.262.

中西康裕，早坂章，野村真利香，大澤絵里．UHCサー
ビスカバレッジインデックスと人的資本指数の関連性．
第 40 回日本国際保健医療学会学術大会； 2025.11.1-2；東
京．抄録集. p.99.

大澤絵里，五十嵐久美子，野村真利香，中西康裕，渡三佳，
古元重和．日本の社会背景を考慮したUHCサービスカバ
レッジインデックスの開発．第 40 回日本国際保健医療学
会学術大会； 2025.11.1-2；東京．抄録集. p.99.

早坂章，中西康裕，野村真利香，大澤絵里．2000 ～
2021 年におけるUHCサービスカバレッジインデックスと
人間開発指数の関連性の所得階層別分析．第 40 回日本
国際保健医療学会学術大会； 2025.11.1-2；東京．抄録集. 
p.100.

井関遥，大内田由美，中西康裕，松田彩子．大阪市内
の介護保険施設における栄養管理状況の検討．第 84 回日
本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-31；静岡．抄録集. p.652.

大澤絵里，中西康裕，野村真利香，早坂章．ユニバー
サル・ヘルス・カバレッジ（SDGs3.8.1）の指標の特徴
とその傾向．第 84 回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-
31；静岡．抄録集. p.663.

藤本幸，中西康裕，大夛賀政昭．救急医療提供体制の
定量的評価の試み：オープンデータを用いた圏域比較分
析．第 84 回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-31；静岡．
抄録集. p.774.

森井康博，中西康裕，今村知明，赤羽学．KDBデー
タを活用した訪問診療サービスでの出張圏に関する分析．
第 63 回日本医療・病院管理学会学術総会； 2025.10.4-5；
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東京．抄録集. p.165.
増田理恵，安藤裕一，田宮菜奈子．困難を抱えた若者

の支援団体の利用者の実態（その 2）：同居者の有無別の
検討．第84回日本公衆衛生学会； 2025.10.29-10.31；静岡．
同抄録集．p.586．

5）研究調査報告書／ Reports
赤羽学，研究代表者．厚生労働科学研究費補助金 長

寿科学政策研究「訪問系サービスにおけるLIFEの活用
に向けた評価指標の開発に資する研究」〈課題番号：
24GA1001〉令和6年度 総括・分担研究報告書．2025．

中西康裕，山口佳小里，松本伸哉，西岡祐一，次橋幸男，
城戸顕，赤羽学．LIFE関連加算の算定状況：KDBを用い
た分析．長寿科学政策研究事業「訪問系サービスにおけ
るLIFEの活用に向けた評価指標の開発に資する研究」（研
究代表者：赤羽学．24GA1001）令和 6 年度総括・分担研
究報告書．2025．p.5-1～5-10．

赤羽学，中西康裕，西岡祐一，次橋幸男，山口佳小里，
森井康博．リハビリテーション提供量の推移・需要推計
と在宅医療のアクセシビリティ分析．厚生労働科学研究
費補助金　地域医療基盤開発推進研究「将来の医療需要
を踏まえた外来及び在宅医療の提供体制の構築のための
研究」〈課題番号： 22IA1009〉（研究代表者：今村知明．）
令和6年度 総括・分担研究報告書．2025．p.2-1～2-5．

中西康裕，赤羽学，西岡祐一，明神大也，野田龍也，
今村知明. 第 8 次医療計画 指標利活用状況調査分析. 厚生
労働科学研究費補助金 地域医療基盤開発推進研究「地域
の実情に応じた医療提供体制の構築を推進するための政
策研究」〈課題番号： 24IA1009〉（研究代表者：今村知明）
令和6年度 総括・分担研究報告書．2025．p.1-1～1-30．

次橋幸男，今村知明，野田龍也，西岡祐一，赤羽学. 在
宅医療の機能・カテゴリー分類を用いた在宅医療提供体
制の定量的分析. 厚生労働科学研究費補助金 地域医療基
盤開発推進研究「地域の実情に応じた医療提供体制の構
築を推進するための政策研究」〈課題番号： 24IA1009〉（研
究代表者：今村知明）令和 6 年度 総括・分担研究報告書．
2025．p.10-1～10-12．

赤羽学，入江芙美，神奈川芳行，髙畑能久. 大阪・関西
万博などに向けて食品提供に関する食品防御対策の検討
と提案. 厚生労働科学研究費補助金 食品の安全確保推進
研究「新型コロナ感染症拡大収束後の食品等事業者の新
たな営業形態にも対応した食品防御の推進のための研究」，
〈課題番号： 24KA1006〉（研究代表者：今村知明）令和
6年度 総括・分担研究報告書．2025．p.2-1～2-4．

赤羽学，入江芙美，神奈川芳行，髙畑能久. フードチェー
ン全体の安全性向上に向けてのコロナ対策を踏まえた調
査と食品防御対策ガイドライン等の改善と，同ガイドラ
インの普及. 厚生労働科学研究費補助金 食品の安全確保
推進研究「新型コロナ感染症拡大収束後の食品等事業者
の新たな営業形態にも対応した食品防御の推進のための
研究」〈課題番号： 24KA1006〉（研究代表者：今村知明）

令和6年度 総括・分担研究報告書．2025．p.3-1～3-4．
種田憲一郎，伊藤優子，大内義隆，大竹尊典，黒岩尚文，

山本則子，他.（令和 7 年度　老人保健事業推進費等補助
金 老人保健健康増進等事業）居宅サービス等における安
全性の確保や事故発生防止に関する調査研究事業　報告
書（検討委員会委員長：種田憲一郎），日本総合研究所
（2026月03月）

種田憲一郎，菊地龍明，西井鉄平，山口（中上）悦
子，寺井美峰子，小坂鎮太郎，他．医療安全的観点からの，
医師の働き方改革に対応するための医師の勤務時間帯間 
引継ぎ体制の整備に資する研究．厚生労働科学研究費補
助金（地域医療基盤開発推進研究事業）「医療安全的観点
からの，医師の働き方改革に対応するための医師の勤務
時間帯間 引継ぎ体制の整備に資する研究（24IA0301）」
（研究代表者：種田憲一郎）令和 6 年度総括研究報告書．
2025．p.1-215．

種田憲一郎，後信，北村温美，此村恵子，森井康博，
安田あゆ子，山口（中上）悦子，他．医療安全地域連携
加算等による医療経済・医療安全上の影響の検証と効率
的かつ効果的な体制構築に向けた研究．厚生労働科学研
究費補助金（行政政策研究分野 政策科学総合研究（政策
科学推進研究））「医療安全地域連携加算等による医療経
済・医療安全上の影響の検証と効率的かつ効果的な体制
構築に向けた研究（23AA1001）」（研究代表者：種田憲一
郎）令和6年度総合研究報告書．2025．p.1-17．

種田憲一郎，後信，北村温美，此村恵子，森井康博，
山口（中上）悦子，他．医療安全地域連携加算等による
医療経済・医療安全上の影響の検証と効率的かつ効果的
な体制構築に向けた研究．厚生労働科学研究費補助金（行
政政策研究分野 政策科学総合研究（政策科学推進研究））
「医療安全地域連携加算等による医療経済・医療安全上
の影響の検証と効率的かつ効果的な体制構築に向けた研
究（23AA1001）」（研究代表者：種田憲一郎）令和 6 年度
総括研究報告書．2025．p.1-239．

稲葉一人，本谷園子，加部一彦，石川雅彦，種田憲
一郎，木村壯介，他．医療対話推進者の質向上と医療機
関内の医療安全管理部門との連携に向けての研究．厚生
労働科学研究費補助金（健康安全確保総合研究分野　地
域医療基盤開発推進研究）「医療対話推進者の質向上と
医療機関内の医療安全管理部門との連携に向けての研究
（23IA2002）」（研究代表者：稲葉一人）令和 6 年度総合
研究報告書．2025．p.1-99．

稲葉一人，本谷園子，加部一彦，石川雅彦，種田憲
一郎，木村壯介，他．医療対話推進者の質向上と医療機
関内の医療安全管理部門との連携に向けての研究．厚生
労働科学研究費補助金（健康安全確保総合研究分野　地
域医療基盤開発推進研究）「医療対話推進者の質向上と
医療機関内の医療安全管理部門との連携に向けての研究
（23IA2002）」（研究代表者：稲葉一人）令和 6 年度総括
研究報告書．2025．p.1-19．

小林健一．一般病床を活用して感染症患者を診療する
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病床転換のベストプラクティスの共有のための研究．令
和 6 年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発
推進研究事業）「一般病床を活用して感染症患者を診療す
る病床転換のベストプラクティスの共有のための研究」
（研究代表者・小林健一，23IA1008）令和 6 年度総括研
究報告書．2025． p.3-8．

小林健一，金勲，渡辺玲奈．建築設計者の視点からみ
た感染症患者対応上の留意点．令和 6 年度厚生労働科学
研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）「一般病
床を活用して感染症患者を診療する病床転換のベストプ
ラクティスの共有のための研究」（研究代表者・小林健一，
23IA1008）令和6年度分担研究報告書．2025． p.21-25．

小林健一．一般病床を活用して感染症患者を診療する
病床転換のベストプラクティスの共有のための研究．令
和 6 年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発
推進研究事業）「一般病床を活用して感染症患者を診療す
る病床転換のベストプラクティスの共有のための研究」
（研究代表者・小林健一，23IA1008）令和 6 年度総合研
究報告書．2025． p.3-10．

黒田直明，森山葉子，岡田隆志，臼田謙太郎，片岡真
由美，山本賢，他．障害福祉計画「精神障害にも対応し
た地域包括ケアシステム」構築分野におけるロジックモ
デルと評価指標の開発過程．厚生労働科学研究費補助金
（障害者政策総合研究事業）「第８期障害福祉計画の精神
障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係る成果
目標の見直しに資する研究」（研究代表者：黒田直明．〈課
題番号： 23GC1011〉令和6年度研究報告書．2025．p.7-15．

岡田隆志，黒田直明，森山葉子，臼田謙太郎，片岡
真由美，奈良麻結，他．障害福祉計画「精神障害にも対
応した地域包括ケアシステム」構築分野におけるロジッ
クモデルと評価指標の開発に関する自治体職員へのイン
タビュー調査．厚生労働科学研究費補助金（障害者政策
総合研究事業）「第８期障害福祉計画の精神障害にも対
応した地域包括ケアシステム構築に係る成果目標の見直
しに資する研究」（研究代表者：黒田直明．〈課題番号：
23GC1011〉令和6年度研究報告書．2025．p.16-22．

片岡真由美，黒田直明，岡田隆志，森山葉子，臼田謙
太郎，奈良麻結，他．障害福祉計画における「精神障害
にも対応した地域包括ケアシステム」の協議会に関する
自治体の実態調査．厚生労働科学研究費補助金（障害者
政策総合研究事業）「第８期障害福祉計画の精神障害にも
対応した地域包括ケアシステム構築に係る成果目標の見
直しに資する研究」（研究代表者：黒田直明．〈課題番号：
23GC1011〉令和6年度研究報告書．2025．p.33-48．

神川ちあき，黒田直明，森山葉子，岡田隆志，片岡真由美，
山口創生，他．障害福祉計画「精神障害にも対応した地
域包括ケアシステム」構築分野のロジックモデル開発段
階における当事者へのインタビュー調査．厚生労働科学
研究費補助金（障害者政策総合研究事業）「第８期障害福
祉計画の精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構
築に係る成果目標の見直しに資する研究」（研究代表者：

黒田直明．〈課題番号： 23GC1011〉令和6年度研究報告書．
2025．p.49-58．

大夛賀政昭．市町村による包括的支援体制の整備に向
けた取り組みに関する評価指標の開発に関する研究：調
査票の開発と検証．厚生労働行政推進調査事業費補助金
（政策科学総合研究）「市町村における包括的支援体制の
体制整備の評価枠組みの構築のための研究」（研究代表
者：永田祐．〈課題番号： 23AA2002〉）令和6年度分担研
究報告書．2025．p.1-11．

大夛賀政昭，高橋秀人，山口佳小里，重田史絵．Rasch
モデリングによる生活機能評価の共通尺度開発に向けた
検証．厚生労働科学研究費補助金 政策科学総合研究（統
計情報総合研究）「ICD-11の適用を通じて我が国の死因・
疾病統計の向上を目指すための研究」（研究代表者：林玲
子．〈課題番号： 23AB1002〉）令和6年度分担研究報告書．
2025．p.125-132．

大夛賀政昭，児玉知子．東南アジア諸国におけるLTC
政策の質の評価指標の適用可能性の検討．厚生労働科
学研究費補助金（地球規模保健課題解決推進のための
行政施策に関する研究）「ASEAN等における高齢者介護
サービスの質向上のための国際的評価指標の開発と実
証に資する研究」（研究代表者：児玉知子．〈課題番号：
23BA1003〉）令和6年度分担研究報告書．2025．p.12-16．

高橋秀人，大夛賀政昭，山口佳小里，重田史絵．R4 年
度「生活しづらさ調査」による生活機能と疾病情報に基
づく, ICD-11 疾病情報と生活機能との結びつきを明らか
にする研究．厚生労働科学研究費補助金 政策科学総合研
究（統計情報総合研究）「ICD-11 の適用を通じて我が国
の死因・疾病統計の向上を目指すための研究」（研究代表
者：林玲子．〈課題番号： 23AB1002〉）令和6年度分担研
究報告書．2025．p.133-153．

佐藤大介, 小林大介, 入江芙美, 柿沼倫弘, 今村知明, 野田
龍也．医療機関の機能転換の推進に関する支援内容の提
案医療機関の機能転換の推進に関する支援内容の提案.令
和 6 年度厚生労働科学研究費補助金(地域医療基盤開発推
進研究事業)「地域の実情に応じた医療提供体制の構築を
推進するための政策研究」（研究代表者：今村知明．〈課
題番号： 24IA1009〉）令和 6 年度研究報告書．2025．p.8-
1-8-10．

大澤絵里，中西康裕，野村真利香，早坂章．既存の
UHC 指標の改訂の方向性およびUHC サービス・カバ
レッジ・インデックスを用いた分析．地球規模保健課題
解決推進のための行政施策に関する研究事業「ポスト
SDGs を見据えた新たなUHC 指標開発に資する研究」（研
究代表者：大澤絵里．24BA1003）令和 6 年度分担研究報
告書．2025．p.22-1-37．

6）視聴覚資料やデジタル媒体などによる研究成果／
Visual Media

なし
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5．生活環境研究部

（1）令和7年度活動報告

生活環境研究部は，身近な生活環境中の物理的，化学
的，生物学的各種要因に関して，科学的な知見を積み重
ね，実験や調査に基づく「科学的根拠を提示する」こと
を目的に，それらのヒトへの曝露実態を評価し，健康を
維持するための方策に関して研究を行っている．加えて
これらの成果をそれぞれ専門性の高い養成訓練に反映さ
せている．

1）研究部の構成
令和 7 年 4 月 1 日にそれまでの生活環境研究部のうち，

建築・施設管理研究領域が新たに建築・施設管理研究部
として，また水管理研究領域が国土交通省国土技術政策
総合研究所（国総研）および国立研究開発法人国立環境
研究所の2か所に分割移管された．そのため，令和7年4
月 1 日付けで旧・衛生環境管理研究領域を中心とする職
員で新たな生活環境研究部として活動を開始した．

生活環境研究部に令和 7 年度に在籍した研究官は，部
長：牛山明，上席主任研究官：吉冨真理，志村勉，八幡
裕一郎，稲葉洋平，戸次加奈江，主任研究官：茂呂田孝一,
楠瀬翔一， 研究員：寺田宙，特任研究官：秋葉道宏，山
口一郎である．人事異動については，令和7年6月1日付
で茂呂田が,令和 8 年 2 月 1 日付で八幡が着任し，秋葉は
任期満了のため令和8年3月31日付で退職した.

2）研究活動
①FCTC第 9，10 条に基づいたたばこ製品の規制と情報

開示に関連した，加熱式たばこなど新たなたばこ製品
の成分分析と受動喫煙による健康影響の研究（厚生労
働行政推進調査事業，厚生労働科学研究費補助金）
2014 年から日本国内で販売開始されたIQOSなどの加

熱式たばこは，現在，男性喫煙者の 41.4％，女性喫煙者
の 44.2％が使用するまでに普及している（令和 6 年　国
民健康・栄養調査）．加熱式たばこを販売する会社は，
加熱式たばこに関する成分分析の学術論文において，加
熱式たばこは「有害学物質を 90％削減する」という報
告をしている．日本人喫煙者は，有害性が低いと予想さ
れるたばこ製品を選択する傾向があるため，日本人喫煙
者が加熱式たばこを選択していると予想される．しかし，
これら論文において加熱式たばこと比較する紙巻たばこ
が「標準たばこ」という試験研究用のたばこである．そ
こで本研究では，国内で販売される加熱式たばこと紙巻
たばこ売上上位銘柄の主流煙の多環芳香族炭化水素類
（PAHs）の分析を行い，加熱式たばこと紙巻たばこの
比較を目的とした．

加熱式たばこは 53 銘柄，紙巻きたばこは，国産たば
こ 10 銘柄，海外産たばこ 10 銘柄の計 73 銘柄を使用し
た．たばこ主流煙の捕集は，加熱式たばこが自動喫煙

装置（LM5E），紙巻たばこがLX20 を用いてヒトの喫煙
行動に近いHCI法（2 秒間で 55 mL吸引，1 本あたり 12
回吸引）で行った．加熱式たばこ主流煙のPAHs分析は，
WHOたばこ研究室ネットワーク（WHO TobLabNet）の
標準作業手順書をもとに改良し分析項目を増やして実施
した．

PAHsの主流煙分析結果を加熱式たばこ（HTP）と紙
巻たばこで比較したところ，総PAHs量および各成分値
のいずれにおいても，紙巻たばこが有意に高値を示した．
また，大半のHTP銘柄において，紙巻たばこ比で 90％以
上の低減率が確認された．一方で，近年の紙巻たばこに
はPAH量が抑制された製品も見受けられるほか，HTPに
おいてもPAHs量が高い銘柄では低減率が 80％程度に留
まる例が確認された．HTP各銘柄の主流煙中PAHs量を
比較した結果，総PAHs量はglo Hyper proにおいて高値を
示した．加熱装置別の加熱温度では，gloはIQOSに次い
で高温に設定されている．当初，加熱温度の上昇が有害
化学物質の生成量に直接寄与すると推察していたが，本
研究の結果からは必ずしも相関しないことが示唆された．
初期モデルと現行モデルの比較において，IQOSおよび
gloではPAHs量の低減が認められた．一方で，Ploom製
品については最大で約 7 倍の上昇が確認された．これは，
Ploomの加熱方式が変更され，加熱温度が 30℃（Ploom 
TECH）から 250℃（Ploom X等）へと大幅に上昇したこ
とが主要な要因であると考えられた．加熱式たばこは販
売後，必ずしも有害化学物質量が低減される訳ではない
ことも確認された．

また，加熱式たばこ主流煙中の香料アレルゲンの分析
も実施した．市販の加熱式たばこ製品3種 (計17銘柄) を
分析したところ，使用した全ての銘柄から 3 種類以上の
香料アレルゲンが検出された．風味の系統ごとに比較す
ると，メンソール系やたばこ風味の銘柄よりもフレー
バー系の銘柄で香料アレルゲンの種類・含有量ともに多
い傾向が認められた．特に，一部のデバイスにおけるフ
レーバー系銘柄では10種類を超える香料アレルゲンが含
有されていた．以上の結果から，加熱式たばこの主流煙
にはアレルギーの原因となりうる香料が含まれているこ
とが示唆された．吸入を通じてこれらの物質に曝露され
ることにより，使用者および周囲の人々に対してアレル
ギー反応を誘発する一因となる可能性を否定できず，今
後さらなる検討や健康影響の評価が必要である．
②加熱式たばこの生体影響に関する研究（文部科学省科

研費，厚生労働科学科研費）
加熱式たばこの健康影響に関しての現時点のエビデン
スの分析
加熱式たばこが発売されて 10 年以上が経過したが，

その健康影響や化学的特性，使用実態に関する知見は紙
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巻たばこと比較して限定的である．本研究では，文献
データベースから抽出した文献を分析し，現時点での科
学的なエビデンスについて整理を行った．またそのアウ
トプットとして，「加熱式たばこに関するこれまでの知
見の整理」と題したエビデンス集を作成した．その内容
を簡潔にまとめると，以下のとおりである．
・加熱式たばこは能動喫煙による循環器疾患やニコチン

依存をはじめ，多様な健康アウトカムとの関連性が認
められた．受動喫煙については，発がん物質の体内取
り込み量が紙巻たばこの受動喫煙と同程度となる場合
があることは，公衆衛生上きわめて重要な知見といえ
る．

・発がん性については，がんの発症をエンドポイントと
した疫学研究が存在しないため，現時点では判定でき
ないが，リスクの可能性を示唆する知見やリスクが懸
念される知見も得られており，今後の長期的な疫学研
究に基づく知見の蓄積が不可欠である．

・実験研究での結果では，多くの研究でたばこ産業資金
研究と独立資金研究の間の結論に乖離があり，エビデ
ンスに基づく政策判断を実施する際には十分に配慮が
必要である．
ヒトのバイオマーカー分析に関する研究
現在，加熱式たばこ（HTP）を喫煙する使用者が喫煙

者の 50％を占める勢いで増加している．このHTPは燃
焼由来の化学物質の発生が削減されていると報告されて
いる．一方で，たばこ会社が公開する削減化学物質にニ
コチンは含まれていない．また，加熱式たばこ喫煙者の
曝露実態の報告例が少ない．そこで本研究は，加熱式た
ばこ喫煙者の曝露量を尿試料に含まれる代謝物分析結果
から有害化学物質の曝露量を評価することを目的とした．
特に，分析結果から①すべての有害化学物質が低減され
ているのか，②特徴のある成分が低減されているのかに
ついて評価項目として比較した．

本研究は，加熱式および紙巻たばこによるニコチン曝
露の実態を比較検討することを目的とした．健康診断受
診者 892 名の尿検体を対象に，LC/MS/MSを用いて，ニ
コチン，(1ʼS,2ʼS)-Nicotine-1ʼ-oxide，Cotinine，3-Hydroxy-
cotinine，および各グルクロン酸抱合体の計 7 成分を定量
した．本解析では，これら7成分の合計値を「Total Nico-
tine metabolites（TNM）」と定義し，喫煙者・受動喫煙者・
非喫煙者の各群における曝露量を評価した．【喫煙・受
動喫煙の有無による比較】（以下に示す値は中央値．単
位は ng/mg creatinine）

自己申告による受動喫煙者および非喫煙者の中に，喫
煙者に匹敵する曝露量を示す例が多数確認された．これ
は自己申告の不正確さに起因すると考えられる．そこで，
カットオフ値を設定し再分類を行ったところ，喫煙者（中
央値: 1,982）と受動喫煙者（4.50），および喫煙者と非
喫煙者（2.04）の各群間でそれぞれ有意差が認められた．
【喫煙者間の比較】

紙巻たばこと加熱式たばこの喫煙者間において，総

ニコチン代謝物（中央値: 紙巻 2,380，加熱式 2,333）お
よびコチニン（紙巻 550，加熱式 571）のいずれも有意
差は認められなかった．この結果から，加熱式たばこの
使用においても紙巻たばこと同程度のニコチン曝露が生
じ，同等の依存リスクを有する可能性が示唆された．ま
た，加熱式たばこの加熱装置別比較では，IQOS（中央値: 
2,163）が Ploom（3,258）および glo（3,020）と比較し
有意に低値であった．主流煙中のニコチン量を比較した
ところ，全群間で有意差が認められ（glo 1.55 mg/stick > 
Ploom 1.09 > IQOS 0.77），主流煙中のニコチン含有量と
喫煙者の実曝露量は相関していると推察される．
【受動喫煙者間の比較】

紙巻（中央値: 4.58）と加熱式（3.08）の受動喫煙者
間に有意差は認められなかった．「紙巻の曝露量が高い」
とする先行研究とは異なる結果だが，これは加熱式たば
この普及やデバイスの性能向上に伴い，受動喫煙による
曝露量が紙巻と同程度まで達している現状を反映してい
る可能性がある．ただし，自己申告に基づく分類のため，
曝露源となったたばこ種の誤認が影響した可能性も否定
できない．今後は，自己申告に頼らない客観的分類を用
いた，より多角的な有害物質の曝露および生体影響の評
価が求められる．

新型たばこ（加熱式たばこ）の健康影響を探索するin 
vivo 研究
加熱たばこの健康影響については，その健康影響につ

いて，加熱式たばこが従来の燃焼式たばこより健康リス
クが低いことを示したエビデンスは存在しない．そこで
本研究では，吸引した煙(エアロゾル)を動物に曝露をお
こない，加熱式たばこによる生体影響の科学的なエビデ
ンスを示すことを目的として研究を進めた．加熱式たば
こは，発生する有害化学物質量を低減しているとされて
いるが，化学物質の複合曝露は変わらず起こるため健康
への影響が懸念され動物を用いた研究はその理解の一助
となる．そこで本研究では，2 つの課題（動物実験）を
実施した．

1 つ目の課題として，加熱式たばこ主流煙の曝露が脂
質異常モデルマウスに与える影響を検討した．動物は脂
質異常マウスB6.KOR/StmSlc-Apoe-SHLを用いて 1 日 10
本の主流煙を 4 週間にわたり曝露した．体重，血圧，血
中脂質生化学指標については加熱式たばこ曝露群と対照
群において有意差がみられなかったが，組織学的な検討
においては一部差がある傾向が見られた．

2 つ目の課題として，これまでの国内外の研究におい
て，加熱式たばこの受動喫煙に関する実験報告がないこ
とを踏まえ，あらたに受動喫煙を行う装置の開発を行い，
受動喫煙環境におけるマウスの生体影響について検討を
行った．受動喫煙環境の空気中の化学物質を測定すると
ともに，受動喫煙を受けたマウスの尿のニコチン代謝物
を分析し，バイオマーカーの側面からも受動喫煙の発生
を確認した．また，加熱式たばこの受動喫煙で最も影響
が顕著に見られることが想定される肺を摘出し，肺にお
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ける遺伝子発現をRT-PCR法によって検討した．一部の
遺伝子は4時間の受動喫煙環境における曝露で対照群（非
曝露群）に比べて発現量に変化がみられたが，加熱式た
ばこの銘柄によって遺伝子の挙動には差が見られたため，
引き続き検討が必要である．
③加熱式たばこの使用が室内空気質に及ぼす化学的・物

理的影響評価
近年，加熱式たばこは「副流煙が少ない」「健康リス

クが低減されている」といった認識のもと屋内利用が拡
大しているが，加熱式たばこ専用喫煙室や喫煙目的室，
家庭内における受動喫煙曝露が懸念されている．しかし，
使用時の室内空気質への影響に関する知見は十分ではな
い．本研究では，模擬喫煙室において加熱式たばこ使用
時の揮発性有機化合物（VOCs），ニコチンおよび微粒子
の挙動を測定し，室内環境への影響を評価した． VOCs
は 3 種の捕集剤（Tenax GR，Carboxene 1000，Carbopack 
B）を組み合わせた多層吸着管により捕集し，加熱脱着-
ガスクロマトグラフ質量分析計（TD-GC/MS）で分析し
た．ニコチンはXAD-4 カートリッジにより捕集後，LC-
MS/MSで定量した．微粒子は粒度分布測定器により粒
径分布および濃度の経時変化を測定した．VOCsの測定
では，furfuralや 5-methylfurfuralなどの芳香族アルデヒド
類，acetoneやmethyl isobutyl ketoneなどのカルボニル化
合物，pyridineや 4-ethenylpyridineなどの含窒素有機化合
物の増加が認められた．また，tolueneやxylene類などの
芳香族炭化水素は大きな増加を示さず，一部では室内で
の希釈や吸着の影響が示唆された．さらに，1,3-butadiene
やn-decaneなどの炭化水素も条件により増加が確認され
た．粒子は主に 50 ～ 100 nmに分布し，喫煙に伴い一時
的に増加後，速やかに減衰した．以上より，加熱式たば
こ使用時にも室内空気質への影響が生じる可能性が示唆
された．本研究で確立した多成分同時測定手法は，低沸
点から高沸点までのVOCsと粒子を統合的に評価できる
点に特徴があり，今後は実際の加熱式たばこ専用喫煙室
や喫煙目的室における実態調査へ応用する予定である.
④室内環境における化学物質の汚染と曝露実態の評価

（文科省科研費）
近年，我が国の室内環境汚染においては，揮発性有

機化合物（VOC）や準揮発性有機化合物（SVOC）によ
る健康影響が懸念されている．特にシックハウス症候群
や化学物質過敏症との関連が指摘される物質については，
厚生労働省により室内濃度指針値が定められているが，
環境中には依然として未規制の有害化学物質が多数存在
する．その一つであるイソシアネートは，ウレタン原料
として広く使用される反応性の高い化合物であり，強い
感作性を有しアレルギーの原因となる可能性がある．ま
た，一部は燃焼や加熱過程により発生することから，日
常生活における曝露機会が高い物質である．我々はこ
れまで，環境中イソシアネートの測定法として，ガス状
および粒子状成分の測定を対象としたアクティブサンプ
ラーに加え，長期モニタリングに適したパッシブ型拡散

サンプラー（PSD-DBA）を開発してきた（Anal. Bioanal. 
Chem., 2019；Atmos. Environ., 2024）. 令和 7 年度は，空
気中での他成分との反応性や共存影響を考慮し，捕集材
の改良および分析条件の最適化を行うことで，低濃度域
におけるイソシアネートの定量性および安定性を向上さ
せた．さらに，本手法を個人曝露評価に適用可能とする
ことで，室内環境と生活行動の双方を反映した曝露評価
を実現した．本手法を用いた住宅環境調査の結果，イソ
シアネートは建材や内装材に由来する室内発生源に加え，
調理や喫煙などの生活起源による影響を受ける可能性が
示唆された．また，個人曝露濃度と室内濃度の比較から，
生活行動に依存した曝露変動が確認され，従来の室内濃
度評価のみでは曝露実態を十分に把握できないことが明
らかとなった．以上より，本研究で改良した拡散サンプ
ラーは，室内外環境におけるイソシアネートの実態把握
および曝露評価に有用であり，発生源の特定や曝露低減
対策の検討に資することが示された.
⑤食品中放射性物質の評価など原子力災害対応（環境省

調査研究事業，基盤的研究費，文科省科研費他）
東京電力福島第一原子力発電所の事故以降，事故によ

り放出された放射性物質を含む食品の摂取による内部被
ばく線量を管理するための方策として食品中の放射性物
質検査が実施されている．生活環境研究部では，国に集
約されたこれらの測定結果を提供するデータベースを運
用するとともにそのデータを解析し，その結果の国内外
への情報発信に取り組んでいる．災害からの復旧が進み
営農範囲が拡大しているが，管理された食品では安全が
確保されている．イノシシ肉の検査は，出荷制限解除の
取り組みで促進されていた．比較的高い濃度であっても
摂取量からリスクは限定的となる．今後，地域の文化も
考慮し，実情を踏まえリスクレベルに応じた対策の最適
化が課題であることを明らかにした．また，これまでの
原子力災害対応の経験を踏まえて，原子力災害への対応
に関する情報の集積を図っている環境省の統一的基礎資
料の改訂にも貢献した.

歯を用いるEPR（電子常磁性共鳴分光）線量計測は，
放射線照射により歯に生成されたラジカルが長期に保持
されるので事後的に線量を評価できる．今年度は，放射
線診療に従事してきた脊椎整形外科医師と診療放射線技
師を対象に測定を行い，それぞれ信号を検出した．この
うち，脊椎整形外科医師は個人線量モニタリングがなさ
れていなかったが，爪甲色素線状を呈しており，放射線
診療への従事状況や手指での組織反応と矛盾しない結果
であった．ただし，いずれの事例も，これらの労働者が
患者として受けた医療被ばくとの弁別が課題となった．
また，EPR線量計測では磁性体や金属が影響を与えるこ
とが考えられていたが，実際の計測でその影響が観察さ
れたので，被験者の衣服の金属やインプラントの影響を
検証した．また，歯を用いたEPR測定は，ラジカル生成
を伴う素材の利用など歯科診療の影響を受けることがこ
れまでに知られている．新たに歯のホワイトニングが線
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量計測に及ぼす影響も評価し，考慮すべき要因であるこ
とを確認した.

本計測の質を改善するために，共振器を安定に保持す
る治具を試作した．試作した治具は，共振器の表面ルー
プコイルを磁場の中心に保持できるように 3 次元方向で，
それぞれミリメートル単位で位置を調整できる．また，
切歯と表面ループコイルの位置関係を確実に観察できる
ように観察用のカメラも設置した．このことにより，測
定の不確かさを減少させた.

医療現場における放射線被曝の評価は，患者を対象と
する医療安全の観点のみならず労働衛生の観点から医療
従事者にとっても重要な課題である．とくに障害者歯科
医療では，行動調整や身体抑制を要する症例が多く，パ
ノラマエックス線撮影を実施できない場合が少なくない．
パノラマ撮影が困難な症例では，代替手段としてデンタ
ルエックス線撮影が選択されることが多く，その介助で
医療者が放射線に曝露する．しかし，この実態は必ずし
も明らかにされておらず信頼できるデータが乏しい.

本研究では，爪試料に蓄積される放射線誘発ラジカル
を指標として，障害者歯科医療における医療者の被曝線
量の評価も試みている．爪EPR線量測定は非侵襲的に試
料採取が可能であり，もっとも被ばくする部位で評価で
きるという利点を有する.

今年度は，障害者歯科医療に従事する歯科医師を対象
として，デンタルエックス線撮影回数や撮影条件と，個
人線量計による測定結果および爪EPR信号との関連につ
いて検討を行い，相当数の撮影回数であればその違いが
爪EPR信号に反映される可能性が示唆された．さらに個
人線量協議会に所属している個人線量測定会社の統計
データが必ずしも現場の実情を反映していないことを確
認した．このため，一般社団法人日本小児口腔外科学会 
第37回日本小児口腔外科学会総会学術大会の教育講潢で
取り上げ，会場とも議論し，小児歯科での放射線安全に
関する普及啓発を試みた.

これら本研究で開発している手法は大規模な核災害
でも利用することが想定されることから，生物試料を用
いた線量評価を扱っている国際生物線量評価連合（IAB-
ERD）において，社会実装に向けて研究状況をまとめた
論文を発表した.

この他，昨年度，EPR法を用いて放射線量を計測した
被災牛（出生は原子力発電所事故後の 2011 年 12 月 3 日
と推定）について，歯に含まれる放射性物質濃度を確認
した．試料の重量が限られることから，数本ずつの歯を
まとめて計測したところ，Cs-137 の濃度は 2.4 Bq/kg ～
145 Bq/kgであり，Cs-134はCs-137の濃度が最も高い試料
で 2.30 ± 0.338 Bq（平均±SD）であった（2025 年 11 月
3 日換算）．被災牛は大熊町の黒毛和牛飼育牧場で生育し
ており，事故後の生育中に原子力事故に由来した放射性
核種を取り込んでいたと考えられる．また，同一個体で
も試料による濃度の違いがあり，それぞれの歯の形成時
期における放射性物質の取り込み量の違いを反映してい

ることが考えられた.
⑥緊急被ばく医療が必要とされるような事故発生時にお

けるトリアージのための線量評価手法の確立に関する
研究（基盤的研究費）
大規模放射線事故災害時には多くの一般市民が大量の

放射線を被ばくすることが想定される．急性放射線障害
の発症の有無を評価し，適切な治療方針を決定するため
には，全身が 1 Gy以上の被ばくを受けたかどうかを迅速
に判定することが求められている．さらに，1 Gy以下の
線量においても正確に線量推計することで，将来の放射
線被ばくによる発がんリスク評価に活用できる．しかし，
現時点では，大規模集団を対象とした線量評価法は確立
されていない． 緊急被ばく医療におけるトリアージのた
めの放射線被ばく線量評価法の解析において，ヒト培養
細胞およびマウスを用い，放射線被ばくの新たな生物学
的指標としてミトコンドリアDNAの細胞質漏出の線量反
応と発現する時期を明らかにした．放射線に応答する時
期が異なる複数の指標を明らかにすることで，より高精
度の線量評価法を確立することが期待される.
⑦低線量放射線の生物学的影響評価（文科省科研費）

放射線不安への対応として，放射線リスクに関する
科学的根拠に基づいた情報発信が求められる．放射線の
被ばく線量の増加に比例して，被ばく者におけるがん死
亡率および罹患率は上昇する．このため，線量を把握し，
放射線リスクを評価することが重要である．放射線の発
がんリスク評価には人の疫学調査を基礎に，しきい線量
のない直線モデルが用いられる．しかし，疫学研究では
放射線量の推定，解析に用いる集団の偏りや交絡などリ
スク評価の不確実性が課題とされており，公衆被ばくの
関心領域である低線量・低線量率放射線（100 mGy未満，
0.1 mGy/分未満）の発がんリスクの有無を判断すること
は困難と考えられている．炎症反応は，がんの発生や発
達に深く関わる．我々は，人の培養細胞やマウスを用い
た実験研究で，放射線被ばくによるミトコンドリア損傷
が発端となって炎症反応を誘導する機構を明らかにした．
実験研究で得られた成果は，学術論文として公表するだ
けでなく，専門課程や医療放射線安全管理業務に対応す
る職員の養成訓練において放射線基礎知識の講義の教材
として活用している.
⑧放射線診療の発展に対応する放射線防護の基準策定の

ための研究（厚生労働科学研究費補助金地域医療基盤
開発推進研究事業）
保健所では医療法に基づき医療機関への立入検査を

行っている．この業務を行う自治体の常勤の放射線技師
数は減少し続け，2023 年度には 400 人となっており，全
国の517（2025年4月現在は462）の保健所の内，常勤の
診療放射線技師が配属されていない保健所は 237 箇所と
なっていた．一方で，医療法の放射線管理関係のDX化
が推進されており，行政手続きや立入検査の業務におい
てもDX化がさらに進行していた．保健所の人材確保と
業務支援に関して環境整備が必要であるが，DX化は業
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務の効率化にも資することから良好例の共有が有益であ
ると考えられ，関係する学会での情報共有の機会を企画
した.

行政機関による施策は質の良い情報に基づく必要があ
るが，匿名医療保険等関連情報データベース（NDB）の
利用促進が進められている．NDBで解析すると密封小線
源治療での放射線治療病室管理加算の算定回数は対人口
比では説明の付かない差異が自治体間で確認された．こ
のようにNDBを用いると地域での密封小線源の挿入・刺
入治療の実態が把握でき，放射線治療資源の地域差が可
視化された．また，試行の機会を利用し，匿名化された
情報を突合し，個人別の情報も把握でき活用できること
が確認できた．今後，NDBは各種のデータベースとの突
合情報も利用できるような整備が進められるが，医療放
射線管理分野でのNDBの利用のイメージを提示した.
⑨輸入食品中の放射性核種に関する調査研究（原子力規

制庁放射能調査研究費）
輸入食品中の放射性物質の検査は 1986 年に発生した

チェルノブイリ原子力発電所事故を契機として始まり，
現在も検疫所によって実施されている．当初はヨーロッ
パ産の輸入食品を対象とした暫定限度（放射性セシウム
濃度： 370 Bq/kg）に基づいて行われていたが，福島第
一原子力発電所事故後に現行の食品中の放射性物質に関
する基準値（一般食品に対する放射性セシウム濃度：
100 Bq/kg）が設定されると暫定限度は廃止され，現在
は基準値に基づく検査が行われている．これら検疫所に
よる検査は基準を超過した食品の流通を防ぐことを目的
としたもので，過去の違反事例を踏まえながら特定の地
域に産する特定の品目が対象となっており，測定対象も
放射性セシウムのみとなっている．一方，原発事故等の
放射線事故はどの国で発生するのか想定できず，事故の
結果として放出される放射性物質も放射性セシウムに限
らないため，食の安全確保の観点から種々の放射性物質
について平時における濃度実態を把握することが求めら
れる．このため，放射性セシウムの他，ストロンチウム
90，プルトニウム，ウラン等の濃度実態について諸外国
産の輸入食品を対象に調査研究を実施している．輸入食
品の産地に関しては6つの州（アジア，オセアニア，北米，
中南米，ヨーロッパ，アフリカ）を全てカバーし，産地
と品目は原則として厚生労働省の輸入食品監視統計で
実績上位のものから選定している．令和 7 年度はタイ産
ジャスミンライス，カナダ産大豆，オーストラリア産牛
肉，ロシア産タラバガニ，アルゼンチン産赤エビ，タン
ザニア産コーヒー豆等35試料を対象に調査を実施した． 
検出率については2024年度までの結果と同様，自然放射
性物質であるポロニウム 210，カリウム 40，ウラン 238
の方が人工放射性物質の放射性セシウム，ストロンチウ
ム 90，プルトニウムよりも高い傾向が認められた．人工
放射性物質で最も検出率が高かったのはストロンチウム
90 の 17％であるのに対し，ポロニウム 210，カリウム 40
は 100％，ウラン 238 は 57％であった．人工放射性物質

で最も濃度値が高かったのはストロンチウム 90 で 0.529 
Bq/kg（トルコ産ドライイチジク）であった．
⑩非電離放射線（電磁波）の健康リスク評価に資する研

究（総務省生体電磁環境委託研究等）
非電離放射線（電磁波）は，国民生活において通信機器，

医療機器，家電機器などに応用され利用されている．科
学技術革新により，今後は無線電力伝送によるEVへの
給電や，5Gと呼ばれる超高速通信の普及が予想されてお
り，ヒトが晒される周波数の種類や曝露量も増加する見
込みである．

電磁界の生体影響に関する研究では，化学物質の
OECD試験ガイドラインのような安全性を評価する手法
が確立されておらず，国際的合意の得られる科学的エビ
デンスとして利用可能な研究手法が望まれている．令
和 7 年度は総務省の生体電磁環境委託研究の課題として，
「電波ばく露に関する標準的な研究手法の確立及び中間
周波電磁界の神経毒性に関する研究（研究代表者：明治
薬科大学　服部研之）」が採択され，当研究部は分担研
究を担当することとなった．標準的な研究手法の開発に
関しては，電磁環境研究の質に関する国際的なワーキン
ググループでの議論を進めた．現在，研究者が研究をす
るにあたり確認すべき事項をまとめたガイダンス作成を
進めている．一方，神経毒性の実験研究に関しては，胎
児期に中間周波磁界の曝露を受けたマウスの発達神経毒
性を評価するために行動試験を行う必要があり，今年度
は客観的に行動記録をすることができるインテリケージ
システムを用いた基礎的なデータを取得した．
⑪国内の食肉輸出施設の監視指導検査員の研修プログラ

ムの充実（動物の規制対策の強化に資する研究）（厚
生労働科学研究費補助金食品の安全確保推進研究事
業）
アメリカ合衆国・EU等向け輸出向け食肉取扱施設を

管轄する食肉衛生検査所の指名検査員の研修に必要な教
材として，輸出食肉認定施設における検査実施要領の業
務遂行に求められる知識及び技術を新規着任者が習得す
ることを設定し，作成した.

新規着任者が一人でも学習できる動画に使用する教材
として，指名検査員による検証を理解するための基礎知
識である，と畜場及び食肉処理場のHACCPに基づく衛
生管理を踏まえた講義資料を作成した．また，指名検査
員が実施すると畜検査及び検証に解説を加える動画教材
を作成した．さらに，これらの学習で基礎的な知識習得
後に参考となる，国際連合食糧農業機関（FAO）のガイ
ダンス文書及びアメリカ合衆国の食品衛生管理に係る法
令等を翻訳した．今後は，HACCPに基づく衛生管理を
踏まえた講義資料に対応する演習資料の開発とこれらの
教材を用いた研修を実施し，指名検査員の知識及び技術
の習得度の変化を確認する必要がある.
⑫血管内皮障害および微小循環と健康に関する研究（文

部科学省科学研究費）
微小循環の恒常性・健全性は健康度と強い相関があ
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ることが知られている．また病態時には血管内皮内腔面
のグリコカリックス層と呼ばれる層が崩壊し，血管の機
能を引き起こすことが知られている．令和 7 年度は，病
態時においてグリコカリックス層に対して保護効果を
示す可能性のある物質として，スフィンゴシン-1-リン
酸（S1P）のアナログであるFTY720 を事前に投与し病
態への影響を確認した．FTY720 は漢方薬の冬虫夏草の
活性成分ミリオシンの誘導体であり，生体内でSPHK-2
によりリン酸化を受けて生成したFTY720 リン酸化体は，
S1P2 を除く 4 つのS1P受容体に対してアゴニストとして
働く．今年度はFTY720 がS1P受容体を活性化し，血管の
グリコカリックスを保護する可能性を検討したが，これ
らはマウスにFTY720 を投与し，その後，LPSによって
実験的に敗血症を惹起した．LPS投与 24 時間後に採血を
行い，ELISA法によりGCX崩壊マーカーとして知られる
シンデカン-1 の定量を行った．当初の仮説に反し，FTY-
720 の前投与はLPS敗血症における炎症応答を増悪させ
グリコカリックス損傷を悪化させた．この機序として，
FTY-720 がリンパ球（特に制御性T細胞）の末梢循環か
らの除去を介して抗炎症性フィードバックを不全にし，
炎症促進性サイトカインの正のフィードバックループの
暴走を許容した可能性が考えられる．本結果は，フィン
ゴリモド服用患者における重症感染症合併時のサイトカ
インストームおよび血管内皮障害のリスクを示唆する前
臨床的エビデンスとなりうるものと考えられた．

3）養成訓練
研究課程の副責任者，および専門課程では保健福祉行

政管理分野（分割後期），地域保健臨床研修専攻科，地
域医療安全管理専攻科の副責任者を務めた．

専門課程保健福祉行政管理分野（分割前期）では必修
科目「環境保健概論」，「健康危機管理／感染症」の講義
を担当した．また，同（分割後期）においては遠隔科目（選
択科目）として，「リスク科学」，「自治体で実践する禁
煙支援」，「自治体における情報提供とリスクコミニケー
ション」，「PDCAサイクル推進のための統計研修」の主
担当または副担当を行った．また，専門課程地域保健臨
床研修専攻科において環境保健全般およびたばこ対策に
関して，地域医療安全管理専攻科において医療放射線安
全の講義を担当した．

短期研修では，当研究部の職員が研修主任を担当する
ものとして，①医療放射線の適正管理に関する研修，②
たばこ対策の施策推進における企画・調整のための研修，
③食肉衛生検査研修，④食品衛生監視指導研修，⑤食品
衛生危機管理研修の企画および実施を進めた．また，研
修副主任として⑥環境衛生監視指導研修，⑦DHEAT研
修（標準編），⑧医療機関立入検査研修（3 日間コース），
⑨医療機関立入検査研修（2 日間コース）⑩感染症集団
発生対策研修，⑪医薬品医療機器の品質確保に関する研
修，⑫建築物衛生研修でも企画運営に寄与し，講義・演
習などにも貢献した．

4）社会貢献活動等
厚生労働省の各種委員会を含め，原子力規制庁，地方

自治体の審議会，検討会，東京電力福島第一原子力発電
所事故や自然放射線対策に関連した各省庁委託事業に関
連した活動に参画するなど，放射線，たばこ対策の課題
対応に貢献するとともに，学会活動も積極的に行ってい
る．

電磁界の健康影響に関連する社会貢献として，総務省
情報通信審議会 情報通信技術分科会 電波利用環境委員
会 電波防護指針の在り方に関する検討作業班の副主査と
して活動し，諮問第2035号「電波防護指針の在り方」の
うち「吸収電力密度の指針値の導入等」について」に貢
献した．電波の健康影響に関しては， WHOから「高周波
電磁界と健康」に関するWHO環境保健基準モノグラフ
発刊のためのタスク会議メンバーとして任命されており，
リスク評価のプロセスに対して専門家として貢献してい
る．

たばこ研究に関する国際貢献として，たばこ煙の有害
化学物質分析に関して，WHO協力センター (Ref．No.: 
JPN-90)の指定を受けているとともに，WHOたばこ研究
室ネットワーク（TobLabNet）のリーダーラボとしても
貢献を行っている．令和 7 年度は，WHO TobLabNet活動
の一環として，当院において国際会議を開催したため，
以下にその概要について述べる．

WHO TobLabNet 国際会議 開催報告
2025 年 12 月，国立保健医療科学院において，WHOた

ばこ研究室ネットワーク（TobLabNet）による国際会議
および実験室トレーニングが開催された．本会議は，た
ばこ製品の規制および分析に関する国際的な標準化と技
術向上を目的とするものである．

第9回WHO TobLabNet総会（12月8～10日）には世界
各国の専門家が一堂に会し，たばこ製品規制の進捗共有
と分析手法の国際標準作業手順書（SOP）策定に向けた
議論が行われた．開会にはWHO，当院，および厚生労
働省の関係者が挨拶に立ち，国際的な連携強化の必要性
が示された．技術セッションでは，加熱式たばこ（HTP）
におけるニコチンおよびアルデヒド測定のSOP妥当性確
認について当院より報告がなされたほか，たばこ製品中
の香料成分に関する非標的分析の共同研究状況も共有さ
れた．また，オランダ，ブルキナファソ，シンガポール
の規制事例が各国から発表され，電子たばこに含まれる
金属・合成冷却剤・糖類の分析やニコチン類似体への対
応が今後の優先課題として確認された．さらに，生活環
境研究部職員の案内による当研究部の実験室ツアーも実
施され，参加者からの関心を集めた．

続く 2 日間の実験室トレーニング（12 月 11 ～ 12 日）
では，各国技術担当者を対象に 3 グループに分かれた実
践的プログラムが実施された．具体的には，加熱式たば
こ主流煙中の活性酸素種（ROS）測定，主流煙の捕集手
法の実践，およびたばこ充填物中のアンモニア測定（簡
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易測定法）の 3 テーマを，生活環境研究部職員が指導に
あたった．日頃から研究生の指導経験を持つ職員の尽力
により，プログラムの作成・運営・資料整備が効率的に
遂行された．結果としてWHO側から極めて高い評価を
得ることができた．

今回の成果として，加熱式たばこや電子たばこといっ
た新型製品に対する国際的な分析基準確立へのロード

マップが確認されたほか，各国規制当局が必要とする
データ提供に向けたSOPの普及とWHO協力センターによ
る技術支援の継続が合意された．また，日本開催ならで
はの成果として，リチウム電池内蔵の加熱式たばこ製品
を各国スタッフへ直接手渡しできた点も特筆される．輸
送上の制約からデバイス確保が困難であった地域との共
同研究に向け，具体的な道筋を開くことができた．

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

（2）令和7度研究業績目録

【衛生環境管理研究領域】

1）学術誌に発表した論文（査読付きのもの）
原著／ Originals

Masugata S, Sasatani M, Shimura T, Nakamura AJ. Tempol 
Exerts Radioprotective Effects by Suppressing Radiation-In-
duced DNA Double-Strand Break Formation International 
Journal of Molecular Sciences 2026:27 (6), 2601

Shimura T, Wu J, Aizawa M, Takahashi Y, Sasatani M, 
Nakamura AJ, Ushiyama A. Melatonin as a radioprotectant 
against mitochondrial damage. International journal of radia-
tion biology (in press)

Shimura T, Takahashi Y, Saito C, Maida R, Sasatani M, 
Kunoh T, Ushiyama A. Ionizing radiation triggers the release 
of mitochondrial DNA into the cytosol as a signal of mito-
chondrial damage. Scientific reports 2025:15(1) 23191-23191

Shimura T, Nara H, Yamazaki M, Sasatani M, Ushiyama 
A. Suppression of cancer stem-like cell radioresistance by 
inhibiting AMPK signaling. Journal of radiation research 
2025:66(3) 227-233

Noto K, Mitsui W, Takata T, Kojima H, Matsubara K, Ya-
maguchi I. Cost-effective shielding design based on the dose 
length product method for shielding calculations in X-ray 
computed tomography systems. Radiation Protection Dosim-
etry 2025;ncaf078, Doi:10.1093/rpd/ncaf078

Nakayama A, Yamaguchi I, Okamoto K, et al. Public Health 
Center Strategies to Develop Infection Control Practices 
for Hospital Sinks in Kawaguchi City. Cureus 2025;17(8): 
e91088. doi:10.7759/cureus.91088.

Terada H, Iijima I, Miyake S, Ota T, Yamaguchi I, Kodama 
H, Sugiyama H. Dietary exposure levels to 134Cs, 137Cs, 90Sr, 
and 239+240Pu in Japan after the Fukushima Daiichi Nuclear 
Power Plant accident: a duplicate portion study for fiscal 
years 2012–2014. Environ Health Prev Med. 2025;30:48. doi: 
10.1265/ehpm.25-00072.

Nishimoto-Kusunose S, Inaba Y, Bekki K, Ushiyama A. 
Determination of reactive oxygen species in mainstream 
smoke from various heated tobacco products. Environmental 
Health and Preventive Medicine 2025;30:66.

Ohtani S, Ushiyama A, Wada K, Ikehata M, Suzuki Y, 

Hattori K. Development and validation of an in vivo pain 
assessment method for 28-day exposure to intermediate 
frequency magnetic fields. J Radiat Res. 2026 Jan 28;67(1):1-
10. doi: 10.1093/jrr/rraf068. PMID: 41259234; PMCID: 
PMC12856025.

Wasoontarajaroen, S., Ishiwata, H., Chakarothai, J., Ohtani, 
S., Ushiyama, A., Hattori, K. & Suzuki, Y. (2025). Realistically 
Poseable Mouse Model for Assessing Exposures to Magnetic 
Field in the Intermediate Frequency Band. IEEE Access.

鉢呂七海, 小山内暢, 畠山蒼舞, 細川翔太, 對馬惠, 山口
一郎, 細田正洋, 工藤幸清．NICUポータブルX線撮影にお
ける散乱X線源の特定と防護策の検討．日本放射線看護
学会誌 2025, 13(2):41-49.

総説／ Reviews
Adayabalam S. Balajee, Christophe Badie, Ann Barry 

Flood, Evagelia C. Laiakis, Maurizio Marrale, Nadica Mal-
tar- Strmečki, Matthias Port, François Trompier, Steven G. 
Swarts, Harold M. Swartz, Marco Valente, Ruth Wilkins and 
Ichiro Yamaguchi.   Perspectives of IABERD on biodosimetry 
strategies for a large-scale nuclear event IRAB 2025;1-9: 
https://doi.org/10.1080/09553002.2025.2588400.

Yamaguchi I, Jamil H. Concerns Regarding the Association 
of Occupational Testicular Radiation Exposure with Offspring 
Sex Ratio. Journal: Annals of Work Exposures and Health 
2026 ;70(3) wxag016 ; DOI: 10.1093/annweh/wxag016.

志村勉, 山口一郎, 寺田宙, 吉冨真理, 牛山明.日本の福島
原子力発電所事故後の食品中の放射性物質に対する諸外
国の輸入規制への対応保健医療科学 2025:74(4) 412-419

Inaba Y, Bekki K, Nishimoto-Kusunose S, Ushiyama A. 
Limited progress in tobacco control in Japan: an assessment 
20 years after the WHO FCTC. J Natl Inst Public Health. 
2026;75(1):42–51.

2）学術誌に発表した論文（査読の付かないもの）
総説・解説／ Reviews and Notes

稲葉洋平．国際保健の視点から見たたばこ対策．特集　
公衆衛生における国際保健．公衆衛生　 2026;90(2):143-
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その他／ Others
WHO. Standard operating procedure for the determination 

of flavouring agents in e-liquids using non-targeted analysis: 
gas chromatography mass spectrometry: WHO TobLabNet 
official method SOP 16．2025.6.29 公 開（https://www.who.
int/publications/i/item/9789240111509）

山口一郎, 茂呂田孝一．選択的体内照射療法に対応し
た省令改正に対応した取扱通知の改正．医療放射線防護 
2025;(93) 55-57

山口一郎, 茂呂田孝一．選択的体内照射療法に対応し
た省令改正．医療放射線防護 2025;(93) 50-54

山口一郎, 茂呂田孝一．電子スピン共鳴法を用いた放
射線測定．FBNews 2026; (589)13-17

秋葉道宏，島﨑大，三浦尚之．災害時の感染症のリ
スク～飲料水の安全確保のために～日本防菌防黴学会誌，
2025;53 (4) ;117-121．

3）著書／ Books
牛山明．ナーシング・グラフィカ　健康支援と社会保

障(2)：公衆衛生 第 7 版第 2 刷(担当:分担執筆, 範囲:第 15
章 環境保健 第 1 節 環境保健とは).2026．株式会社メディ
カ出版

牛山明．ナーシング・グラフィカ　健康支援と社会保
障(2)：公衆衛生 第 7 版第 2 刷(担当:分担執筆, 範囲:第 15
章 環境保健 第3節 廃棄物). 2026．株式会社メディカ出版

山口一郎．ナーシング・グラフィカ　健康支援と社会
保障(2)：公衆衛生 第 7 版第 2 刷(担当:分担執筆, 範囲:第
15章 環境保健 第6節 放射線・放射性物質).2026．株式会
社メディカ出版

秋葉道宏．第 4 章水道一般～水道と浄水器～．浄水器
維持管理指針．東京：浄水器協会； 2026．p9-17.

4）抄録のある学会報告／ Proceedings with abstracts
戸次加奈江．たばこ製品が引き起こす見えない危険－

三次喫煙のリスク－．第 98 回日本産業衛生学会 シンポ
ジウム； 2025. 5. 14-17；仙台．電子媒体

稲葉洋平，杉田和俊，内山茂久，戸次加奈江，楠瀬翔一，
鳥羽陽，牛山明．国内で販売される加熱式たばこ主流煙
の多環芳香族炭化水素類の分析結果と加熱温度との関連
性の評価．第 85 回分析化学討論会．愛媛．2025.5.30-31．
Web要旨集．

秋葉道宏．医療施設における災害時の水の安定確保に
向けて．日本医工学治療学会第41回学術大会シンポジウ
ム「災害と医工学」； 2025.6.6-8.熊本．同抄録集： 52．

Azuma K, Bekki K, Inaba Y, Kim H. Health risk assess-
ment of exposure to semi-volatile organic compounds-con-
taminated floor dust in housing in Japan. International Society 
of Indoor Air Quality and Climate Healthy Buildings Europe 
2025. 6. 8 －11, Reykavik, Iceland

Ikehata M, Wada K, Yoshie S, Ushiyama A, Suzuki Y, Hat-
tori K. Development of an in vitro Experimental Protocol 
for Evaluation of Biological Effect by Intermediate Frequen-
cy Magnetic Field Exposure, BioEM2025, 2025.6.22-27, 
Rennes, France,PA-55

Ohtani S, Ushiyama A, Wasoontarajaroen S, Ishiwata 
H, Wada K, Suzuki Y, Ikehata M,  Hattori K. Evaluation of 
Peripheral Neurotoxicity Following Subacute Exposure to 
Intermediate-Frequency Magnetic Fields Using in vivo Pain 
Assessment Methods,BioEM2025, 2025.6.22-27, Rennes, 
France,PA-56

Ushiyama A, Suzuki Y, Wada K, Ikehata M, Yoshie S, Miy-
agi H, Otani S, Hattori K. Overview of a Project to Improve 
the Quality of Experimental Research Used in Assessing the 
Health Risks of Exposure to Electromagnetic Fields, Bio-
EM2025, 2025.6.22-27, Rennes, France, PB67

Azuma K, Kim H, Inaba Y, Uchiyama S, Kagi N, Kobayashi 
K．Health risk assessment of indoor air pollutants in mod-
ern large office buildings in Japan．IndoorAir2024.;July 7-11; 
Honolulu

南村紬, 稲葉洋平, 三宅祐一．加熱式たばこ主流煙中の
PAHs・ハロゲン化PAHsの含有実態調査と未知成分推定．
第 33 回環境化学討論会．山形．2025.7.15-18．Web講演
集

齋藤みのり, 内山茂久, 稲葉洋平, 金勲, 小倉裕直, 牛山
明, 林基哉, 篠原直秀．拡散サンプラーを用いた仮設住宅
の空気汚染調査―新築，既存住宅との比較―．第33回環
境化学討論会．山形．2025.7.15-18．Web講演集

内山茂久, 戸次加奈江, 高口倖暉, 江口哲史,稲葉洋平, 
磯部友彦, 中山祥嗣．拡散サンプラー PSD-BPE/DNPH，
PSD-DBAを用いる空気中二酸化窒素の同時分析．第 33
回環境化学討論会．山形．2025.7.15-18．Web講演集

内山茂久, 堀田哲男, 稲葉洋平, 小倉裕直, 磯部友彦, 中
山祥嗣．石英繊維フィルターとアクティブカーボンビー
ズを用いる空気中吸着性有機フッ素化合物（AOF）の分
析．第 33 回環境化学討論会．山形．2025.7.15-18．Web
講演集

張セン，山田丸，萩原正義，小野真理子，齊藤宏之，
戸次加奈江．UPLC-PDA/蛍光検出器を用いた重合度の異
なるイソシアネートの測定法に関する検討：ヘキサメチ
レンジイソシアネートを対象として．日本産業衛生学会
第 2 回関東地方会学会 2025. 7. 25-26. 講演集 (1-1-1). p.52　
電子媒体

Bekki K, Uchiyama S, Inaba Y, Ushiyama A. Development 
of a Novel Monitoring Method for Exposure Assessment of 
Nitrogen-Containing Organic Compounds. International So-
ciety for Environmental Epidemiology 2025, 8.17-21, Atlanta 
USA.

牛山明 , 稲葉洋平, 坂口美衣奈, 五藤ゆい, 進藤佐和子, 
服部研之. ぜん息モデルマウスにおける加熱式たばこば
く露の影響.フォーラム 2025 　衛生薬学・環境トキシコ
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ロジー , 2025.9.2-3. 名古屋．抄録集
進藤佐和子，二瓶まどか，塚田航大，稲葉洋平，牛

山明，服部研之. 加熱式たばこのエアロゾルへのばく露
は高脂肪食マウスの肝臓における中性脂肪代謝を促進す
る.　フォーラム 2025 　衛生薬学・環境トキシコロジー , 
2025.9.2-3. 名古屋．抄録集

張セン，山田丸，萩原正義，小野真理子，齊藤宏之，
戸次加奈江．1-(2-メトキシフェニル)ピペラジン含浸
フィルターを用いた総反応性イソシアネート類（TRIG）
の測定法に関する検討．第 66 回大気環境学会年会：
2025. 9. 17-19, 名古屋．電子媒体

篠原直秀，水越厚史，斎藤みのり，内山茂久，坂口淳，
鍵直樹，桃井良尚，金勲，戸次加奈江，井上悠一郎，木
村洋，橋本一浩，渡辺麻衣子，柳宇，長谷川兼一，吉野博．
令和六年能登半島地震の被災地における仮設住宅室内の
空気中化学物質濃度　第 66 回大気環境学会年会； 2025, 
9. 17-19，名古屋．電子媒体

Zhang X, Yamada M, Hagiwara M, Ono-Ogasawara M, 
Saito H, Takaya M, Bekki K. Determination of Total Reactive 
Isocyanate Groups (TRIG) Using 1-(2-methoxyphenyl)piper-
azine-Impregnated Filters in Cassettes. ASIANALYSIS XVII 
2025, 9. 23-26, Sapporo.

稲葉洋平，伊原圭祐，内山茂久，牛山明．尿中DNA/
RNA損傷体の分析法の確立．日本分析化学会第 74 年会．
北海道．2025.9.24-26. Web要旨集．

内山茂久，堀田哲男，稲葉洋平．石英繊維フィルター
と粒状活性炭を用いるタバコから発生する吸着性有機
フッ素化合物（AOF）の分析．日本分析化学会第74年会．
北海道．2025.9.24-26. Web要旨集．

秋葉道宏．水供給システムの気候変動適応．第61回日
赤医学会総会企画セッション「赤十字施設における気候
変動への対応」； 2025.10.16-17大宮．同講演集： 77．

Shimura　T, Takahashi　Y,Saito　C, Maida R, Sasatani M 
and Ushiyama A. Mitochondrial DNA as danger signals that 
trigger inflammation associated with radiation-induced can-
cer. JRRS/ACRR2025；Hiroshima，2025.10.23-26 p.49

Suzuki T, Oizumi T,  Funayama T, Shimura T,Nakamura 
AJ.Investigation of radioprotective mechanisms of Sugarcane 
Ethanol Extract and Hesperetin JRRS/ACRR2025；Hiroshi-
ma，2025. 10.23-26 p.143

Sasatani M. Zhou G, Liu T. Doi K, Shimura T. Radiation-in-
duced intestinal tumorigenesis in ApcMin/+ infant and adult 
mice JRRS/ACRR2025；Hiroshima，2025.10.23-26 p.203

戸次加奈江，内山茂久，稲葉洋平，楠瀬翔一，牛山明，
篠原直秀．能登半島地震後の仮設住宅における室内空気
質の評価と改善策の提案．第 84 回日本公衆衛生学会総
会： 2025. 10.29-31, 静岡．電子媒体 p662

東賢一，戸次加奈江，稲葉洋平，金勲．一般住宅の床
ダスト中フタル酸エステル類による居住者への健康リス
ク．第 84 回日本公衆衛生学会総会： 2025. 10.29-31, 静岡．
電子媒体 p519

稲葉 洋平，内山 茂久，戸次加奈江，楠瀬 翔一，牛山 明．
加熱式たばこはニコチン依存性が低いのか？たばこ葉か
ら主流煙への移行率からの評価．第84回日本公衆衛生学
会総会．静岡．2025.10.29-31.講演集 p585.

中山文子, 山口一郎, 岡本浩二．管内医療機関対象の多
剤耐性病原体の院内感染対策研修の試み．第84回日本公
衆衛生学会;2025.10.29-31;静岡．同抄録集 p656

山口一郎．核医学治療で用いるAc-225 により体内で
生成される中性子の量の推定．第 84 回日本公衆衛生学
会;2025.10.29-31;静岡．同抄録集．

蓼沼和希，藤ヶ谷拓磨，小西康太，三浦尚之，増田貴則，
秋葉道宏，島﨑大．水道事業体の自然災害に係る対策マ
ニュアル等調査．令和7年度全国会議（水道研究発表会）；
2025.10.29-31.広島．同講演集： 768-769．

稲葉洋平，小坂浩司，柿本貴志，浅見真理．油流出事
故への迅速対応に向けた揮発成分の油種別特徴解析．第
62 回全国衛生化学技術協議会年会．群馬．2025.11.6-7. 
同講演集p194-195.

稲葉 洋平，内山 茂久，戸次加奈江，楠瀬 翔一，牛山 
明．電子たばこ主流煙に含まれる多環芳香族炭化水素類，
一酸化炭素の分析．第62回全国衛生化学技術協議会年会．
群馬．2025.11.6-7. 同講演集p232-233.

戸次加奈江，内山茂久，稲葉洋平，楠瀬翔一，牛山明．
個人曝露及び環境測定を目的とした含窒素化合物の汎用
型拡散サンプラーの開発．第62回全国衛生化学技術協議
会年会； 2025. 11. 6-7；群馬．同講演集P192-193

楠瀬翔一，稲葉洋平，戸次加奈江，牛山明．電子たば
こリキッド中の香料アレルゲン成分の定量分析．第62回
全国衛生化学技術協議会年会； 2025.11.6-7；群馬．同講
演集 p230-231．

山口一郎,寺田 宙,吉冨真理,志村 勉．原子力事故後のイ
ノシシ肉の検査結果と出荷制限解除の推移．第 62 回全
国衛生化学技術協議会;2025.11.6-7;高崎．同講演要旨集
p160-161 ．

井上一彦, 山口一郎, 寺田宙, 夏堀雅宏, 三宅実, 保田浩
志．電子スピン共鳴法を用いた原子力災害に被災した牛
の非破壊的な線量推計 ．第 10 回福島原発事故による周
辺生物への影響に関する勉強会;2025.11.8;弘前．同抄録
集.p19.

井上一彦, 山口一郎, 寺田 宙, 佐藤 勉, 夏堀雅宏.福島原
発事故により放出されたストロンチウム 90 のヒト乳歯，
第三大臼歯への蓄積に関する研究.第 10 回福島原発事故
による周辺生物への影響に関する勉強会;2025.11.8;弘前．
同抄録集.p18.

戸次加奈江，内山茂久，関口志保，楠瀬翔一，稲葉洋平，
牛山明．室内環境における化学物質の濃度分布と曝露実
態の評価：カルボニル化合物，揮発性有機化合物，オゾ
ンおよびイソシアネート．2025 年室内環境学会学術大
会； 2025.12. 2-4；北九州．同講演集 p68-69

戸次加奈江．室内環境中の化学物質に対する個人曝露
の実態評価．第48回日本分子生物学会年会 フォーラム；
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2025. 12. 3-5；横浜．同講演集
山口一郎,茂呂田孝一．匿名医療保険等関連情報データ

ベースを活用した放射線管理課題の推測方策．日本放射
線安全管理学会第 24 回学術大会;2025.12.15-17;京都．同
講演要旨集．p.60, P-3

山口一郎．小児歯科での放射線安全を考える．第37回
一般社団法人日本小児口腔外科学会総会・学術大会;高
松市，2025.12.5-6;高松．同抄録集．p54

山口一郎，寺田宙，井上一彦，夏堀雅宏，三宅実，保
田浩志．非破壊的な電子スピン共鳴法を用いた原子力災
害に被災した牛の線量推計．日本保健物理学会第 58 回
研究発表会;2025.12.18-20;水戸．同抄録集. p.168, 2401-50-
14.

熊澤蕃，豊田亘博，加藤和明，山口一郎．放射線防護
理論の定量的基盤．日本保健物理学会第 58 回研究発表
会;2025.12.18-20;水戸．同抄録集．p.144, 3305-07-02

高橋新，山口一郎，此村恵子，星佳芳，佐藤康仁．医
療介護関連データベース「情報連携基盤」の構築に向け
たシステム機能実証作業参加報告．第39公衆衛生情報協
議会;2026.1.22-23;和光．同抄録集

稲葉洋平，大和浩，緒方裕光，楠瀬翔一，戸次加奈
江，牛山明．「有害物質 90％削減」とニコチン依存の乖
離― 加熱式たばこ主流煙ニコチン量と喫煙者曝露の実測
評価 ―　第 35 回日本禁煙推進医師歯科医師連盟学術総
会．沖縄．2026.2.14-15.　同抄録集．P24.

楠瀬翔一，稲葉洋平，戸次加奈江，牛山明．加熱式た
ばこの簡易喫煙装置の作成とその性能評価，防煙教育教
材としての活用．第 35 回日本禁煙推進医師歯科医師連
盟学術総会； 2026.2.14-15；沖縄．同抄録集　p26．

井上一彦，山口一郎，寺田 宙，佐藤 勉，花田信弘．
福島原発事故により放出されたストロンチウム90のヒト
乳歯，第三大臼歯への蓄積に関する研究．第 27 回「環
境放射能」研究会;2026.3.11-13;つくば．同要旨集

稲葉洋平，大和浩，大森久光，中田光紀，緒方裕光，
牛山明．尿中ニコチン ·VOC 代謝物による製品別曝露評
価．第 96 回日本衛生学会学術総会. 栃木．2026.3.20-21．
同公演集．S224.

稲葉洋平，小坂浩司，柿本貴志，浅見真理．尿中ニコ
チン·VOC 代謝物による製品別曝露評価．第 96 回日本衛
生学会学術総会. 栃木．2026.3.20-21．同公演集．S227.

深澤颯斗，楠瀬翔一，稲葉洋平，戸次加奈江，牛山明．
加熱式たばこ主流煙中香料アレルゲンの分析．日本薬学
会第146回年会； 2026.3.26-29；大阪． Web講演集．

稲葉洋平，杉田和俊，内山茂久，戸次加奈江，楠瀬
翔一，三宅祐一，鳥羽陽，牛山明．加熱式たばこ主流煙
中PAHsの銘柄差・ブランド差および過去製品との時系
列的変化．日本薬学会第 146 年会．大阪．2026.3.27-29．
Web講演集．

岡野有紗，稲葉洋平，三宅遥，溝上哲也，牛山明．加
熱式・紙巻たばこによるニコチン曝露の比較：尿中ニコ
チン代謝物 7 成分を用いた評価．日本薬学会第 146 年会．

大阪．2026.3.27-29．Web講演集．
伊原圭祐，稲葉洋平，戸張裕子，三宅遥，溝上哲也，

堀祐輔，牛山明．メチル化・酸化ストレス損傷体を用い
た喫煙関連リスク評価：尿中バイオマーカー測定法の検
討．日本薬学会第 146 年会．大阪．2026.3.27-29．Web講
演集．

山田侑衣乃，又吉佑香，安孫子ユミ，戸次加奈江，稲
葉洋平，鳥羽陽．ジチオスレイトールアッセイによるた
ばこ煙抽出物の酸化能評価．日本薬学会第146年会．大阪．
2026.3.27-29．Web講演集．

5）研究調査報告書／ Reports
三宅実，中井康博，山口一郎，保田浩志，Gonzales, 

Chryzel A.電子常磁体共鳴法（EPR）を用いた爪組織で
の被ばく線量計測法．2024 年度 共同利用・共同研究課
題 2024 年度 トライアングルプロジェクト 研究成果報告
集 2025 p.133

山口一郎, 三宅実, 保田浩志, Gonzales, Chryzel A.非破壊
的な電子スピン共鳴法を用いた原子力災害に被災した牛
の線量推計.2024 年度 共同利用・共同研究課題 2024 年度 
トライアングルプロジェクト 研究成果報告集 2025 p.129

山口一郎．国際機関の文書を活用した国内法令の整備
の方向性に関する研究-複数の事業所間での労働者の個
人線量記録の管理を例として-．厚生労働科学研究費補
助金医療安全・医療技術評価総合研究事業「放射線診療
の発展に対応する放射線防護の基準策定のための研究」
（研究代表者：細野眞．25IA1007）令和 6 年度研究報告
書．p. 266-302.

志村勉．放射線発がんにおけるがん微小環境の役割　
放射線災害・医科学研究拠点　共同利用・共同研究課題　
2024年度研究成果報告書 2024. P22.

公衆衛生モニタリング, レポート委員会．2024/25 年度
公衆衛生モニタリング・レポート年次報告書．p.49-53.

志村勉．ミトコンドリア防護による新たな放射線防護
剤の開発．放射線災害・医科学研究拠点　共同利用・共
同研究課題2024年度研究成果報告書．2025. p.54.

戸次加奈江．加熱脱着GC-MSを用いた興行場及び宿
泊施設におけるにおい成分の定量分析. 旅館業法及び興
行場法の施設における感染防止対策等を含む衛生管理の
推進のための研究．厚生労働科学研究費補助金健康安
全・危機管理対策総合研究事業（研究代表者：開原典子．
24LA1006）令和6年度分担研究報告書．2025.3.

戸次加奈江．たばこ製品由来のイソシアネートおよび
アンモニアの分析手法に関する研究. 加熱式たばこなど
新たなたばこ製品の成分分析と生体影響研究を組み合わ
せた能動喫煙・受動喫煙の健康影響評価．厚生労働行政
推進調査事業費補助金循環器疾患・糖尿病等生活習慣病
対策総合研究事業（研究代表者：稲葉洋平．24FA2001）
令和6年度分担研究報告書．2025.3.

戸次加奈江．受動喫煙環境の定量評価に向けたパッシ
ブサンプリング技術の検討．加熱式たばこなど新たなた
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ばこ製品の成分分析と生体影響研究を組み合わせた能動
喫煙・受動喫煙の健康影響評価．加熱式たばこなど新た
なたばこ製品の成分分析と生体影響研究を組み合わせた
能動喫煙・受動喫煙の健康影響評価（研究代表者：稲葉
洋平．24FA2001）令和6年度分担研究報告書．2025.3.

楠瀬翔一．加熱式たばこ・電子たばこ製品に含まれ
る香料アレルゲンの分析．加熱式たばこなど新たなたば
こ製品の成分分析と生体影響研究を組み合わせた能動喫
煙・受動喫煙の健康影響評価．加熱式たばこなど新たな
たばこ製品の成分分析と生体影響研究を組み合わせた能
動喫煙・受動喫煙の健康影響評価（研究代表者：稲葉洋
平．24FA2001）令和6年度分担研究報告書．2025.3.

牛山明，進藤佐和子，服部研之．加熱式たばこが
生体に及ぼす影響についての動物実験研究．令和 6 年
度　厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・
糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）「加熱式たばこ
など新たなたばこ製品の成分分析と受動喫煙による健
康影響の研究」（研究代表者：稲葉洋平．〈課題番号：
24FA2001〉）　分担研究報告書．

稲葉洋平．曝露・炎症マーカー等を組み合わせた加熱
式たばこによる受動喫煙の健康影響を評価するための研
究．令和 6 年度　厚生労働科学研究費補助金（循環器疾
患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）「曝露・炎
症マーカー等を組み合わせた加熱式たばこによる受動喫
煙の健康影響を評価するための研究」（研究代表者：稲
葉洋平．〈課題番号： 23FA1002）〉）統括研究報告書

稲葉洋平，大澤絵里，溝上哲也，纐纈朋弥，牛山
明．LC/MS/MSを使用したDNA/RNA損傷体一斉分析法
の開発と現在のリクルート状況．令和 6 年度　厚生労働
科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病
対策総合研究事業）「曝露・炎症マーカー等を組み合わ
せた加熱式たばこによる受動喫煙の健康影響を評価す
るための研究」（研究代表者：稲葉洋平．〈課題番号：
23FA1002）〉）分担研究報告書

稲葉洋平．加熱式たばこなど新たなたばこ製品の成分
分析と生体影響研究を組み合わせた能動喫煙・受動喫煙
の健康影響評価．令和 6 年度　厚生労働行政推進調査事
業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合

研究事業）「加熱式たばこなど新たなたばこ製品の成分
分析と受動喫煙による健康影響の研究」（研究代表者：
稲葉洋平．〈課題番号： 24FA2001〉）　統括研究報告書．

稲葉洋平，牛山明，内山茂久．加熱式たばこ及び紙
巻たばこ主流煙から発生するニコチン，一酸化炭素，た
ばこ特異的ニトロソアミンの分析と比較．令和 6 年度　
厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖
尿病等生活習慣病対策総合研究事業）「加熱式たばこ
など新たなたばこ製品の成分分析と受動喫煙による健
康影響の研究」（研究代表者：稲葉洋平．〈課題番号：
24FA2001〉）　分担研究報告書．

稲葉洋平，緒方裕光，内山茂久．加熱式たばこIQOS 
ILUMA互換機の主流煙から発生するニコチン，一酸化
炭素，たばこ特異的ニトロソアミンの分析と比較．令和
6 年度　厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾
患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）「加熱式た
ばこなど新たなたばこ製品の成分分析と受動喫煙による
健康影響の研究」（研究代表者：稲葉洋平．〈課題番号：
24FA2001〉）　分担研究報告書

稲葉洋平，緒方裕光，内山茂久．電子たばこから発生
する多環芳香族炭化水素類と一酸化炭素の分析結果．令
和 6 年度　厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器
疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）「加熱式
たばこなど新たなたばこ製品の成分分析と受動喫煙によ
る健康影響の研究」（研究代表者：稲葉洋平．〈課題番号：
24FA2001〉）　分担研究報告書．

吉冨真理．食肉衛生検査所の研修教材の作成．厚生労
働科学研究費補助金（ 健康安全確保総合研究分野 食品の
安全確保推進研究事業）「動物性食品輸出の規制対策の強
化に資する研究」（研究代表者：穐山 浩．＜課題番号：
23ＫＡ1007＞）　令和6年度　分担報告書．

6）視聴覚資料やデジタル媒体などによる研究成果／
Visual Media

Ichiro Yamaguchi. Events reported in 2024 on the Nuclear 
Events Web-based System (NEWS), Updates from IABERD 
- June 2025. 2025
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6．建築・施設管理研究部

（1）令和7年度活動報告

令和 7 年度より統括研究官（建築・施設管理研究分
野）と生活環境研究部建築・施設管理研究領域が統合し，
新たに建築・施設管理研究部として発足した．建築・施
設管理研究部は，建築物衛生法に基づく建築物・施設等
の運用・維持管理に係るもの，医療施設・高齢者施設等
の感染症並びに衛生対策，健康住宅に関する室内環境の
評価及び維持保全に係るもの，災害時における居住系施
設の保健衛生に係るものなどを対象に，研究活動，養成
訓練，社会貢献活動を行っている．なお，令和 7 年度の
在籍メンバーは，部長：本間義規，上席主任研究官：阪
東美智子，金勲（～令和8年3月），開原典子，主任研究官：
呉光正（令和8年1月～），研究員：下ノ薗慧の6名である．

令和 7 年度の建築・施設管理研究部の主たる活動実績
を以下に示す．

1）調査研究
・予防・健康づくりのための住環境整備のための研究

（厚生労働省科学研究費 循環器疾患・糖尿病等生活
習慣病対策総合研究事業23FA1009）
本研究では，住環境と生活習慣病の関係に関する既存

知見の収集と整理，および予防・健康づくりのための住
環境条件の検討を実施した．これらを通じて，将来的な
ガイドライン作成に向けた基礎資料の一部を整備し，住
環境整備の普及・啓発に向けた課題を抽出した．

令和 7 年度は，住宅環境の改善が健康づくりに与える
効果の可能性を検討した．具体的には，国内外のエビデ
ンス収集，居住リテラシーと健康の関係把握，および住
宅ストックと低炭素（省エネルギー）等の施策を踏まえ
た居住環境の将来予測技術の検討を行い，医学および建
築環境工学の専門的知見に基づく検討資料を得た．住環
境の向上が健康寿命の延伸やQOL向上に寄与する機序
を想定することで，生活習慣病予防に資する住環境整備
の指針策定に向けた基礎的な情報を整理した．研究成果
は日本建築学会等で報告した．
・デジタル技術を活用した建築物環境衛生管理基準の達

成等に向けた検証研究（厚生労働科学研究費 健康安
全・危機管理対策総合研究事業23LA1006）
本研究は，建築物衛生法が求める各種項目のうち，特

にねずみ等の防除や清掃等において，デジタル技術の活
用でその目的の達成が見込まれる技術，機器，ソフトウェ
ア等を抽出するとともに，手動で行われた結果との比較
検証等を実施し，適切な維持管理方法の探索とその際の
判断基準や留意点を明確化することを目的とする．

令和 7 年度は，ネズミ・衛生害虫防除については，飛
翔性昆虫を対象に捕虫器の捕捉率や条件の違いによる有
用性の検証試験を行った．また，国際会議に参加し最新
のデジタル機器の動向について情報を収集した．清掃に

ついては，ATP測定値を応用した新たな監視項目を検討
するために，実験室実験及び実証実験を実施した．飲料
水，雑用水・排水の管理等については，前年度に引き続
き試験機材を試作して配水管等の劣化や詰まり等の検知
に活かせる技術を模索した．また，ねずみ・衛生害虫防
除，清掃，飲料水等管理のそれぞれの分野において，ア
イトラッカーを用いて熟練者の点検・検査の様子を撮影
し，動画教材として活用できるよう編集した．研究成果
は日本公衆衛生学会総会，日本ペストロジー学会や建築
物環境衛生管理全国大会等で報告した．成果の一部は，
厚生労働省生活衛生関係技術担当者研修会（2026.2）に
て報告した．
・旅館業及び興行場における感染防止対策等を含む衛生

管理の推進のための研究（厚生労働科学研究費 健康
安全・危機管理対策総合研究事業24LA1006）
本研究は，五類感染症移行前の新型コロナウイルス感

染症の知見を基に，特定感染症の国内発生時に求められ
る具体的な対応策を検討した．これらを前提とした旅館
業施設におけるまん延防止策の研修ツール案を作成し，
感染対策を担う人材育成の支援に貢献することを目的と
した．併せて，興行場の衛生管理実態を調査し，現場の
課題把握を行った．

令和 7 年度は，前年度に検討した対応策に基づき，旅
館業施設向けの研修ツール案を作成した．ツール案の構
築にあたっては，宿泊者が不当な差別を受けず安心して
利用できる環境と，従業員が安全に働ける環境の両立を
目指し，関連する法的文言の精査や，ツール案の妥当性
を確認するための実態調査を実施した．さらに，興行場
の実態調査を継続し，微生物環境等に関する追跡調査に
加え，映画館におけるトイレの混雑状況調査や，各自治
体を対象とした衛生器具の利用に関する条例等の調査を
実施した．これらの調査の結果，運営特性による差異が
一部見られたものの，知見の一般化や具体的な対策の策
定には至らなかった．そのため，これまでの調査結果の
整理と今後の課題抽出を行い，今後の検討に資する基礎
資料として本研究をまとめた．成果の一部は，厚生労働
省生活衛生関係技術担当者研修会（2026.2）にて報告した．
・IoT，AI等の最新技術を活用した建築物衛生管理手法

の検証のための研究（厚生労働省科学研究費 健康安
全・危機管理対策総合研究事業24LA1007）
本研究は建築物衛生法で定められている特定建築物の

空気環境，水質管理，清掃等，ねずみ等の防除に関して
建築物衛生関連で監督，測定，管理義務がある内容に対
して，従来の手動測定や監視をIoTやセンシング技術を
活用し，効率化する可能性について検証している．

令和7年度は7件の建築物（関東近郊4件，宮崎県3件）
において自動計測センサーによる連続測定結果やBEMS
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データを従来の手動測定に準じた現場立入測定結果や法
定検査帳簿の結果と比較し，自動計測センサーやBEMS
の建築物衛生管理への利用について利点と課題点を取り
まとめた．また，CO2 濃度の自動校正機能の有無に着目
し，長期測定比較ならびに現場立入測定との比較により，
自動校正を行う利点と課題点を取りまとめた．これらの
結果は空気調和・衛生工学会論文集の2026年5月号（No. 
350）に原著論文として公表した．また，第 58 回空気調
和・冷凍連合講演会にて発表した内容は優秀講演賞を受
賞した．その他，特定建築物の管理経験を有する管理技
術者を対象とした「IoT技術を活用した特定建築物の維
持管理の効率化に関するアンケート調査」を実施した．
成果については，厚生労働省生活衛生関係技術担当者研
修会（2026.2）にて報告した．
・「避難所生活を過ごされる方々の健康管理に関するガ

イドライン」改定のための研究（厚生労働科学研究費 
健康安全・危機管理対策総合研究事業25LA1001）
本研究は，近年の豪雨災害や地震災害での避難所運営

や避難生活の事例や，公衆衛生や災害医療に関する最新
の知見を収集し，ガイドラインの改定案を作成すること
で，災害時の避難所における健康管理に活用することを
目的としている．

このうち，災害時の健康維持管理のための衛生・建築
及び福祉に関する研究を担当し，建築・衛生関係のエビ
デンスの抽出およびレビューを踏まえ，背景情報や二次
健康被害を防ぐための健康管理および予防的方策につい
て，ガイドライン改定に必要な情報を整理した．また，
平時からガイドラインの内容に親しみ触れる機会を提供
するための方策（ツールやチェックリストの開発等）を
検討した．
・公衆浴場等におけるレジオネラ発生防止及び衛生管理

推進のための研究（厚生労働科学研究費 健康安全・
危機管理対策総合研究事業25LA1003）
本研究は，冷却塔のエアロゾル発生原因となる空調設

備の構造や維持管理，運転方法がレジオネラ属菌増殖と
拡散に及ぼす影響について明らかにすることを目的とし
ている．

令和 7 年度は，海外における冷却塔に起因するレジオ
ネラ集団感染に関する文献レビュー，実建物 2 件に設置
された冷却塔の長期連続モニタリング，特に送風機風量，
液滴飛散量，冷房負荷の影響について連続測定を行うと
ともに，循環水の培養試験を実施した．また，集団感染
事例が発生した建物を対象とする屋外検証実験（外部風
向・風速，模擬タンク水の微生物汚染実験），液滴蒸発
の数理モデル開発を行った．
・建築物環境衛生管理基準等の検証及び今後の衛生管理

の確立に向けた総合的研究（厚生労働省科学研究費 
健康安全・危機管理対策総合研究事業 25LA1004）
本研究は，建築物環境衛生管理基準の検証を行いその

課題点を抽出すること，また現在の建築設備技術や省エ
ネ技術に対応した新たな基準の考え方を提案することを

目的としている．現行の建築物環境衛生管理基準の基準
成立の経緯，現在の機器性能等技術水準との整合性，国
内外の学協会の最新基準との整合性などの検証について，
要素ごとに7部会を組織し検討を実施した．

まず，①現行の建築物環境衛生管理基準の検証に関し
ては，法令，政令，省令，通知及び厚生労働省ホームペー
ジ等に示されるガイドライン，建築基準法等について整
理するとともに，特に建築基準法第 93 条第 5,6 項につい
て確認検査機関にヒアリングを行った．②温熱感・温度
に関する検討は，国内外の学術文献レビュー及び温度或
いは温熱感基準の整理を行った．③相対湿度に関する検
討については，相対湿度の健康影響に関する国内外の学
術文献レビューと各国基準の整理を行った．特に相対湿
度の健康影響に関する医学的検証の準備として，用量反
応モデルに基づくインフルエンザA型（H1N1）の検討
を進めた．④空気質・換気基準に関する検討は，空調換
気設備の種類と制御方法の整理，国内外の空気質の基準
値，換気基準の整理，ASHRAE241-2022のレビューを行っ
た．⑤給水衛生に関する検討は，水質衛生が及ぼす健康
影響に関する国内外の学術文献レビューと各国基準の整
理，現状の給水関連の課題点の整理を行った．⑥ペスト
コントロールに関しては，近年のIPMに対する意識変化
等の整理を行った．⑦設備仕様・エネルギーを含めた総
合評価では，ELPACを用いた空調換気設備の種類と制
御方法の整理を行うとともに，空調制御方法や省エネ技
術との整合などについて課題を整理した．
・感染を制御するための室内空気環境計画に関する研究

（国立保健医療科学院 基盤的研究費）
本研究は，建物内における感染の伝搬機序を工学的に

解明し，具体的な対策を整備することを目的としている．
令和 7 年度は，医療施設等でクラスターが依然として発
生している現状や，病院建築を取り巻く経済情勢を鑑み，
既存設備の活用による感染対策のあり方に焦点を当てて
検討を行った．「相対湿度と換気回数による感染リスク
の相対比較」の検討では，改良したWells-Rileyモデルを
用い，空間容積や換気量をパラメータとして各種ウイル
スの感染リスクを解析した．「感染症拡大時の病室運用
と転換」に関する最新事例調査では，大学附属病院の運
用実態を調査し，今後の指針策定に資する実務的な情報
を収集した．さらに「医療・高齢者施設の居室からのエ
アロゾル拡散」の検討では，クラスター発生病院の実態
を実測により確認した．
・生活空間の空気環境状態と呼吸器系疾患・循環器系疾

患及びアレルギー疾患との関連性に関する疫学調査の
実施（国立保健医療科学院 重点研究費）
微小粒子状物質（以下，PM2.5）の死亡リスクに関す

る疫学研究は，屋外PM2.5 濃度を人々の微小粒子状物質
の総曝露量の指標として使用することが一般的である．
しかし，我々は1日のうち80～ 90%の時間を屋内で過ご
すことから，PM2.5 曝露の大部分は屋内で生じていると
いえる．本研究では，疫学調査に資するIoTモニタリン
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グ手法を構築し，収集したビッグデータ処理を行うフ
レームワーク構築を行うことを目的としている．

令和 7 年度は，室内空気環境（特に浮遊粒子状物質）
の健康影響に係る先行研究の整理，住宅に関する構造
的要因（パラメータ）の整理とシミュレーション準備，
IoTセンシングの技術的検討を行った．
・室内環境における健康リスク評価のための粒子状物質

の発生から挙動・曝露モデルの構築 （文部科学研究費
(基金) 基盤研究(B) 23H01565）
室内空気汚染物質の中でも，浮遊粉じん，堆積粒子

（ハウスダスト），PM2.5（微小粒子状物質），超微粒子
などの粒子状物質を対象に，室内空間における実態を明
らかにするために，粒子の侵入，発生・生成，沈着，付
着・吸着，排気，再飛散などの動的挙動を実験及び建築
物，住宅における実態調査により解明することで，室内
での粒子の生涯を検討するものである．この検討を基に，
居住者の個人曝露のモデル化を行うことで，複合的な室
内空気汚染機構の解明，健康リスク評価及び対策につい
て統括的な展開を示すものである．

令和 7 年度は，前年度からの現場実測を続けており，
浮遊粒子状物質（PM1.0，PM2.5，PM10など），VOCs・
アルデヒド類，2E1Hなどの空気中化学物質の濃度測定
を行った．
・室内エンドトキシン濃度と空気感染リスク及びアレル

ギー症との関係の究明（文部科学研究費(基金) 基盤研
究(B) 23H01573）
本研究は室内における感染症予防や空気衛生環境の改

善に資する新しい測定・評価法として，微生物が産生す
るエンドトキシン（Endotoxin；内毒素，以下ET）に着
目している．また，衛生仮説では子どものアレルギーと
エンドトキシンに密接な関連性があることを示唆してい
る．その活用可能性の根拠として従来の培養法及び遺伝
子分析法と比較・分析を行い，エンドトキシン濃度と細
菌（グラム陰性菌）汚染の関係，さらに家庭内アレルギー
症とエンドトキシンとの関係を究明する．調査は高齢者
施設，児童施設，オフィス，住宅など幅広い用途の室内
空間を対象とする．

令和 7 年度は住宅 30 件以上のハウスダスト及び 20 件
の空気試料採取，アンケート調査を行った．既往研究の
蓄積データを統計解析し，生活環境とエンドトキシン及
びアレルギー症との相関を調べた．成果は日本微生物生
態学会のシンポジウム（2025.9）における講演「エンド
トキシンとアレルギー」や学会での研究発表を行った．
・多職種による在宅生活ニーズ把握の視点と視線：アイ

トラッキング解析による教材開発（文部科学研究費(基
金) 基盤研究(B) 23H03234）
これまでの研究調査で検討してきた在宅生活ニーズの

把握や多職種連携における見取り図の活用をさらに発展
させるために，本研究では職種の違いによる見取り図の
見方に着目することとした．在宅生活を支援する多職種
の中で，特に熟練者は何に着目してどのような判断をし

ているのかを明らかにし，得られた知見をもとに，熟練
者の視線や視点に焦点をあてた教育教材を開発すること
を目的とする．

令和 7 年度も前年度に引き続きアイトラッキングシス
テムを用いて調査を行い，サンプル数を増やして，①ベッ
ドで過ごす療養者のための環境整備を想定した観察視点
の分析，②訪問調査を想定した在宅環境の観察視点の分
析を行った．研究成果は，日本公衆衛生学会，日本公衆
衛生看護学会等で発表した．
・婦人保護施設から女性自立支援施設への転換に伴う目

標空間イメージの作成（文部科学研究費(基金) 基盤研
究(C) 24K07854）
本研究は，「困難な問題を抱える女性への支援に関す

る法律」が令和 6 年度から施行されたことに伴い，新法
施行後の「女性自立支援施設」に着目して，今後の施設
の設備基準等の見直し・検討に向けた資料を作成するこ
とを目的とする．これからの「女性自立支援施設」の役
割・機能や空間構成を整理し，既存の「婦人保護施設」
をどのように転用し運営すればよいのか，あるいは既存
施設に不足する施設設備をどのように補えばよいのか，
施設の効果的な運用を行う上での施設整備の考え方や留
意点，工夫等を考察し，あるべき「女性自立支援施設」
の空間イメージを作成する．

令和 7 年度は，統計データを用いて，相談受付件数や
女性自立支援の現状を把握した．また，文献調査により
女性支援事業を行う女性自立支援施設と，旧婦人保護施
設，母子生活支援施設の施設整備に関する比較分析を
行った．さらに，女性自立支援施設の第三者評価ガイド
ラインを用いて現状で求められている住環境の実態を把
握した．併せて，女性自立支援施設の視察とインタビュー
調査を実施した．
・室内環境におけるナノ・マイクロプラスチック濃度調

査及び化学物質吸着特性の解明（文部科学研究費 基
盤研究（A）25H00767）
室内環境中(空気，ダスト中)のナノ・マイクロプラス

チックの室内汚染状況及び汚染メカニズムを究明するた
めの研究である．室内ナノ・マイクロプラスチック汚染
問題の実態把握と共に，ハウスダストやマイクロプラス
チックへの化学物質吸着特性を調べるための実験を行う．
令和 7 年度は関東圏における試料収集を続けると共に，
吸着実験計画のために文献及び既往研究の調査を行った．
・環境・気候変化による高齢者の健康影響：大規模コ

ホートデータを活用した国際比較研究（文部科学研究
費(基金) 基盤研究(C) 25K13598）
本研究は気候変動に伴う健康影響に関して，コホート

データを活用して特に高齢者を対象とした分析を行うも
のである．日本のJAGES（日本老年学的評価研究）のほ
か，台湾医科大学と連携して台湾のTLSA（台湾の中高
齢者の身体的，精神的，社会的生活状況に関する長期追
跡調査）により，気候変動に伴う健康影響を分析する．

令和 7 年度はJAGESのデータを取得するとともに，
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JAGESの調査地点近傍の気候データ（気温，相対湿度，
水平面全天日射量，風向・風速など）を取得した．令和
8 年度の分析に向けて気候データならびにJAGESのデー
タ整理を行った．
・進行性疾患に対応した住環境整備評価提案シートの作

成とその効果検証（三菱財団社会福祉事業・研究助成）
横浜市総合リハビリテーションセンターにおける過去

3 年間の相談記録を対象に，ALS 罹患者 446 名の重症度
別にみた生活上の困りごとおよび住環境整備に関する相
談内容の傾向を明らかにし，この知見を基にWeb アプリ
版「住環境整備評価提案シート」を開発した．また，当
事者とその家族・支援者による評価検証を行い，関係者
間の認識をつなぐ支援ツールとしての有用性を確認した．
利用者評価後にWeb アプリの修正をおこない，工夫例
からリンクを選択すると検索画面に移行できるプログラ
ムを組み込んだ．

2）養成訓練
近年，対物保健の担い手である環境衛生監視員の急速

な世代交代や職員配置の流動化，担当領域の拡大などが，
その専門性や監視密度の低下を招いていると懸念される
中，当部では健康に住むための技術支援を行う能力の養
成を目的とした「住まいと健康研修」(3 週間) 及び建築
物衛生法に係る衛生監視業務に役立つ洞察力を養うこと
を目的とした「建築物衛生研修」（3 週間)を隔年で，ま
た生活衛生営業等の監視指導能力を養うことを目的とし
た「環境衛生監視指導研修」（1 週間）を毎年，開講し
ている．

令和 7 年度は，オンラインと集合の複合型により「建
築物衛生研修」と「環境衛生監視指導研修」を実施した．
また，専門課程では，全分野共通必須科目（コア科目）
の「グループワーク」を担当するとともに，「環境保健
概論」の住居衛生及び建築物衛生に関する科目と感染症
対策における空調設備と換気に関する科目や健康危機管
理研修／感染症に関するグループ演習を，専門課程「地
域保健臨床研修」においては室内空気と健康に関する科
目を，JICA研修においては気候変動と健康の科目及び経
済的困窮者（脆弱層）の保健医療サービスのアクセスに
関する科目を，それぞれ担当した．この他に，福祉事務
所長研修，生活保護における 3 つの自立支援とその推進
に向けた研修，特定疾患医療従事者研修（保健師等研修），
女性相談支援従事者研修（管理職），女性相談支援従事
者研修（心理職）等の企画・運営に協力した．

3）社会貢献活動等
国及び地方自治体（東京都，横浜市，静岡市等）の審

議会・検討会・委員会への参画や，自治体主催の講習会
において講師を務めるとともに，学会活動（査読，各種
学術委員会活動，研究助成選考委員会への参画等）も積
極的に行った．

4）情報発信
厚生労働省健康・生活衛生局健康課地域保健室が主催

して実施された全国地方衛生研究所長会（2025.7.29）
において「夏の極端な暑さと冷却塔起因のレジオネラ感
染リスク」を報告した．

日本臨床環境医学会環境アレルギー分科会シンポジウ
ム（2025.6)にて講演「衛生仮説の現在」を行った．

国際セミナー「2025 KU2 Particulate Matter Manage-
ment Specialized Graduate Program & KCTW Joint Inter-
national Seminar」（2025.8） に て 招 待 講 演「The man-
agement of particulate matter in the indoor environment in 
Japan」を行うとともに，研究者，民間，行政関係者な
どと意見交換を行った．

日本微生物生態学会のシンポジウム（2025.9）にてシ
ンポジウム講演「エンドトキシンとアレルギー」を行った．

児童相談所一時保護施設研究会・研修会（2025.9）に
て基調講演「一時保護施設の機能・役割と空間構成及び
建築設計ガイドライン案」を行った．

川崎市衛生関係職員研修会(2025.11)にて講演「シック
ハウス，室内空気質と健康」を行った．

令和 7 年度北獣上川支部第 2 回上川獣医公衆衛生講習
会（旭川，日本獣医師会，北海道獣医師会上川支部主催，
2025.10.22）において，「細菌・ウイルス等による集団
感染と環境制御」，「建築物内の湿度調整とカビ対策」の
講演を行った．

日本子ども虐待防止学会大会（2025.11）にて公募シ
ンポジウム「児童相談所一時保護所の建築空間を考える
―施設整備の考え方と建築上の留意点―」の企画運営を
行った．

気候変動適応の研究発表会・分科会（2025.12）にお
いて熱中症発生の地域差に関する講演「熱中症発生確率
を用いた熱中症救急搬送者数の地域差に関する分析」を
行い各自治体のLCCAC（地域気候変動適応センター）
と情報交換を行った．

埼玉県建築物衛生管理研修会（2026.1）にて講演「特
定建築物における室内空気環境の維持管理及びデジタル
技術の活用について」を行った．

全国環境衛生職員団体協議会関東ブロック会研究発表
会（2026.1）にて特別講演「住宅宿泊事業における衛生
管理手法」を行った．

第 53 回 建築物環境衛生管理 全国大会（2026.1）にて
シンポジウム講演「室内環境の確保とIoT導入の可能性
と課題」を行った．

タイ・バンコクで開催されたPrince Mahidol Award 
ConferenceのSide Meeting（2026.1）にて，気候変動と
健康に関する講演「Building Resilient Health Systems for 
Achieving UHC: Protecting People's Health in the Era of 
Climate Change」を行い各国の関係者とグループディス
カッションを行った．

厚生労働省生活衛生関係技術担当者研修会（2026.2）
にて講演「デジタル技術を活用した建築物衛生管理の効
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率化に関する研究」，「デジタル技術を活用した建築物環
境衛生管理基準の達成等に向けた検証研究」，「旅館業
法・興行場法施設における感染防止対策等を含む衛生管
理推進のための研究」を行った．

ペストコントロールフォーラム（2026.2）にて特別講
演「建築物衛生法におけるねずみ衛生害虫防除の動向」
を行った．

横須賀市民講座（2026.3）にて講演「シックハウス，
室内空気質と健康」を行った．

東京都の事業である令和 7 年度化学物質等健康問題に
関する講習会において「子どもが利用する施設の室内空
気質対策」というタイトルで，特に保育関係者向けの講
演を行った（2026 年 3 月より 2 年間，東京都から動画配
信される予定）．

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

（2）令和7年度研究業績目録

1）学術誌に発表した論文(査読付きのもの)
原著／ Originals

山田裕巳，杉山幸輝，菊田弘輝，長谷川麻子，鍵直樹，
本間義規，林基哉．保育施設におけるエアロゾル感染対
策のための機械換気設備の改修（その1）：CO2トレーサー
ガスを用いた換気改修効果の検証，日本建築学会環境系
論文集，2025.4, Vol.90 No.830, pp.185-194

下ノ薗慧, 竹田飛鳥, 清野薫子, 島﨑大, 冨尾淳. 熱中症
発生確率の回帰モデルによる熱中症発生の地域差に関す
る評価. 保健医療科学. 2025;74(2):119–129. doi: 10.20683/
jniph.74.2_119

篠田佳希，柳宇，鍵直樹，金勲，橋本翔．クール・
ヒートピットにおけるマイクロバイオームの実態解明 
その 3：ピット内細菌叢の長期変化，日本建築学会環境
系 論 文 集，2025.7，Vol.90 No.833， pp. 307-314， https://
doi.org/10.3130/aije.90.307

Asuka Takeda, Kaoruko Seino, Kei Shimonosono, and 
Jun Tomio. Risk of heat–related illnesses and preventive 
measures at mass gathering rock festivals in the summer of 
2023 in Japan. Environmental Health and Preventive Medi-
cine. 2026;31:5. doi: 10.1265/ehpm.25-00350

総説／ Reviews
なし

2）学術誌に発表した論文(査読のつかないもの)
総説・解説／ Reviews and Notes
金勲．ポストCOVID-19 における空調・換気・通風計

画のガイドライン，病院設備，VOL.67(NO.3)，2025.5，
pp34-37

下ノ薗慧, 竹田飛鳥, 清野薫子, 島﨑大, 冨尾淳. 主要国
における熱中症対策―G20 参加国の公衆衛生政策を中
心に―. 保健医療科学. 2025;74(2):157-168. doi: 10.20683/
jniph.74.2_157

佐藤由美，阪東美智子．全国自治体における住宅部門
と福祉部門の連携．社会保障研究．2025;10(1):33-52

本間義規．主観評価を加味した建築物環境衛生評価手
法の構築に向けて，Pest control Tokyo : (公社)東京都ペ
ストコントロール協会機関誌. 2025.07;Vol.90:5-14.

阪東美智子．ねずみ・衛生害虫の防除に関するデジ

タル化技術の特性および適用課題の検討．Pest Control 
Tokyo : (公社)東京都ペストコントロール協会機関誌．
2025.7;Vol.90:15-18

阪東美智子．WHOにおける「健康と居住」について
の提言．居住福祉研究．2025.7; (38): 16-27

本間義規．暖冷房・換気調整空間としての床下空間の
活用と課題.クリーンテクノロジー . 2025.7;35(7):75-79

本間義規．映画館の換気性状と課題，ビルと環境. 
2025.10;191:22-28.

開原典子.興行場の環境衛生－映画館を中心とした衛
生管理の実態と課題-. ビルと環境. 2025.10;191:5-12

本間義規．中規模建築物の特徴とその維持管理手法（総
論），ビルと環境. 2026.01;192:4-12

下ノ薗慧. 中規模建築物の室内空気環境の実態把握と
主観評価による室内空気温湿度の維持管理手法の検討. 
ビルと環境. 2026;192:29–36

本間義規．建築物衛生管理におけるIoT技術の展望．
第 53 回建築物環境衛生管理全国大会（公益社団法人日
本建築衛生管理教育センター）．2026.01:40-41

金勲，巻頭言－室内環境と空気質の希望と夢．空気清
浄．2026;63(5):1-2

下ノ薗慧. 建築物環境衛生管理への小型測定器の活用
可能性の検討. 空気清浄. 2026;63(5):18–22.

達 晃 一， 篠 原 直 秀， 坂 口 淳， 金 勲， 鍵 直 樹．Hot 
Topics－EVバスに求められる換気性能．自動車技術．
2026； 80(2):106-111

金勲．技術集会報告－第 53 回　建築物環境衛生管理
全国大会報告．空気清浄．2026;63(6):45-46

その他／ Others
本間義規．シン・建築物衛生法．空気調和・衛生工学．

2025.10;99(10):73.

3）著書／ Books
本間義規．住まいと環境プランニング，達人が図解！

高断熱住宅の結露・カビ徹底対策．日経BP．2025.12:56-
64.

4）抄録のある学会報告／ Proceedings with abstracts
下ノ薗慧，海塩渉，鍵直樹，中野淳太，金勲．建築
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物環境衛生管理への小型測定器の活用に向けたCO2 濃度
の自動校正の検討．第 58 回空気調和・冷凍連合講演会．
2025.04．東京．pp.49-52.

金勲，イムウンス，小笠原岳，柳宇，鍵直樹，篠原直
秀．住宅におけるエンドトキシン濃度の実態と住環境の
関係．第42回空気清浄とコンタミネーションコントロー
ル研究大会予稿集．2025.04．東京．C-16．pp.227-230.

鍵直樹，海塩渉，金澤創，篠原直秀，水越厚史，金勲，
坂口淳，桃井良尚．輪島市内の応急仮設住宅における
夏季の室内空気質の実態，第 42 回空気清浄とコンタミ
ネーションコントロール研究大会予稿集．2025.04．東
京．C-17．pp.231-233.

柳宇, 金勲, 下ノ薗慧, 鍵直樹. オフィスビルにおけ
る蛍光エアロゾル粒子のリアルタイム測定. 第 42 回空
気清浄とコンタミネーションコントロール研究大会; 
2025.4.22-23; 東京. C-15.

Kenichi Azuma, Kanae Bekki, Yohei Inaba, Hoon KIM. 
Health risk assessment of exposure to semi-volatile organic 
compounds contaminated floor dust in housing in Japan. 
Healthy Buildings 2025. 2025.6. Reykjavik Iceland. pp.761 
(electric file)

金勲，柳宇，鍵直樹，イムウンス，小笠原岳，篠原直
秀．ハウスダスト中エンドトキシン濃度と住環境及びア
レルギー症に関する調査．第 33 回日本臨床環境医学会
抄録集．東京．B-3．p.53

本間義規，吹付け硬質ウレタンフォームの熱湿気性
状に関する数値実験，2025 年度日本建築学会大会；
2025.9.9-12；福岡，同学術講演梗概集．40372，p.771-772.

阪東美智子．室内の乾燥と湿気に対する性年代別
の意識と行動．2025 年度日本建築学会大会（九州）；
2025.9.9-12；福岡．同学術講演梗概集　社会システム．
8083　p.165-166．

西村顕，阪東美智子，野口祐子．進行性疾患に対応し
た住環境整備に関する研究―ALS罹患者 446 人の重症度
別にみた相談内容の傾向．2025 年度日本建築学会大会
（九州）； 2025.9.9-12；福岡．同学術講演梗概集　建築
計画．5133　p.265-266．

篠原直秀，橋本一浩，水越厚史，渡辺麻衣子，坂口
淳，鍵直樹，桃井良尚，金勲，柳宇，長谷川兼一，井上
悠一郎，山野裕美．（選抜梗概）令和六年能登半島地震
の被災地における仮設住宅室内の真菌およびダニの状況．
2025 年度日本建築学会大会（九州）； 2025.9.9-12；福岡．
同学術講演梗概集．　p.1233-1236

金勲，イムウンス，柳宇，鍵直樹，篠原直秀，小笠原
岳．（選抜梗概）住宅におけるエンドトキシン濃度と居
住環境及びアレルギー症との関係．2025 年度日本建築
学会大会（九州）； 2025.9.9-12；福岡．同学術講演梗概集．
p.1245-1248

開原典子, 林基哉. 低湿度環境下における高齢者の皮
膚含水率分布の夏季と冬季の測定. 2025 年度日本建築学
会大会（九州）； 2025.9.9-12；福岡．同学術講演梗概集．

p.825-6
下ノ薗慧, 郡公子, 石野久彌, 飯泉元気. 建築エネル

ギー・環境シミュレーションツールBESTの開発 第 116
報 拡張アメダス気象データと建築設計用気象データ
（ArcClimate）を利用した冷暖房装置負荷の比較. 2025
年度日本建築学会大会（九州）； 2025.9.9-12；福岡．同
学術講演梗概集. 40833. p.1703-1704.

下ノ薗慧，海塩渉，鍵直樹，中野淳太，金勲．建築
物衛生法における建築物環境衛生管理手法の再考（第 5
報）建築物衛生管理への小型測定器の活用に向けた精度
検証．2025 年度空気調和・衛生工学会大会講演論文集．
高松．2025.9．pp.49-52

金勲，下ノ薗慧，海塩渉，鍵直樹，中野淳太．建築
物衛生法における建築物環境衛生管理手法の再考（第 6
報）建築物環境衛生管理技術者のデジタル技術活用に関
する認識調査．2025 年度空気調和・衛生工学会大会講
演論文集．高松．2025.9．pp.53-56

柳宇, 開原典子. シネマコンプレックス映画上映時の
微生物汚染の実態. 空気調和・衛生工学会大会学術講演
論文集（高松）； 2025.9；高松. P.97-100

Yoshinori Honma, Kei Shimonosono, Kenichi Azuma, Dai 
Simazaki, Naoe Nishihara, Kenichi Kobayashi, Michiko Ban-
do. A Simple Method for Estimating Exhaled Carbon Diox-
ide Emissions Using Measured Equivalent Sound Pressure 
Level. IEQ 2025 Conference, Co-Organized by ASHRAE 
and AIVC; 2025.9.24-26; Montreal. C_59. doi: 10.63044/
eq25ho59

阪東美智子. 困難女性支援法における女性自立支援施
設の機能・役割―都道府県基本計画における女性自立支
援施設の位置づけ―．日本福祉のまちづくり学会第 28
回全国大会; 2025.9.26-28; 小松. 同発表要旨. p.122-125.

阪東美智子. 【基調講演 2】一時保護施設の機能・役割
と空間構成及び建築設計ガイドライン案．第 1 回児童相
談所一時保護施設研究会・全国研修会; 2025.9.27-28; 埼
玉. 研修ノート. p.8.

本間義規, 下ノ薗慧, 西原直枝, 東賢一, 島﨑大, 阪東美
智子, 小林健一. 階層分析法を用いた個人・集団の主観
評価バイアスに関する検討. 第 84 回日本公衆衛生学会総
会; 2025.10.29-31; 静岡. 同抄録集. PB21-12. p.804.

阪東美智子. ペストコントロールにおけるIT技術活用
の可能性：アイトラッカーによる目視点検の分析．第
84回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-31；静岡．同抄
録集．p.660．

工藤恵子，猪股久美，高橋郁子，森山潤，阪東美智子，
岩本里織，平川美和子，大越扶貴．家庭訪問における保
健師の視線とアセスメント：アイトラッキングを用いた
試行調査．第 84 回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-
31；静岡．同抄録集．p.736．

下ノ薗慧，金勲　他．デジタル技術を活用した建築
物衛生管理手法　その 2 　小型測定器による室内環境評
価．第 84 回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-31；静
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岡．同抄録集．PA-21-01-4
金勲, 下ノ薗慧, 鍵直樹, 海塩渉, 中野淳太, 増田貴則, 

三好太郎. デジタル技術を活用した建築物衛生管理手法　
その 1 業務の効率化に関する認識調査. 第 84 回日本公衆
衛生学会総会; 2025.10.29-31; 静岡. 同抄録集. PA21-01-3. 
p.661.

竹田飛鳥, 下ノ薗慧, 清野薫子, 冨尾淳. 夏季の国内 4 
大音楽フェスにおける熱中症対策： 2023 年と 2024 年の
比較分析. 第 84 回日本公衆衛生学会総会; 2025.10.29-31; 
静岡. 同抄録集. PB13-15. p.768.

開原典子, 林基哉, 柳宇, 黒須一見, 戸次加奈江, 島﨑大. 
建築物の空調換気設備と環境衛生の実態　旅館業法及び
興行場法の施設の感染拡大防止対策に関する調査研究 
その 1 施設の実態と感染拡大予防策の検討.第 84 回公衆
衛生学会総会 ; 2025.10.29-31；静岡. 同抄録集. P.803

林基哉, 開原典子, 黒須一見, 柳宇, 戸次加奈江, 島﨑大. 
建築物の空調換気設備と環境衛生の実態　旅館業法及び
興行場法の施設の感染拡大防止対策に関する調査研究 
その2 COVID-19を踏まえた宿泊施設の換気対策.第84回
公衆衛生学会総会 ; 2025.10.29-31；静岡. 同抄録集. P.803

黒須一見, 開原典子. 建築物の空調換気設備と環境衛
生の実態　新型コロナウイルス感染症流行期の旅館業等
での対応の実際.第 84 回公衆衛生学会総会 ; 2025.10.29-
31；静岡. 同抄録集. P.766

田中和之，木村悟朗，芝生圭吾，谷川　力，阪東美智
子．センサーカメラの設置によるクマネズミの行動変化．
第 76 回日本衛生動物学会東日本支部大会; 2025.11.1; 千
葉．同要旨集．p.29.

谷川力, 芝生圭吾, 木村悟朗, 佐々木健，市川博一，大
山克幸，野本祥一，西田雄剛，大川拓也，茂手木眞司, 
下ノ薗慧, 阪東美智子．実際の現場でのアイトラッカー
を利用した調査―続　熟練作業員と未経験者の調査視点
の相違について― ．第 41 回日本ペストロジー学会大会; 
2025.11.6-7; 新潟．同抄録集(41)．p.40.

阪東美智子．一時保護所の建築設計ガイドライン案
（【公募シンポジウム　S1-20】児童相談所一時保護所の
建築空間を考える―施設整備の考え方と建築上の留意点
―）．日本子ども虐待防止学会　第 31 回学術集会ほっか
いどう大会； 2025.11.15-16；札幌．同抄録集．p.173-174．

西原直枝, 本間義規, 下ノ薗慧, 東賢一, 島﨑大, 小林健
一, 阪東美智子. 中小規模建築物の維持管理を目的とし
た冬季オフィスワーカーの着衣量調査. 第 49 回人間-生
活環境系シンポジウム; 2025.11.22-23; 奈良. 同報告集. 
p.157-158.

山田裕巳，杉山幸輝，菊田弘輝，本間義規，林基
哉. 浮遊微粒子濃度のステップ応答を利用したエアロ
ゾル暴露評価法. 第 49 回人間-生活環境系シンポジウム; 
2025.11.22-23; 奈良. 同報告集. p.191-192.

水越厚史，鍵 直樹，金 勲，坂口 淳，桃井良尚，井
上悠一郎，木村 洋，吉野 博，篠原直秀．令和 6 年能
登半島地震の被災地における仮設住宅の室内空気質の

1 年間の変化の調査 ．2025 年室内環境学会学術大会；
2025.12.2-5；北九州．同要旨集．A-01，pp.200-201

篠原直秀，水越厚史，鍵 直樹，金 勲，坂口 淳，桃井良尚，
井上悠一郎，木村 洋，吉野 博．令和六年能登半島地震
の被災地における仮設住宅のハウスダスト中可塑剤・難
燃剤 ． 2025 年室内環境学会学術大会； 2025.12.2-5；北
九州．同要旨集．A-02．pp.202-203

金勲，内山茂久，稲葉洋平，小林健一，東賢一，鍵直樹．
アルコール消毒剤の使用による空気中アセトアルデヒ
ド濃度の上昇とその原因．2025 年室内環境学会学術大
会； 2025.12.2-5；北九州．同要旨集．A-05．pp.208-209

土屋将大，柳 宇，金 勲，下ノ薗慧，鍵 直樹．オフィ
スビルにおける蛍光エアロゾル粒子と生菌数の関連性．
2025年室内環境学会学術大会； 2025.12.2-5；北九州．同
要旨集．C-07．pp.300-301

開原典子, 柳宇, 林基哉, 戸次加奈江. 中規模映画館の
観覧場における温度・相対湿度・二酸化炭素濃度の実態
調査. 2025 年室内環境学会学術大会； 2025.12.2-5；北九
州．同要旨集．p.198-9

篠田佳希, 柳宇, 開原典子. 映画館シアター内における
上映中の微生物環境の実態. 2025 年室内環境学会学術大
会； 2025.12.2-5；北九州．同要旨集．p.302-3

工藤恵子，森山潤，高橋郁子，猪股久美，阪東美智子，
岩本里織，平川美和子．【ワークショップ　D-7】在宅
生活を継続するための多職種連携：アスレティックト
レーナーとの協働．第 14 回日本公衆衛生看護学会学術
集会； 2025.12.13-14；金沢．同講演集．p.111.

吹田晋，萩原加奈子，茂木りほ，奥田博子，丸谷美紀，
阪東美智子．行政保健師の難病保健における地域ケアシ
ステム構築に向けた能力と実践への研修の効果．第 14
回日本公衆衛生看護学会学術集会； 2025.12.13-14；金沢．
同講演集．p.128．

工藤恵子，阪東美智子，森山潤，猪股久美，高橋郁子，
岩本里織．家庭訪問時の保健師の視線から分析した情報
収集とアセスメントのポイント：アイトラッキングを用
いた試行調査．第14回日本公衆衛生看護学会学術集会；
2025.12.13-14；金沢．同講演集．p.146．

下ノ薗慧, 清野薫子, 竹田飛鳥, 島﨑大, 冨尾淳. 熱中症
発生確率を用いた熱中症救急搬送者数の地域差に関す
る分析. 令和 7 年度 気候変動適応の研究会 研究発表会・
分科会; 2025.12.16; 東京. https://adaptation-platform.nies.
go.jp/ccca/conference/2025/1216/pdf/d/s02-niph.pdf

杖先壽里，正田浩三，阪東美智子, 下平智子．清掃に
関するデジタル化技術の適用課題の検討（その 2）．第
53 回建築物環境衛生管理全国大会； 2026.1.22-23；東京．
同抄録集．p.56-57．

長倉竜也, 倉本朗, 金野知哉, 木田秀幸, 太田秀一, 渡邊
洋平, 目黒順一, 開原典子, 本間義規, 菊田弘輝, 林基哉．
全室個室で発生したCOVID-19 集団感染病棟における空
調換気評価．第46回札幌市病院学会； 2026.2；札幌．p.36
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5）研究調査報告書／ Reports
阪東美智子．研究代表者．厚生労働科学研究費補助金

健康安全・危機管理対策総合研究事業「デジタル技術を
活用した建築物環境衛生管理基準の達成等に向けた検証
研究」（23LA1006），令和 6 年度総括・分担研究報告書．
2025．

阪東美智子．デジタル技術を活用した建築物環境衛
生管理基準の達成等に向けた検証研究．In：厚生労働
科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事
業「デジタル技術を活用した建築物環境衛生管理基準
の達成等に向けた検証研究」（研究代表者：阪東美智子．
23LA1006）, 令和 6 年度総括・分担研究報告書．2025．
p.1-10.

阪東美智子，谷川力，芝生圭吾，木村悟朗，茂手木眞
司，橋本知幸．ねずみ・衛生害虫の防除に関するデジ
タル化技術の特性および適用課題の検討．In：厚生労働
科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事
業「デジタル技術を活用した建築物環境衛生管理基準
の達成等に向けた検証研究」（研究代表者：阪東美智子．
23LA1006）, 令和 6 年度総括・分担研究報告書．2025．
p.40-57.

阪東美智子，正田浩三，杖先寿里，下平智子，栢森聡．
清掃に関するデジタル化技術の特性および適用課題の検
討．In：厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機管理
対策総合研究事業「デジタル技術を活用した建築物環境
衛生管理基準の達成等に向けた検証研究」（研究代表者：
阪東美智子．23LA1006）, 令和 6 年度総括・分担研究報
告書．2025．p.58-67.

三好太郎，大塚雅之，阪東美智子．建築物内受水槽及
び排水設備の衛生管理に活用可能な技術に関する調査．
In：厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機管理対策
総合研究事業「デジタル技術を活用した建築物環境衛生
管理基準の達成等に向けた検証研究」（研究代表者：阪
東美智子．23LA1006）, 令和 6 年度総括・分担研究報告
書．2025．p.63-74.

阪東美智子．住民の健康意識・関心及び自治体におけ
る住教育の動向．In：厚生労働科学研究費補助金循環器
疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業「健康増
進に向けた住宅環境整備のための研究」（研究代表者：
林基哉．23FA1009）, 令和 6 年度総括・分担研究報告書．
2025．p.65-80.

阪東美智子．衛生管理に関するガイドライン・マニュ
アルに関するレビュー．In：厚生労働科学研究費補助金
健康安全・危機管理対策総合研究事業「中規模建築物所
有者等による自主的な維持管理手法の検証のための研
究」（研究代表者：本間義規．22LA1011）, 令和 6 年度
総括・分担研究報告書．2025．p.66-70.

島﨑大，本間義規. 給水に関する海外のレーティング
システムに関する調査. 厚生労働省科学研究費補助金（健
康安全・危機管理対策総合研究事業）「中規模建築物所
有者等による自主的な維持管理手法の検証のための研

究」（研究代表者：本間義規, 22LA1011）令和4～ 6年度
分担研究報告書; 2025. p.15-36.

本間義規, 下ノ薗慧, 島﨑大. 室内環境質（IEQ）に係
る光環境，音環境，空気環境の評価とその複合影響. 厚
生労働省科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策
総合研究事業）「中規模建築物所有者等による自主的な
維持管理手法の検証のための研究」（研究代表者：本間
義規, 22LA1011）令和 4 ～ 6 年度分担研究報告書; 2025. 
p.87-111.

本間義規. 長期測定に基づく温湿度環境形成の要因分
析. 厚生労働省科学研究費補助金（健康安全・危機管理
対策総合研究事業）「中規模建築物所有者等による自主
的な維持管理手法の検証のための研究」（研究代表者：
本間義規, 22LA1011）令和 4 ～ 6 年度分担研究報告書; 
2025. p.112-126.

西原直枝, 下ノ薗慧, 本間義規. オフィスワーカーの着
衣量と主観評価に関する調査研究. 厚生労働省科学研究
費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）「中
規模建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証
のための研究」（研究代表者：本間義規, 22LA1011）令
和4～6年度分担研究報告書; 2025. p.127-137.

本間義規.階層分析法を用いた個人・集団の主観評価
バイアスに関する検討. 厚生労働省科学研究費補助金（健
康安全・危機管理対策総合研究事業）「中規模建築物所
有者等による自主的な維持管理手法の検証のための研
究」（研究代表者：本間義規, 22LA1011）令和4～ 6年度
分担研究報告書; 2025. p.146-157.

島﨑大，本間義規. 給水環境の実態ならびに利用者の
主観に関する調査. 厚生労働省科学研究費補助金（健康
安全・危機管理対策総合研究事業）「中規模建築物所有
者等による自主的な維持管理手法の検証のための研究」
（研究代表者：本間義規, 22LA1011）令和 4 ～ 6 年度分
担研究報告書; 2025. p.138-147.

下ノ薗慧, 西原直枝, 島﨑大, 本間義規. 空気環境の連
続測定による室内環境評価と居住者の主観評価による空
気温湿度の維持管理手法の検討. 厚生労働省科学研究費
補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）「中規
模建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証の
ための研究」（研究代表者：本間義規, 22LA1011）令和
4～6年度分担研究報告書; 2025. p.44-86.

本間義規. 中規模建築物所有者等による自主的な維持
管理手法の検証のための研究. 厚生労働省科学研究費補
助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）「中規模
建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証のた
めの研究」（研究代表者：本間義規, 22LA1011）令和 6
年度総括研究報告書; 2025. p.1-13.

下ノ薗慧, 西原直枝, 本間義規. 居住者の主観評価によ
る空気温湿度の維持管理手法の検討. 厚生労働省科学研
究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）「中
規模建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証
のための研究」（研究代表者：本間義規, 22LA1011）令
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和6年度分担研究報告書; 2025. p.33-44.
西原直枝, 下ノ薗慧, 本間義規. オフィスワーカーの着

衣量と主観評価に関する調査研究. 厚生労働省科学研究
費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）「中
規模建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証
のための研究」（研究代表者：本間義規, 22LA1011）令
和6年度分担研究報告書; 2025. p.45-53.

本間義規.階層分析法を用いた個人・集団の主観評価
バイアスに関する検討. 厚生労働省科学研究費補助金（健
康安全・危機管理対策総合研究事業）「中規模建築物所
有者等による自主的な維持管理手法の検証のための研
究」（研究代表者：本間義規, 22LA1011）令和 6 年度分
担研究報告書; 2025. p.54-65.

本間義規．日本の住宅選択に関する法的枠組みの整理
と住宅性能上の公的介入に関する日英の比較. 厚生労働
科学研究費補助金循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策
総合研究事業「予防・健康づくりのための住環境整備の
ための研究」（研究代表者：林基哉．23FA1009）令和 6
年度総括・分担研究報告書．2025，p.31-44.

金勲，厚生労働科学研究費補助金・健康安全・危機管
理対策総合研究事業．IoT，AI等の最新技術を活用した
建築物衛生管理手法の検証のための研究（研究代表者：
金勲，24LA1007）．令和6年度（2024年度）総括・分担
研究報告書．2025.3

鍵直樹, 金勲, 下ノ薗慧, 中野淳太, 海塩渉. 1．特定建築
物の報告統計. 厚生労働省科学研究費補助金（健康安全・
危機管理対策総合研究事業）「IoT，AI 等の最新技術を
活用した建築物衛生管理手法の検証のための研究」（研
究代表者：金勲, 24LA1007）令和6年度分担研究報告書; 
2025. p.12-17.

金勲, 鍵直樹, 中野淳太, 下ノ薗慧. 2．室内環境に関す
る現場調査. 厚生労働省科学研究費補助金（健康安全・
危機管理対策総合研究事業）「IoT，AI 等の最新技術を
活用した建築物衛生管理手法の検証のための研究」（研
究代表者：金勲, 24LA1007）令和6年度分担研究報告書; 
2025. p.18-51.

下ノ薗慧, 鍵直樹, 金勲. 3．空気環境衛生管理に向け
た自動計測センサーの活用手法の検討. 厚生労働省科学
研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）
「IoT，AI 等の最新技術を活用した建築物衛生管理手法
の検証のための研究」（研究代表者：金勲, 24LA1007）
令和6年度分担研究報告書; 2025. p.52-73.

海塩渉, 金勲, 下ノ薗慧. 4．空気環境管理に向けた
BEMS データ活用手法の検討. 厚生労働省科学研究費補

助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）「IoT，AI 
等の最新技術を活用した建築物衛生管理手法の検証のた
めの研究」（研究代表者：金勲, 24LA1007）令和 6 年度
分担研究報告書; 2025. p.74-88.

開原典子．旅館業法及び興行場法の施設における感染
防止対策等を含む衛生管理の推進のための研究．In:厚
生労働科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研
究事業「旅館業法及び興行場法の施設における感染防止
対策等を含む衛生管理の推進のための研究」（研究代表
者：開原典子，24LA1006）令和 6 年度総括・分担研究
報告書．2025

柳宇, 開原典子．シネマコンプレックスとビジネスホ
テルの室内環境．In:厚生労働科学研究費補助金健康安
全・危機管理対策総合研究事業「旅館業法及び興行場法
の施設における感染防止対策等を含む衛生管理の推進の
ための研究」（研究代表者：開原典子，24LA1006）令和
6年度総括・分担研究報告書．2025

開原典子, 柳宇．中規模映画館の上映中の観覧場の温
熱環境と衛生器具等利用に関する調査．In:厚生労働科
学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事業
「旅館業法及び興行場法の施設における感染防止対策等
を含む衛生管理の推進のための研究」（研究代表者：開
原典子，24LA1006）令和 6 年度総括・分担研究報告書．
2025

開原典子, 林基哉. 建築環境衛生の実態とデジタル技
術に関する調査. In:厚生労働科学研究費補助金健康安
全・危機管理対策総合研究事業「デジタル技術を活用し
た建築物環境衛生管理基準の達成等に向けた検証研究」
（研究代表者：阪東美智子，23LA1006）令和 6 年度総
括・分担研究報告書．2025

開原典子．居住環境に関する文献等調査と外気データ
の整備. In:厚生労働科学研究費補助金循環器疾患・糖尿
病等生活習慣病対策総合研究事業「予防・健康づくりの
ための住環境整備のための研究」（研究代表者：林基哉，
23FA1009）令和6年度総括・分担研究報告書．2025

開原典子．4.2 　有益な微生物への曝露に関する研究
知見. In:日本建築学会　特別研究・ 72「微生物学的に安
全な住環境の構築のための特別研究委員会　報告書」; 
2026. p.116-117.

6）視聴覚資料やデジタル媒体などによる研究成果／
Visual Media

なし
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7．健康危機管理研究部

（1）令和7年度活動報告

健康危機管理研究部は，健康危機をもたらす事象に関
する対策の立案とその科学的評価，健康危機に関する情
報の収集及び解析，疾病の集団発生その他緊急の健康事
象発生への対応に関する研究を担っている．自然災害，
新興・再興感染症，CBRNE（化学剤，生物剤，核・放
射性物質，爆発物）による特殊災害などを主な研究対象
としてきたが，近年では，あらゆるハザードや脅威への
対応を想定したオールハザード・アプローチの考え方に
沿った調査研究を推進している．令和 7 年度は，令和 6
年能登半島地震の対応が続き，また，新型コロナウイル
ス感染症の教訓を踏まえて国や自治体で新たな健康危機
管理の取組みが進められる中で，今後の災害・健康危機
管理のあり方に向けた活動を実施した．具体的には，災
害・健康危機管理に求められる機能に関する研究，大規
模災害時の組織的な対応に関する研究，健康危機管理に
関わる人材育成に関する研究，大規模イベントの公衆衛
生・医療対応のあり方に関する研究，気候変動による健
康危機に関する研究などを実施した．研究成果について
は，その一部は国や地方自治体の施策に反映され，院内
の各種研修や自治体での研修・訓練等を通じて還元され
た．なお，令和 8 年 3 月末をもって健康危機管理研究部
は廃止され，令和 8 年 4 月より「防災・公衆衛生レジリ
エンス研究センター」に改編された．

1）研究部の構成と異動
令和 7 年度に在籍した研究官は，部長：冨尾淳，上席

主任研究官：江藤亜紀子，清野薫子，主任研究官：竹田
飛鳥，畠山典子（～令和7年8月），及び統括研究官：奥
田博子（併任）の6名である．このほか，特定研究員4名，
研究生1名が在籍した．

2）研究活動
健康安全・危機管理対策における調査研究を実施して

いる．わが国にとって重要なハザードである，地震や
風水害等の自然災害，新興・再興感染症，CBRNEによ
る特殊災害などを主な研究対象としてきたが，近年で
は，あらゆるハザードや脅威への対応を想定したオール
ハザード・アプローチの考え方に沿った研究プロジェク
トも推進している．研究成果の一部は国や地方自治体の
施策に反映されるとともに，地方自治体の実務や人材育
成等への還元・実装に活用している．また，研究開発の
ニーズや必要とされる技術・対応について国等に提案を
行っている．令和 7 年度に実施した主な調査研究の概要
を下記に示す．

①災害・健康危機管理に求められる機能に関する研究
2018 年 に 実 施 さ れ た 国 際 保 健 規 則（International 

Health Regulations (2005)）に基づく合同外部評価（Joint 
External Evaluation (JEE)）では，わが国の健康危機管理
体制の強化に向けて，「危機対応センター機能の拡充」，
「オールハザードの情報集約体制の強化」，「公衆衛生リ
スクアセスメントとリソースマッピング」，「戦略的なリ
スクコミュニケーションの強化」などの項目が提言とし
て示された．これらの項目の実現に向けて，以下の研究
課題に取り組んでいる．
○健康危機発生時における行政の効果的なリスクコミュ

ニケーションについての研究
健康危機発生時のリスクコミュニケーション（Emer-

gency Risk Communication（ERC））の実践に向けたシス
テム・組織，ガイダンスや標準業務手順書についてモデ
ル案を作成することを目的として，ERCに求められる要
素の明確化や体制整備に資する知見の収集に取り組んで
いる．令和 7 年度は，世界各国のJEEの報告書に記載さ
れた内容を分析し，効果的なリスクコミュニケーション
に共通する体制として，明確な役割分担，定期的な演習，
専任スタッフの配置などが重要であることなどが明らか
になった．
②大規模災害時の組織的な対応に関する研究

大規模災害時に都道府県等に設置される「保健医療福
祉調整本部」に求められる機能と組織，情報連携のあり
方について検討を行った．令和 6 年能登半島地震をはじ
めとする近年の災害対応の教訓も踏まえて，保健医療福
祉調整本部が担うべき機能と対応の進め方について手引
書の改訂に関わるとともに，関連する用語解説集を作成
し，研修・訓練等を通じてその普及を行った．保健医療
福祉調整本部において災害時に必要とされる情報に関す
る収集，分析，提供といった，いわゆるインテリジェン
ス機能のあり方の整理，意思決定に関する概念モデル・
枠組の整理を行った．
③健康危機管理に関わる人材育成に関する研究

多様化・複雑化する地域保健関連課題への適切な対応
が求められる中，地域保健行政従事者に対する系統的な
人材育成体制の構築は，喫緊の課題となっている．当部
ではこれまで，これらの課題に適切に対応できる人材を
育成するために必要となる項目について明らかにして
きた．災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）の養
成研修は，令和 5 年度から「基礎編」，「標準編」，「統括
DHEAT研修」の 3 系統で実施されているが，研修枠組
みの構築や活動のあり方について継続的な見直しを行っ
ている．令和 6 年能登半島地震では，多数のDHEATや
保健師等チームが活動したことから，令和 6 年から 7 年
度にかけて，活動の実態把握と検証を目的としたアン
ケート調査，被災自治体の関係者を対象としたインタ
ビュー調査を実施した．調査の結果から，DHEATの役
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割の明確化や，災害対応のフェーズや派遣先となる活動
場所の特性を踏まえた研修・訓練の必要性などが課題と
して認識されたため，これらを踏まえた人材育成プログ
ラムの再検討を行っている．
④大規模イベントの公衆衛生・医療対策のあり方に関す

る研究
オリンピック・パラリンピック等の大規模国際イベン

トは，開催国や自治体にとって，様々な健康危機への備
えが試される場であると同時に，対応能力強化の機会と
しても重要な意味を持つ．令和 7 年度は，大阪・関西万
博が開催されたことを受けて，大阪健康安全基盤研究所
等を中心に臨時に構築された「大阪・関西万博感染症情
報解析センター」の活動について，万博の開催前，開催
中，開催後に関係者を対象とした振り返りを実施し，感
染症事例の早期探知，関係者間の情報連携，情報共有・
発信における促進要因・阻害要因を抽出し，改善策を検
討した．
⑤健康危機における資源配分と保健・医療・福祉サービ

スの調整に関する研究
健康危機においては，保健医療ニーズが増大する一方

で医療資源が不足し，需給の逼迫が生じることが懸念さ
れる．特に医療資源が圧倒的に不足した状況では，通常
のサービス提供が困難となり，限られた資源の配分や保
健医療サービスの水準の調整について，医学的観点から
だけでなく，倫理的・法的・社会的課題（ELSI）とし
ての検討も必要となる．国内外の事例や法令等の分析，
保健医療・福祉サービスの水準の変化の健康影響の分析，
資源配分やサービス水準の調整にかかる専門家の見解の
集約などを通じて，真に需給が逼迫した壊滅的な緊急事
態における資源配分および保健医療・福祉サービスの提
供水準の調整について，学術的観点から論点を整理し，
わが国の保健医療システムの現状をふまえた基本的考え
方と解決すべき課題について提言することを目的とした
研究を実施している．令和 7 年度は，災害時のトリアー
ジのあり方をELSIとして捉え論点整理を行うとともに，
一般市民の認識に関する実態調査を実施した.
⑥気候変動の健康影響評価と保健医療需要推計に関する

研究
気候変動による熱波や寒波，豪雨等の気象災害がもた

らす健康影響の範囲を特定し，気象災害に対して強靭な
保健医療体制の構築をめざした研究を実施している．令
和 7 年度は，救急搬送記録や気象データを用いた気候の
極端現象による医療需要の推計を行うとともに，気候変
動への適応策の検討を行った．熱波に関しては，世界保
健機関（WHO）欧州事務局が提案する「熱中症健康ア
クションプラン（HHAPs）」の要素に基づき，各国の早
期警報システムや脆弱層へのアプローチを整理した．そ
の結果，警報の発出基準や地域単位に多様な実態がある
ことが明らかとなった．さらに，国内の熱中症搬送デー
タの解析から，寒冷な地域ほど低い暑さ指数（WBGT）
で熱中症が発生する「閾値の地域差」を特定した．これ

らの知見をもとに，地域特性に応じた早期警報基準の策
定や，高齢者等の脆弱層に対する実効性の高い周知，支
援手法の検討を進めている．

3）研修報告
令和 7 年度に，当部研究官が研修主任，副主任または

講師等を担当した研修を以下に示す．
＜長期研修＞
〇専門課程I
・保健福祉行政管理分野分割前期（基礎）
・保健福祉行政管理分野分割後期（応用）
〇専門課程III
・地域保健福祉専攻科
・地域保健臨床研修専攻科
＜短期研修＞
〇地域保健に関する分野
・DHEAT標準編研修
・感染症集団発生対策研修
・公衆衛生看護研修（統括保健師）
・公衆衛生看護研修（管理期）
・公衆衛生看護研修（中堅期）
・難病患者支援従事者研修（保健師等）
・ 難病患者支援従事者研修（難病相談・支援センター職

員研修）
・エイズ対策研修
・歯科口腔保健の推進のための企画・運営・評価研修
・ たばこ対策の施策推進における企画・調整のための研

修
＜国際協力研修＞
・ JICA課題別ポストSDGsに向けた保健政策及び保健シ

ステムマネジメント

4）行政支援・社会貢献
①行政支援

厚生労働省健康危機管理調整会議委員，同省健康局地
域保健室主催「DHEAT研修企画運営会議」委員などを
通じて，国・自治体の災害・健康危機管理に関する政策
への助言や活動支援を行ったほか，都道府県災害医療
コーディネーター研修，統括DHEAT研修，感染症危機
管理リーダーシップ研修などに企画・講師等で参画し都
道府県の健康危機管理に関する研修支援・対策への助言
などを実施した．また，令和 6 年能登半島地震における
保健活動について，被災自治体や支援者に対して助言を
行った．
②社会貢献

日本公衆衛生学会（代議員，災害・緊急時公衆衛生活
動委員会，公衆衛生モニタリング・レポート委員会，編
集委員会など），日本災害医学会（評議員，災害医学の
あり方委員会，災害看護委員会，学会主導研究委員会，
など），日本地域看護学会（健康危機支援委員会），日本
小児保健協会（理事）など，災害・健康危機管理に関連
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する学会等において専門的立場から貢献するとともに，
「災害・健康危機管理の研究手法に関するWHOガイダ
ンス」の国内普及プロジェクトへの参画を通じて本領域
の学術水準の向上に向けて活動している．令和 7 年度か

らは，世界国立公衆衛生機関協会 (International Associa-
tion of National Public Health Institutes)の専門部会に参加
し，健康危機サージキャパシティに関するツール開発を
行っている．

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

（2）令和7年度研究業績目録

1）学術誌に発表した論文（査読付きのもの）
原著／ Originals

Halimzai I, Nakamura K, Seino K, Miyashita A, He-
mat S, Alemi S, et al. Implications of the dissemination of 
healthy lifestyle advice for Afghan adults without histo-
ries of hypertension diagnosis or treatment. J Rural Med. 
2025;20(2):102-111.

Iwasaki M, Shirobe M, Motokawa K, Takeda A, Osu-
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畠山典子，奥田博子，五十嵐久美子，大澤絵里，麻生
保子，大沼麻実，佐藤一美，山形香織，冨尾淳．過疎地
域を含む自治体における平時からの災害への備えと体
制づくり．第 84 回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-
31；静岡．日本公衆衛生雑誌．2025;72(10特別付録):635.

萩原加奈子，茂木りほ，奥田博子，畠山典子，吹田
晋，横山徹爾，他．自治体保健師の専門的・管理的能
力に対する管理期保健師研修の効果．第 84 回日本公衆
衛生学会総会； 2025.10.29-31；静岡．日本公衆衛生雑誌．
2025;72(10特別付録):645.

竹田飛鳥，下ノ薗慧，清野薫子，冨尾淳．夏季の
国内 4 大音楽フェスにおける熱中症対策： 2023 年と

2024 年の比較分析．第 84 回日本公衆衛生学会総会；
2025.10.29-31；静岡．日本公衆衛生雑誌．2025;72(10 特
別付録):768.

山本貴文, 竹田飛鳥, 福田英輝, 岩崎正則．COVID-19
パンデミック前後の 12 歳児DMFTの推移：DDDモデル
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典子．災害時保健活動マニュアルの改訂ポイントについ
て考えよう．第 14 回日本公衆衛生看護学会学術集会；
2025.12.13-14；石川．同講演集．p.100.

雨宮有子，春山早苗，奥田博子，吉川悦子，岩瀬靖子，
井口沙織，他．都道府県/保健所管内を単位とした災害
時保健活動マニュアル策定・活用と災害対応体制強化に
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発生確率を用いた熱中症救急搬送者数の地域差に関する
分析．令和 7 年度気候変動適応の研究会； 2025.12.16；
東京．日本生気象学会雑誌．Web抄録集．
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冨尾淳．［パネルディスカッション］「ICU，その時機
能するか？ HVAで暴く災害リスクとサバイバル戦略」
オールハザードアプローチに基づく医療機関のリスクア
セスメント：ハザード脆弱性分析の概要．第 53 回日本
集中治療医学会学術集会； 2026.3.5-7；横浜．同講演集．
p.220.

尾島俊之，原岡智子，雨宮有子，奥田博子，佐々木亮平，
宮川祥子，李 泰榮，冨尾淳．［パネルディスカッション］
「超高齢社会における災害対策」避難所等における指揮
調整体制の確立に必要な体制．第 31 回日本災害医学会
総会・学術集会； 2026.3.19-21；新潟．同講演集．

冨尾淳．［ワークショップ］「"問い"を育てる：メンター
とメンティーが教える災害医学・医療研究の最初の一
歩」災害を（広く）科学する－"問い"の種まき－．第 31
回日本災害医学会総会・学術集会； 2026.3.19-21；新潟．
同講演集．

冨尾淳．［シンポジウム］「WHOKCジョイントセッショ
ン：Health EDRM(災害・健康危機管理)研究の現在地と
未来地図」我が国における災害・健康危機による健康影
響研究の動向と課題：Health EDRMの視点からのスコー
ピングレビュー．第 31 回日本災害医学会総会・学術集
会； 2026.3.19-21；新潟．同講演集．

冨尾淳．［パネルディスカッション］「熊本地震から
10 年－DHEATによる被災者支援活動の継承と挑戦　～
地域で守る命と暮らし～」DHEATの活動および人材育
成に関する課題と将来展望―令和 6 年能登半島地震にお
ける活動の検証をふまえて―．第 31 回日本災害医学会
総会・学術集会； 2026.3.19-21；新潟．同講演集．

原田奈穂子，今井けい，香田将英，坪井基浩，野村
周平，西岡大輔，冨尾淳，他．［パネルディスカッショ
ン］「災害を科学する ～過去の災害に学び将来の災害
に備える」自然災害後の 2 次的健康被害に関する本邦の
研究概況と課題： 5 データベースを用いたスコーピン
グレビュー．第 31 回日本災害医学会総会・学術集会；
2026.3.19-21；新潟．同講演集．

南谷健太，島田裕平，冨尾淳．災害医療におけるトリ
アージ実施者の法的保護：アメリカの法制度の分析．第
31 回日本災害医学会総会・学術集会； 2026.3.19-21；新
潟．同講演集．

三羽恵梨子，島田裕平，平澤暢史，石橋真帆，坂井愛
理，南谷健太，冨尾淳．危機時における医療体制の公正
性と持続性にかかるELSIの検討．第 31 回日本災害医学
会総会・学術集会； 2026.3.19-21；新潟．同講演集．

5）研究調査報告書／ Reports
冨尾淳．研究代表者．大規模イベントに対する戦略

的リスクアセスメント及びヘルスシステムの強化に向
けた標準的枠組に関する研究．厚生労働行政推進調査
事業費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事業
「大規模イベントに対する戦略的リスクアセスメント
及びヘルスシステムの強化に向けた標準的枠組に関す

る研究」（24LA2002）令和 7 年度総括・分担研究報告書．
2026(印刷中).

冨尾淳．研究代表者．国際保健規則国家連絡窓口から
の情報を含む健康危険情報のリスクコミュニケーション
機能強化に資する運用体制の構築のための研究．厚生労
働科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事
業「国際保健規則国家連絡窓口からの情報を含む健康危
険情報のリスクコミュニケーション機能強化に資する運
用体制の構築のための研究」（24LA1008）令和 7 年度総
括・分担研究報告書．2026(印刷中).

冨尾淳．研究代表者．能登半島地震の対応を踏まえた
DHEATの更なる体制強化のための研究．厚生労働行政
推進調査事業費補助金健康安全・危機管理対策総合研究
事業「能登半島地震の対応を踏まえたDHEATの更なる
体制強化のための研究」（25LA2001）令和 7 年度総括・
分担研究報告書．2026(印刷中).

冨尾淳．状況認識と意思決定の手法の検討．厚生労働
行政推進調査事業費補助金健康安全・危機管理対策総合
研究事業「重層的な保健医療福祉マネジメントに関する
研究」（研究代表者：尾島俊之．25LA2002）令和 7 年度
分担研究報告書．2026(印刷中).

冨尾淳．令和 6 年能登半島地震におけるDHEAT活動
の検証．厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機管理
対策総合研究事業「健康危機発生時における保健所設置
自治体や保健所の組織体制並びに人材育成等の強化，及
びブロックごとのDHEAT体制強化のための研究」（研究
代表者：池田和功．24LA1003）令和 7 年度分担研究報
告書．2026(印刷中).

冨尾淳．DHEATと統括保健師の連携及び他省庁の施
策との整合性に関する検討．厚生労働科学研究費補助金
健康安全・危機管理対策総合研究事業「災害時における
地域保健活動を推進する体制整備に資する研究」（研究
代表者：奥田博子．24LA1004）令和 7 年度分担研究報
告書．2026(印刷中).

奥田博子．研究代表者．災害時における地域保健活
動を推進する体制整備に資する研究．厚生労働科学研
究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事業「災
害時における地域保健活動を推進する体制整備に資す
る研究」（24LA1004）令和 7 年度総括・分担研究報告書．
2026(印刷中).

奥田博子．管理能力発揮のための組織体制づくり推
進方法の検討．厚生労働科学研究費補助金健康安全・
危機管理対策総合研究事業「統括保健師に求められる
専門的・行政的管理能力並びにその育成及び能力の発
揮に向けた体制づくりの方法」（研究代表者：春山早苗．
23LA1003）令和7年度分担研究報告書．2026(印刷中).

奥田博子．保健所における在宅難病患者の災害対策に
関する実態調査．厚生労働行政推進調査事業費補助金難
治性疾患政策研究事業「難病患者の総合的地域支援体制
に関する研究」（研究代表者：小森哲夫．24FC2003）令
和7年度分担研究報告書．2026(印刷中).
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清野薫子, 冨尾淳．大規模イベントに関するリスク管
理支援手法の検討．厚生労働行政推進調査事業費補助金
健康安全・危機管理対策総合研究事業「大規模イベン
トに対する戦略的リスクアセスメント及びヘルスシス
テムの強化に向けた標準的枠組に関する研究」（研究代
表者：冨尾淳．24LA2002）令和 7 年度分担研究報告書．
2026(印刷中).

清野薫子．公衆衛生インテリジェンス体制に関する調
査と対応ハザード分類の検討．厚生労働科学研究費補助
金健康安全・危機管理対策総合研究事業「国際保健規則
国家連絡窓口からの情報を含む健康危険情報のリスクコ
ミュニケーション機能強化に資する運用体制の構築のた
めの研究」（研究代表者：冨尾淳．24LA1008）令和 7 年
度分担研究報告書．2026(印刷中).

清野薫子．DHEATの活動評価手法の開発．厚生労
働行政推進調査事業費補助金健康安全・危機管理対策
総合研究事業「能登半島地震の対応を踏まえたDHEAT
の更なる体制強化のための研究」研究代表者：冨尾淳．
25LA2001）令和7年度分担研究報告書．2026(印刷中).

竹田飛鳥．研究代表者．新型コロナウイルス感染症流
行が歯科口腔保健行動及び歯科疾患等に与えた影響の解
明のための研究．厚生労働科学研究費補助金循環器疾
患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業「新型コロナ
ウイルス感染症流行が歯科口腔保健行動及び歯科疾患等
に与えた影響の解明のための研究」（24FA1021）令和 7
年度総括・分担研究報告書．2026(印刷中).

竹田飛鳥．合同外部評価（JEE）を利用したリスクコ
ミュニケーション能力の制度的基盤と実践事例の分析．
厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合
研究事業「国際保健規則国家連絡窓口からの情報を含む
健康危険情報のリスクコミュニケーション機能強化に資
する運用体制の構築のための研究」（研究代表者：冨尾淳．
24LA1008）令和7年度分担研究報告書．2026(印刷中).

竹田飛鳥．大規模イベントにおける熱中症対策の現状
と改善動向の分析．厚生労働行政推進調査事業費補助金
健康安全・危機管理対策総合研究事業「大規模イベン
トに対する戦略的リスクアセスメント及びヘルスシス
テムの強化に向けた標準的枠組に関する研究」（研究代
表者：冨尾淳．24LA2002）令和 7 年度分担研究報告書．
2026(印刷中).

畠山典子．研究代表者．避難所生活を過ごされる方々
の健康管理に関するガイドライン改定のための研究．厚
生労働科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研

究事業「避難所生活を過ごされる方々の健康管理に関す
るガイドライン」改定のための研究（25LA1001）令和
7年度総括・分担研究報告書．2026(印刷中).

冨尾淳，安齋由貴子，木下真里，竹之内直人，武村真治，
中瀨克己，他．健康危機管理（健康危機管理，保健所・
衛生行政・地域保健）．公衆衛生モニタリング・レポー
ト委員会 2024/25 年度公衆衛生モニタリング・レポート
年次報告書．2025．p.36-40.

奥田博子．研究代表者．新興感染症対策に求められる
保健所保健師のコンピテンシーモデルの開発．日本学術
振興会科学研究費助成事業基盤研究（Ｃ）（一般）「新興
感染症対策に求められる保健所保健師のコンピテンシー
モデルの開発」（21K17433）令和 7 年度研究実績報告書．
2026(印刷中).

清野薫子．研究代表者．複合的人道危機下の栄養レジ
リエンス: 非感染性疾患の生涯リスクを低減する環境要
件．日本学術振興会科学研究費助成事業基盤研究（Ｃ）（一
般）「複合的人道危機下の栄養レジリエンス: 非感染性疾
患の生涯リスクを低減する環境要件」（23K11601）科学
研究費助成事業　令和 7 年度研究実績報告書．2026(印
刷中).

清野薫子．地域包括mHealthケアの社会実装条件の探
索．日本学術振興会科学研究費補助金基盤研究（B）（一
般）「健康開発政策における高血圧糖尿病患者地域包括
mHealthケアの社会実装研究の完遂」（研究代表者：中
村桂子．23K27814）科学研究費助成事業　令和 7 年度
研究実績報告書．2026(印刷中).

竹田飛鳥．研究代表者．健康危機における歯科保健医
療サービスの提供体制構築に関する研究．日本学術振興
会科学研究費補助金基盤研究（C）（一般）「健康危機に
おける歯科保健医療サービスの提供体制構築に関する研
究」（24K13255）科学研究費助成事業　令和 7 年度研究
実績報告書．2026(印刷中).

小森哲夫，奥田博子，溝口功一，千葉圭子，松田千春，
小倉朗子．難病患者の災害対策ガイドライン．令和 7 年
度厚生労働行政推進調査事業補助金（難治性疾患政策研
究事業）「難病患者の総合的地域支援体制に関する研究
班」成果物．2026:1-98.

6）視聴覚資料やデジタル媒体などによる研究成果／
Visual Media

なし
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8．保健医療情報政策研究センター

（1）令和7年度活動報告

保健医療情報政策研究センターでは，令和 7 年度にお
いては，①保健医療等に関する情報の収集及び分析並び
に提供方法に係るもの，②保健医療等に関する情報の評
価及び利用の方法の理論に係るもの，③保健医療等に関
する情報の検索，収集及び解析のデザイン並びに情報シ
ステム及び電子図書館の技術に係るもの，④①～③に関
する政策の社会への実装の推進に係る研究，および養成
訓練を行っている．養成訓練については，主に地方自治
体の保健医療情報担当者を対象として保健医療情報に関
する研修を実施している．研修修了者は，地域の各職場
において指導的役割を果たし，地域の保健医療の情報化，
科学的根拠に基づく施策の実施などに貢献している．情
報通信技術（ICT）は絶えず進化し続けており，その進
歩が今後の保健医療のあり方に大きな影響を与えること
は明らかである．さらに，これらのICTの進歩にともな
い膨大な量の情報を取扱うことが可能になる一方，情報
セキュリティを確保したうえでデータを効果的・効率的
に保健医療施策に活かすことが大きな課題となっている．
保健医療情報政策研究センターでは，保健医療情報に関
わる研究・養成訓練を通じて，今後のわが国の保健医療
の発展に貢献すること，研究DX（デジタル・トランス
フォーメーション）の推進に寄与することを目標として
いる．

1）保健医療情報政策研究センターの構成
保健医療情報政策研究センターは，佐藤康仁（セン

ター長），上野悟（上席主任研究官），松田彩子（上席主
任研究官），星佳芳（主任研究官），高橋新（主任研究官），
西大明美（研究員），橘とも子（特任研究員），吉田正和
（併任：図書館・情報システム管理室），梶原志津子（併
任：研修・業務課），木村映善（客員研究員），阿部幸喜
（客員研究員），佐藤洋子（客員研究員），高田春樹（研
究生），池川麻衣（研究生）にて構成されている．

2）研究活動
A．国際疾病分類に関する研究

世界保健機関（WHO）の国際分類ファミリー（WHO-
FIC）の中心分類に属する国際疾病分類（ICD）につい
て，国際疾病分類の第 10 回改訂版（ICD-10）から国際
疾病分類の第11回改訂版（ICD-11）への改訂においては，
ICD-11 の適用性，信頼性，有用性などを検討する必要
がある．わが国において質の高いICD-11 コーディング
およびその活用に際する課題の整理を行う研究を行って
いる．
B．公的統計に関わる疫学情報のあり方に関する研究

医療水準が向上し，著しく救命率の改善した近年の日
本では，質の高い一体的な保健・医療・福祉・介護の政

策を行う上でのエビデンスが重要となってきている．厚
生労働省が実施する政府統計であり，医療施設を利用す
る患者について，その傷病の状況等の実態を明らかにし，
医療行政の基礎資料を得る調査等の情報の効率的な収
集・集計に関連する研究を行っている．

さらに，WHOが発効する国際疾病分類第 11 回改訂版
（ICD-11）は官報告示を経て 2027 年 1 月からの国内適
用が予定されており，その導入が人口動態統計に与える
影響について，ICD-10 とのブリッジコーディングや原
死因選択ルールの観点から検討を行っている．ICD-11
のデジタルアーキテクチャおよびポストコーディネー
ションの特性により幅広い臨床表現が可能となることを
踏まえ，疫学指標の解釈やエビデンスに基づく政策立案
（EBPM）への影響，ならびに患者情報の粒度向上およ
び検索・抽出の精度向上の観点から，保健統計のあり方
について方法論的検討を行っている．また，手術・処置
の国際分類であるICHIと我が国の診療報酬体系におけ
る手術コード（Kコード）との対応関係の整理を通じて，
我が国の保健統計への影響について検討を行っている．
C．オープンサイエンスの推進と科学院リポジトリの構

築，研究データ管理に関する研究
内閣府・厚生労働省の意向に従い，オープンサイエン

ス・オープンデータを推進し，データポリシーに従った
機関リポジトリでの研究成果公開を進めている．研究
委員会・データポリシーワーキンググループにおいて
2020 年 11 月 5 日に，データポリシー（国立保健医療科
学院におけるデータの取扱いに関する基本方針）が制定
された．リポジトリについては，科学院年報のデータ入
力を先行し公開している．令和5年度には，学術認証フェ
デレーションに参加するために，Identity Provider（IdP）
の構築を行い，運用の軽減のために，国立情報学研究所
が提供する学認対応IdPホスティングサービス実証実験
に参加した．学認のService Provider（SP）の設定や認
証の切り替えを行い，規定を遵守した上で研究者の利便
性を考慮した運用を検討している．

令和 5 年 12 月 22 日に策定された厚生労働科学研究に
よる研究データの管理・利活用に関するガイドライン
において，「研究データの公開・共有を行う際には，国
立情報学研究所が整備を進めるNII研究データ基盤（NII 
Research Data Cloud: NII RDC）を活用する等，諸法令
等が遵守されている機関リポジトリ，分野別リポジトリ，
汎用リポジトリ等を利用するなど適切な対応が求められ
る．」との記載もあることから，NII RDCを利用し研究
データのライフサイクルに即した 3 つの基盤「管理基盤
（GakuNin RDM）」「公開基盤（WEKO3）」「検索基盤（CiNii 
Research）」を利用できる環境を整備している．

研究データ管理基盤であるGakuNin RDM（GRDM）
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では，研究データを保存するための機関ストレージ
を設定し，研究データ管理を利用できる環境を整備
し運用について検討を進めている．厚生労働省の試験
研究機関のうち，初めてGRDMの導入が進められており，
規制を遵守し研究者の利便性も考慮した運用を検討して
いる．研究データ管理基盤の継続可能性を考慮し，既存
のサービスを利用することにより機器の運用維持管理に
関する費用，人員の負担軽減に繋がり，運用への注力が
可能となる．事例の共有に積極的に取り組むことは国立
研究機関の責務と考え，医学研究のデータ共有や研究体
制の事例の発信について，学会発表などを通じて情報提
供を行っている．

研究データの公開基盤であるWEKO3 では，機関リポ
ジトリとして「国立保健医療科学院リポジトリ」を構築
し運用を行っている．オープンアクセスリポジトリ推
進協会（JPCOAR）と国立情報学研究所（NII）が共同
で提供する機関リポジトリのクラウドサービス（JAIRO 
Cloud）を利用する機関は，クラウドサービスとして 
WEKO3 の機能を利用できる．令和 5 年にWEKO2 から
WEKO3 に移行し論文も含めた研究業績を登録，公開を
行っている．研究者が公開すると判断した研究データや
関連の資料を公開するためのデータ公開を目指し，運用
の検討を進めている．令和 6 年度からは，研究論文の即
時オープンアクセスにも対応する目的で，積極的に著者
最終稿が公開できる論文の著作権等の確認を開始した．
令和 7 年度には，有料公開となっている論文の著者最終
稿や出版社から提供されたPDFを 5 件，公開することが
出来た．
D．健康確保に向けた地域医療情報基盤の構築に関する

研究
本研究では，保健医療分野における情報基盤の整備と

利活用の高度化を目的として，地域医療情報基盤の構築
に関する検討を行った．近年，保健医療行政においては，
レセプト情報，特定健診情報，電子カルテ情報，電子処
方箋情報等，多様かつ膨大なデータが日常的に取り扱わ
れている．一方で，これらのデータ処理は依然として手
作業に近い運用に依存する場面も多く，情報技術の効果
的活用という観点から改善の余地が残されている．また，
各種情報システムの導入が進む一方で，相互運用性が十
分に確保されていないことにより，システム間の分断や
業務効率の低下が課題となっている．こうした状況を踏
まえ，国においては医療DXの推進のもと，「全国医療情
報プラットフォーム」の構築が進められており，レセプ
ト情報，特定健診情報，薬剤情報，電子処方箋情報に加
え，電子カルテ情報の共有が段階的に拡充されることが
示されている．また，救急時・災害時における迅速な情
報閲覧，医療・介護間の連携強化，さらには公衆衛生や
研究への二次利用の推進が期待されている．さらに，こ
れらの情報連携を実現するためには，データ項目や様式
の標準化，システム間連携の確立，および現場の業務負
担を軽減する運用設計が不可欠であるとされており，医

療機関・薬局・介護事業所・自治体を横断した情報共有
基盤の整備が求められている．本研究では，多様なデー
タから構成される保健医療情報と行政・医療現場との円
滑な接続を実現するため，地域における情報連携の在り
方，データ統合および利活用手法に関する検討を行った．
具体的には，既存の情報システムの運用実態の把握，デー
タ連携における課題の整理，ならびに標準化および相互
運用性の確保を前提とした効率的かつ持続可能な情報基
盤構築に向けた方策について検討を実施した．

3）保健医療情報に関する方法論的研究
①科学研究費助成事業挑戦的研究（開拓）「ICD-11 の特

性を生かした地域連携クリティカルパスの開発及び導
入効果の検証」（令和5年6月–令和10年3月）（代表：
大夛賀政昭，分担：星佳芳，松田彩子，西大明美）
国際的に活用が期待される 2 つの国際分類であるICD

とICFを連動させ,医療介護の継続的な支援を行うための
情報として活用することを想定し，関係機関への調査の
実施を通してICD-11 のV章等の生活機能や重症度の情報
を活用した地域連携クリティカルパスを検討するととも
に，このパスを反映したICD-11 の入力支援システムに
ついての検討を行っている．
⑴　A病院の摂食嚥下障害にかかわる摂食嚥下チームの

介入に関連するカルテ情報について情報収集を行ない，
自動的に退院時の他施設への情報提供文書を作成し，
その際，ICD-11 のV章に関するコードの付与について
検討を行った．

⑵　地域連携クリティカルパスのシステマティックレ
ビューを行った．

②国立情報学研究所公募型共同研究（戦略研究公募型）
「厚生労働省研究機関にて実装可能な研究データ共有
のための認証管理現状調査，及び，認証とライフサイ
クル管理の国際比較」（代表：星佳芳）
現在，科学院において，研究データ管理基盤（GakuNin 

RDM）の利用に向けて，組織内でのコンセンサス形成
は途上であり，組織外の研究者との研究データ管理基盤
へのアクセス認証に「Orthrosアカウント運用ポリシー」
を利用するには，解決すべき課題が存在する．文部科学
省の研究機関や大学等においては，オープンサイエンス
に関する補助や体制整備も先行して進められて来たが，
厚生労働省研究機関においては，立ち遅れている現状が
ある．厚生労働省の試験研究機関である国立保健医療科
学院（NIPH）では，GakuNin RDM（GRDM）を利用す
ることによる研究データ管理基盤の整備を行って来てお
り，学認の未参加機関に所属するユーザとの研究データ
の共有は，国立情報学研究所（NII）が研究開発を担っ
ているOrthros を利用した認証認可を行うことを想定し
て，「Orthros アカウント運用ポリシー」を整備中である．
そのポリシーを他の厚生労働省研究機関にも一般化して
汎用性のあるものとすることを目指している．Orthros
は，一般利用者個人が自身でアカウント登録・発行を行
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い，利用することが出来るが，NIPHでは，学認未参加
機関に所属する共同研究者を対象とし，自機関を保証機
関として立て，その保証機関管理者が代理でアカウント
発行・管理を行う方式を採用する．この方式を採用する
のは，対象サービスプロバイダ（SP）がGakuNin RDM
であり，GakuNin RDMの利用には保証機関の存在が必
須であるためである．この対応に伴い，保証機関におけ
る「Orthrosアカウント運用ポリシー」の策定が必要と
なる．このような厳密な管理体制とすることで，患者や
住民の秘匿性の高い研究情報を扱う厚生労働省研究機関
にも適用できる「Orthros アカウント運用ポリシー」と
なることと推察するが，今後，発行したアカウントのラ
イフサイクルを追跡・検証し，「Orthrosアカウント運用
ポリシー」の汎用化を目指している．更に，課題を解決
できる手順書，マニュアル等，汎用に使えるドキュメン
ト整備を行なう．我々が作成中である「Orthrosアカウ
ント運用ポリシー」に不足している条件を整理し，国際
的にも通用するポリシーであることを確認中である．
③科学研究費助成事業基盤研究（C）「保健事業国際比

較のための国際分類ICHIを用いた保健介入の標準的
分類手法の開発」（令和6年4月–令和9年3月）（代表：
渡三佳，分担：星佳芳，高橋新
WHOより公開予定である保健・医療介入に関する国

際統計分類であるICHIについて，国内外の健診・保健事
業やガイドラインによる保健介入の内容についてICHI
コードによる分類手法の開発および試行を行う．この試
行により，ICHIの活用に関する課題整理を行い，公衆
衛生活動の介入をICHIで分類する標準的手法の開発を
行う．令和 7 年度は，以下の内容についてICHIコード付
与の試行を行った．

⑴がん検診手法のICHIコーディングにおけるコー
ダー間の一致割合と課題の検討を行った．⑵ICHIコー
ディングとICDコーディングの検討を行った．⑶生成AI
を活用したICHIコーディングの検討および検証を行っ
た．
④科学研究費助成事業基礎研究(C)「長期治療をともな

う乳がん患者の治療アドヒアランスに及ぼす要因と治
療継続への影評」（令和2年2月-令和8年3月）（代表：
松田彩子）

目的：本研究は，術後内分泌療法（adjuvant endocrine 
therapy：AET）を受ける乳がん患者における治療ア
ドヒアランスの規定要因を明らかにし，長期治療の継
続支援に資するエビデンスを創出することを目的とす
る．特に，患者の疾患認識および薬剤に対する信念と
いった心理的要因に着目し，文化的背景を踏まえた検
討を行うことで，患者中心の医療（Patient-Centered 
Care）の実現に資する知見の提供を目指した．

方法：日本人乳がん患者を対象として，Beliefs about 
Medicines Questionnaire（BMQ） お よ びMedication 
Adherence Rating Scale（MARS）の文化的適応および
予備的妥当性の検証を実施した．医師による翻訳妥当

性評価（n＝ 10）および術後内分泌療法開始患者（n
＝ 50）を対象としたパイロット調査を行い，項目－
全体相関およびCronbachのα係数により内的一貫性を
評価した．さらに，腫瘍専門医による臨床的妥当性お
よび文化的適合性の検討を行った．

 加えて，日本（n＝ 63）およびオランダ（n＝ 15）の
乳がん患者を対象とした国際比較研究を実施し，疾患
認識（B-IPQ）および薬剤信念（BMQ）を評価した．

結果：尺度の文化的適応の検討において，日本の医療
提供体制や患者行動と整合しない一部項目が抽出され，
修正または削除により尺度の妥当性および信頼性の向
上が確認された．

 また，国際比較の結果，疾患認識および薬剤信念には
文化差が認められ，日本の患者では薬剤の必要性認識
と副作用への懸念が併存する両価的な信念構造が示さ
れた．一方，オランダの患者では自己コントロール感
や治療コントロール感が高い傾向が確認された．

意義：本研究の結果は，乳がん患者における治療アドヒ
アランスを改善するための介入設計に対して実証的な
示唆を提供するものである．また，以下の点で政策的
意義を有する．
1．患者の疾患認識および薬剤信念に基づく個別化支

援の必要性を示し，医療従事者によるアドヒアラン
ス支援の高度化に寄与する．

2．文化的特性を踏まえたコミュニケーション手法の
重要性を明らかにし，患者中心の医療の推進に資す
る．

3．治療中断の抑制を通じて，再発予防および治療成
績の向上，さらには医療費の適正化に寄与する可能
性がある．

4．文化的適応を経た評価尺度の整備により，今後の
アドヒアランス研究および実装研究の基盤構築に貢
献する．

 これらの知見は，がん対策推進基本計画における「患
者本位の医療の実現」や，医療DXの推進による個別
化医療の高度化とも整合するものであり，今後の政策
立案および臨床現場への実装に資することが期待され
る．

⑤公益財団法人 大樹生命厚生財団 第57回医学研究助成
「PHRの救急活動への応用：重症度評価の観点から
の検討」（令和 6 年 9 月 1 日～令和 8 年 4 月 1 日）（研究
代表者：松田彩子）

目的：近年，高齢化の進展に伴い救急搬送需要が増大
する中，迅速かつ適切な搬送体制の構築が重要課題と
なっている．また，厚生労働省においては，医療DX
の推進のもと，救急時に全国で医療情報を確認できる
仕組み（いわゆる「マイナ救急」）の構築が検討され
ており，PHRを活用した情報共有基盤の整備が進めら
れている．

 本研究は，救急活動における重症度評価および搬送先
選定の適正化に資する情報基盤として，Patient-cen-
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tered digital health records（PHR）の有用性を検証す
ることを目的とする．特に，PHRを活用した地域医療
ネットワークシステムが救急搬送時間の短縮について
検討した．

方法：本研究では，埼玉利根保健医療圏において運用さ
れていたPHR基盤の地域医療ネットワークシステム
「とねっと」に着目した．「とねっと」は医療機関間
の診療情報共有に加え，救急搬送時の情報活用を可能
とする先進的事例である．

 2023 年 1 月から 12 月に東埼玉総合病院へ搬送された
救急患者 2,542 名のうち，65 歳以上の高齢患者 1,820
名を対象とした．救急搬送確認書および「とねっと」
登録記録を用い，登録の有無により2群に分類した．

 主要アウトカムは救急要請から病院到着までの搬送
時間とし，搬送距離を 3 区分（5km未満，5-10km未満，
10km以上）に分類した．解析には一般線形モデルを
用い，年齢，性別，重症度を調整した上で，「とねっと」
登録と搬送距離の交互作用を含めて検討した．

結果：対象患者のうち「とねっと」登録ありは 319 名，
登録なしは1,501名であり，患者背景（性別，重症度等）
に有意差は認められなかった．

 全体では登録の有無による搬送時間の有意差は認めら
れなかったが，搬送距離別の解析では，10km以上の
長距離搬送において登録あり群で搬送時間の有意な
短縮が認められた（-24.3 分，95％信頼区間：-38.3 ～
-10.2，p=0.001）．一方，10km未満では有意差は認め
られなかった．

意義：本研究により，PHRを基盤とする地域医療情報連
携システムが，特に長距離搬送において救急搬送時間
の短縮に寄与する可能性が示された．これは，既往歴
や服薬情報等が事前に共有されることにより，搬送先
医療機関の選定および受入調整が効率化されたためと
考えられる．

 高齢患者は併存疾患が多く，迅速な情報共有の意義が
大きいことから，本研究はPHRの臨床的有用性を示す
実証的知見である．

 さらに，本研究成果は，我が国において構築が進めら
れている全国的な救急医療情報共有基盤（いわゆる「マ
イナ救急」）の実装に向けた重要なエビデンスとなる．
すなわち，PHRの活用により，救急現場における重症
度判断支援，適切な医療機関への搬送，さらには救急
医療体制全体の効率化に寄与することが期待される．

 一方，本研究は後ろ向き観察研究であり，救急隊によ
る実際の情報参照状況を直接評価できていない点や未
測定交絡の影響が残存する可能性があるという限界を
有する．

⑥科学研究費助成事業挑戦的研究（萌芽）「商品管理に
用いられるICタグ使用による電波曝露と健康に関す
る疫学研究」（令和 4 年 4 月–令和 8 年 3 月）（代表：佐
藤康仁）
科学技術の進歩により，電波を活用した様々なシステ

ムが開発され，日常生活や職場で利用されている．商
業施設で商品管理を行うICタグ（電子タグ）システムは，
電波を活用したシステムであり，近年，普及が始まった
ところである．商業施設におけるICタグシステム利用の
安全性を確認することは，商業施設で働く者や商業施設
を利用する者に安心をもたらすものである．本研究は，
商業施設におけるICタグシステム使用の疫学調査を行う
に先立ち，調査のバイアスとなりうる健康不安について，
どのような者がどのような状況で感じているのかを明ら
かにすることを目的として実施した．ICタグシステム使
用において，盗難防止ゲートの使用，ICタグ解除機の使
用，ICタグハンドリーダ・ライタの使用（いずれも電波
を発生する機器）と健康不安との関連を検討したが，IC
タグハンドリーダ・ライタの使用においてのみ健康不安
の上昇が観察された．

4）研修報告
主に地方自治体の保健医療情報担当者を対象として保

健医療情報に関して以下のよう研修を実施している．
①専門課程I，専門課程III

保健福祉行政管理分野分割前期のコア科目において
講義「保健医療情報の収集」を担当．「保健医療データ
分析専攻科」「地域保健臨床研修専攻科」を担当.遠隔研
修「保健情報利用概論」「保健医療のため情報解析技術
（統計解析ソフトの利用法とホームページ公開情報の
活用法）」「自治体における情報提供とリスクコミュニ
ケーションレセプト情報・特定健診等情報データベー
ス（NDB）を活用した自治体の根拠に基づく政策立案
（EBPM）」「自治体で実践する禁煙支援」等の科目責任
者又は担当者となっている．
②短期研修

「地域保健施策立案支援のための情報利活用に関する
研修」，「たばこ対策の施策推進における企画・調整のた
めの研修」,「地域医療連携のための病院マネジメント
研修」，「歯科口腔保健の推進のための企画・運営・評価
研修」，「疫学統計研修」等の主任又は副主任を担当した．
③研修全般

研修生の特別研究に関して研究指導及び論文作成指導
を担当した．さらに，科学院内における教育・訓練の運
営全般に関して，教務会議，短期研修委員会，遠隔教育
委員会，国際協力委員会，教務会議などの各委員会に委
員として参画している．

5）情報提供
保健医療情報政策研究センターでは，国や自治体の公

衆衛生従事者や一般国民に対して公衆衛生に関する情報
が享受できる環境の整備に取組んでいる．厚生労働科学
研究の成果を広く情報公開することを目的として，「厚
生労働科学研究成果データベース」の運用に際して学術
的支援を行っている．
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6）国際連携
保健医療情報政策研究センターは，WHO国際統計分

類（WHO-FIC）協力センターの1つに指定されていた（令
和元年 9 月まで）．現在，日本WHO国際統計分類協力セ
ンター協力ネットワーク運営会議構成員リストの当院の
構成員代表は，保健医療情報政策研究センター長が務め
ている．国際疾病統計分類に関して，開発，整備，改訂
のためのWHO支援，国際ネットワーク会議の各委員会，
検討グループ活動への参画，各地域の分類利用者との
ネットワーク形成，支援，情報の提供，各分類の普及・
教育ツール開発，質の改善，などのテーマが重要課題で
ある．

7）厚生労働省との連携
医療等情報連携基盤の概念実証（PoC）に参画し，

NDBおよびDPCデータを用いた解析環境の実証評価を
行った．検証の結果，研究の再現性確保に必要なバージョ
ン管理機能，複雑な抽出条件（AND/OR）の構造化，フィー
ジビリティ評価におけるレコード数（N）と実患者数（n）
の区別，および既存解析資産の活用環境の重要性を明ら
かにした．

8）その他
図書館・情報システム管理室職員は，保健医療情報政

策研究センター職員を併任しており，研究と事業との連
携を図っている．関連する事業として，図書館業務（厚
生労働科学研究成果データベースの運営及び効率化等）
及びネットワーク関連業務（情報ネットワークの更改，
情報セキュリティ強化及び関連する職員研修等）を支援
している．

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

（2）令和7年度研究業績目録

1）学術誌に発表した論文（査読付きのもの）
原著／ Originals

Kitagawa K, Ishizuka K, Doijiri R, Maruyama K, Saito T, 
Sato Y, et al. Remote ischemic conditioning for acute ischemic 
stroke: The RICAIS randomized clinical trial. J Atheroscler 
Thromb. 2026; 33: 000-000. doi: 10.5551/jat.66105.

Kojimahara N, Kiyohara K, Sato Y, Wake K, Yamaguchi 
N, Study Group of MOBI-Kids Japan, et al. Brain tumor and 
mobile phone risk among young people: Analysis of Japanese 
people using the Mobi-Kids international case-control study. 
Bioelectromagnetics. 2025;46(8):e70032. doi: 10.1002/
bem.70032.

Kitagawa K, Toi S, Yoshizawa H, Sato Y, Todo K. 
Association between serum levels of interleukin-6 and 
stroke, cardiovascular events, and alzheimerʼs disease 
dementia. J Atheroscler Thromb. 2025;32(11):1390-1399. doi: 
10.5551/jat.65763.

Arimura K, Kan-O K, Sato Y, Kikuchi K, Miura H, Sato A, 
et al. Age-dependent risk of bronchial asthma exacerbation in 
respiratory syncytial virus co-infection. Lung. 2025;203(1):91. 
doi: 10.1007/s00408-025-00847-x.

Matsuda A, Nishio A, Suzuki A, Hoshi K, Nakano T, 
Yamamoto Y. Impact of regional medical network systems 
on emergency transport time for older patients in Japan: a 
retrospective observational study. BMC Emerg Med. 2025 
Oct 10;25(1):204. doi: 10.1186/s12873-025-01364-z.

Matsuda A, Tozuka K, Momiyama M, Inoue K, Kobayashi 
K, Yamaoka K, et al. Cultural adaptation and preliminary 
validation of adherence questionnaires for Japanese patients 
with breast cancer: a pilot study.  Patient Prefer Adherence. 
2025 Nov 4;19:3399-3408. doi: 10.2147/PPA.S553154.

Nakazawa S, Fukai K, Furuya Y, Hoshi K, Toyota A, 

Tatemichi M et al. Occupational risk of Parkinson's disease 
and employment status following hospital admission: 
secondary analysis of ICOD-R case-control data in Japan. 
BMJ Open. 2025 Dec 23;15(12):e107012. doi: 10.1136/
bmjopen-2025-107012.

Suzuki Y, Kamiya K, Hoshi K, Tanaka S, Harada M, 
Watanabe T, et al. Effects of electrical muscle stimulation 
during hemodialysis in older patients with frailty: a crossover 
randomized controlled trial.  J Nephrol. 2025 Dec;38(9):2607-
2617. doi: 10.1007/s40620-025-02383-6.

Nakazawa S, Furuya Y, Fukai K, Hoshi K, Toyota A, et al. 
Association among occupational class, alcohol consumption, 
and the risk of hospitalisations due to alcoholic liver diseases: 
a matched case-control study. BMC Public Health. 2025 Apr 
17;25(1):1445. doi: 10.1186/s12889-025-22715-2. 

Yamaguchi Y, Ooi K, Yuasa H, Nishiyama A, Matsuka Y, 
Hoshi K, et al. Efficacy of initial conservative treatment 
options for temporomandibular disorders: A network meta-
analysis of randomized clinical trials.J Prosthodont Res. 2025 
Apr 14;69(2):173-180. doi: 10.2186/jpr.JPR_D_23_00273.

Tadano T, Abe K, Hosono S, Katayama T, Hoshi K, 
Hamashima C, et al. Serious adverse events associated 
with bowel preparation for colonoscopy in Japan: Systematic 
review. Dig Endosc. 2025 Sep;37(9):905-918. doi: 10.1111/
den.15055.

豊田章宏, 立道昌幸, 小島原典子, 星佳芳, 深井航太. 
COVID-19 入院患者の臨床的特徴と有職者における検討. 
日本職業・災害医学会会誌. 2025;73(5):120-128.

豊田章宏, 立道昌幸, 小島原典子, 星佳芳, 深井航太. 脳
卒中患者の発症時就労状況. 脳卒中. 2025;47(6) :366-374.

総説／ Reviews
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Takahashi A, Watari M, Hoshi K, Nishio A, Sato Y. Bridging 
statistics and clinical reality: A strategic proposal for ICD-11 
implementation in Japan. Journal of the National Institute of 
Public Health. 2026;75(1): 36-41.

2）学術誌に発表した論文（査読の付かないもの）
その他／ Others

橘とも子．障害健康分野のデータ活用モデル．福祉・
医療の現場から．特集　企業的社会福祉法人という選択
肢．地域ケアリング．2026;28(3):92-97．

橘とも子．障害健康分野のデータ活用モデル．医療・
福祉の現場から．地域ケアリング. 2026;28(1):90-95．

橘とも子．障害健康分野のデータ活用モデル．研究
者の最新動向．医療現場におけるIT・AI活用．Precision 
Medicine．2025;8(12):996-1001．

3）著書／ Books
日本臨床腫瘍学会，日本癌治療学会編；高齢者のがん

薬物療法ガイドライン改訂第 2 版，南江堂，2026. （ガイ
ドライン作成グループ 佐藤康仁）

一般社団法人日本小児血液・がん学会編；小児がん
（血液腫瘍・固形腫瘍）診療ガイドライン2026年版，金
原出版株式会社，2026．（外部協力委員 佐藤康仁）

日本膵臓学会膵癌診療ガイドライン改訂委員会編；
膵癌診療ガイドライン 2025 年版，金原出版株式会社，
2025.（外部評価委員 佐藤康仁）

4）抄録のある学会報告／ Proceedings with abstracts
Hoshi K, Shimasaki A, Nishio A, Matsuda A, Sato Y. 

Mapping of dysphagia patient assessment results from 
acute care hospitals' records to LIFE data; The 36th Annual 
Scientific Meeting of the Japan Epidemiological Association 
& The 3rd Joint Scientific Meeting with the IEA Western 
Pacific Region:2026.1.28-30; Nagasaki; J Epidemiol. 
2026;36(Suppl):P1039.

Hoshi K, Nishio A, Takahashi A, Watari M, Abe K, Sato 
Y. Proportion of inter-coder agreement in ICHI coding of 
Japanese cancer screening methods; WHO-FIC Network 
Annual Meeting:2025.10.13-18; Geneva. poster num. 507.

Takahashi A, Hoshi K, Nishio A, Watari M, Sato Y. Risk-
Focused Assessment of Untuned Generative AI for ICD-
11 Code Assignment: Feasibility and Cautionary Findings. 
WHO-FIC Network Annual Meeting 2025.10.13-18; Geneva. 
poster num. 332.

Matsuda A, Tozuka K, Momiyama M, Inoue K, Kobayashi 
K, Yamaoka K．Cultural Adaptation and Pilot Validation of 
Adherence Tools for Japanese Breast Cancer Patients. The 
36th Annual Scientific Meeting of the Japan Epidemiological 
Association & The 3rd Joint Scientific Meeting with the IEA 
Western Pacific Region. 2026.1.28-30;Nagasaki; J Epidemiol. 
2026;36(Suppl):P2108.

Nishio A, Suzuki A, Yamamoto Y, Hoshi K,  Nakano 
T, Matsuda A．Utilization of personal health records in 
community healthcare. The 36th Annual Scientific Meeting 
of the Japan Epidemiological Association & The 3rd Joint 
Scientific Meeting with the IEA Western Pacific Region. 
:2026.1.28-30;Nagasaki; J Epidemiol. 2026;36(Suppl):P1110.

Watari M, Hoshi K, Takahashi A, Abe K. An examination 
of the alignment of public health programs in Japanese 
public health centers with the target axis of ICHI. WHO-FIC 
Network Annual Meeting; 2025.10.13-18; Geneva. poster 
num.505.

Nishio A, Hoshi K, Sato Y, Kimura E, Takahashi A, Abe K, 
et al. Development of an ICT tool for large-scale ICD coding 
of principal diagnosis data in medical records at national 
hospitals in Japan; WHO-FIC Network Annual Meeting; 
2025.10.13-18; Geneva. poster num.325.

Tachibana T. Consideration of Data Sovereignty in the 
Study on Utilization Strategies for Personal Health Records．
MedInfo2025； 2025.8.9-13；Taipei；Healthcare Smart x 
Medicine Deep. Id=37.

佐藤康仁．ガイドライン委員会企画　根拠に基づ
いたがん看護実践のためのガイドラインの創造と活用
～理論と実践をつなぐ急性放射線皮膚炎ガイダンス創
刊へ～　診療ガイドラインの作成と実装の課題と展望．
2026.2.21-22；大阪. 第40回日本がん看護学会学術集会．

佐藤康仁，小島原典子．商業施設で使用されるIC タグ
（電子タグ）システムの使用と健康不安との関連. 第 84
回日本公衆衛生学会総会. 2025.10.29-31；静岡. 同抄録集. 
p657.

佐藤康仁．医療倫理講習　診療ガイドライン作成にお
けるCOI管理．2025.10.17-19.第47回日本高血圧学会総会．

星佳芳, 清水さや子, 松田彩子, 西大明美, 高橋新, 佐藤
康仁, 他．プロジェクト単位での効率的な研究データ共
有のための認証管理ライフサイクルの現状調査と課題．
第 45 回医療情報学連合大会（第 26 回日本医療情報学会
学術大会）； 2025.11.12-15；姫路．医療情報学 45(Suppl).
p1641-1643.

高橋新，星佳芳，西大明美，阿部幸喜，渡三佳, 佐藤康仁．
生成AIのICHI付与：妥当性と安定性の検証. 第 96 回日本
衛生学会学術総会.； 2026.3.19-21；宇都宮．日本衛生学
雑誌 81. S192.

神野 敬祐, 鵜飼 友彦, 児玉 知子, 松田 彩子. 香川県にお
ける外国出生の結核患者の動向．第84回日本公衆衛生学
会総会．2025.10.29-31；静岡. 同抄録集. p490.

井関遥，大内田由美，中西康裕，松田彩子．大阪市内
の介護保険施設における栄養管理状況の検討．第 84 回
日本公衆衛生学会総会．2025.10.29-31；静岡．同抄録集. 
p.652.

鈴木明日香, 山本友也, 西大明美, 星佳芳, 中野 智紀, 松
田彩子．地域医療連携ネットワークの実務から学術へ：
「とねっと」の経験とデータ活用の道筋．ヘルスデータ
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サイエンス学会 第 4 回学術集会．2025.11.29-30.；大阪．
[P-3]

戸塚勝理, 籾山愛美, 井上賢一, 山岡和枝, 小林国彦, 松
田彩子, 他. 日本人乳がん患者のためのアドヒアランス質
問票の文化的適応と予備的妥当性の検証. 第 63 回日本癌
治療学会学術集会； 2025.10；横浜. 同抄録集. 63. p.O63-7.

山本友也，中野智紀，鈴木 明日香,  星佳芳,  松田彩子, 
西大明美, 他.　糖尿病患者における地域医療ネットワー
クシステムの効果と評価研究.　第 68 回日本糖尿病学会
年次学術集会； 2025. 5.31；岡山. 糖尿病 68(Suppl.) p.S-
293.

山本友也, 中野智紀, 鈴木明日香, 西大明美, 星佳芳, 松
田彩子. 地域医療ネットワークシステムの効果と評価研
究. 第 62 回日本糖尿病学会 関東甲信越地方会.2025.2.8-9. 
宇都宮.  同プログラム・抄録集. p.94.

松田彩子, 西大明美, 鈴木明日香, 星佳芳, 中野智紀, 山
本 友也. 地域医療ネットワークシステムの利用が高齢患
者の救急搬送時間に与える影響. 第 84 回日本公衆衛生学
会総会; 2025.10.29-31; 静岡．同抄録集.  p.813.

星佳芳, 西大明美, 高橋新, 阿部幸喜, 渡三佳, 佐藤康
仁． がん検診手法の ICHI コーディングにおけるコー
ダー間の一致率と課題. 第 84 回日本公衆衛生学会総
会;2025.10.29-31;静岡．同抄録集．p.565.

星佳芳, 清水さや子, 佐藤康仁, 松田彩子, 西大明美, 髙
橋新, 他. プロジェクト単位での効率的な研究データ共
有のための認証管理のライフサイクルの現状調査と課
題．第 45 回医療情報学連合大会(第 26 回日本医療情報学
会学術大会)； 2025.11.12-15.；姫路．同論文集. 医療情報
学.45(Suppl)p.1641-1643.

清水さや子，星佳芳，西大明美，佐藤康仁，宮澤仁，
梅沢淳．確実な本人確認を支えるID発行・認証連携の仕
組みの提案 - e-RadとOrthrosを用いた実装とその応用可
能性 -．第 45 回医療情報学連合大会(第 26 回日本医療情
報学会学術大会)； 2025.11. 12-15.；姫路．同論文集．医
療情報学.45(Suppl)p.540-541.

星佳芳, 阿部幸喜, 小島原典子, 立道昌幸, 深井航太, 豊
田章宏. 腰椎椎間板ヘルニア患者の手術治療適応への
労災認定の影響の有無. 第 96 回日本衛生学会学術総会; 
2026.03.19-21; 宇都宮. 日本衛生学雑誌 81(Suppl). 第 96 回
日本衛生学会学術総会講演集. p.s185.

高橋新, 山口一郎, 此村恵子, 星佳芳, 佐藤康仁. 医療情
報等連携基盤の構築に向けたシステム機能実証作業参
加報告. 第 39 回公衆衛生情報研究協議会総会・研究会; 
2026.1.22-23;和光市. 同抄録集. p.22.

野並久晃, 西巻和広, 星佳芳, 柴山知紗, 貝淵信之, 岡本
俊宏, 他. 全身疾患とインプラント埋入の合併症の年次推
移に関する後ろ向き研究. 第 42 回日本顎顔面補綴学会総

会・学術大会; 2025.6.20-21;仙台. 同抄録集. 顎顔面補綴. 
48(1).p.79.

三宮直子, 星佳芳, 貝淵信之, 佐々木亮, 岡本俊宏. 顎
関節症として当科へ紹介された症例の解析に基づく検
討.第 38 回日本顎関節学会総会・学術大会; 2025.7.11-
13;東京. 同プログラム・抄録集. 日本顎関節学会雑誌. 
37(Suppl).p107.

橘とも子．失語症者の障害等級の妥当性の検証および
生活の質の向上のためのQOL関連調査．第 63 回日本医
療・病院管理学会； 2025.10.04-05;東京．同抄録集p.169.

橘とも子, 佐藤眞一．フェーズフリーの安心安全地域
づくりのための，パーソナル健康情報の活用検討．第 84
回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-31; 静岡. 同抄録集. 
p.813.

5）研究調査報告書／ Reports
松田彩子, 小林国彦, 山岡和枝, 井上賢一, 戸塚 勝理. 文

部科学研究費補助金 基盤研究(C)「長期治療をともなう
乳がん患者の治療アドヒアランスに及ぼす要因と治療継
続への影響」(研究代表者: 松田彩子. 20K07835) 令和 7 年
度実施状況報告書; 2026.

大夛賀 政昭, 木村 映善, 佐藤 洋子, 松田 彩子, 山口 佳小
里, 星 佳芳, 西大 明美,柴山 志穂美. ICD-11 の特性を生か
した地域連携クリティカルパスの開発及び導入効果の検
証. （研究代表者：大夛賀 政昭．(23K17447）令和 7 年度
研究成果報告書．2026.

星佳芳, 上野悟, 清水さや子, 佐藤周行, 中村 素典, 宮澤
仁, 梅沢淳．国立情報学研究所公募型共同研究（戦略研
究公募型）「Orthrosの実装と運用体制における課題解決
と検証」（研究代表者：星佳芳. 23S0402）令和 6 年度研
究成果報告書．2025.

立道昌幸, 小島原典子, 星佳芳, 豊田章宏．令和 7 年度
入院患者病職歴調査基礎分析（ 2014 年度～ 2023 年度
病職歴データ使用）．独立行政法人労働者健康安全機
構．2026.3. p.1-149.（https://www.johas.go.jp/Portals/0/pdf/
kenkyu/20260310%20(2).pdf）

星佳芳，清水さや子，佐藤周行，宮澤仁，梅沢淳, 佐
藤康仁．国立情報学研究所公募型共同研究（戦略研究
公募型）厚生労働省研究機関にて実装可能な研究デー
タ共有のための認証管理現状調査, 及び, 認証とライフサ
イクル管理の国際比較.（研究代表者：星佳芳．252S3-
23639）令和7年度研究成果報告書．2026.

6）視聴覚資料やデジタル媒体などによる研究成果／
Visual Media

なし
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9．保健医療経済評価研究センター

（1）令和7年度活動報告

保健医療経済評価研究センターは，平成 30 年 4 月 1 日
に新設された組織である．主たる業務としては，①保健
医療の経済評価の手法に関する研究，②保健医療の経済
評価のための情報の収集および分析，③保健医療の経済
評価に携わる人材の育成，④保健医療の経済評価に係る
国際機関等との協力が挙げられる．

国や自治体における保健事業や公的医療保険制度のも
とでの医療提供はいずれも公的な資金を用いて実施され
るため，効率的な実施が必要である．特に新規の保健活
動や医療提供の方法には費用がかかるものもあるため，
費用対効果を含めた視点が重要となる．当センターは保
健医療の費用対効果の評価方法およびこれに基づいた合
理的な意思決定をサポートするしくみの開発に貢献する
研究および養成訓練活動に取り組んでいる．

令和元年度からは，中央社会保険医療協議会（中医協）
において，医薬品・医療機器等の費用対効果評価が制度
化された．評価は専門的かつ中立的な立場から行うこと
が重要であり，当センターが公的分析の取りまとめ等の
中心的な役割を果たしている．

1）保健医療経済評価研究センターの構成について
令和 7 年度に保健医療経済評価研究センターに在籍し

た職員は，福田敬（センター長），白岩健（上席主任研
究官）， 岩本哲哉（主任研究官），此村恵子（主任研究官）, 
森井康博（研究員），鈴木裕太（研究員），田森帆乃夏（研
究員），田中素子（研究員），坂内駿紘（研究員）であった．

2）主な研究
①保健医療の経済評価の手法に関する研究

保健医療の効率的な提供が求められている中，令和元
年度に中医協において，医薬品・医療機器等の費用対効
果評価制度が本格導入された．費用対効果の評価には
様々な方法があるが，これを意思決定に応用するのであ
れば，評価手法をある程度統一する必要がある．そのた
め，英国等の諸外国においても，費用対効果評価のガイ
ドラインが作成されている．保健医療経済評価研究セン
ターでは，外部の研究者と協力して，制度で用いる分析
手法の標準化に取り組んでいる．分析手法については，
「中央社会保険医療協議会における費用対効果評価の分
析ガイドライン（2026 年度版）」を作成し，令和 8 年 1
月に中医協総会において承認を得て，令和 8 年 4 月以降
の指定品目について制度で利用されている．本ガイドラ
インは 14 項目から構成され，分析の立場は原則として
公的医療保険制度のもとでの医療の範囲を考える「公的
医療の立場」とし，効果指標は質調整生存年（Quality 
Adjusted Life Year: QALY）を基本とすることなどが盛り
込まれている．分析ガイドラインについては，制度変更

や学術的な観点からの見直しが適宜必要となるため，概
ね 2 年ごとに改定を行ってきており，今後も分析に標準
化に向けた研究に取り組み，改定作業を実施していく予
定である．

また，標準的なツールや手法の研究にも取り組んでい
る．効果指標としてQALYを用いる場合には，様々な疾
患や状態についてのQOL（Quality of Life）値が必要とな
る．現時点では諸外国での調査結果を用いる場合も多い
が，QOLは各国の生活様式などと関連するため，本来
は国内で調査したデータを用いることが望ましいと考え
られ，そのための調査ツールが必要である．保健医療経
済評価研究センターでは，外部の専門家と共同で研究を
すすめ，諸外国でもQOL値の測定によく用いられてい
るEQ-5D-5L(EuroQol 5 Dimension 5 Level)の日本語版お
よび換算アルゴリズムの開発や子供に用いるためのEQ-
5D-Youthの日本語版の開発を行ってきた．これに加え
て，これまでのQOL値評価尺度が主に欧米諸国で開発
されたものであり，日本を含むアジア地域の国民性や考
え方を反映した新たな尺度を検討すべきと考え，9 つの
国や地域の協力を得て，アジアにおけるQOL値評価尺
度の開発に取り組んでいる．開発した評価尺度はAP-7D
（Asia-Preference-based measure 7 Dimension）として発
表し，換算アルゴリズムの開発も行った．また院内の関
連部署とも連携して，社会的ケア関連QOL尺度である
ASCOT（Adult Social Care Outcomes Toolkit）日本語版
についても換算アルゴリズムの開発を行った．これらの
ツールを用いて，国内での様々な疾患や状態でのQOL
評価が実施できるようになると期待される．

費用データに関しては，匿名医療保険等関連情報デー
タベース（National Database: NDB）を用いた疾患・状
態別医療費分析の方法の確立に取り組んでいる．これら
の研究成果は，今後わが国における費用対効果評価に用
いることができる．また，近年開発されている認知症等
の治療技術の中には，これを用いることにより公的介護
費用への影響が見込まれるものもある．費用対効果の視
点からは医療費のみでなく介護費への影響も考慮するこ
とは想定されるが，そのためには介護費の適切な分析方
法の確立が必要である．そこで，NDBおよび介護DBを
用いた介護費分析の方法についても研究課題として取り
組み，研究成果を中医協における費用対効果評価制度に
活用している．
②保健医療の経済評価のための情報の収集および分析

中医協において令和元年度から医薬品・医療機器等の
費用対効果評価が制度化されたことを受け，保健医療経
済評価研究センターでは，企業との分析前協議や企業分
析提出後の公的分析の主導・調整・とりまとめといった
役割を担っている．令和元年度から7年度の間に73品目
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が指定され，分析作業を実施してきた．令和元年度から
の費用対効果評価制度では，評価結果に基づいて医薬品
や医療機器の価格調整を行うしくみとなっているが，こ
れらの総合的な評価を行い，価格調整の判断をするのは
中医協の役割であり，保健医療経済評価研究センターで
は，中医協での議論に資するために，学術的に妥当な方
法で分析した評価結果を提示することが役割である．令
和7年度には評価が終了した9品目について，当センター
からの公的分析の結果報告に基づき，費用対効果評価専
門組織で議論され，中医協総会において評価が確定した．
分析内容については，今後の分析の質を高めるために公
表することとされているため，当センターホームペー
ジ に て 報 告 書 お よ びAcademic Technology Assessment 
Group（ATAG）Reportsという形で公表している．

他の領域としては，新生児スクリーニング検査，糖尿
病性腎症の重症化予防プログラムといった予防・保健事
業の経済評価研究に取り組んでいる．またリハビリテー
ションの費用対効果，介護報酬におけるアウトカム評価
といった研究にも取り組んでいる．費用対効果を検証す
べき分野は保健医療の広い範囲に想定され，今後も積極
的に分析に取り組んでいく予定である．
③保健医療の経済評価に携わる人材の育成

保健医療の経済評価に基づく施策を推進するためには，
評価手法等の専門的な知識を持つ人材が重要である．そ
こで，主に自治体や保険者の職員を対象として，保健医
療事業の経済的評価の手法および評価結果の応用方法に
関する研修を実施している．この研修では，講義と演習
を組み合わせて実施することにより，知識だけでなくあ
る程度の分析技術も身につくようプログラムを作成して
いる．また，中医協における費用対効果評価制度に対応
するためには，研究者としてこれに携わる専門的な人材
も必要である．この領域の人材は不足しており，このこ
とは中医協においても指摘されている．この領域の専門
的な研究者を育成するためには，大学院レベルでの教育
プログラムを確立する必要があることから，諸外国での
人材育成プログラムなどを参考に，外部の大学院の協力
を得て，有効なプログラムの開発および実践に取り組ん
でいる．令和元年度から実施している大学院修士課程レ
ベルの教育に加え，令和 6 年度からは大学院博士課程レ
ベルの専門家育成についても取り組みを開始した．
④保健医療の経済評価に係る国際機関等との協力

従前から保健医療の経済評価に取り組んでいる諸外国
の事例を調査し，日本の制度の見直しに向けた議論に貢
献するための資料等を作成した．諸外国においても中立
的な立場から評価することが重要であるため，国また
は公的な機関が実施している場合が多い．そこで，保
健医療経済評価研究センターでは，HTAi(Health Tech-
nology Assessment International)やINAHTA(International 
Network of Agencies for Health Technology Assessment)，

HTAsiaLinkといった諸外国の同様の機関との会合に参
加し，情報交換等を積極的に行っている．このようにし
て得られた知見は適宜，厚生労働省や中医協に報告し，
制度の見直しに向けた議論に貢献している．

当センターの活動については，ホームページを通じて
情報提供を行っており，多くのコンテンツを英訳して提
供することにより，諸外国への積極的な情報発信も心が
けている．

3）主な研修
当センターで提供する研修は，保健・医療の経済性の

評価手法とその応用方法を学び，自治体等が取り組む保
健医療事業の経済性評価に基づく合理的な意思決定をサ
ポートすることを目的としている．評価手法の学習にあ
たっては，理論を学ぶだけでなく，演習に力を入れ，実
践的に分析ができる人材を育成している．

当センターの研究成果は，専門課程Ⅰ及びⅢ，短期研
修，遠隔研修等に反映されている．当センターのスタッ
フが研修主任，副主任，または講師を担っている研修は
以下のものである．
＜長期研修＞
○専門課程Ⅰ
・保健福祉行政管理分野分割前期（基礎）
　保健統計概論，組織経営・管理
○ 専門課程Ⅲ
・地域保健臨床研修専攻科
・保健医療データ分析専攻科
＜短期研修＞
○医療・福祉に関する分野
・都道府県・指定都市・中核市　指導監督中堅職員研修

（社会福祉法人・老人福祉施設担当）
・都道府県・指定都市・中核市　指導監督中堅職員研修

（社会福祉法人・障害者福祉施設担当）
・都道府県・指定都市・中核市　指導監督中堅職員研修

（社会福祉法人・児童福祉施設担当）
・介護保険における保険者機能強化支援のための都道府

県職員研修
・ 介護保険における生活支援体制整備推進のための研修
・ユニットケアに関する研修
○情報統計に関する分野
・保健医療事業の経済的評価に関する研修
・地域保健施策立案支援のための情報利活用に関する研

修
＜遠隔研修＞
・保健経済学
＜国際研修＞
・ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ達成のための医療

保障制度強化研修

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
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（2）令和7年度研究業績目録

1）学術誌に発表した論文(査読付きのもの)
原著／ Originals

Taira N, Kiyota N, Kikawa Y, Iwamoto T, Shiroiwa T, Fuku-
da T, et al. Multicenter, open-label, randomized, controlled 
study to test the utility of electronic patient-reported out-
come monitoring in patients with unresectable advanced can-
cers or metastatic/recurrent solid tumors. Jpn J Clin Oncol. 
2025;55(5):547-555.

Takumoto Y, Ohba A, Terashima T, Ueno M, Ikezawa K, 
Shiroiwa T, et al. Electronic Patient-Reported Outcome Qual-
ity of Life Score in Japanese Patients With Pancreatic Cancer 
on Second-Line Chemotherapy: A Multicenter Observational 
Study. Cancer Med. 2025;14(17):e71161.

Shiroiwa T, King MT, Campbell R, Murata T, Shimozuma 
K, Fukuda T, et al. Japanese value set for the Functional As-
sessment of Cancer Therapy Eight Dimension (FACT-8D) 
cancer-specific preference-based quality of life instrument. 
Health Qual Life Outcomes. 2025;23(1):109.

Kamono E, Tanaka M, Tamori H, Takai M, Honda K, Shi-
roiwa T, et al. Conceptual framework for caregivers' quality 
of life and well-being supporting children with special health 
and medical needs in East Asia: a systematic review and nar-
rative synthesis. Qual Life Res. 2025;34(12):3471-3484.

Ameri H, Mulhern B, Norman R, Shiroiwa T, Daroudi R, 
Poder TG. A cross-country comparison of the psychometric 
performance of SF-6Dv2 and EQ-5D-5L. Eur J Health Econ. 
2025 Dec 5.

Saito H, Sakai K, Tanaka M, Konomura K, Suzuki M, Ta-
jima G, et al. Economic evaluation of newborn screening for 
congenital cytomegalovirus infection: A systematic review. 
Eur J Pediatr. 2025;184(123). https://doi.org/10.1007/s00431-
024-05953-1

Konomura K, Tanaka M, Tajima G, Hoshino E. Cost-Effec-
tiveness of Newborn Screening for Infantile-Onset Pompe 
Disease in Japan. International Journal of Neonatal Screen-
ing. 2026;12(2):21. https://doi.org/10.3390/ijns12020021

Morii Y, Nakanishi Y, Nishioka Y, Tsugihashi Y, Noda T, 
Myojin T, et al. Analyzing Disparity in Geographical Acces-
sibility to Home Medical Care Using a Claims Database and 
Geographical Information System: Simulation Study. JMIR 
Aging. 2025 Aug 6;8:e70040.

Osanai T, Takamiya S, Morii Y, Ogasawara K, Houkin K, 
Fujimura M. Efficacy and safety of stem cell therapy for acute 
and subacute ischemic stroke: a systematic review and me-
ta-analysis. Sci Rep. 2025 Jul 1;15(1):21214.

Shiroiwa T, Morii Y, Hoshino E, Murata T, Norman R, 
Fukuda T, et al. Departures from health universalism? A 
value set of AP-7D in Japan as an attempt to develop a "cul-
ture-specific" preference-based measure. Soc Sci Med. 2026 

Mar;393:119022.
Ohashi K, Watanabe M, Morii Y, Yokoshiki H, Kusano 

K, Imai K, et al. Cost-effectiveness of implantable cardio-
verter-defibrillators for primary prevention in heart fail-
ure with reduced ejection fraction: a Markov model using 
JROAD-DPC cost data in Japan. Front. Cardiovasc. Med. 
2026;13:1744517. doi: 10.3389/fcvm.2026.1744517

Ohashi K, Tokairin K, Osanai T, Morii Y, Kurisu K, Fujimura 
M, et al. Comparison of Treatment Processes Under Differ-
ent Healthcare Systems for Acute Stroke in Hokkaido. 医療
情報学．2025;45(6):303-308.

Ishikawa T, Sato J, Morii Y, Kitsuregawa M, Goda K, Oga-
sawara K, et al. Understanding CT and MRI Shared Use 
through Network Analysis Techniques: Using Administrative 
Receipt Database in Japan. JMIR Formative Research 2026.

Suzuki Y, Shiroiwa T, Murata T, Kamono E, Morii Y, Fuku-
da T. Convergent validity, reliability and responsiveness 
of the AP-7D and EQ-5D-5L based on the survey for the 
general people in five countries: a new cultural-specific pref-
erence-based measure developed in east and southeast asia.
Health Qual Life Outcomes. 2025;23(1):61.

Azegami T, Kaneko H, Okada A, Suzuki Y, Ko T, Fujiu K, 
et al. Association of estimated glomerular filtration rate with 
the incidence of sleep apnea syndrome. Sleep. 2025 Mar 
11;48(3):zsae302.

Ko T, Kaneko H, Suzuki Y, Komuro J, Komuro K, Jimba T, 
et al. Gender differences in cardiovascular events among pa-
tients with sleep apnoea syndrome: a real-world data analysis 
of a nationwide epidemiological dataset. Eur J Prev Cardiol. 
2025 Oct 28;32(15):1482-1490.

Komuro K, Komuro J, Kaneko H, Suzuki Y, Okada A, Fujiu 
K, et al. The relationship between depression and cardio-
vascular disease in older people: results from a large-scale 
epidemiological cohort study in Japan. Eur Geriatr Med. 2025 
Apr;16(2):673-680.

Jimba T, Kaneko H, Suzuki Y, Okada A, Azegami T, Ko T, et 
al. Effect of SGLT2i on kidney outcomes of individuals with 
type 2 diabetes according to body mass index: nationwide co-
hort study. Eur Heart J Cardiovasc Pharmacother. 2025 Mar 
13;11(2):155-163.

Azegami T, Kaneko H, Okada A, Suzuki Y, Fujiu K, Na-
kayama T, et al. Association between Rheumatoid Arthritis 
and the Incidence of IgA Nephropathy. Am J Nephrol. 2025 
May 5:56(6)773-782. doi: 10.1159/000546196. 

Suzuki Y, Shiroiwa T, Murata T, Kamono E, Morii Y, Fuku-
da T. Convergent validity, reliability and responsiveness 
of the AP-7D and EQ-5D-5L based on the survey for the 
general people in five countries: a new cultural-specific pref-
erence-based measure developed in east and southeast asia. 
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Health Qual Life Outcomes. 2025 Jun 13;23(1):61.
Ishibashi T, Kaneko H, Suzuki Y, Ko T, Jimba T, Okada A, 

et al. Association of lean mass index with a risk of incident 
stroke: a nationwide epidemiological cohort study. J Cardiol. 
2025 Oct;86(4):411-413.

Aoyama K, Kaneko H, Azegami T, Okada A, Suzuki Y, Me-
guro S, et al. Lean body mass index and the risk of diabetes 
onset: A nationwide epidemiological cohort study. J Diabetes 
Investig. 2025 Sep;16(9):1623-1630.

Kitaoka K, Kaneko H, Suzuki Y, Okada A, Mizuno A, Fujiu 
K, et al. Blood pressure control and treatment status at 1 
year after the first health check-up in individuals with ob-
served referral-level blood pressure. Hypertens Res. 2025 
Oct;48(10):2537-2547.

Ueno K, Ko T, Suzuki Y, Kaneko H, Kamiya K, Okada A, et 
al. Frailty and its components and cardiovascular outcomes 
in older adults: A nationwide epidemiological study. Geriatr 
Gerontol Int. 2025 Sep;25(9):1239-1246.

Yamabe S, Harada M, Suzuki Y, Aoyama N, Watanabe T, 
Fukuzaki N, et al. Ankle-brachial index trajectory before 
death in patients receiving maintenance hemodialysis. Clin 
Exp Nephrol. 2025 Dec;29(12):1863-1870.

Azegami T, Kaneko H, Okada A, Suzuki Y, Aoyama K, 
Nakayama T, et al. Gender differences in the prescription 
of SGLT2 inhibitors in chronic kidney disease: A real-world 
database study. Diabetes Obes Metab. 2025 Nov;27(11):6294-
6303.

Suzuki Y, Kamiya K, Hoshi K, Tanaka S, Harada M, Wata-
nabe T, et al. Effects of electrical muscle stimulation during 
hemodialysis in older patients with frailty: a crossover ran-
domized controlled trial. J Nephrol. 2025 Dec;38(9):2607-
2617. doi: 10.1007/s40620-025-02383-6. 

Nakayama T, Kaneko H, Suzuki Y, Okada A, Morita H, Fu-
jiu K, et al. Sodium Polystyrene Sulfonate and Heart Failure 
Risk: A Comparative Study With Calcium Polystyrene Sul-
fonate. Nephrology (Carlton). 2025 Sep;30(9):e70117.

Aoki H, Kitaoka K, Suzuki Y, Kaneko H, Okada A, Takeda 
N, et al. Low-Density-Lipoprotein Cholesterol Control and 
Treatment Status 1 Year after the Initial Health Checkup 
in Individuals with Referral-Level LDL Cholesterol. J Ath-
eroscler Thromb. 2026 Feb 1;33(2):204-215. doi: 10.5551/
jat.65834.

Ko T, Suzuki Y, Kaneko H, Okada A, Jimba T, Azegami T, et 
al. Cardiovascular-kidney-metabolic syndrome stage predicts 
cardiovascular outcomes in cancer patients: a real-world data 
analysis of a nationwide epidemiological dataset. Eur Heart J 
Open. 2025 Aug 28;5(5):oeaf115.

Iwasaki K, Ejiri K, Kaneko H, Suzuki Y, Miyoshi T, Taya 
S, et al. Constipation and Incident Cardiovascular Disease: A 
Nationwide, Real-World Cohort Study. JACC Asia. 2025 Sep 
25:S2772-3747(25)00460-0.

Kitani Y, Suzuki Y, Kaneko H, Okada A, Morita H, Fujiu K, 
et al. Association of changes in body weight and waist circum-
ference with a subsequent risk of developing hypertension in 
men requiring specific healthcare guidance. Hypertens Res. 
2026 Feb;49(2):508-515.  doi: 10.1038/s41440-025-02397-4.

Aoyama K, Okada A, Kaneko H, Azegami T, Suzuki Y, Me-
guro S, et al. Evolving trends of antidiabetic agents stratified 
by age, kidney function and body mass index: Insights from 
a nationwide claims database. Diabetes Obes Metab. 2026 
Jan;28(1):701-710.

Azegami T, Kaneko H, Okada A, Suzuki Y, Aoyama K, Fujiu 
K, et al. Lean body mass index and hypertension risk in men: 
a nationwide epidemiological cohort study. Hypertens Res. 
2026 Mar;49(3):829-836. doi: 10.1038/s41440-025-02447-x.

Aoki H, Suzuki Y, Kaneko H, Ko T, Okada A, Takeda N, et 
al. Myelodysplastic Syndromes and Incident Cardiovascular 
Disease: a Nationwide, Real-world Cohort Study. Can J Car-
diol. 2025 Nov 11:S0828-282X(25)01397-2.

Taya S, Ejiri K, Kaneko H, Suzuki Y, Miyoshi T, Mizuno 
A, et al. Sex differences in the progression of cardiovascu-
lar-kidney-metabolic syndrome. Eur Heart J Open. 2025 
Dec 4;5(6):oeaf162. doi: 10.1093/ehjopen/oeaf162. PMID: 
41451240; PMCID: PMC12728414.

Suzuki Y, Kaneko H, Azegami T, Okada A, Ko T, Fujiu K, 
et al. Predicted Lean Body Mass and the Risk of Adverse 
Kidney Outcomes in Men. J Ren Nutr. 2026 Jan 16:S1051-
2276(26)00001-4. doi: 10.1053/j.jrn.2026.01.001. Epub ahead 
of print. PMID: 41548625.

Azegami T, Kaneko H, Okada A, Suzuki Y, Ko T, Aoyama 
K, et al. SGLT2 inhibitors and mortality in older adults with 
diabetic kidney disease: A target trial emulation study. Dia-
betes Obes Metab. 2026 Apr;28(4):3126-3136. doi: 10.1111/
dom.70502. Epub 2026 Jan 23. PMID: 41574952; PMCID: 
PMC12992184.

Nishikawa M, Suzuki Y, Kaneko H, Okada A, Takeda N, 
Morita H, et al. Population attributable fraction of modifiable 
risk factors for incident hypertension: an analysis of large-
scale epidemiological cohort. Hypertens Res. 2026 Mar 
4. doi: 10.1038/s41440-026-02570-3. Epub ahead of print. 
PMID: 41781766.

Senoo K, Kaneko H, Suzuki Y, Okada A, Ko T, Fujiu K, 
et al. Association between depression and risk of ischaemic 
stroke in patients with atrial fibrillation. Eur Heart J Open. 
2026 Jan 19;6(1):oeag005. doi: 10.1093/ehjopen/oeag005. 
PMID: 41788507; PMCID: PMC12958021.

Mitsuno R, Kaneko H, Suzuki Y, Ko T, Okada A, Nakaya-
ma T, et al. Myelodysplastic syndromes and risk of kidney 
function decline: findings from a nationwide Japanese cohort 
study. Clin Kidney J. 2026 Jan 27;19(3):sfag020. doi: 10.1093/
ckj/sfag020. PMID: 41846585; PMCID: PMC12989743.

Nakayama T, Kaneko H, Suzuki Y, Okada A, Morita H, 
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Fujiu K, et al. Association of Autosomal Dominant Polycystic 
Kidney Disease With Incident Aortic Dissection or Aneu-
rysm. Am J Kidney Dis. 2026 Mar 23:S0272-6386(26)00757-
2. doi: 10.1053/j.ajkd.2025.12.004. Epub ahead of print. 
PMID: 41881380.

その他／ Others
Kitaoka K, Kaneko H, Suzuki Y, Okada A, Mizuno A, Fujiu 

K, et al. Reply to Comment on "Blood pressure control and 
treatment status at 1 year after the first health check-up in 
individuals with observed referral-level blood pressure". Hy-
pertens Res. 2025 Oct 6. (レター )

Aoki H, Suzuki Y, Okada A, Kaneko H, Ko T, Takeda N, et 
al. Anemia Contributes to, But Does Not Explain, Cardio-
vascular Disease Risk Enhancement in Patients With My-
elodysplastic Syndrome. Can J Cardiol. 2026 Jan 14:S0828-
282X(26)00037-1. doi: 10.1016/j.cjca.2026.01.012. Epub ahead 
of print. PMID: 41544759. (レター )

Aoki H, Suzuki Y, Okada A, Kaneko H, Ko T, Takeda N, 
et al. Potential Clinical Value of Identifying Myelodysplastic 
Syndrome as a Cardiovascular Risk Condition. Can J Car-
diol. 2026 Feb 17:S0828-282X(26)00137-6. doi: 10.1016/
j.cjca.2026.02.021. Epub ahead of print. PMID: 41713785. (レ
ター )

Azegami T, Kaneko H, Okada A, Suzuki Y, Aoyama K, Fujiu 
K, et al. In response to lean body mass index and hyperten-
sion risk in men: a nationwide epidemiological cohort study. 
Hypertens Res. 2026 Apr;49(4):1565-1566. doi: 10.1038/
s41440-026-02591-y. Epub 2026 Feb 24. PMID: 41731070. (レ
ター )

2）学術誌に発表した論文(査読のつかないもの)
総説・解説／ Reviews and Notes

船田哲，此村恵子，下畑宣行，眞喜志まり，白岩健，
福田敬，他．胸部大動脈瘤および合併症を伴うStanford 
B型大動脈解離に対する大動脈用ステントグラフト(ゴ
アCTAG胸部大動脈ステントグラフトアクティブコント
ロールシステム)の費用対効果評価．Academic Technology 
Assessment Group(ATAG) Reports. 2025;3(1):1-38.

東信太朗，森井康博，吉岡貴史，眞喜志まり，白岩健，
福田敬，他．重症な円形脱毛症に対するリトレシチニ
ブの費用対効果評価．Academic Technology Assessment 
Group(ATAG) Reports. 2025;3(2):1-52.

柏宗伸，此村恵子，森脇健介，小嶋智美，白岩健，福
田敬，他．2 つ以上の標準的な治療が無効又は治療後に
再発した，大細胞型B細胞リンパ腫又は濾胞性リンパ腫
に対するエプコリタマブの費用対効果評価．Academic 
Technology Assessment Group(ATAG) Reports. 2025;3(3):1-
61.

吉岡貴史，池谷怜，眞喜志まり，阿久根陽子，白岩
健，福田敬，他．透析中の慢性腎臓病患者における高リ

ン血症に対するテナパノルの費用対効果評価．Academic 
Technology Assessment Group(ATAG) Reports. 2025;3(4):1-
76.

船田哲，森井康博，下畑宣行，富樫慎太郎，白岩健，
福田敬，他．高コレステロール血症に対するインクリシ
ランの費用対効果評価．Academic Technology Assessment 
Group(ATAG) Reports. 2025;3(5):1-77.

阿久根陽子，鈴木裕太，藤戸香理，田中素子，白岩健，
福田敬，他．肥満症に対するセマグルチドの費用対効
果 評 価．Academic Technology Assessment Group(ATAG) 
Reports. 2025;3(6):1-65.

森脇健介，岩本哲哉，柏宗伸，森本航輔，白岩健，福田敬，
他．アルツハイマー病による軽度認知障害及び軽度の認
知症に対するレカネマブの費用対効果評価．Academic 
Technology Assessment Group(ATAG) Reports. 2025;3(7):1-
64.

下畑宣行，鈴木裕太，廣野めぐみ，眞喜志まり，白岩
健，福田敬，他．貧血を伴う低リスク骨髄異形成症候群
に対するルスパテルセプトの費用対効果評価．Academic 
Technology Assessment Group(ATAG) Reports. 2025;3(8):1-
61.

吉岡貴史，田森帆乃夏，眞喜志まり，森井康博，白岩健, 
福田敬，他．化学療法歴のないHER2 陰性かつCLDN18.2
陽性の治癒切除不能な進行・再発の胃癌に対するゾル
ベツキシマブの費用対効果評価．Academic Technology 
Assessment Group(ATAG) Reports. 2025;3(9):1-55.

本多貴実子，髙井まなみ，藤戸香理，岩本哲哉，白岩健，
福田敬，他．再発又は難治性多発性骨髄腫患者に対する
エルラナタマブの費用対効果評価．Academic Technology 
Assessment Group(ATAG) Reports. 2025;3(10):1-54.

柏宗伸，岩本哲哉，森本航輔，前田知美，白岩健，福田敬，
他．内分泌療法後に増悪したPIK3CA, AKT1又はPTEN遺
伝子変異を有するホルモン受容体陽性かつHER2 陰性の
手術不能又は再発乳癌に対するカピバセルチブの費用対
効果評価．Academic Technology Assessment Group(ATAG) 
Reports. 2025;3(11):1-46.

鈴 木 裕 太， 白 岩 健． 今 な ぜ 費 用 対 効 果 か． 理 学
療 法 ジ ャ ー ナ ル．2025;59(9):1098-1102. https://doi.
org/10.11477/mf.091505520590091098

鈴木裕太，原田愛永，松永篤彦．睡眠関連呼吸障害
群 (6) 透析患者の睡眠時無呼吸症候群に対する運動療法．
臨牀透析．2025;41(11): 1349-1355. https://doi.org/10.19020/
CD.0000003612

福田敬．医療における費用対効果の評価．病院設備．
2025;67(4):9-12.

3）著書／ Books
鈴木裕太，日本腎臓リハビリテーション学会編. 腎臓

リハビリテーション診療ガイドライン改訂第2版．東京：
南江堂； 2026．ISBN: 978-4-524-27287-7
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4）抄録のある学会報告／ Proceedings with abstracts
Ikeda S, Kobayashi M, Moriwaki K, Shiroiwa T, Fukuda T. 

Application of England's Severity Weighting to Cost-Effec-
tiveness Evaluations in Japan. ISPOR 2025; 2025.5.13-16; 
Montréal, Quebec, CA. Value in Health. 2025;28(6):S165.

Tanaka M, Konomura K, Hoshino E. Cost-effectiveness 
of targeted newborn screening for congenital cytomegalovi-
rus infection in Japan: A systematic review and cost-effec-
tiveness analysis. The 12th HTAsiaLink Conference 2025; 
2025.8.19-22; Singapore. https://www.ace-hta.gov.sg/news/
events/12th-htasialink-conference-2025/

此村恵子，田中素子，但馬剛，星野絵里．ポンペ病に
おける新生児マススクリーニングプログラムの費用効果
分析．第 52 回日本マススクリーニング学会学術集会；
2025.10.3-4；名古屋．日本マススクリーニング学会誌．
2025;35(2):213.

Yasuhiro M. Culture-Specific Health-Related Quality of 
Life Measurement: Is It Necessary for Asia? ISPOR Real 
World Evidence Summit; 2025.9.28-30; Tokyo. https://www.
ispor.org/conferences-education/conferences/past-confer-
ences/ispor-real-world-evidence-summit-2025/program/pro-
gram/

Yasuhiro M. Sharing Session 2: Valuation Survey of a new 
region-specific preference-based measure, AP-7D: One of the 
first PBM internationally developed in East and Southeast 
Asia. The 12th HTAsiaLink Conference 2025; 2025.8.19-22; 
Singapore. https://www.ace-hta.gov.sg/news/events/12th-hta-
sialink-conference-2025/

森井康博，中西康裕，今村知明，赤羽学．KDBデー
タを活用した訪問診療サービスでの出張圏に関する分析．
第63回日本医療・病院管理学会学術総会； 2025.10.4-5；
東京．同web抄録集．p.165.

森井康博，中西康裕，西岡祐一，次橋幸男，野田龍
也，明神大也，他．KDBデータを活用した訪問診療サー
ビスにおける地理的アクセシビリティの分析－医療機
関のキャパシティを考慮した分析－．第 84 回日本公衆
衛生学会総会； 2025.10.29-31；静岡．日本公衆衛生雑誌．
2024;72(10特別付録):368.

赤羽学，森井康博，中西康裕，西岡祐一，次橋幸男，
野田龍也，他．KDBデータを活用した訪問診療サービス
における地理的特性別の出張圏の分析．第84回日本公衆
衛生学会総会； 2025.10.29-31；静岡．日本公衆衛生雑誌．
2024;72(10特別付録):604.

Ohashi K, Tokairin K, Osanai T, Morii Y, Kurisu K, Fujimu-
ra M, et al. Comparison of treatment processes under differ-
ent healthcare systems for acute stroke in Hokkaido. 第29回
日本医療情報学会春季学術大会； 2025.7.3-5；仙台．同
Web抄録集．

長内俊也，高宮宗一郎，森井康博，宝金清博，藤村幹．
脳梗塞急性期における幹細胞治療の有効性：メタ解析に
よる検証．STROKE2025（第 50 回日本脳卒中学会学術集

会・第54回日本脳卒中の外科学会）； 2025.3.6-8；大阪．
日本脳卒中学会総会講演抄録集．2025;50.

東海林菊太郎，森井康博，大橋和貴，長内俊也，小笠
原克彦，藤村幹．急性期脳卒中における情報通信機器を
用いた病院間連携の費用対効果－地理情報システムを用
いたシミュレーションによる検討－．日本脳神経外科学
会第84回学術総会； 2025.10.29-31；横浜．同Web抄録集．

鈴木裕太．費用対効果評価で用いるデータ有効性評価．
第63回日本医療・病院管理学会学術総会； 2025.10.4-5；
東京．同web抄録集．

田中素子，齊藤寛貴，此村恵子，鈴木光幸，但馬
剛，星野絵里．先天性サイトメガロウイルス感染症に
対する新生児スクリーニングの導入検討に関する費用
効果分析．第 52 回日本マススクリーニング学会学術集
会； 2025.10.3-4；愛知．日本マススクリーニング学会誌．
2025;35(2).

齊藤正和，松沢良太，音部雄平，臼井直人，小島将，
鈴木裕太，他．腎臓リハビリテーションガイドライン改
定の軌跡と展望：理学療法班．第16回日本腎臓リハビリ
テーション学会学術集会； 2026.3.14-15；福岡．同抄録
集．p.121.

鈴木裕太．SPPB の視点からみる腎リハの有用性評
価．第16回日本腎臓リハビリテーション学会学術集会；
2026.3.14-15；福岡．同抄録集．p.215.

5）研究調査報告書／ Reports
福田敬，研究代表者．厚生労働行政推進調査事業費補

助金（政策科学総合研究事業）「分析ガイドラインの改
定に向けた費用対効果評価における方法論およびツール
等の開発に関する研究」（24AA2003）令和 6 年度総括研
究報告書．2025.

白岩健，秋山直美，星野絵里，森井康博．日本学術振
興会科学研究費助成事業基盤研究(B)「非欧米圏における
新規「選好に基づく尺度」の開発：アジア地域 9 カ国に
よる国際共同研究 」（研究代表者：白岩健．25K02860）
令和6年度研究成果報告書．2025.

能登真一，下妻晃二郎，森脇健介，白岩健，福田敬，
岩谷胤生．日本学術振興会科学研究費助成事業基盤研究
(B)「EQ-HWBのスコアリングアルゴリズムの開発と費
用対効果評価への応用の検討 」（研究代表者：能登真一．
24K02677）令和6年度研究成果報告書．2025.

中村裕美，森山葉子，白岩健，森川美絵，京極真．日
本学術振興会科学研究費助成事業 挑戦的研究(萌芽)「自
宅で介護保険サービスを利用する認知症者用の社会的
ケア関連QoL評価票の創出」（研究代表者：中村裕美．
24K21431）令和6年度研究成果報告書．2025.

岩本哲哉，研究代表者．介護報酬におけるアウトカム
評価導入の効果と弊害の検証. 日本学術振興会科学研究
費助成事業（若手研究）「介護報酬におけるアウトカム
評価導入の効果と弊害の検証」（19K19370）令和 6 年度
研究成果報告書．2025．p.1-6.
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星野絵里，此村恵子，田中素子．先天性サイトメガロ
ウイルス感染症における新生児マススクリーニングプロ
グラムの費用効果分析. こども家庭科学研究費補助金（成
育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）「新規疾患の新
生児マススクリーニングに求められる実施体制の構築に
関する研究」(研究代表者：但馬剛. 23DA0801) 令和 6 年
度分担研究報告書．2025.

此村恵子，星野絵里，田中素子．ポンペ病における新
生児マススクリーニングプログラムの費用効果分析．こ
ども家庭科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育
成基盤研究事業）「新規疾患の新生児マススクリーニン
グに求められる実施体制の構築に関する研究」 （研究代
表者：但馬剛. 23DA0801）令和 6 年度分担研究報告書　
2025.

森井康博，此村恵子，種田憲一郎．医療安全対策にお
ける医療機関間での連携の医療経済評価に関する検討. 
厚生労働科学研究費補助金（政策科学推進研究事業）「医
療安全地域連携加算等による医療経済・医療安全上の影
響の検証と効率的かつ効果的な体制構築に向けた研究」
（研究代表者：種田憲一郎．23AA1001）令和6年度分担
研究報告書．2025.

佐々木由理，坂元晴香，此村恵子．保健医療分野で
の医療技術評価に関する調査研究．厚生労働科学研究
費補助金（地球規模保健課題解決推進のための行政施
策に関する研究事業）「ポストSDGsを見据えた新たな

UHC指標開発に資する研究」（研究代表者：大澤絵里．
24BA1003）令和6年度総括研究報告書　2025.

森井康博．リハビリテーション提供量の推移・需要推
計と在宅医療のアクセシビリティ分析．厚生労働科学研
究費補助金(地域医療基盤開発推進研究事業）「将来の医
療需要を踏まえた外来及び在宅医療の提供体制の構築の
ための研究」（研究代表者：今村知明．22IA1009）令和6
年度分担研究報告書．2025.

森井康博．医療安全対策における医療機関間での連携
の医療経済評価に関する検討．厚生労働科学研究費補助
金（政策科学推進研究事業）「医療安全地域連携加算等
による医療経済・医療安全上の影響の検証と効率的かつ
効果的な体制構築に向けた研究」（研究代表者：種田憲
一郎．23AA1001）令和6年度分担研究報告書．2025.

森井康博，研究代表者．日本学術振興会科学研究費助
成事業（若手研究）「脳梗塞治療の提供実態と地域差に
関する研究：地理情報とNDBを用いた分析モデル構築」
（22K17337）令和6年度研究成果報告書．2025.

6）視聴覚資料やデジタル媒体などによる研究成果／
Visual Media

C2H(保健医療経済評価研究センター ). Core to Evi-
dence-Based Health Policy (費用対効果を医療の未来に). 
https://c2h.niph.go.
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10．統括研究官（公衆衛生看護研究分野）
奥田博子

（1）令和7年度活動報告告

公衆衛生看護研究分野は，公衆衛生看護に関わる教育
養成訓練，研究，国の事業等を通じ，公衆衛生看護分野
の発展と，当該分野に関わる人材の資質向上により，我
が国の地域保健施策に寄与することを目的とし，令和 7
年4月1日，組織改正により設置された．

令和 7 年度は，厚生労働省（健康・生活衛生局健康課
保健指導室）主催「2040 年を見据えた保健師活動のあ
りかた検討会」の協議と連動し，保健活動を取り巻く現
状に関わる実態を把握し，今後，予定される「地域にお
ける保健師の保健活動に関する指針」の見直しに向けた，
自治体保健師の体系的な人材育成の推進に向けた検討を
開始した．さらに，関連機関（日本看護協会，全国保健
師長会，全国保健師教育機関協議会等）との情報共有や，
研修協力などを通じ，基礎教育と現任教育の連動につい
ても検討した．

また，健康危機管理研究部を兼務し，特に自然災害や
新興・再興感染症に関する教育養成訓練，研究，国や自
治体の事業等へ関わった．

1）研究活動
①自治体保健師の人材育成，体制構築に関する研究
・ 厚労科研費研究事業「2040 年以降を見据えた自治体

保健師の人材育成体制の構築のための研究」（研究代
表）において，自治体保健師の人材育成体制，能力，
統括保健師の機能等の各側面から文献検討および実態
調査を実施し，2040 年を見据えた人材マネジメント
の課題を整理した．

・ 厚労科研費研究事業「統括保健師に求められる専門
的・行政的管理能力並びにその育成及び能力の発揮に
向けた体制づくりの方法」（代表：春山早苗）において，
統括保健師配置の体制整備の要因を検討した結果，統
括保健師の庁内外の位置付けと認知，部署横断体制の
普遍化に向けた成果の公表などが示唆された．

②災害時の活動体制構築，多職種連携に関する研究
・ 厚労科研費研究事業「災害時における地域保健活動を

推進する体制整備に資する研究」（研究代表）におい
て，近年の災害時の保健活動及び平時の体制整備の実
態調査，既存の災害時保健活動ガイドライン，WHO
のフレームワークAPHSAF（The Asia Pacific Health 
Security Action Framework）を照合し，ガイドライン
の改訂に向けた提言内容をまとめ，手引きとして成果
物を示した．

・ JSPS科研費「災害時の地域ケアシステムのレジリエ
ンスを促す公衆衛生看護実践モデルの開発」（研究代
表）において，災害後の中長期の地域システム構築に
効果的な保健活動を探索的に明らかにするため，文献

検討，プレ調査を実施した．
・厚労科研費研究事業「重層的な保健医療福祉マネジメ

ントに関する研究」（代表：尾島俊之）において，災
害時，保健所と市町村が効果的に協働し，地域保健活
動に資する地域特性を示す指標を検討し，人口脆弱指
標などの量的指標，活動従事人材，体制などの量的指
標を明らかにした．

・ 地域保健総合推進事業「災害時における栄養・食生活
支援活動のマネジメントと連携強化及び災害対応能力
育成に向けた研究」（代表：諸岡歩）において，過去
の災害時の実態を把握するため，被災自治体や関係者
を対象とした調査を実施した．

③健康危機の人材育成・ガイドラインに関する研究
・JSPS科研費「市町村の災害時保健活動マニュアルの

策定・活用を推進する研修プログラムの開発・実装」
（代表：雨宮有子）において，災害時，効果的な保健
活動を実現するための災害時保健活動マニュアル策
定・活用を含む体制整備の検討のため，探索的質的研
究方法・内容の検討し，次年度実施予定のフィールド
調査の準備を実施した．

・JSPS科研費「【離島の文化に即した災害保健活動】教
育プログラム開発ー地域らしさの回復を目指して」（代
表：丸谷美紀）において，“地域らしさ”を守る災害保
健活動研修を，ADDIEモデルを活用し開発した．

・厚労科研費研究事業「「避難所生活を過ごされる方々
の健康管理に関するガイドライン」改定のための研
究」（代表：畠山典子）において，避難所生活におけ
る健康管理ガイドラインの改定に向けた検討を実施し，
自治体や避難所運営管理者の活用に資する重点改定項
目をまとめた媒体を作成した．

④難病対策に関する研究
・厚労科研費研究事業「難病患者の総合的地域支援体制

に関する研究」（代表：小森哲夫）において，在宅難
病患者の保健所による支援の推進要因について検討し，
所内の課題と目標の明確化，庁内外の関係者間の連携，
事例を通じた発展的な地域展開のための保健事業の
PDCAサイクルの展開が有効であることが示唆された．

2）研修報告
長期研修（専門課程Ⅰ，Ⅲ）において，公衆衛生看護

分野に関わる，最新の動向や求められる知識・技術の向
上に向けた研修を実施した．また，今後の教育プログラ
ムの改正に向けた研修評価体系を見直し，研修生のニー
ズを明確にした．公衆衛生看護分野に関連する短期研修
については，前年度に実施した，研修に関する調査結果
を踏まえ，求められる能力向上及び，自治体への波及効
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果を期待したプログラムの改訂を行った．いずれの研修
も，事後評価において「業務への役立ち度」「理解度」
ともに高評価が得られた．また，自治体の体系的な研修
の活用に向け，厚生労働省健康・生活衛生局健康課保健
指導室が企画・主催する自治体保健師向け研修や関連会
議と，当院の提供する研修を体系的に示した広報資料を
作成し，研修のPRにも務めた．
（長期研修）
・専門課程Ⅰ 保健福祉行政管理分野本科・分割前期（担

当者）
・専門課程Ⅲ 地域保健福祉専攻科（責任者）
・専門課程Ⅲ 地域保健臨床研修専攻科（講義「保健師」）
（短期研修）
・公衆衛生看護研修・統括保健師（副主任）
・公衆衛生看護研修・管理期（主任）
・DHEAT標準編研修（副主任）
・感染症集団発生対策研修（副主任）
・難病患者支援従事者研修（保健師等）（副主任）

3）行政支援・社会貢献
①行政支援
ⅰ．厚生労働省（健康・生活衛生局健康課保健指導室）
・「保健師のマネジメント能力向上のためのeラーニン

グ教材開発事業」有識者委員，教材監修
・「自治体保健師の人材育成のためのポータルサイト及

びe ラーニング開発事業」講師
・「市町村保健師管理者育成事業」有識者
・「健康危機における保健活動推進会議」座長
・「災害時保健師等チーム協議会設立準備会」．オブザー

バー
・保健師等ブロック別研修会（関東甲信越ブロック）「健

康危機管理時の保健活動」講演

ⅱ．厚生労働省（健康・生活衛生局健康課地域保健室）
・「DHEAT研修企画運営会議」委員
ⅲ．こども家庭庁（成育局 母子保健課）
・「災害発生時に係る妊産婦・乳幼児に対する支援のた

めの調査研究」有識者
ⅳ．都道府県
・石川県「能登半島地震等被災者健康調査ワーキンググ

ループ」有識者委員
・栃木県「栃木県保健師現任教育のあり方検討会」有識

者委員
・東京都島しょ保健所「課題別地域保健医療推進プラ

ン」有識者
②社会貢献

日本公衆衛生学会（代議員，認定専門家，災害・緊急
時公衆衛生活動委員会，ヘルスシステム・レジリエンス
委員会），日本公衆衛生看護学会（代議員，査読委員），
日本地域看護学会（代議員，健康危機支援委員会），日
本小児保健協会（理事，1 か月児・ 5 歳児健診推進委員
会），日本災害医学会（評議員，災害時「食べる」連携
委員会，災害看護委員会），日本災害看護学会（査読委
員），四者協小児周産期災害医療対策委員会（委員），防
災学術連携体（防災連携委員）など，公衆衛生看護及び
健康危機管理に関連する学術関連学会等において，上記
の委員活動や，学会運営（企画，座長等）を通じて学術
水準の向上に向け貢献している．

4）その他
・ 日本看護協会. 保健師実践能力に基づく習熟段階作成

に関する特別委員会（委員）
・ 日本公衆衛生協会. 全国災害時保健師等チーム意見交

換会.オブザーバー

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

（2）令和7年度研究業績目録

1）学術誌に発表した論文（査読付きのもの）
原著／ Originals

Takeda A, Seino K, Okuda H, Saito T, Tomio J. Key 
features of sustainable capacities for risk communication 
in health emergencies: analysis of Joint External Evalua-
tion. J Glob Health. 2025;15:04331.

鈴木良美，山口拓允，石田千絵，井口理，山下留理
子，嶋津多恵子，堀池諒，佐藤太地，河西あかね，奥田
博子．保健師学生への感染症の健康危機管理教育と目標
到達状況：教員への調査による養成課程の差も踏まえた
検討．保健師教育．2025;9(1):59-67.

佐藤太地，石田千絵，井口理，鈴木良美，山下留
理子，嶋津多恵子，河西あかね，堀池諒，奥田博子．
COVID-19 発生時の新任期保健師の健康危機管理業務へ
の対応に関する質的記述的研究．日本公衆衛生看護学会

誌．2025;14(3):101-109.

総説・解説／ Reviews and Notes
井口理，田口敦子，佐藤太地，岩本萌，奥田博子，望

月宗一郎，他．COVID-19 対応を経た行政保健師の離
職意図： 10 年前との比較（公衆衛生看護のあり方に
関する委員会2022/2023調査報告）．日本公衆衛生雑誌．
2025;72(11):897-904．

奥田博子．災害時における妊産婦への支援．こども家
庭庁．母子保健情報誌．2026;(11):11-15.

山口拓允，鈴木良美，石田千絵，井口理，山下留理子，
堀池諒，佐藤太地，河西あかね，奥田博子．コロナ禍に
おける保健師学生への感染症の健康危機管理教育と目標
到達状況：学生を対象にした調査による教育機関の差も
踏まえた検討から．保健師教育．2025;9(1):32-37.
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鈴木良美，石田千絵，山下留理子，井口理，嶋津多恵子，
佐藤太地，堀池諒，山口拓允，奥田博子，他．健康危機
管理対策委員会活動報告．保健師教育．2025;9(1):48.

2）学術誌に発表した論文（査読のつかないもの）
総説・解説／ Reviews and Notes

奥田博子，畠山典子．頻発化・激甚化する健康危機へ
の対応を含めた地域保健活動と人材育成．保健医療科学．
2025;74(5):452-460.

五十嵐久美子，萩原加奈子，奥田博子，丸谷美紀. 地
域課題に対応する保健師人材育成の新たな方向性．保健
医療科学．2025;74(5):440-451.

3）著書／ Books
なし

4）抄録のある学会報告／ Proceedings with abstracts
Hatakeyama N, Okuda H, Igarashi K, Tomio J. A case 

study on public health nurses' heat stroke prevention 
activities during natural disasters in the “new normal” 
of extreme heat. 7th International GNPHN conference; 
2025.7.28-30; Calgary, Canada. Abstracts. p.29.

Okuda H, Igarashi K, Hatakeyama N, Osawa E, Aso Y, 
Ohnuma A, Tomio J. A study on improvement of public 
health disaster response guide (PHDRG) based on the 
characteristics of community health issues in the event 
of an earthquake in Japan. 7th International GNPHN 
conference; 2025.7.28-30; Calgary, Canada. Abstracts. p.42.

Ojima T, Yoshimi I, Shirai C, Haraoka T, Suga M, 
Miyagawa S, Yi T, Amamiya Y, Okuda H, Tomio J. Sup-
porting people needing care in Japan through all disas-
ter phases under climate change. 18th European Public 
Health Conference 2025; 2025.11.11-14; Helsinki, Finland. 
Euro J Public Health. 2025;35(4 Suppl.):v510.

堀池諒，佐々木亮平，奥田博子，川口奏子，吉川悦
子，石田千絵．復旧・復興の「その後」を見据えた被災
地支援のあり方〜第 2 次現地調査を通じて見てきた能登
半島地震・豪雨の住まいと地域の分断と再生〜．日本地
域看護学会第 28 回学術集会； 2025.9.6-7；東京．同講演
集．p.125.

尾島俊之，奥田博子．［シンポジウム］フェーズフリー
の地域づくりと健康危機管理．第84回日本公衆衛生学会
総会. 2025.10.29-31；静岡．日本公衆衛生雑誌．2025;72(10
特別付録):91.

奥田博子，大森純子．［シンポジウム］複数災害に備
えたフェーズフリーの広域災害対応．第 84 回日本公衆
衛生学会総会； 2025.10.29-31；静岡．日本公衆衛生雑誌．
2025;72(10特別付録):219.

奥田博子．在宅難病療養者の災害対策～知ろう！考え
よう！すすめよう！！～．第 84 回日本公衆衛生学会総
会； 2025.10.29-31；静岡．日本公衆衛生雑誌．2025;72(10

特別付録):385.
麻生保子，奥田博子，大澤絵里，畠山典子，五十嵐久

美子，大沼麻実，佐藤一美，山形香織，小宮山恵美，冨
尾淳．感染症蔓延下の自然災害（複合災害）時における
統括保健師の役割 ‐ インタビュー調査．第 84 回日本公
衆衛生学会総会； 2025.10.29-31；静岡．日本公衆衛生雑誌．
2025;72(10特別付録):546.

尾島俊之，吉見逸郎，石井安彦，池田和功，冨尾淳，
原岡智子，藤内修二，相馬幸恵，奥田博子，他．保健医
療福祉調整本部等におけるマネジメントの進め方2025の
作成．第 84 回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-31；静
岡．日本公衆衛生雑誌．2025;72(10特別付録):548.

佐々木亮平，相馬幸恵，奥田博子，草野富美子，川田
敦子，山﨑初美，他．発災から復興までの支援体制の可
視化と行政機関における連携体制の在り方に関する検討．
第 84 回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-31；静岡．日
本公衆衛生雑誌．2025;72(10特別付録):633.

奥田博子，大澤絵里，冨尾淳，畠山典子，麻生保
子，大沼麻実，他．令和 6 年能登半島地震における保健
師等広域応援派遣に関する実態調査．第 84 回日本公衆
衛生学会総会； 2025.10.29-31；静岡．日本公衆衛生雑誌．
2025;72(10特別付録):635.

畠山典子，奥田博子，五十嵐久美子，大澤絵里，麻生
保子，大沼麻実，佐藤一美，山形香織，冨尾淳．過疎地
域を含む自治体における平時からの災害への備えと体制
づくり．第 84 回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-31；
静岡．日本公衆衛生雑誌．2025;72(10特別付録):635.

萩原加奈子，茂木りほ，奥田博子，畠山典子，吹田
晋，横山徹爾，他．自治体保健師の専門的・管理的能
力に対する管理期保健師研修の効果．第 84 回日本公衆
衛生学会総会； 2025.10.29-31；静岡．日本公衆衛生雑誌．
2025;72(10特別付録):645.

奥田博子，大澤絵里，畠山典子，麻生保子，五十嵐久
美子．健康危機事象に備えた都道府県における保健活動
の体制整備に関する実態調査．第45回日本看護科学学会
学術集会； 2025.12.6-7；新潟．同web抄録集．

奥田博子．［シンポジウム］大規模災害による被災自
治体の受援の課題と今後に向けて．第14回日本公衆衛生
看護学会学術集会； 2025.12.13-14；石川．同講演集．p.70.

奥田博子，五十嵐久美子，麻生保子，大澤絵里，畠山
典子．災害時保健活動マニュアルの改訂ポイントについ
て考えよう．第 14 回日本公衆衛生看護学会学術集会；
2025.12.13-14；石川．同講演集．p.100.

雨宮有子，春山早苗，奥田博子，吉川悦子，岩瀬靖子，
井口沙織，他．都道府県/保健所管内を単位とした災害
時保健活動マニュアル策定・活用と災害対応体制強化に
向けた研修の要点を考える．第14回日本公衆衛生看護学
会学術集会； 2025.12.13-14；石川．同講演集．p.116.

吹田晋，萩原加奈子，茂木りほ，奥田博子，丸谷美紀，
坂東美智子．行政保健師の難病保健における地域ケアシ
ステム構築に向けた能力と実践への研修の効果．第 14
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回日本公衆衛生看護学会学術集会； 2025.12.13-14；石川．
同講演集．p.128.

松永篤志，茂木りほ，遠藤雅幸，佐藤太一，平野美千代，
嶋津多恵子，五十嵐久美子，奥田博子．保健師活動領域
調査（活動調査）からみえる保健師活動の変化―2009 年
と 2018 年を比較して―．第 14 回日本公衆衛生看護学会
学術集会； 2025.12.13-14；石川．同講演集．p.177.

奥田博子，小倉朗子，吹田晋．在宅難病患者のための
保健所の災害対策に関する実態調査〜災害対策の実施に
影響をもたらす要因〜．第14回日本公衆衛生看護学会学
術集会； 2025.12.13-14；石川．同講演集．p.194.

尾島俊之，原岡智子，雨宮有子，奥田博子，佐々木亮平，
宮川祥子，李泰榮，冨尾淳．［パネルディスカッション］
「超高齢社会における災害対策」避難所等における指揮
調整体制の確立に必要な体制．第31回日本災害医学会総
会・学術集会； 2026.3.19-21；新潟．同講演集．

丸谷美紀，加古まゆみ，奥田博子. 「〘地域らしさ〙を
守る災害保健活動」に関する研修開発.第 31 回日本災害
医学会総会・学術集会； 2026.3.19-21；新潟．同講演集．

5）研究調査報告書／ Reports
奥田博子．研究代表者．災害時における地域保健活

動を推進する体制整備に資する研究．厚生労働科学研
究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事業「災
害時における地域保健活動を推進する体制整備に資す
る研究」（24LA1004）令和 7 年度総括・分担研究報告書．
2026(印刷中).

奥田博子．研究代表者．災害時保健活動マニュアルの
改訂に向けた手引き. 厚生労働科学研究費補助金健康安
全・危機管理対策総合研究事業「災害時における地域保
健活動を推進する体制整備に資する研究」（24LA1004）
令和7年度総括研究成果物．2026.ｐ.1-20.

奥田博子．研究代表者．2040 年以降を見据えた自治
体保健師の人材育成体制の構築のための研究．厚生労働
科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事業
「2040年以降を見据えた自治体保健師の人材育成体制の
構築のための研究」（25LA1002）令和 7 年度総括・分担
研究報告書．2026(印刷中).

奥田博子．管理能力発揮のための組織体制づくり推
進方法の検討．厚生労働科学研究費補助金健康安全・
危機管理対策総合研究事業「統括保健師に求められる
専門的・行政的管理能力並びにその育成及び能力の発
揮に向けた体制づくりの方法」（研究代表者：春山早苗．
23LA1003）令和7年度分担研究報告書．2026(印刷中).

奥田博子，小倉朗子，千葉圭子，吹田晋，溝口功一，
松田千春. 在宅難病患者の災害に備えた地域体制整備．
厚生労働行政推進調査事業費補助金難治性疾患政策研究
事業「難病患者の総合的地域支援体制に関する研究」（研
究代表者：小森哲夫．24FC2003）令和7年度分担研究報
告書．2026(印刷中).

奥田博子．研究代表者．新興感染症対策に求められ
る保健所保健師のコンピテンシーモデルの開発．日本学
術振興会科学研究費補助金基盤研究（C）（一般）「新興
感染症対策に求められる保健所保健師のコンピテンシー
モデルの開発」（21K17433）令和 7 年度研究実績報告書．
2026(印刷中).

小森哲夫，奥田博子，溝口功一，千葉圭子，松田千春，
小倉朗子．難病患者の災害対策ガイドライン．厚生労働
行政推進調査事業補助金（難治性疾患政策研究事業）「難
病患者の総合的地域支援体制に関する研究班」（研究代
表者：小森哲夫．24FC2003）成果物．2026:1-98.

奥田博子，川田敦子，堀池諒，佐々木亮平，相馬幸恵，
山崎初美．災害時における地域保健活動を推進する体制
整備に資する研究．厚生労働行政推進調査事業費補助金
健康安全・危機管理対策総合研究事業「重層的な保健医
療福祉マネジメントに関する研究」（研究代表者：尾島
俊之．25LA2002）令和 7 年度分担研究報告書．2026(印
刷中).

冨尾淳，早川貴裕，高岡誠子，奥田博子．令和 6 年能
登半島地震におけるDHEAT活動の検証．厚生労働科学
研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事業「健
康危機発生時における保健所設置自治体や保健所の組
織体制並びに人材育成等の強化，及びブロックごとの
DHEAT体制強化のための研究」（研究代表者：池田和功．
24LA1003）令和7年度分担研究報告書．2026(印刷中).

市川定子，大久保一郎，奥田博子，太田あゆ美．市町
村統括保健師の能力発揮のための体制づくり. 厚生労働
科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事業
「統括保健師に求められる専門的・行政的管理能力並び
にその育成及び能力の発揮に向けた体制づくりの方法」
（研究代表者：春山早苗．23LA1003）令和7年度統括・
分担研究報告．2026(印刷中).

畠山典子，奥田博子．「避難所生活を過ごされる方々
の健康管理に関するガイドライン」改定のための研究．
厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合
研究事業「「避難所生活を過ごされる方々の健康管理に
関するガイドライン」改定のための研究」（研究代表者：
畠山典子．25LA0101）令和7年度統括・分担研究報告書．
2026(印刷中).

諸岡歩，磯部澄枝，大倉香澄，君ヶ袋志麻，藤川千恵子，
小俵千尋，高野大太，松田美加子，山本めぐみ，奥田博
子，風間聡美，久保彰子，下浦佳之，清野冨久江，坪山
宣代，中久木康一，西田敏秀，明城徹也．災害時の栄養・
食生活支援活動のマネジメントと連携強化及び災害対応
能力の育成．令和7年度地域保健総合推進事業年次報告書．
2026. p.1-92.

6）視聴覚資料やデジタル媒体などによる研究成果／
Visual Media

なし
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11．統括研究官（歯科口腔保健研究分野）
福田英輝

（1）令和7年度活動報告

1）研究活動
厚生労働科学研究費補助金および科学研究費助成事業

のもと，就業歯科衛生士の需給推計，歯科医療提供体制
課題における優先度の決定－都道府県歯科医師会に対す
るデルファイ法による調査－，歯科口腔保健の推進に関
する基本的事項（第二次）の進捗評価，新型コロナウイ
ルス感染症流行後のフッ化物洗口事業再開・継続に向け
た都道府県支援に関する研究，事業場での歯科口腔保健
サービスの推進事例収集のための調査を行った．また，
研修業務として，自治体職員を対象とした歯科口腔保健
に関する研修，およびエイズ対策研修等を行った．令和
7年度の活動は以下のとおりであった．
①就業歯科衛生士の需給推計（歯科医療提供体制構築の

促進に資する歯科専門職の適正配置のための研究（厚
生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別
研究事業）：代表））
本研究は，わが国の歯科衛生士の中期的な需給動向を

明らかにすることを目的として，年齢階級別の就業者数
の推移に基づく人口学的手法により，2034 年時点の歯
科衛生士数を推計した．供給推計には衛生行政報告例
（2010 ～ 2024 年）を用い，コホート変化率法により年
齢階級別就業者数を推計した．若年層については，歯科
衛生士国家試験合格者数を基に将来値を推計し，就業率
を乗じて算出した．需要推計では，患者調査および歯科
医師数から歯科診療所における歯科医師需要を推計し，
歯科医師 1 人当たり歯科衛生士数を用いて算出した．歯
科衛生士の需給については，年齢階級別の就業継続，離
職・復職，若年層の就業者率に加え，在宅医療や介護分
野等での役割拡大による需要増等，多様な要因が影響す
ると考えられた．今後は，現役者率や 4 年制大学化の影
響を踏まえた供給推計，診療所以外の分野を含む需要評
価，地域間格差を考慮した分析等が必要である．
②歯科医療提供体制課題における優先度の決定－都道府

県歯科医師会に対するデルファイ法による調査－（諸
外国における歯科医療提供体制と歯科医師・歯科衛生
士の業務のあり方に関する実態把握のための研究（厚
生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究
事業）：代表）
本研究では，わが国の歯科医療提供体制に関する主要

課題の重要度を明らかにすることを目的として，厚生労
働省「歯科医療提供体制等に関する検討会」中間とりま
とめから 10 課題を抽出し，全国 47 都道府県歯科医師会
会長を対象にデルファイ法による 2 回の質問紙調査を実
施した．その結果，「歯科衛生士・歯科技工士の人材確
保と就労環境整備」が最重要課題とされ，次いで「災
害・感染症等の有事対応」，「かかりつけ歯科医制度と地

域連携」，「医科歯科連携と多職種連携」，「障害児・者に
対する歯科医療アクセスの保障」が上位に位置づけられ
た．これらの課題は，人的資源の確保を基盤として，地
域包括ケアに対応した歯科医療提供体制の構築と密接に
関連していると考えられた．あわせて実施したスウェー
デン・イエテボリ大学への視察では，公立歯科診療所を
基盤とした地域歯科医療，予防中心の施策，歯科衛生士
等の明確な役割分担，公的支援制度による継続受療体制
が確認された．これらは，わが国における地域歯科保健・
医療体制および歯科専門職の業務のあり方を検討する上
で有用な示唆を与えるものと考えられた．
③歯科口腔保健の推進に関する基本的事項（第二次）の

進捗評価　（厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・
糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）「歯科口腔保
健の推進に関する基本的事項（第二次）」の進捗評価
と推進方策に関するエビデンス構築：分担（代表：三
浦宏子））
歯・口腔の健康づくりプランに設定された 5 告示指標

および 13 参考指標について，直近の調査結果により現
状値を把握した．歯数に関する 3 指標は過去 4 回の歯科
疾患実態調査を用いた直線回帰により令和14（2032）年
の推計値を算出した．その結果，歯数に関する指標は，
いずれも改善傾向であった．社会環境に関する指標につ
いては，多くの指標が改善傾向を示したが，条例制定，
フッ化物洗口，口腔機能育成事業など一部では顕著な改
善はみられなかった．これら指標に対しては，国および
都道府県による重点的支援の強化が求められると考えら
れた．
④新型コロナウイルス感染症流行後のフッ化物洗口事業

再開・継続に向けた都道府県支援に関する研究（厚生
労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習
慣病対策総合研究事業）新型コロナウイルス感染症流
行が歯科口腔保健行動及び歯科疾患等に与えた影響の
解明のための研究：分担（代表：竹田飛鳥））
本研究では，COVID-19 感染拡大前の 2019 年度と 5 類

感染症移行後の 2023 年度を比較し，都道府県における
フッ化物洗口実施施設数が回復・増加した地域の特徴を
検討した．2023 年度の実施施設数が 2019 年度を上回っ
た都道府県の割合は，保育所等 38.2％，小学校 45.7％，
中学校 36.4％，特別支援学校 9.4％であった．歯科口腔
保健計画でフッ化物洗口の目標値を設定している都道府
県では，市町村支援を実施している割合が有意に高かっ
た．小学校では，PTA・保護者や学校関係者への説明，
マニュアル作成，普及啓発資材作成などの市町村支援は，
実施施設数の増加と有意に関連していた．また，中学校
では，定期的な実施施設数の把握が増加と有意に関連し
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ていた．健康危機後のフッ化物洗口事業の再開・継続に
は，平時から洗口事業を計画に位置づけ，実施状況を把
握し，関係者への説明・普及啓発体制を整備することが
重要であると考えられた．
⑤事業場での歯科口腔保健サービスの推進事例収集のた

めの調査（厚生労働行政推進調査事業費補助金（労働
安全衛生総合研究事業）労働安全衛生法に基づく歯科
医師による健康診断のより適切な実施に資する研究：
分担（代表：上條英之））
本研究では，先進的に歯科口腔保健事業を実施してい

る 31 事業場を対象に調査を行った．郵送調査を実施し
たところ 9 事業場から回答を得た．分析の結果，歯科健
康診査や歯科口腔保健指導は多くの事業場で実施されて
いたが，実施主体は健康保険組合が中心であり，事業場
主体の取組としての位置づけは十分でない可能性が示さ
れた．また，実施上の障壁として，費用や人的資源の不
足，実施方法の不明確さがあげられた．今後は，標準化
されたプログラムや実務的支援の整備，歯科専門職の関
与促進，既存資料の活用，好事例の収集と横展開，支援
体制の強化が求められる．
⑥その他

基盤研究(C) 多歯時代の歯周病：機械学習による将来
予測とスクリーニングスコアの開発（代表：岩崎正則）
の研究分担者として研究に参画した．

2）研修報告
①長期研修 （オンライン研修）

専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野分割前期における
「対人保健」科目のうち「歯科保健医療概論」を担当し
た．院内の歯科口腔保健分野に関わる職員とともに，う
蝕，歯周病，あるいは口腔機能低下についての発症・悪
化予防，および地域活動における歯科口腔保健の実践例
の紹介を行った．
②短期研修（オンライン研修）
＜歯科口腔保健の推進のための企画・運営・評価研修＞
（遠隔研修：令和7年7月1日（火）～ 7月18日（金），
オンライン研修：令和 7 年 7 月 22 日（火）～ 7 月 25 日
（金））

研修副主任として歯科口腔保健の推進のための企画・
運営・評価研修を担当し，自治体職員 25 名が受講した．
研修全体の満足度，および業務への役立ちについては，
それぞれ「とても良かった」89％，および「とても役立つ」
93％であった．昨年度同様，オンライン研修ではあった
が，研修の質を損なわず概ね順調に実施できたと考えら
れたため，来年度もオンライン研修を継続する．
＜エイズ対策研修＞
（オンライン研修：令和7年10月14日（火）～ 10月17
日（金））

研修主任としてエイズ対策研修を担当し，自治体職
員 46 名が受講した．研修全体の満足度，および業務へ
の役立ちについては，それぞれ「とても良かった」92％，

および「とても役立つ」97％であった．講義に先立って
事前質問を受け入れる等の工夫により，質の高いオンラ
イン研修を提供できた．
＜その他の短期研修＞

「児童虐待防止研修（研修主任：大澤絵里）」,「児童
相談所の連携強化に向けた中堅職員研修（研修主任：保
田江美）」の副主任として，当該研修の円滑な実施を支
援した．

3）その他
①委員会活動

歯科口腔保健分野の専門家として以下の委員会活動を
行った．
＜厚生科学審議会＞

「厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会」委員
＜厚生労働省　委託事業＞

「歯科医療提供体制等に関する検討会」委員
「健康増進総合支援システム（ｅ－ヘルスネット）」
情報評価委員会・委員
「歯科口腔保健医療情報サイトの在り方検討委員会」
座長
「歯科保健医療データブック等の在り方検討委員会」
委員
「全世代向けモデル歯科健康診査等実施事業検討委員
会」座長
「全世代向けモデル歯科健康診査等実施事業（薬局等
を通じた受診勧奨事業）検討委員会」座長
「歯科衛生士の業務のあり方等に関する検討会」座長
「歯科医師の適切な配置等に関するワーキンググルー
プ」委員

＜その他の委員会活動＞
・公益財団法人 8020 推進財団　地域保健活動推進委員

会・委員
・公益財団法人8020推進財団　調査研究事業等検討会・

委員
・東京都歯科保健対策推進協議会　委員
・東京都歯科保健推進計画検討評価部会　部会長
②院外教育・研究活動

歯科口腔保健分野の専門家として，院外での教育・研
究活動を行った．

・長崎大学客員教授
・長崎大学非常勤講師
・長崎大学熱帯医学研究所客員研究員
・埼玉県立大学非常勤講師

③学会活動
学会活動として，以下の活動を行った．

・日本公衆衛生学会：理事，代議員（C職種），歯科保
健のあり方委員会委員，公衆衛生モニタリング・レ
ポート委員会委員

・日本口腔衛生学会：代議員，倫理委員会副委員長，地
域口腔保健委員会副委員長，認定制度運営委員会委員，
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査読委員

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

（2）令和7年度　研究業績目録

1）学術誌に発表した論文（査読付きのもの）
原著/Originals

Asuka Takeda, Hideki Fukuda. Who Could Be Targeted 
for Teledentistry in Japanese Clinics? A Questionnaire Sur-
vey of Patients. JOURNAL OF PUBLIC HEALTH DEN-
TISTRY. 2025; 85(2): 125-132.

doi. 10.1111/jphd.12660.
Naofumi Tamaki, Makoto Fukui, Masayasu Kitamura, 

Hideki Fukuda, Reiko Furugen, Hirotomo Yamanashi, et 
al. Longitudinal relationship between atherosclerosis and 
progression of periodontitis in community-dwelling people 
in Nagasaki Islands Study. Scientific Reports. 2025; 15(1): 
13437. doi. 10.1038/s41598-025-98377-2.

Kobori Eiko, Maeda Yuko, Kamata Kanami, Nozue 
Miho, Fukuda Hideki, Miura Hiroko. Health transition of 
Thai migrant women in Japan: a preliminary cross-sec-
tional study in a country with insufficient migrant health 
data. ARCHIVES OF PUBLIC HEALTH. 2025; 83(1): 172. 
doi:10.1186/s13690-025-01649-6.

深井穫博，大内章嗣 ，福田英輝, 岡田寿朗, 佐々木健, 
安藤雄一, et al. 公的統計における咀嚼に関連する食行
動指標の概況と意義について.口腔衛生学会雑誌. 2025; 
75(1): 31-36.

総説・解説／ Reviews and Notes
福田英輝．特集編集企画：「歯・口腔の健康づくりプ

ラン」の実現戦略を考える歯科特集「「歯・口腔の健康
づくりプラン」の実現戦略を考える」.日本健康教育学
会誌. 2025; 33(2)

福田英輝．「歯・口腔の健康づくりプラン」の目指す
方向．公衆衛生．2025； 89(6): 488-496.

2）学術誌に発表した論文（査読が付かないもの）
総説・解説／ Reviews and Notes

なし

その他／ Others
福田英輝．歯科検診・医療へのアクセス困難者に対す

る行政支援．地域における高齢者の口腔・食支援の取
組推進のためのハンドブック. 東京都健康長寿医療セン
ター2025;3:39.(記事)

3）著書／ Books
なし

4）抄録のある学会報告／ Proceedings with Abstracts
福田英輝，井田有亮，秋野憲一，山口摂崇，菅原ひと

み，古堅麗子，小栗智江子．スマートフォンを利用した
歯科疾患実態調査の質問回答に関するアンケート調査．
第 74 回日本口腔衛生学会総会； 2025.5.16-18；新潟．口
腔衛生学会雑誌2025;75(増):p.156．

福田英輝，上條英之．産業保健総合支援センターにお
ける歯科口腔保健の取り組み状況．第 66 回日本歯科医
療管理学会総会・学術大会； 2025.7.19-20；沖縄．第 66
回日本歯科医療管理学会総会抄録集.2025；p.37．

枝広あや子，本橋佳子，秋野憲一，恒石美登里，福田
英輝，涌井智子，進藤由美，平野浩彦，岡村毅．在宅医
療・介護連携における食と口腔の取り組みの実践～地
域での実践例から～．第 84 回日本公衆衛生学会総会；
2025.10.29-31；静岡．第84回日本公衆衛生学会抄録集．
p.543．

本橋佳子，枝広あや子，秋野憲一，恒石美登里，福
田英輝，涌井智子，進藤由美，平野浩彦，岡村毅．基
礎自治体が行う在宅医療・介護連携推進事業における
歯科との連携の課題．第 84 回日本公衆衛生学会総会；
2025.10.29-31；静岡．第84回日本公衆衛生学会抄録集．
p.604．

尾崎哲則，本橋佳子，橋本由利子，田野ルミ，福田英
輝．歯科口腔保健サービスアクセス困難者への歯科口腔
保健サービス　モニタリング報告．第 84 回日本公衆衛
生学会総会； 2025.10.29-31；静岡．第 84 回日本公衆衛
生学会抄録集．p.620．

三浦宏子，村田幸枝，福田英輝，大島克郎，秋野憲一．
全国調査に基づく介護老人保健施設での歯科保健サービ
ス提供状況に関する分析．第 84 回日本公衆衛生学会総
会； 2025.10.29-31；静岡．第 84 回日本公衆衛生学会抄
録集．p.622．

大島克郎，村田幸枝，福田英輝，石塚洋一，林田尚斗，
三浦宏子．歯科検診受診者の特性：公的統計の個票デー
タリンケージに基づく分析．第 84 回日本公衆衛生学会
総会； 2025.10.29-31；静岡．第 84 回日本公衆衛生学会
抄録集．p.751．

福田英輝，倉本絹美，大島克郎，村田幸枝，石塚洋一，
三浦宏子．令和 4 年歯科疾患実態調査における問診項目
と歯科疾患との関連．第 84 回日本公衆衛生学会総会；
2025.10.29-31；静岡．第84回日本公衆衛生学会抄録集．
p.752．

瀧澤伸枝，服部早苗，福田英輝．都道府県別のフッ化
物洗口実施割合とう蝕変化率との関連．第 84 回日本公
衆衛生学会総会； 2025.10.29-31；静岡．第 84 回日本公
衆衛生学会抄録集．p.752．
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村田幸枝，三浦宏子，秋野憲一，大島克郎，福田英輝．
全国調査による障害者施設での歯科検診実施状況とその
関連要因．第 84 回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-
31；静岡．第84回日本公衆衛生学会抄録集．p.753．

小武家優子，福田英輝．薬局・ドラッグストア利用者
のフッ化物商品に関する意識調査．第 84 回日本公衆衛
生学会総会； 2025.10.29-31；静岡．第 84 回日本公衆衛
生学会抄録集．p.754．

山本貴文，竹田飛鳥，福田英輝，岩崎正則．COVID-19 
パンデミック前後の 12 歳児 DMFT の推移：DDD モデ
ルでの検討．第84回日本公衆衛生学会総会； 2025.10.29-
31；静岡．第84回日本公衆衛生学会抄録集．p.817．

5）調査研究報告書／ Reports
福田英輝，研究代表者．厚生労働行政推進調査事業

費補助金 行政政策研究分野 厚生労働科学特別研究「歯
科医療提供体制構築の促進に資する歯科専門職の適正
配置のための研究」（25CA2018）令和 7 年度総括報告書．
2025．

福田英輝，研究代表者．厚生労働科学研究費補助金 
健康安全確保総合研究分野 地域医療基盤開発推進研究
「諸外国における歯科医療提供体制と歯科医師・歯科衛
生士の業務のあり方に関する実態把握」（25IA1010）令
和7年度総括報告書．2025．

福田英輝，研究代表者．厚生労働行政推進調査事業費

補助金 行政政策研究分野 厚生労働科学特別研究「歯科
疾患実態調査の効率的・効果的な実施にむけたシステム
構築のための研究」（24CA2001）令和 6 年度総括報告書．
2025．

福田英輝．厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・
糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）「新型コロナウ
イルス感染症流行が歯科口腔保健行動及び歯科疾患等に
与えた影響の解明のための研究」（研究代表者：竹田飛鳥．
24FA1021）令和6年度分担研究報告書．2025.p45-48．

大島克郎，三浦宏子，村田幸枝，福田英輝，石塚洋一，
林田尚斗．厚生労働科学研究費補助金 健康安全確保総
合研究分野 地域医療基盤開発推進研究「歯科口腔保健
の健康格差に関する実態把握および調査手法の改善のた
めの研究」（研究代表者：三浦宏子.23IA1012）令和 6 年
度分担研究報告書．2025．p31-38.

福田英輝．厚生労働科学研究費補助金 健康安全確保
総合研究分野 労働安全衛生総合研究「労働安全衛生法
に基づく歯科医師による健康診断のより適切な実施に資
する研究」（研究代表者：上條英之．22JA1004）令和 6
年度分担研究報告書．2025．p54-63.

6）視聴覚資料やデジタル媒体などによる研究成果／
Visual Media

なし
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12．統括研究官（国際協力研究分野）
五十嵐久美子

（1）令和7年度活動報告

国際協力研究分野では，世界の人々の健康と安寧の実
現のため，ポストSDGsも見据えたUHC達成の加速化を
支援するため，国際機関とも連携しつつ，健康長寿社会
を推進する日本の保健医療政策の知見が国際社会におけ
る議論に貢献できるよう，国際保健及び国際協力に関す
る研究，養成訓練，情報発信等を組織横断的に進めて
いる．令和 7 年度は，わが国の公衆衛生対策の実績を海
外に発信するために，国内外の関連情報の収集及び分
析を行うとともに，国際協力機構（JICA）やWHOなど
の内外の関係機関と連携し，海外の保健省担当者等を対
象とする訪日研修等の人材育成事業を実施した．WHO, 
ASEAN, APECをはじめとする国際機関が主催する会議
等に参加し，国際的な枠組みにおけるUHCの推進及び
エイジング政策等に関連する事項について助言等を行い，
行動計画の策定等に寄与した．

また，公衆衛生看護研究領域及び生涯健康研究部を兼
務し，特に公衆衛生看護の人材育成及び生活習慣病対策
の保健指導に係る事項について研究及び養成訓練を実施
した．

1）研究テーマ1：国際協力研究領域
①厚生労働科学研究（地球規模課題）「アジアをはじめ

とした発展途上国における高齢化対応も含めたUHC
達成を推進する施策や制度の提言に資する研究」（令
和 7-8 年）（研究代表者）アジアをはじめとした発展
途上国にとって喫緊の課題である高齢化社会への対応
について，日本が蓄積してきた知見を活用し，各国の
社会・文化・制度等に配慮した上で，アジアをはじめ
とした発展途上国が取り組むべき具体的な施策や制度
を提案し，世界のUHCの推進を加速化させることを
目的としている．本年度は，アジア諸国における高齢
化施策プロセスと現状の比較研究のための調査票を開
発し，国際機関等における動向の把握，高齢化の進展
度に応じた対象国における政策・制度の把握を行った．

②厚生労働科学研究（地球規模課題）「ポストSDGsを見
据えた新たなUHC指標開発に資する研究」（令和 6 年
-8 年）：分担研究者として，研究の方針に係る助言及
び新たな保健関連サービスのUHCへの統合に関する
国際的動向と指標の分析を担当した．

③WHOコラボレーションセンター
 当院では，2015 年よりWHO-Collaboration Center for 

Integrated People-Centered Service Deliveryと し て
WHO西太平洋事務局（WPRO）より指定を受け組織
横断的な取組を実施している．期待される成果として
は，各国において，公平で統合された人間中心のサー
ビス提供システムが整備され，公衆衛生的アプローチ

が強化されること，また，国が行う患者安全とサービ
スの質の向上，及び患者のエンパワーメントがUHC
の枠組みの中で可能となること，である．これまで，
WHOと連携して，包括的な生活習慣病対策や健康な
高齢社会への対応，病院の質と患者安全のマネジメン
トに関する研修を開催し，WPRO域内の各国の政府及
びWHO関係者の人材育成に貢献してきた．令和7年度
は，WHOで開催される関係会議に参加し，各分野に
おける戦略や行動計画の策定等に関与した．また，域
内の人材育成については，日本の知見を活用した包括
的な健康増進施策に関連した企画を行ったが，資金調
達ができず実施には至っていない．継続的に，WPRO
との協議を続けており，持続的な人材育成への貢献を
行っていく．

④東南アジア諸国連合（ASEAN）関連
・第 23 回日ASEAN社会保障ハイレベル会合（厚生労

働省主催）はASEAN各国の保健・福祉・労働の各
省の局長級が参加し，日本及び各国の取組事例につ
いて意見交換し提言を取りまとめる．令和 7 年度は
「高齢化社会に向けた持続可能な社会づくり」を
テーマとし，「セッション 1 高齢者の社会参加」の
モデレーターを務めた．また，事前に「ソーシャル
キャピタル指標」の調査を実施し，4 か国からの回
答結果について会議で報告した．

・日中韓＋ASEANの共同研究として，「Active Ageing 
Policy Research Project」に参加し，国別報告として
「日本の高齢者政策に関する報告書」をとりまとめ
た．

⑤国際公衆衛生研究所連盟（IANPHI：The International 
Association of National Public Health Institutes）

 世界の公衆衛生研究所が加盟する組織で当院は現在
は非会員であるが，令和 6 年度より再加入に向けた
取組を開始しており，令和 7 年度は加入手続きを行っ
た．12 月に開催された年次総会には浅沼院長が参加
し，令和 8 年 1 月 1 日より正式会員となることが承認
された．

 また，IANPHIが実施する「国立公衆衛生機関におけ
る健康危機対応人材に係る事業フェーズ 2」に健康危
機管理研究部が主体となって参加し，日本における知
見の共有等により，健康危機に対応する公衆衛生人材
の需要と供給を迅速に評価する体制の構築に貢献して
いる.

⑥フィリピン大学との連携協定
 フィリピン大学公衆衛生院との連携協定は 2005 年に

開始し現在も継続している．主に，日本国内の公衆衛
生人材育成に対する国際保健のフィールド研修をフィ
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リピン大学の協力を得て実施している．令和 7 年度か
らは当該協定に基づき，アジアの高齢化施策に関する
共同研究を開始した.

⑦PMAC（Prince Mahidol Award Conference）2026サイド
イベントの開催

 令和 8 年 1 月にバンコクで開催されたPMAC（Prince 
Mahidol Award Conference）2026において，当院とJICA
の共催によるサイドイベントを開催した.「社会的価
値を通じて保健医療システムを再構想する～人口構造
の転換期における，包摂的で持続可能なUHCへの道
～」をテーマに，人口高齢化と格差で逼迫する世界の
保健医療に対し，日本のUHC経験とIPCHS（Integrated 
people centered Health Care）の視点から，社会的価値
にもとづく持続可能で公平な制度構築について議論を
行った．浅沼院長，厚生労働省，WHOより開会挨拶
があり，10 名の専門家より話題提供があり，シンポ
ジウム及びグループワークを通じて参加者との双方向
のディスカッションが行われた．

2）研究テーマ2：公衆衛生看護研究領域
①厚生労働科学研究（健康安全・危機管理対策総合研究

事業）「2040年以降を見据えた自治体保健師の人材育
成体制の構築のための研究」令和 7-8（研究分担者）：
研究分担者として，総合的マネジメントを担う保健師
の役割発揮を推進するために必要な組織体制等及び育
成に必要な要素の明確化を目的に，アンケート調査及
びヒアリング調査を実施した．また，研究代表者をサ
ポートし，研究班全体の進捗管理を行った．

②災害時における地域保健活動を推進する体制整備に
資する研究（令和 6-7 年）（研究代表：奥田）：研究協
力者として，令和 4 年度に発生した能登半島地震の際
におこなわれた全国の自治体からの保健師等の応援派
遣についてレビューを行い，有事及び平時からの準備
状況及び体制整備に係る分析を行い，好事例と思われ
る自治体のヒアリングにより詳細な取組について整理．
これらの結果を踏まえた提言をまとめ，「統括保健師」
及び「リスクコミュニケーション」を担当した．

3）研修報告
①国際協力研究領域
○JICA課題別研修

以下 2 研修の企画・評価について主担当を補佐しつつ，
研修の実施・運営に関与．ガバナンスとマネジメントに
関する講義を担当した．

・ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ達成のための医
療保障制度強化研修

・保健衛生政策向上研修
○その他の国際研修事業について，国際協力研修委員会

とともに，研修受け入をサポートした．
②公衆衛生看護研究領域

公衆衛生看護研修については，厚生労働省がR6 年 12

月に開始した「2040年を見据えた保健師活動のあり方に
関する検討会」における議論を踏まえ，各階層に応じた
研修内容の見直しを行った．研修生からの業務への役立
ち度について高評価が得られており，引き続き，各層に
おけるマネジメント強化に資する人材育成を実施してい
く．

（長期研修）
・専門課程Ⅲ地域保健福祉専攻科（担当）
（短期研修）
・公衆衛生看護研修・中堅期（副主任）
・公衆衛生看護研修・管理期（主任）
・公衆衛生看護研修・統括保健師（副主任）
・生活習慣病対策研修（副主任）
・DHEAT研修（副主任）

4）その他
①国際会議等への出席
・WHO-WPRO,MEETING OF EXPERTS IN SENSORY 

FUNCTION IN THE WESTERN PACIFIC REGION（マ
ニラ）2025.03：WHO-WPROの要請に基づき，域内に
おける感覚機能と健康に関する戦略計画策定のための
会議に参加，日本の経験の共有（資料作成）と行動計
画の策定に関与．

・ASEAN+3SOMSWD,Regional Meeting on Integration 
Policy in Fostering an Inclusive Ageing Society through 
an Intergenerational Approach（バンコク），2025.07：
ASEAN＋ 3 社会福祉ハイレベル会合のネットワーク
において開催された高齢化社会への対応として多世代
連携アプローチに関する会議に参加し，日本政府の取
組の紹介及びASEAN地域への取組についての提言を
策定．

・APEC経済協力，地域におけるHealthy Agingに関する
枠組み（オンライン）2025.07：米国が主催のAPEC加
盟国が参加し健康的なエイジングについての会議に参
加し，日本の取組について基調講演し意見交換を実施．

・APEC Workshop on Strategies to Enhance Integrated 
People-Centered Health Care「地域包括高齢者政策」
（台湾）2025.09：台湾保健省主催になりAPEC加盟各
国が参加し包括的な人々中心のヘルスケアについて議
論．地域包括高齢者政策のセッションにおいて日本の
取組を報告し，議論に参加．

・WHO協力センターフォーラム（マニラ）2025.11：
WHO-WPROの要請に基づき域内各国のWHO協力セン
ターが集合し，WPRO戦略に基づき行動計画を検討し，
センター間の連携強化を図った．

②各国等からの訪問受け入
・シンガポール保健省「Health Promotion政策」2025.06
・サウジアラビア保健省「戦略計画アドバイザリー会

議」2025.07
・インドネシア保健省人材総局「保健人材政策」

「WHO-CC連携」2025.12
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③国・地方自治体の事業
・厚生労働省（健康・生活衛生局健康課保健指導室）「保

健師の管理的能力向上のためのeラーニング教材開発
事業」有識者委員，教材監修

・厚労省保健指導事業（日本看護協会主催）「市町村統
括保健師の実践力強化に向けた有識者会議」有識者委

員，市町村統括保健師研修
・公衆衛生協会，地域保健総合推進事業「ブロック別保

健師研修会」「担当者会議」
・厚生労働省（大臣官房国際課・医政局看護課）「国際

看護情報ネットワーク会議」メンバー

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

（2）令和7年度研究業績目録

1）学術誌に発表した論文（査読付きのもの）
原著／ Originals

なし

総説・解説／ Reviews and Notes
Kayama.M, Sydo.K, Igarashi.K. Capacity development of 

nursing professionals for the next pandemic: Nursing ed-
ucation,on-the-job training,and networking. Policy Forum, 
Global Health & Medicine. 2025; Article ID: 2025.01019

2）学術誌に発表した論文（査読のつかないもの）
総説・解説／ Reviews and Notes

五十嵐久美子，萩原加奈子，奥田博子，他．地域課題
に対応する保健師人材育成の新たな方向性,保健医療科
学 2025 Vol.74 No.5　p.440－451

大澤絵里，森岡典子，虎頭恭子，穴見翠，五十嵐久美
子．グローバル・ヘルスにおける公衆衛生看護の役割―
ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ実現に向けての貢献
と課題―,保健医療科学 2025 Vol.74 No.5 p.468－478

3）著書／ Books
なし

4）抄録のある学会報告／ Proceedings with abstracts
Osawa.E, Igarashi.K. Let's talk about what will be re-

quired of public health nurses to achieve universal health 
coverage!, World Cafe,7th International GNPHN(Global 
Network of Public Health Nursing) Conference,Jul.2025,

麻生保子，奥田博子，大澤絵里，畠山典子，五十嵐久
美子，他．感染症蔓延下の自然災害（複合災害）時に
おける統括保健師の役割 ‐ インタビュー調査,一般演題
(ポスター ),第84回日本公衆衛生学会,2025.10,p546

奥田博子，大澤絵里，冨尾淳，畠山典子，麻生保子，
大沼麻実，五十嵐久美子，他．令和 6 年能登半島地震に
おける保健師等広域応援派遣に関する実態調査 5,一般演
題(ポスター ),第84回日本公衆衛生学会,2025.10,p546

萩原加奈子，茂木りほ，奥田博子，畠山典子，吹田
晋，横山徹爾，上原里程，五十嵐久美子．自治体保
健師の専門的・管理的能力に対する管理期保健師研
修の効果,一般演題(ポスター ),第 84 回日本公衆衛生学
会,2025.10,p645

大澤絵里，五十嵐久美子，他．日本の社会背景を考慮
したUHCサービスカバレッジインデックスの開発,第 40
回 日本国際保健医療学会学術大会,2025.11,p99

佐々木由理，五十嵐久美子，他．（第一報）アジア・
アフリカ諸国における高齢化施策プロセスと現状の比較
研究のための調査票開発,第 40 回日本国際保健医療学会
学術大会, 2025.11,p100

春名めぐみ，五十嵐久美子，奥田清子, 他．国際保健
に関わる看護人材の育成についての検討～看護実践現場
からの関与,第 45 回日本看護科学学会学術集会,JANS-厚
労省合同企画シンポジウム,2025.12,p648

奥田博子，五十嵐久美子，他．健康危機事象に備え
た都道府県における保健活動の体制整備に関する実態
調査,第 45 回日本看護科学学会学術集会,一般演題(口
演),2025.12,48-01, p649-O48-01-

五十嵐久美子．次の健康危機に備えた地域保健活動,
公衆衛生看護セミナー ,第 14 回公衆衛生看護学会学術集
会,2025.12,p62

松永篤志，茂木りほ，遠藤雅幸，佐藤太一，平野美千
代，深津多恵子，五十嵐久美子，奥田博子．保健師活
動領域調査(活動調査)からみえる保健師活動の変化-2009
年と 2018 年を比較して-,一般演題(ポスター ),第 14 回公
衆衛生看護学会学術集会,2025.12,p177

奥田博子，五十嵐久美子，麻生保子，大澤絵里，畠山
典子．災害時保健活動マニュアル改定ポイントについて
考えよう,ワークショップ,第 14 回公衆衛生看護学会学術
集会,2025.12,p100

5）研究調査報告書／ Reports
五十嵐久美子，山口佳小里，大澤絵里．新たな保健関

連サービスのUHCへの統合に関する国際的動向と指標
の分析・感覚機能と健康に関する国際動向,厚生労働科
学研究費補助金(地球規模保健課題解決推進のための行
政施策に関する研究事業)「ポストSDGsを見据えた新た
なUHC指標開発に資する研究」研究代表者:大澤絵里,課
題番号:24BA1003,令和6年度研究報告書,2025.07.p68-76

山口佳小里，清野薫子，五十嵐久美子，大澤絵里． 
新たな保健関連サービスのUHCへの統合に関する国際
的動向と指標の分析・リハビリテーション関連指標の
UHC指標への統合に関する国際動向,厚生労働科学研究
費補助金(地球規模保健課題解決推進のための行政施策
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に関する研究事業)「ポストSDGsを見据えた新たなUHC
指標開発に資する研究」(研究代表者:大澤絵里<課題番
号:24BA1003>) 令和6年度研究報告書,2025.07.p59-67

浅沼一成，渡三佳，五十嵐久美子．新型コロナウイル
ス感染症への行政対応記録の収集・整理, 厚生労働行政
推進調査事業費補助金(新興・再興感染症及び予防接種
政策推進研究事業),「新興・再興感染症のリスク評価と
バイオテロを含めた危機管理機能の実装のための研究」
(研究代表者：斉藤智也<課題番号:22HA2002>)令和 6 年
度分担研究報告書,2025.07

6）視聴覚資料やデジタル媒体などによる研究成果／
Visual Media

監修：五十嵐久美子，奥田博子，吹田晋，萩原加奈
子．自治体保健師のマネジメント能力向上のためのeラー
ニング(1 公衆衛生看護管理,2 組織運営と管理,3 政策策定
と評価,4 健康危機管理(災害・感染症),5 人材確保・人材
育成)自治体保健師向けeラーニング,2025,　https://www.
mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/tiiki/index_00008.html
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13．総務部総務課図書館・情報システム管理室

（1）令和7年度活動報告

図書館・情報システム管理室には，図書係及び情報支
援係の 2 係がある．図書係は図書の収集保管及び閲覧並
びに「保健医療科学」の編集並びに電子図書館機能の企
画に関する事務であり，情報支援係は科学院の所掌に関
する情報の提供及び利用の支援並びに科学院の所掌に関
する情報ネットワークの管理に関する事務である．

令和 7 年度における図書館の利用者は研修生が延べ
1,772 名，職員，研究員等が 204 名，外来利用者が延べ
37名であった．

令和 8 年 3 月 31 日現在，蔵書数 124 千冊，継続受入雑
誌は 361 誌である．このほか，「電子図書館事業」とし

て「厚生労働科学研究成果データベース」の運用を行っ
ている（事業報告 2．厚生労働科学研究成果データベー
ス (MHLW-Grants)事業報告を参照）．

また，機関誌「保健医療科学」を隔月で発行し，Web
公開を進めている（事業報告 4． 保健医療科学刊行報告
を参照）．

さらに，情報システム関係では，情報システム委員会
の事務局としてネットワークシステムの運用を行うとと
もに，国立保健医療科学院主催の情報セキュリティ研修
や厚生労働省主催のオンライン研修に関する業務を行っ
た．

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

（2）令和7年度の図書館・情報システム管理室統計

図書館利用

館外貸出

相互貸借

レファレンス 利用者教育文献複写 現物貸借

依頼 受付 依頼 受付

1,558冊 345件 56件 70件 57件 52件 6件

図書館資源受入

令和7年度受入数
図書 製本雑誌 図書・製本雑誌合計 雑誌 契約データベース

987冊   80冊 1,067冊 361誌 12種

累計 80,393冊 43,863冊 124,256冊 － －




